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写真計測による鋼構造部材を対象とした損傷評価の検証 
 

今村 公 a)・森田 千尋 b)・堀澤 英太郎 c) 

 
Verification of Damage Assessment for Steel Structural Members 

Using Photogrammetry 
 

Ko IMAMURA, Chihiro MORITA, Eitaro HORISAWA 
 

Abstract 
 

    In recent years, the deterioration of road bridges has become a serious problem in Japan, necessitating mandatory 
close-up visual inspections every five years. However, due to challenges such as a shortage of engineers and budget 
constraints, there is a demand for inspection technologies that are inexpensive, efficient, and offer accuracy equivalent 
to close-up visual inspections. Therefore, this study aimed to clarify changes in model accuracy due to different 
shooting methods using 3D models created with Structute from Motion and to accurately calculate damaged areas, 
such as paint peeling and corrosion. Accuracy verification was performed on test specimens and actual bridges. 
Verification using test specimens showed that high accuracy results for both dimensional accuracy and damaged areas 
could be obtained by ensuring a shooting distance of 0.5 m and an overlap rate of 80% or higher. Furthermore, the 
verification on actual bridges demonstrated the ability to faithfully reproduce the shape of damaged areas. 

 
Keywords:  Structure from Motion, Three-dimensional model, Maintenance technique 

 

1. はじめに 

 

日本における道路橋の多くは高度経済成長期に整備さ

れたものであり、近年その老朽化が深刻な課題となってい

る。建設後 50年を経過した橋梁の割合は、2025年度時点
で約 42%に達しており、10年後には約 65％に増加すると
予測されている 1)。これらの橋梁のうち、9割以上は地方
公共団体によって管理されている。しかしながら、地方公

共団体は技術者不足や予算不足といった課題を抱えてお

り、十分な維持管理や点検が行われているとは言い難い状

況にある 2)。 
このような背景のもと、国土交通省は 2014 年度より、

道路橋に対して 5 年に 1 度の近接目視による定期点検を
義務化した 3)。さらに、2019年度から開始された 2巡目の
点検では、近接目視と同等の精度が確保できる場合に限り、

ドローンなどの新技術を活用した点検手法の導入が認め

られている 3)。このことから、安価かつ効率的な橋梁点検

手法の確立が求められている。 
そこで本研究では、SfM（Structure from Motion）を橋梁

点検に応用することで、点検作業の効率化および点検デー

タの一元化が可能であると考えた。SfMとは、複数のデジ
タル画像から点群データを生成し、対象物の三次元モデル

を構築する技術である。近年レーザースキャナを用いた点 
a)工学専攻環境コース大学院生 

b)土木環境プログラム教授 

c)土木環境プログラム特別助教 

検手法が普及しつつあるが、機器が高価であることや専門

的な知識が必要であることから、財政的余裕の少ない地方

公共団体にとっては導入が困難である。一方、SfMは必要
な機器が比較的安価であり、簡便に三次元モデルを作成で

きる点で有用性が高い。 
SfMに関する既往研究では、デジタルカメラで撮影した
画像のみを用いて作成した三次元モデルにより、定期点検

と同等の損傷確認が可能であること 4)や、生成した点群デ

ータから剥落などの損傷領域を三次元的に把握できるこ

とが報告されている 5)。また、プロジェクタを用いて対象

物に模様を投影することで、点群データの点数および精度

を向上させる手法についても研究が行われている 6)。しか

し、これらの研究は主にコンクリート構造物を対象とした

ものであり、鋼構造物を対象とした検討は十分とは言えな

い。鋼構造物を対象とした研究では、減肉したウェブの断

面変化や切削箇所を点群モデルに表現できたこと 7)や、作

成したモデルから AIを用いて腐食部分を区別することで
損傷領域の把握が容易になること 8)が報告されている。ま

た、腐食した部材の点群データを用いて劣化損傷を反映さ

せた解析モデルの妥当性が検証されている 9)。しかし、寸

法や損傷領域の精度検証については行われていなかった。 
以上の背景を踏まえ、本研究では SfM により作成した
三次元モデルを用いて、鋼構造物における様々な撮影方法

が寸法精度に及ぼす影響について検証を行った。また、損

傷領域（塗膜剥離や腐食等）の面積算出手法についても検

討した。まず、H形鋼の供試体に損傷を模擬した画用紙を
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付与し、面積算出精度の検証を行った。さらに、実橋梁に

おける鋼部材の損傷領域を対象として、同様の検証実施し

た。 
 
2. SfMの概要 

 
三次元データの取得技術は、画像を用いる方法とレー

ザーを用いる方法に大別できる。SfMはこのうち、画像
を用いた三次元形状の復元技術である。これは、異なる

位置から撮られた複数枚の画像の重複部分（オーバーラ

ップ部）を解析することにより、三次元モデルを復元す

るものである。従来の写真測量では、異なる位置から撮

られた複数枚の画像から手動で基準点を抽出し、既知座

標を与えることでカメラの姿勢と位置を求めているが、

異なるカメラや焦点距離で撮影された画像の解析は困難

であった。これに対して、SfMも基本原理は同様である
が、既知座標値を入力する以外、解析はほぼ自動化され

ており、条件の異なる複数のカメラを用いた解析も可能

である。一つの画像から数百から数千点の特徴点が抽出

され、画像間でマッチングされた後にその点の三次元座

標を特定する。特徴点とは、画像上のある点で周囲と比

較して色彩や濃淡が異なる点のことである。図 1に示す
ように、二枚の画像上の領域内にそれぞれ存在する特徴

点について、周囲との色彩や濃淡の違いの程度を算出

し、その値がある判定値に収まる場合にその点を同一点 
であると判断する。画像上の領域を(i,j)その領域内の特徴
点をそれぞれ(p,q)周囲の輝度を T、輝度の差の総和を J
とすると式(1)のように表される。 

𝐽𝐽(𝑝𝑝、𝑞𝑞) = 𝛴𝛴𝑖𝑖、𝑗𝑗|𝑇𝑇𝑇𝑇(𝑖𝑖、𝑗𝑗) − 𝑇𝑇𝑇𝑇(𝑖𝑖、𝑗𝑗)|2 (1) 

三次元モデル構築の流れを図 2に示す。特徴点と各カ
メラの位置・姿勢の推定値から生成された粗い点群

（Sparse point cloud）から各ピクセルの三次元座標を計算
し、より高密度な点群（Dense point cloud）を得る。この
点群からメッシュデータを作成し、そのメッシュデータ

に元画像のテクスチャを張り付けることによって実際の

外観を反映した三次元モデルが構築できる。 
 

3. H形鋼での寸法精度検証 

 
3.1 検証方法 

本検証では図 3 に示す H 形鋼を対象とした。図 4 に示
すように H 形鋼にあらかじめ側面に 2 つターゲットを設
置し、コンベックスを用いてターゲット間の距離とウェブ

高、フランジ幅、フランジ厚を測定した。撮影距離とラッ

プ率の差による寸法精度への影響を検証するために、撮影

距離 0.5 m、1.0 mのパターンをそれぞれラップ率 80％、
90％で撮影した。撮影に用いたカメラを表 1に示す。 

以上の条件で撮影を行った後、Agisoft社製のMetashape

 

図 1. 特徴点の判定． 

 

 
図 2. 三次元モデル構築の手法． 

 

① 多視点から撮影した画像 ② 撮影位置と点群データ

③ メッシュデータ ④ 元画像貼り付け完成

 

図 3. 検証に用いた H形鋼． 

 

 

図 4. H形鋼の模式図． 

 

表 1. 使用カメラ詳細． 

 

ターゲット間の距離

300mm

389mm

6400mm

メーカー 機種 画素数
GoPro HERO11 Black 5312×2988
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付与し、面積算出精度の検証を行った。さらに、実橋梁に
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表 1. 使用カメラ詳細． 

 

ターゲット間の距離
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389mm
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メーカー 機種 画素数
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を用いて SfM 解析により三次元モデルを作成した。作成
した三次元モデル上でターゲット間の距離を入力するこ

とで、スケールを与えた。コンベックスを用いて測定した

実測値とモデル上で計測した再現値から求めた相対誤差

により精度の検証を行う。 

 

3.2 検証結果 

作成したモデルを図 5、モデルの精度を表 2に示す。形
状の評価として、欠損なく適切に再現できたものを【○】、

大まかな形は再現できているものの、ところどころ凹凸が

みられるものを【△】とした。撮影距離 0.5 mではどのモ
デルも相対誤差が 1%以内であり、形状や欠損もなく精度
の高いモデルが作成できた。しかし、撮影距離 1.0 mでは
ほとんどの箇所で誤差が 1%以上となり精度が低くなった。
また、形状に関しても不整合がみられた。特に撮影距離 1.0 
m でラップ率が 80%のモデルは相対誤差、形状ともに精
度の低い結果となった。この検証結果から撮影距離が遠く

なると相対誤差が大きくなり、形状の評価も悪化すること

が分かった。 

 

4. 実橋梁における寸法精度検証 

 

4.1 検証方法 

撮影した橋梁を図6に示す。前章の検証結果より、撮影
距離を0.5 mとしたときに精度の良いモデルが得られたた
め、実橋梁においてもその傾向がみられるか検証を行った。

撮影距離は0.5 mおよび1.0 mのパターンにおいて、ラップ
率80%および90%とした。モデル作成後、ターゲット間の
長さを基準の長さとして実測値とモデル上で得たウェブ

高、フランジ幅の値を比較し相対誤差を算出して精度の評

価を行った。 
 

4.2 検証結果 

作成したモデルを図6(c)に示す。今回の検証では、図6(c)

  

(a). 撮影距離 0.5 m、ラップ率 80%でのモデル．  (b). 撮影距離 0.5 m、ラップ率 90%でのモデル． 

 

  

(c). 撮影距離 1.0 m、ラップ率 80%でのモデル． (d). 撮影距離 1.0 m、ラップ率 90%でのモデル． 

図 5. 作成したモデル 

 

変形

表2. H形鋼モデルの精度． 

 ウェブ高 フランジ幅 フランジ厚 

形状評価 写真枚数 実測値 

(mm) 

再現値 

(mm) 

誤差 

(%) 

実測値 

(mm) 

再現値 

(mm) 

誤差 

(%) 

実測値 

(mm) 

再現値 

(mm) 

誤差 

(%) 

撮影距離 

0.5 m 

ラップ率80% 389.0 392.0 0.77 300.0 298.2 -0.60 15.0 15.2 1.33 〇 117枚 

ラップ率90% 389.0 388.6 -0.10 300.0 297.7 -0.77 15.0 15.1 0.67 〇 228枚 

撮影距離 

1.0 m 

ラップ率80% 389.0 372.0 -4.37 300.0 307.4 2.47 15.0 16.0 6.67 △ 61枚 

ラップ率90% 389.0 381.2 -2.01 300.0 298.2 -0.6 15.0 15.5 3.33 〇 110枚 
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のようにすべてのモデルに欠損がみられた。特に下フラン

ジ下面で大きな欠損があった。これは下側から撮影した写

真が逆光の影響により対象の橋梁が暗く写っていたこと、

撮影した橋梁が比較的損傷などの少ない橋梁であったた

め、特徴点の取得が難しいことが大きく影響したものと考

えられる。また、検証結果を表3に示す。H形鋼での検証で
は撮影距離0.5 mで精度の良いモデルを得ることができた
が、今回の検証では相対誤差、形状の評価ともに大きな差

はみられなかった。欠損のないモデルを作成するために、

逆光の対策や特徴点の取得が難しい橋梁での撮影方法を

検討する必要がある。 
 
5. H形鋼における損傷面積の精度検証 

 

5.1 検証方法 

鋼部材に生じる腐食や塗膜劣化などの損傷面積が三次

元モデルから正確に検出できることを確認するため、3章
で用いたH形鋼を対象とした損傷領域の精度検証を実施
した。撮影機器やソフトは寸法精度検証の際と同様とした。

スケールを与えるために2枚のターゲットを設置した。ま
た、図7に示すように損傷領域に見立てた画用紙を3枚（損
傷a:30 mm×30 mm、損傷b:50 mm×50 mm、損傷c:100 mm
×100 mm）設置した。その後、ターゲット間の距離と各損
傷の寸法をコンベックスで測定した。撮影距離とラップ率

の違いが損傷領域の面積算出精度にどのように影響を与

えるのか検証した。撮影条件は撮影距離0.5 m、1.0 mのパ

ターンをそれぞれラップ率80%、90%で撮影した。以上の
条件で撮影した後、作成したモデル上で各損傷の面積を測

定し、実測値と再現値から相対誤差を求めた。モデル上で

の面積はMetashapeの面積算出機能を用いて求めた。 

   

        (a) 全体            (b) 撮影箇所         (c) 作成したモデル 

図6. 検証に用いた橋梁． 

 

欠損

 

図7. 損傷部分を模した画用紙. 

 

 

図8. 各モデルにおける損傷面積の相対誤差. 
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表3. 実橋梁モデルの精度． 

 ウェブ高 フランジ幅 フランジ厚 

形状評価 写真枚数 実測値 

(mm) 

再現値 

(mm) 

誤差 

(%) 

実測値 

(mm) 

再現値 

(mm) 

誤差 

(%) 

実測値 

(mm) 

再現値 

(mm) 

誤差 

(%) 

撮影距離 

0.5 m 

ラップ率80% 600.0 598.5 -0.25 222.0 224.5 1.13 14.0 14.2 1.43 △ 54枚 

ラップ率90% 600.0 593.3 -1.12 222.0 221.7 -0.14 14.0 13.7 -2.14 △ 104枚 

撮影距離 

1.0 m 

ラップ率80% 600.0 597.2 -2.13 222.0 225.0 1.35 14.0 15.9 13.6 △ 27枚 

ラップ率90% 600.0 594.5 -0.92 222.0 221.4 -0.27 14.0 14.5 3.57 △ 57枚 
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のようにすべてのモデルに欠損がみられた。特に下フラン

ジ下面で大きな欠損があった。これは下側から撮影した写

真が逆光の影響により対象の橋梁が暗く写っていたこと、

撮影した橋梁が比較的損傷などの少ない橋梁であったた

め、特徴点の取得が難しいことが大きく影響したものと考

えられる。また、検証結果を表3に示す。H形鋼での検証で
は撮影距離0.5 mで精度の良いモデルを得ることができた
が、今回の検証では相対誤差、形状の評価ともに大きな差

はみられなかった。欠損のないモデルを作成するために、

逆光の対策や特徴点の取得が難しい橋梁での撮影方法を

検討する必要がある。 
 
5. H形鋼における損傷面積の精度検証 

 

5.1 検証方法 

鋼部材に生じる腐食や塗膜劣化などの損傷面積が三次

元モデルから正確に検出できることを確認するため、3章
で用いたH形鋼を対象とした損傷領域の精度検証を実施
した。撮影機器やソフトは寸法精度検証の際と同様とした。

スケールを与えるために2枚のターゲットを設置した。ま
た、図7に示すように損傷領域に見立てた画用紙を3枚（損
傷a:30 mm×30 mm、損傷b:50 mm×50 mm、損傷c:100 mm
×100 mm）設置した。その後、ターゲット間の距離と各損
傷の寸法をコンベックスで測定した。撮影距離とラップ率

の違いが損傷領域の面積算出精度にどのように影響を与

えるのか検証した。撮影条件は撮影距離0.5 m、1.0 mのパ

ターンをそれぞれラップ率80%、90%で撮影した。以上の
条件で撮影した後、作成したモデル上で各損傷の面積を測

定し、実測値と再現値から相対誤差を求めた。モデル上で

の面積はMetashapeの面積算出機能を用いて求めた。 

   

        (a) 全体            (b) 撮影箇所         (c) 作成したモデル 

図6. 検証に用いた橋梁． 

 

欠損

 

図7. 損傷部分を模した画用紙. 

 

 

図8. 各モデルにおける損傷面積の相対誤差. 
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表3. 実橋梁モデルの精度． 

 ウェブ高 フランジ幅 フランジ厚 

形状評価 写真枚数 実測値 

(mm) 

再現値 

(mm) 

誤差 

(%) 

実測値 

(mm) 

再現値 

(mm) 

誤差 

(%) 

実測値 

(mm) 

再現値 

(mm) 

誤差 

(%) 

撮影距離 

0.5 m 

ラップ率80% 600.0 598.5 -0.25 222.0 224.5 1.13 14.0 14.2 1.43 △ 54枚 

ラップ率90% 600.0 593.3 -1.12 222.0 221.7 -0.14 14.0 13.7 -2.14 △ 104枚 

撮影距離 

1.0 m 

ラップ率80% 600.0 597.2 -2.13 222.0 225.0 1.35 14.0 15.9 13.6 △ 27枚 

ラップ率90% 600.0 594.5 -0.92 222.0 221.4 -0.27 14.0 14.5 3.57 △ 57枚 

 

  

 
5.2 検証結果 

作成したモデルの精度を図8に示す。すべてのモデルで
相対誤差が±10%未満であった。撮影距離1.0 mでラップ率 

ラップ率80%のモデルを除いて変形や欠損もなく精度よ
く損傷領域を捉えることができ、相対誤差においては1%
程度であった。しかし、撮影距離1.0 mでラップ率80%のモ
デルは比較的精度の低い結果となった。モデルの形状が忠

実に再現できておらず対象の画用紙の輪郭がぼやけてい

たので、面積をうまく捉えることができず、相対誤差が大

きくなったと考えられる。 
 

6. 実橋梁における損傷面積の精度検証 

 

6.1 歩道橋における検証 

 

6.1.1  検証方法 

図9、図10に対象とした歩道橋2橋を示す。H形鋼での損 
傷領域の精度検証より撮影距離0.5 mで精度の良い結果が

得られたため、撮影距離は0.5 mとし、ラップ率が80%以上
となるように撮影を行った。図11に損傷面積算出のフロー
チャートを示す。実橋梁の損傷形状は不定形であり、実測

値を正確に定めることが困難である。このため、実橋梁で

の検証における実測値については、オープンソースの画像

処理ソフトウェアであるImageJを用いて写真から算出し
たものとした。ImageJを用いた面積算出方法は多田野ら10)

の手法を参考にした。ImageJでの面積算出手順は以下のと
おりである。まず、面積を実寸で算出するために画像内の

既知の長さを与える。今回はターゲット間の距離を与えた。

次に輝度によって二値化を行う。閾値を設定し、二値化を

行うことで図12(a)のような画像が作成される。解析対象

  

(a) 二値化       (b) 面積算出 

図 12. ImageJでの面積算出. 

 

 

 

 

 

図 13. Metashapeでの面積算出. 

 

 

  

(a) 歩道橋 A       (b) 歩道橋 B 

図 14. 作成したモデル. 

 
表4. 歩道橋A,歩道橋Bにおける塗膜劣化部面積の相対誤差. 

 
ImageJ Metashape 

相対 

誤差 

形状 

評価 

歩道橋 A 30,950 mm2 30,008 mm2 3.04% 〇 

歩道橋 B 36,658 mm2 34,435 mm2 6.06% 〇 
 

 

  

(a) 全体        (b) 撮影箇所 

図 9. 歩道橋 A. 
 

  
(a) 全体        (b) 撮影箇所 

図 10. 歩道橋 B. 
 

        

 

図11. 損傷面積算出のフローチャート. 

 

写真撮影

ImageJ Metashape

二値化により写真から損傷領域を抽出
三次元モデルを作成

抽出した損傷領域の面積測定

手動で損傷領域を選定

ImageJの値を真値，Metashapeの値を再現値として相対誤差を算出

モデルから損傷領域の面積測定
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が赤色で適切に抽出されていることを確認する。その後、

Metashapeとの比較のため損傷領域が500ピクセル未満の
微小領域を除外し、図12(b)のように面積を算出した。
Metashapeでは、図13に示すように損傷領域の輪郭を点で
囲むことで面積を算出できる。ImageJで得た値を真値、
Metashapeで作成したモデルから得た値を再現値として相
対誤差を算出した。 
6.1.2  検証結果 

作成したモデルを図14、検証結果を表4に示す。歩道橋
A、歩道橋Bともに全体的な形状を精度良く再現すること
ができた。これは実橋梁では損傷領域も含めて変色や汚れ

があり、特徴点が検出されやすい状態であったためと考え

られる。相対誤差は±10%以内に収まっていたが、H形鋼で
検証した結果と比較して増加していた。これは、Metashape
では手動で囲んだ部分を面積とするため、この歩道橋Aの
ように錆が垂れている箇所があると、損傷領域の輪郭が曖

昧になり相対誤差が生じやすくなるためと考えられる。 
 
6.2 道路橋における検証 

 

6.2.1  検証方法 

 対象とした道路橋を図15に示す。また、損傷部分が高い
箇所であったため撮影距離は1.5 mとし、ラップ率が80%以
上となるように撮影を行った。モデルを作成後、モデル上

にて計算した再現値と実測値を比較し、相対誤差を算出し

た。実測値は歩道橋での検証と同様にImageJにより算出し
た。 

6.2.2  検証結果 

 検証結果を表5に示す。大まかな形状は再現できていた
が一部変形がみられた。歩道橋の検証と比較して形状の再

現性が低下した理由として光量不足が考えられる。相対誤

差に関しては±10%以内に収まっていたが、H形鋼で検証
した結果と比較して増加していた。これは今回のモデルで

は変形がみられ、損傷領域の輪郭がぼやけていたため、正

確に面積を算出することができず相対誤差が増加したと

考えられる。 

 

7. まとめ 

 

 本研究では、H形鋼および実橋梁に対して寸法精度の検
証と損傷面積の精度検証を行い、撮影方法の違いが精度に

及ぼす影響について検討した。ここで得られた知見、今後

の展望を以下にまとめる。 

(1) H形鋼での寸法精度検証について、撮影距離0.5mで
はラップ率80%、90%ともに誤差が1%以内で形状の
再現性が高いモデルを作成できた。 

(2) 実橋梁での寸法精度検証では、全てのモデルで欠損
や変形がみられた。また、表面が一様で比較的欠損

のない橋梁では特徴点が取得しにくいため精度が低

くなった。撮影距離やラップ率による影響はみられ

なかった。 
(3) H形鋼の損傷面積の精度検証において、寸法精度の

検証と同様、撮影距離0.5mで作成されたモデルは撮
影距離1.0mで作成されたモデルより面積測定の精度
が高くなった。 

(4) 実橋梁での損傷面積の精度検証において、全体的な
形状は良く再現することができた。これは実橋梁に

おける損傷部分も含めて変色や汚れがあり、供試体

として使用したものよりも特徴点が検出されやすい

状態であったためと考えられる。相対誤差に関して

は±10%以内に収まっていたが、H形鋼で検証した結
果と比較して増加していた。 
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(a) 全体 

 

(b) 測定個所 

 

(c) 作成したモデル 

図 15. 検証に用いた道路橋. 

 

 

表5. 道路橋の塗膜劣化部面積の相対誤差. 
ImageJ Metashape 相対誤差 形状評価 

68,569 mm2 73,056 mm2 6.54% △ 
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が赤色で適切に抽出されていることを確認する。その後、

Metashapeとの比較のため損傷領域が500ピクセル未満の
微小領域を除外し、図12(b)のように面積を算出した。
Metashapeでは、図13に示すように損傷領域の輪郭を点で
囲むことで面積を算出できる。ImageJで得た値を真値、
Metashapeで作成したモデルから得た値を再現値として相
対誤差を算出した。 
6.1.2  検証結果 

作成したモデルを図14、検証結果を表4に示す。歩道橋
A、歩道橋Bともに全体的な形状を精度良く再現すること
ができた。これは実橋梁では損傷領域も含めて変色や汚れ

があり、特徴点が検出されやすい状態であったためと考え

られる。相対誤差は±10%以内に収まっていたが、H形鋼で
検証した結果と比較して増加していた。これは、Metashape
では手動で囲んだ部分を面積とするため、この歩道橋Aの
ように錆が垂れている箇所があると、損傷領域の輪郭が曖

昧になり相対誤差が生じやすくなるためと考えられる。 
 
6.2 道路橋における検証 

 

6.2.1  検証方法 

 対象とした道路橋を図15に示す。また、損傷部分が高い
箇所であったため撮影距離は1.5 mとし、ラップ率が80%以
上となるように撮影を行った。モデルを作成後、モデル上

にて計算した再現値と実測値を比較し、相対誤差を算出し

た。実測値は歩道橋での検証と同様にImageJにより算出し
た。 

6.2.2  検証結果 

 検証結果を表5に示す。大まかな形状は再現できていた
が一部変形がみられた。歩道橋の検証と比較して形状の再

現性が低下した理由として光量不足が考えられる。相対誤

差に関しては±10%以内に収まっていたが、H形鋼で検証
した結果と比較して増加していた。これは今回のモデルで

は変形がみられ、損傷領域の輪郭がぼやけていたため、正

確に面積を算出することができず相対誤差が増加したと

考えられる。 

 

7. まとめ 
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果と比較して増加していた。 
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カラム試験によるセメント固化飛灰からの塩素溶出量予測
 

土手 裕 ・関戸 知雄

 
Prediction of chlorine leaching from cement-solidified fly ash 

using column leaching tests 
 

Yutaka DOTEa), Tomoo SEKITOb) 
 

Abstract 
 

The objective of this study was to propose a method for predicting a chlorine leaching from cubic cement-
solidified specimens in column experiments based on the chlorine leaching model. For this purpose, tank leaching 
tests using cylindrical specimens, and column and tank leaching tests using 4 cm-length cubic specimens were 
conducted. From the results of the tank leaching tests using cylindrical specimens, the parameters of a one-dimensional 
model were obtained. The cumulative leaching amount of chlorine in the tank leaching tests using cubic specimens 
was calculated using the obtained leaching model parameters. And the calculated values were in good agreement with 
the observed values. Furthermore, by applying a correction factor of 0.13 to the diffusion coefficient, the calculated 
and observed cumulative leaching amount of chlorine in the column leaching tests showed close agreement. These 
results demonstrated that the chlorine leaching in column leaching tests could be predicted using the leaching model 
of cubic specimens with corrected diffusion coefficient. 

 

Keywords: Cement-solidified fly ash, Chlorine leaching model, Model parameters, diffusion 

correction factor, Tank leaching test, Column leaching test 
 

はじめに

令和 年での一般廃棄物の最終処分量は 万トンで

あり、そのうち焼却残渣量は 万トンに達し、最終処分

量に占める焼却残渣の割合は約 ％にも及んでいる 。

特に、焼却残渣中の排ガス処理飛灰（安定化処理前）には

易溶解性塩類（ ）が多く含まれており、 ： ～

の含有量が報告されている 。そのため、浸出水の塩類の

高濃度化が進行し、農作物への被害など放流先での塩害が

報告されており 、浸出水の脱塩処理が行われる場合があ

る。しかし、脱塩処理によって生成される副生塩の適正な

処理、再利用方法が確立されておらず、最終処分場に保管

または産廃処理されている 。

脱塩処理以外の対策として、塩濃度を下げる方法として、

体積の増加によって埋立物の比表面積を小さくすること

で、塩類の溶出を抑制することができる 。飛灰に対して、

重金属の溶出抑制のための安定化処理のうちセメント固

化は安定化処理物の体積を抑制することが可能である。

浸出水中の 濃度を脱塩処理が必要な濃度以下に抑え

るためのセメント固化体の大きさや埋立方法を検討する

には、セメント固化体からの 溶出量を予測する必要が

ある。浸漬状態でのセメント固化体からの溶出モデルにつ

いて、名富 は表面溶解が暴露面近傍でのみ生じるとして

厚さδ の表面溶解領域を設定し、表面溶解領域では拡

散による溶出を無視し、表面溶解領域中の含有量に比例し

て溶解速度を表現し、表面溶解領域以外に含まれる易溶解

性物質は拡散により移動するモデルを提案した。しかし、

浸漬状態の固化体からの溶出量から実際の処分場での降

雨条件での溶出量を予測する方法については検討されて

いない。

そこで、本研究では の溶出量の予測を目的として、

セメント固化体の立方体供試体による溶出量予測モデル

からより実際の処分場の状況に近いカラム試験溶出量を

求める方法を提案した。

実験方法

用いた飛灰

実験には宮崎市の一般廃棄物焼却施設から 年 月

日に採取した排ガス処理飛灰を用いた。この施設では

排ガス処理に活性炭と消石灰を使用している。採取した飛

灰は、排ガス処理後で安定化処理前の飛灰である。入手し

た飛灰を約 ㎏ずつに取り分け、乾燥させたシリカゲルと
a) 土木環境プログラム教授

b) 土木環境プログラム准教授
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消石灰を入れて保存した。

供試体作成方法

供試体は、飛灰に対するセメントの重量比 ％、 セメ

ント＋飛灰 に対する水の重量比 ％になるように作成

した。円柱供試体作成には直径 ㎝、高さ ㎝の円柱モ

ールドを用い、カラム試験用に３個、分析用に１個作成し

た。立方体供試体作成には 辺 ㎝のアクリル製モールド

を用い、カラム試験用、分析用にそれぞれ１個作成した。

配合条件に従って混練り用の容器に飛灰と蒸留水とキレ

ート剤（（株）栗田工業、アッシュナイト ）を取り、

自動混練り機を用いて混合を行ったあと、モールドに充填

しラップをかけ、室温 ℃で 週間養生した後、 脱型し

た。

脱型した円柱供試体の重量測定後、タンクリーチング試

験に使用する供試体は、上面のみを暴露面とするため、暴

露面以外の側面と底面には変成シリコンシーラント（（株）

セメダイン、 ）を塗って防水を行った。

脱型した分析用供試体の粗粉砕を行い、 日間乾燥して

含水率を測定した後に微粉砕し、含有量試験、シリアルバ

ッチ試験、溶出試験に用いた。

タンクリーチング試験

円柱供試体では のポリ瓶に蒸留水 、 辺 立

方体供試体では のハイパックに蒸留水 を加え

た。立方体供試体は全表面積が暴露面となるような台の上

に静置した。静置後、所定の時間が経過したら、新しい蒸

留水を入れたポリ瓶に供試体を移した。蒸留水の交換時間

は 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、

日目とした。供試体を取り出した後の溶液の一部を

μ メンブレンフィルターでろ過したろ液に、濃硝酸

をろ液に対して 加えてポリ瓶に入れ、保存した。タ

ンクリーチング試験の反復回数は 回とした。

カラム試験方法

カラム試験では散水後一定時間放置し（この期間を無降

雨期間と呼ぶ）、散水を行う事で無降雨期間中に供試体か

ら溶出した を回収した。測定に用いたカラムを図 に

示す。カラムはアクリル製で、断面が供試体の長さ ㎝

の長さの正方形である。カラムはカラム本体、底板、排水

用パイプで構成されている。直径 ㎜のガラスビーズを

㎝の厚さになるように底板の上に敷き、供試体を設置し、

ガラスビーズを供試体の上面 ㎝までビーズを充填させ

た。底板には直径 ㎝の穴が複数開いており、ビーズが流

れないように網を張った。散水方法は、 ｍ （充填した

ガラスビーズ層の空隙量相当）の蒸留水を供試体の真上か

らゆっくりと加えた。蒸留水がある程度排水されたことを

確認し次の散水を行い、この作業を合計 回行った。カラ

ムからの排水がなくなると（概ね 時間程度）、排水の入

ったポリ瓶を回収し、カラム上部をラップで覆い、カラム

下部の排水チューブをピンチコックで止めた。散水頻度は

日 回、日連続で行い、日間放置し 無降雨期間 日 、

日目まで行った。散水期間は 日目の散水は供試体周

辺空隙を蒸留水で満たすことを目的とし、それ以降の散水

は、空隙に溜まっている濃度の高い溶液を洗い流すととも

に供試体周辺の空隙内の溶液を蒸留水に交換することを

目的としている。ポリ瓶に回収した排水は μ のメン

ブランフィルターを用いてろ過し分析試料を得た。残った

溶液の および㏗を測定した。ろ液に濃硝酸を 加え

て保存した。

供試体性状

含有量試験

含有量分解は、試料 、蒸留水 、濃硝酸 を

コニカルビーカーに加え、時計皿で蓋をして 240℃に設定

したホットプレートで 分間煮沸し、冷却した。その後、

ガラス繊維織紙（ ）を用いて全量吸引ろ過し、

にメスアップし、ポリ瓶に保存した。含有量試験の反復回

数は 回とした。

シリアルバッチ試験

遠心分離管に試料 と蒸留水を 取り、

で 時間振とう後、 で 分間遠心分離を行った。

遠心管の上澄み液を回収し、回収した上澄みの容積を測定

した後 μ メンブレンフィルターを用いてろ過し、濃

硝酸をろ液に対して 加えてポリ瓶に入れ、保存した。

固形物の残っている遠心管に 回目と同量の蒸留水を加

え、上記と同様の操作を行った。これを繰り返して合計

回の溶出操作を行った。シリアルバッチ試験の反復回数は

回とした。

溶出試験

溶出試験は、 、 、 、 の条件でポリ瓶に

試料と蒸留水を取り、 で 時間振とう後に約 分
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間静置し、上澄みを 0.45μm のメンブランフィルターを用

いてろ過し、分析試料を得た。残った上澄みの と を

測定した。濃硝酸をろ液に対して 加えてポリ瓶に入

れ、保存した。溶出試験の反復回数は 回とした。

分析方法

濃度はイオンクロマトグラフィー（

、カラム 、溶離液

）を用いて分析した。

空隙率は粗粉砕した分析試料のうち約 程度のものを

十分に乾燥させて水銀ポロシメータ（島津製作所、オート

ポア ）で測定した。空隙率測定の反復回数は 回

とした。

溶出モデル

一次元溶出モデル

一次元の条件で、表面溶解支配部分となる供試体の表面

近傍 以後、表面溶解領域と呼ぶ において溶出速度がその

領域での含有量に比例する表面溶解モデルと通常の拡散

モデルを組み合わせた名富のモデル を用いた。表面溶解

モデル式は式 で表される。ここで、𝑀𝑀𝑠𝑠 は供試

体重量当たりの累積表面溶解溶出量、𝛿𝛿は表面溶解領域厚

さ 、𝜌𝜌は供試体密度 、𝐴𝐴は供試体暴露面積 、

𝑊𝑊は供試体重量 、𝑄𝑄0は可溶性含有量 、𝑘𝑘は表面

溶解速度定数 である。

𝑀𝑀𝑠𝑠 = 𝜌𝜌𝜌𝜌𝐴𝐴𝑄𝑄0
𝑊𝑊 (1 − 𝑒𝑒−𝑘𝑘𝑘𝑘)

拡散モデルは式 を以下の初期条件、境界条件を差分

法により解いた。ここで𝐶𝐶は濃度 、𝐷𝐷は拡散係数

、𝐿𝐿は供試体長さ 、𝐶𝐶0は初期濃度 可溶性

含有量に供試体密度を乗じて空隙率で除した値 である。
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝐷𝐷 𝜕𝜕2𝐶𝐶

𝜕𝜕𝜕𝜕

初期条件：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿; 𝐶𝐶 = 0

境界条件：𝑥𝑥 = 𝐿𝐿; 𝐶𝐶 = 0

：𝑥𝑥 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0

なお、モデルパラメータを求める場合は、長さ方向の分

割幅∆𝑥𝑥 = 1 × 10−4 とした。累積拡散溶出量は式 で

求めた。ただし、∆𝑡𝑡は時間分割幅、𝐶𝐶n,jは時刻格子𝑗𝑗での供

試体表面、𝐶𝐶n−1,jは供試体表面の 分割前の濃度である。

𝑀𝑀𝐷𝐷 = 𝜃𝜃𝜃𝜃
𝑊𝑊 × ∑ {−𝐷𝐷×(𝐶𝐶𝑛𝑛,𝑗𝑗−𝐶𝐶𝑛𝑛−1,𝑗𝑗)

𝛥𝛥𝑥𝑥 × 𝛥𝛥𝑡𝑡}𝑗𝑗
𝑗𝑗=1

累積溶出量𝑀𝑀𝑇𝑇 は表面溶解溶出量𝑀𝑀𝑆𝑆と拡散溶出

量𝑀𝑀𝐷𝐷の合計で表される。また、時刻𝑡𝑡𝑗𝑗−1から𝑡𝑡𝑗𝑗までの間の

溶出量を画分溶出量𝑚𝑚Tとし、式 で表す。

𝑚𝑚𝑇𝑇 = (𝑚𝑚𝑆𝑆(𝑡𝑡,𝑗𝑗) − 𝑚𝑚𝑠𝑠(𝑡𝑡,𝑗𝑗−1)) + (𝑀𝑀𝐷𝐷(𝑡𝑡,𝑗𝑗) − 𝑀𝑀𝐷𝐷(𝑡𝑡,𝑗𝑗−1))

三次元溶出モデル

立方体での表面溶解領域の体積 表面溶解領域体積 を

Ｖとすると、立方体供試体の一辺の長さを 、表面溶

解領域厚さをδ として次式で表現できる。

𝑉𝑉 = 𝐿𝐿3 − (𝐿𝐿 − 2𝛿𝛿)3

よって、立方体の は次式で表される。

𝑀𝑀𝑠𝑠 = 𝜌𝜌𝑉𝑉𝑄𝑄0
𝑊𝑊 (1 − 𝑒𝑒−𝑘𝑘𝑘𝑘)

拡散モデルは、図 のように立方体の中心から 、 、

軸方向にそれぞれ 分割し、得られた 立方体に対して

三次元の拡散方程式である式 を以下の初期条件、境界

条件で差分法を用いて解いた。ここで は濃度 、

は拡散係数 である。
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝐷𝐷 𝜕𝜕2𝐶𝐶

𝜕𝜕𝜕𝜕 + 𝐷𝐷 𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕 + 𝐷𝐷 𝜕𝜕2𝐶𝐶

𝜕𝜕𝜕𝜕

初期条件：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿

2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑦𝑦 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑦𝑦 ≤ 𝐿𝐿

2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑧𝑧 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑧𝑧 ≤ 𝐿𝐿

2 ; 𝐶𝐶 = 0

境界条件：𝑥𝑥 = 𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑥𝑥 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0

：𝑦𝑦 = 𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑦𝑦 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0

：𝑧𝑧 = 𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑧𝑧 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0

拡散累積溶出量は、 供試体の３面ある暴露面のうち

１暴露面 面 における各格子点での溶出フラッ

クスの合計量に立方体の表面積を乗じることで計算でき

る。 面での溶出量は 軸方向の溶出量なので、

任意の時間格子 での濃度差は式 で表現される。

𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧,𝑗𝑗 − 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧−1,𝑗𝑗

ここで 、 は 座標、 座標の格子点、 は

での格子点を表す。拡散累積溶出量 は次式で求

めることができる。

図 立方体の図
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𝑀𝑀𝐷𝐷 =
𝐴𝐴𝑐𝑐𝜃𝜃
𝑊𝑊 ×∑

[
 
 
 
∑

{
 

 −𝐷𝐷 ×
(𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧,𝑗𝑗 − 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧−1,𝑗𝑗)

(𝑁𝑁 + 1)2
𝛥𝛥𝑥𝑥

}
 

 𝑁𝑁𝑁𝑁,𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑖𝑖𝑖𝑖=1,𝑖𝑖𝑖𝑖=1
× 𝛥𝛥𝑡𝑡

]
 
 
 𝑗𝑗

𝑗𝑗=1

・・・

ここで は立方体の全面積 、θは空隙率 、 、

は 、 での格子点を表す。また、 は 、 、

軸方向の空間分割数であり、 暴露面の全格子点である

で除することで、 格子点当たりの平均的なフラッ

クスを表している。なお、 、

の線（辺の上）では は０（境界条件）となるので濃度差

は０となる。また、他の立方体と接する辺上の格子点は、

その立方体と格子点を共有するので、フラックス、すなわ

ち濃度差は となる。さらに、 の点は接す

る４つの立方体と共有することになるのでフラックスす

なわち濃度差は となる。

結果と考察

 
用いた供試体の特性

供試体の物理特性（空隙率、密度、含水率）を表 に示

す。空隙率の変動係数が ％と若干大きかったが、密

度・含水率の変動係数がそれぞれ 、 ％と小さく、実験

に用いた試料の物理特性に大きなばらつきはないと言え

た。

図 に と溶出量の関係を示す。図中の実線はシリア

ルバッチ溶出量を、点線はシリアルバッチ溶出量の σ

（標準偏差）の範囲を示す。図から円柱供試体では、

の時の溶出量はシリアルバッチ溶出量よりも

高く、 の増加とともに減少し ではシリアルバ

ッチ溶出量と同じになった。また、溶出量の平均は、

で あ り 、 シ リ ア ル バ ッ チ 溶 出 量 は

と同程度であった。モデル計算で用いる可

溶性含有量はシリアルバッチ溶出量よりも大きい溶出試

験の溶出量 を用いることとした。立方体供

試体は、 によらず溶出量はほぼ一定であり、またシリ

アルバッチ溶出量の平均±σの範囲にあることから、モデ

ル計算で使用する可溶性含有量は、シリアルバッチ溶出量

を用いることとした。

パラメータ探索結果

探索より得られたパラメータおよび画分溶出量の実測

値と計算値の決定係数（ ）を表 に示す。 は 以

上であった。最も が高かった反復回数 回目と が最

も低かった反復回数 回目の実測値と計算値を図 に示

す。最も の低かった反復回数 回目の でも実測値と

計算値はよく一致していた。以上より、今回用いた一次元

モデルはセメント固化体からの 溶出を表現できたと言

えた。

カラム試験による立方体溶出量予測

タンクリーチング試験結果

図 にタンクリーチング試験の累積溶出量を示す。累積

表 供試体の空隙率、密度、含水率

実験 空隙率 密度 含水率

円柱供試体

立方体供試体

平均

標準偏差

変動係数

表 探索で得られたパラメータ

反復回数 δ

平均

標準偏差

変動係数

 

      

円柱供試体

立方体供試体

図 の と溶出量の関係（実線はシリアルバッ
チ溶出量，点線はシリアルバッチ溶出量±σの範囲）
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ここで は立方体の全面積 、θは空隙率 、 、

は 、 での格子点を表す。また、 は 、 、

軸方向の空間分割数であり、 暴露面の全格子点である

で除することで、 格子点当たりの平均的なフラッ

クスを表している。なお、 、

の線（辺の上）では は０（境界条件）となるので濃度差

は０となる。また、他の立方体と接する辺上の格子点は、

その立方体と格子点を共有するので、フラックス、すなわ

ち濃度差は となる。さらに、 の点は接す

る４つの立方体と共有することになるのでフラックスす

なわち濃度差は となる。

結果と考察

 
用いた供試体の特性

供試体の物理特性（空隙率、密度、含水率）を表 に示

す。空隙率の変動係数が ％と若干大きかったが、密

度・含水率の変動係数がそれぞれ 、 ％と小さく、実験

に用いた試料の物理特性に大きなばらつきはないと言え

た。

図 に と溶出量の関係を示す。図中の実線はシリア

ルバッチ溶出量を、点線はシリアルバッチ溶出量の σ

（標準偏差）の範囲を示す。図から円柱供試体では、

の時の溶出量はシリアルバッチ溶出量よりも

高く、 の増加とともに減少し ではシリアルバ

ッチ溶出量と同じになった。また、溶出量の平均は、

で あ り 、 シ リ ア ル バ ッ チ 溶 出 量 は

と同程度であった。モデル計算で用いる可

溶性含有量はシリアルバッチ溶出量よりも大きい溶出試

験の溶出量 を用いることとした。立方体供

試体は、 によらず溶出量はほぼ一定であり、またシリ

アルバッチ溶出量の平均±σの範囲にあることから、モデ

ル計算で使用する可溶性含有量は、シリアルバッチ溶出量

を用いることとした。

パラメータ探索結果

探索より得られたパラメータおよび画分溶出量の実測

値と計算値の決定係数（ ）を表 に示す。 は 以

上であった。最も が高かった反復回数 回目と が最

も低かった反復回数 回目の実測値と計算値を図 に示

す。最も の低かった反復回数 回目の でも実測値と

計算値はよく一致していた。以上より、今回用いた一次元

モデルはセメント固化体からの 溶出を表現できたと言

えた。

カラム試験による立方体溶出量予測

タンクリーチング試験結果

図 にタンクリーチング試験の累積溶出量を示す。累積

表 供試体の空隙率、密度、含水率

実験 空隙率 密度 含水率

円柱供試体

立方体供試体

平均

標準偏差

変動係数

表 探索で得られたパラメータ

反復回数 δ

平均

標準偏差

変動係数

 

      

円柱供試体

立方体供試体

図 の と溶出量の関係（実線はシリアルバッ
チ溶出量，点線はシリアルバッチ溶出量±σの範囲）
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溶出量は、連続した二日分溶出量を二日目の溶出量として

累積溶出量を求めた。表 のパラメータの平均値を用いた

溶出量計算結果も示す（図中の点線）。実測累積溶出量は

日目まで増加し、それ以降はほぼ一定となった。これ

に対して計算値も同様の挙動を示したが、実測値よりも低

い値となった（ 日目で実測値の約 ％）。この結果から、

三次元モデルのタンクリーチング試験における溶出量の

予測は概ね可能であるといえた。 

拡散係数の補正

図 にカラム試験の累積溶出量の結果も示す。タンクリ

ーチング試験と比較して累積溶出量の増加が遅くなって

いる。この現象を溶出モデルで表現するために、拡散が遅

くなったと考えて拡散係数に補正係数εを乗じることで

拡散係数を修正した。カラム試験の画分溶出量の実測値と

計算値の残差自乗和を最小にするように補正係数εを求

めた結果、ε が得られた。これを用いて計算したカ

ラム試験の累積溶出量計算値（実線）も図 に示す。累積

溶出量の実測値と計算値の が となり、図からも実

測値と計算値がほぼ一致しているため、拡散係数を補正す

ることでカラム試験の累積溶出量を予測することが可能

であるといえた。

まとめ

本研究は の溶出量予測を目的として、セメント固化体

による溶出量予測モデルからカラム試験溶出量予測を行

った。その得られた知見を以下に示す。

について、円柱供試体の画分溶出量の実測値と計算

値はよく一致しており、一次元モデルは の溶出現象

を表現できた。

について、今回用いた一次元モデルはセメント固化

体からの 溶出を表現できたといえた。

得られたモデルパラメータを用いて、立方体供試体の

タンクリーチング試験の累積溶出量を実測値と比較し

たところ、計算値は実測値よりもやや低くなったが、

三次元モデルのタンクリーチング試験における溶出量

の予測は概ね可能であるといえた。

立方体供試体のカラム試験累積溶出量はタンクリーチ

ング試験の累積溶出量よりゆっくりと増加した。拡散

係数を補正することで（補正係数 ）実測値と計算

値をほぼ一致させることができ、立方体からのタンク

リーチング試験の溶出モデルからカラム試験の累積溶

出量を予測することが可能であるといえた。
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セメント固化体からの易溶解性物質の三次元溶出モデル 
 

土手 裕 ・関戸 知雄

 
Three-dimensional leaching model of easily soluble substances 

from cement-solidified fly ash 
 

Yutaka DOTEa), Tomoo SEKITOb) 
 

Abstract 
 

The purpose of this study was to examine the applicability of a one-dimensional model for chlorine leaching from 
cement-solidified fly ash and the applicability of the one-dimensional model to the three-dimension for sodium, 
potassium, and chlorine. For chlorine, the observed and calculated fractional leaching amounts from cylindrical 
specimens showed good agreement. This indicated that the one-dimensional model could represent the chlorine 
leaching phenomenon. For sodium, potassium, and chlorine, no correlation was observed between the void ratio of 
the cubic specimens and model parameters of the thickness of the surface dissolution zone and the surface dissolution 
rate constant. The diffusion coefficient of sodium showed a strong positive correlation with the void ratio, and those 
of potassium and chlorine showed weak positive correlations. The fractional leaching amounts for cubic specimens 
of cement-solidified fly ash showed good agreement between the observed and calculated values, indicating that the 
one-dimensional model could be applied to a three-dimensional model. 

Keywords: Easily soluble substances, Cement-solidified fly ash, Model parameters, Three-

dimensional model, Tank leaching test 
 

はじめに

令和 年での一般廃棄物の最終処分量は 万トンで

あり、そのうち焼却残渣量は 万トンに達し、最終処分

量に占める焼却残渣の割合は約 にも及んでいる 。特

に、焼却残渣中の排ガス処理飛灰（安定化処理前）には易

溶解性塩類が多く含まれており、 ～ ㎏、 ～

㎏、 ～ ㎏、 ～ ㎏の含有量が報

告されている 。そのため浸出水の塩類の高濃度化が進

行し、塩濃度の高い浸出水を放流すると放流先での稲枯れ

などの塩害を引き起こすため 、浸出水の脱塩処理が行わ

れる場合がある。しかし、脱塩処理によって生成される副

生塩の適正な処理、再利用方法が確立されておらず、最終

処分場に保管または産廃処理されている 。

脱塩処理以外の対策として埋立物の体積の増加により

比表面積を小さくし、埋立物からの溶出速度を減少させる

方法がある。焼却飛灰は重金属の溶出抑制のために安定化

処理されるが、安定化処理方法のうちセメント固化は安定

化処理物の体積を制御することが可能である。また、緻密

化することにより物理的に拡散移動が遅くなるため 、易

溶解性成分の溶出を遅らせることで、浸出水中の塩濃度を

より低下させることが期待できる。セメント固化体につい

ては、山崎が一辺 、 、 の立方体のセメント固化

体を用いてタンクリーチング試験を行い、比表面積を小さ

くすることで塩類の溶出を抑制することを示した 。

浸出水中の易溶解性物質濃度を脱塩処理が必要な濃度

以下に抑えるための安定化処理飛灰の大きさや、埋立方法

を検討するには、安定化処理飛灰からの易溶解性物質溶出

量を予測する必要がある。セメント固化体からの溶出量を

予測するためのモデル式は一般的に、拡散モデル式による

溶出量と、溶出速度が固化体内の可溶性塩類の含有量に比

例する表面溶解モデル式による溶出量の合計 で表され

ているが、この場合の累積溶出量は、固化体の含有量を超

えてしまい、物質収支がとれない。そこで、名富 は表面

溶解が暴露面近傍でのみ生じるとして厚さδ の表面溶

解領域を設定し、表面溶解領域では拡散による溶出を無視

し、表面溶解領域中の含有量に比例して溶解速度を表現し、

表面溶解領域以外に含まれる易溶解性物質は拡散により

移動する一次元モデルを提案した。名富、安田 ）は暴露

面積の異なる円柱供試体に名富のモデルを適用し、その有

効性を示した。中野 は空隙率の異なる円柱供試体を用

いて、 と について空隙率とモデルパラメータの関係

を示したが、 については検討されなかった。黒田 は

一次元モデルを三次元に拡張したが、立方体供試体からの

溶出量を表現できなかった。
a) 土木環境プログラム教授

b) 土木環境プログラム准教授
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そこで本研究では、セメント固化体からの 溶出につ

いて一次元モデルの適用性を検討し、さらに 、 、 に

ついて一次元モデルの三次元への適用性を検討した。

実験方法、用いたデータ

解析・分析に用いた試料

本研究で探索及び考察に用いたデータの出所を示す。パ

ラメーター探索用には、名富 のφ × の円柱供試

体、安田 のφ × の円柱供試体、中野 の空隙

率を変えたφ × の円柱供試体でのタンクリーチ

ング試験のデータを用いた。また、三次元モデル評価用と

して、安田の一辺 、 、 の立方体供試体の実験結

果を用いた。供試体作成方法、シリアルバッチ試験、溶出

試験、分析方法の概要を以下に示す。

供試体作成方法

飛灰には宮崎県宮崎市の一般廃棄物焼却施設から採取

した排ガス処理飛灰を用いた。飛灰、セメント、水の配合

条件を表 に示す。自動混練り機を用いて混合を行ったあ

と、モールドに充填しラップをかけ、室温 ℃で 週間

養生した後、脱型した。

脱型した円柱供試体については、底面と側面に変成シリ

コンシーラント セメダイン株式会社、 を塗って防

水した。供試体はタンクリーチング試験用とシリアルバッ

チ試験用の 種類を作成し、シリアルバッチ試験用供試体

は、脱型後乾燥して微粉砕したものを用いた。

シリアルバッチ試験

遠心分離管に試料 と蒸留水を 取り、

で 時間振とう後、 で 分間遠心分離を行った。

遠心管の上澄み液を回収し、回収した上澄みの容積を測定

した後 μ メンブレンフィルターを用いてろ過し、濃

硝酸をろ液に対して 加えてポリ瓶に入れ、保存した。

固形物の残っている遠心管に 回目と同量の蒸留水を加

え、上記と同様の操作を行った。これを繰り返して合計

回の溶出操作を行った。シリアルバッチ試験の反復回数は

３回とした。

タンクリーチング試験

ポリ瓶に蒸留水 を加えて、防水処理した円柱供試

体を静置した。静置後、所定の時間が経過したら、新しい

蒸留水を入れたポリ瓶に供試体を移した。蒸留水の交換時

間は 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、

日目とした。供試体を取り出した後の溶液の一部を

μ メンブレンフィルターでろ過したろ液に、濃硝酸

をろ液に対して 加えてポリ瓶に入れ、保存した。

立方体供試体はハイパック（ 、 ）に と

なるように蒸留水を加えて供試体を静置した。静置後、円

柱供試体と同様に供試体の入れ替えと採水を行った。

分析方法

、 の濃度はフレーム原子吸光光度法 （（株）日立ハ

イテク、 型）を用いて分析を行った。 濃度はイ

オンクロマトグラフィー（

、カラム 、溶離液

）を用いて分析した。空隙率

は粗粉砕した分析試料のうち約 程度のものを十分に

乾燥させて水銀ポロシメータ（島津製作所、オートポア

）で測定した。空隙率測定の反復回数は 回とした。

溶出モデル

一次元溶出モデル

一次元の条件で、表面溶解支配部分となる供試体の表面

近傍 以後、表面溶解領域と呼ぶ において溶出速度がその

領域での含有量に比例する表面溶解モデルと通常の拡散

モデルを組み合わせた名富のモデル を用いた。表面溶解

モデル式は式 で表される。ここで、𝑀𝑀𝑠𝑠 は供試

体重量当たりの累積表面溶解溶出量、𝛿𝛿は表面溶解領域厚

さ 、𝜌𝜌は供試体密度 、𝐴𝐴は供試体暴露面積 、

𝑊𝑊は供試体重量 、𝑄𝑄0は可溶性含有量 、𝑘𝑘は表面

溶解速度定数 である。

𝑀𝑀𝑠𝑠 = 𝜌𝜌𝜌𝜌𝐴𝐴𝑄𝑄0
𝑊𝑊 (1 − 𝑒𝑒−𝑘𝑘𝑘𝑘)

拡散モデルは式 を以下の初期条件、境界条件を差分

法により解いた。ここで𝐶𝐶は濃度 、𝐷𝐷は拡散係数

、𝐿𝐿は供試体長さ 、𝐶𝐶0は初期濃度 可溶性

含有量に供試体密度を乗じて空隙率で除した値 である。
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝐷𝐷 𝜕𝜕2𝐶𝐶

𝜕𝜕𝜕𝜕

初期条件：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿; 𝐶𝐶 = 0

境界条件：𝑥𝑥 = 𝐿𝐿; 𝐶𝐶 = 0

：𝑥𝑥 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0

なお、モデルパラメータを求める場合は、長さ方向の分

割幅∆𝑥𝑥 = 1 × 10−4 とした。累積拡散溶出量は式 で

求めた。ただし、∆𝑡𝑡は時間分割幅、𝐶𝐶n,jは時刻格子𝑗𝑗での供

試体表面、𝐶𝐶n−1,jは供試体表面の 分割前の濃度である。

表 セメント固化供試体配合条件

名前 供試体大きさ 形状

名富 φ × 円柱

安田 φ × 円柱

安田 辺 立方体

中野 φ × 空隙率 円柱

中野 φ × 空隙率 円柱

中野 φ × 空隙率 円柱

：セメント重量 ：飛灰重量 ：水重量 ：セメントと飛
灰の合計重量
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オンクロマトグラフィー（

、カラム 、溶離液

）を用いて分析した。空隙率

は粗粉砕した分析試料のうち約 程度のものを十分に

乾燥させて水銀ポロシメータ（島津製作所、オートポア

）で測定した。空隙率測定の反復回数は 回とした。

溶出モデル

一次元溶出モデル

一次元の条件で、表面溶解支配部分となる供試体の表面

近傍 以後、表面溶解領域と呼ぶ において溶出速度がその

領域での含有量に比例する表面溶解モデルと通常の拡散

モデルを組み合わせた名富のモデル を用いた。表面溶解

モデル式は式 で表される。ここで、𝑀𝑀𝑠𝑠 は供試

体重量当たりの累積表面溶解溶出量、𝛿𝛿は表面溶解領域厚

さ 、𝜌𝜌は供試体密度 、𝐴𝐴は供試体暴露面積 、

𝑊𝑊は供試体重量 、𝑄𝑄0は可溶性含有量 、𝑘𝑘は表面

溶解速度定数 である。

𝑀𝑀𝑠𝑠 = 𝜌𝜌𝜌𝜌𝐴𝐴𝑄𝑄0
𝑊𝑊 (1 − 𝑒𝑒−𝑘𝑘𝑘𝑘)

拡散モデルは式 を以下の初期条件、境界条件を差分

法により解いた。ここで𝐶𝐶は濃度 、𝐷𝐷は拡散係数

、𝐿𝐿は供試体長さ 、𝐶𝐶0は初期濃度 可溶性

含有量に供試体密度を乗じて空隙率で除した値 である。
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝐷𝐷 𝜕𝜕2𝐶𝐶

𝜕𝜕𝜕𝜕

初期条件：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿; 𝐶𝐶 = 0

境界条件：𝑥𝑥 = 𝐿𝐿; 𝐶𝐶 = 0

：𝑥𝑥 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0

なお、モデルパラメータを求める場合は、長さ方向の分

割幅∆𝑥𝑥 = 1 × 10−4 とした。累積拡散溶出量は式 で

求めた。ただし、∆𝑡𝑡は時間分割幅、𝐶𝐶n,jは時刻格子𝑗𝑗での供

試体表面、𝐶𝐶n−1,jは供試体表面の 分割前の濃度である。

表 セメント固化供試体配合条件

名前 供試体大きさ 形状

名富 φ × 円柱

安田 φ × 円柱

安田 辺 立方体

中野 φ × 空隙率 円柱

中野 φ × 空隙率 円柱

中野 φ × 空隙率 円柱

：セメント重量 ：飛灰重量 ：水重量 ：セメントと飛
灰の合計重量

  

𝑀𝑀𝐷𝐷 =
𝜃𝜃𝜃𝜃
𝑊𝑊 × ∑ {−𝐷𝐷×(𝐶𝐶𝑛𝑛,𝑗𝑗−𝐶𝐶𝑛𝑛−1,𝑗𝑗)𝛥𝛥𝑥𝑥 × 𝛥𝛥𝑡𝑡}𝑗𝑗

𝑗𝑗=1

累積溶出量𝑀𝑀𝑇𝑇 は表面溶解溶出量𝑀𝑀𝑆𝑆と拡散溶出

量𝑀𝑀𝐷𝐷の合計で表される。また、時刻𝑡𝑡𝑗𝑗−1から𝑡𝑡𝑗𝑗までの間の

溶出量を画分溶出量𝑚𝑚Tとし、式 で表す。

𝑚𝑚𝑇𝑇 = (𝑚𝑚𝑆𝑆(𝑡𝑡,𝑗𝑗) − 𝑚𝑚𝑠𝑠(𝑡𝑡,𝑗𝑗−1)) + (𝑀𝑀𝐷𝐷(𝑡𝑡,𝑗𝑗) − 𝑀𝑀𝐷𝐷(𝑡𝑡,𝑗𝑗−1))

三次元溶出モデル

立方体での表面溶解領域の体積 表面溶解領域体積 を

Ｖとすると、立方体供試体の一辺の長さを 、表面溶

解領域厚さをδ として次式で表現できる。

𝑉𝑉 = 𝐿𝐿3 − (𝐿𝐿 − 2𝛿𝛿)3
よって、立方体の は次式で表される。

𝑀𝑀𝑠𝑠 =
𝜌𝜌𝑉𝑉𝑄𝑄0
𝑊𝑊 (1 − 𝑒𝑒−𝑘𝑘𝑘𝑘)

拡散モデルは、図 のように立方体の中心から 、 、

軸方向にそれぞれ 分割し、得られた 立方体に対して

三次元の拡散方程式である式 を以下の初期条件、境界

条件で差分法を用いて解いた。ここで は濃度 、

は拡散係数 である。
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝐷𝐷

𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕 + 𝐷𝐷

𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕 + 𝐷𝐷

𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕

初期条件：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑥𝑥 ≤
𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑦𝑦 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑦𝑦 ≤
𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑧𝑧 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑧𝑧 ≤
𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

境界条件：𝑥𝑥 = 𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑥𝑥 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0

：𝑦𝑦 = 𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑦𝑦 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0

：𝑧𝑧 = 𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑧𝑧 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0
拡散累積溶出量は、 供試体の３面ある暴露面のうち

１暴露面 面 における各格子点での溶出フラッ

クスの合計量に立方体の表面積を乗じることで計算でき

る。 面での溶出量は 軸方向の溶出量なので、

任意の時間格子 での濃度差は式 で表現される。

𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧,𝑗𝑗 − 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧−1,𝑗𝑗
ここで 、 は 座標、 座標の格子点、 は

での格子点を表す。拡散累積溶出量 は次式で求

めることができる。

𝑀𝑀𝐷𝐷 =
𝐴𝐴𝑐𝑐𝜃𝜃
𝑊𝑊 ×∑

[
 
 
 
∑

{
 

 −𝐷𝐷 ×
(𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧,𝑗𝑗 − 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧−1,𝑗𝑗)

(𝑁𝑁 + 1)2
𝛥𝛥𝑥𝑥

}
 

 𝑁𝑁𝑁𝑁,𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑖𝑖𝑖𝑖=1,𝑖𝑖𝑖𝑖=1
× 𝛥𝛥𝑡𝑡

]
 
 
 𝑗𝑗

𝑗𝑗=1

・・・

ここで は立方体の全面積 、θは空隙率 、 、

は 、 での格子点を表す。また、 は 、 、

軸方向の空間分割数であり、 暴露面の全格子点である

で除することで、 格子点当たりの平均的なフラッ

クスを表している。なお、 、

の線（辺の上）では は０（境界条件）となるので濃度差

は０となる。また、他の立方体と接する辺上の格子点は、

その立方体と格子点を共有するので、フラックス、すなわ

ち濃度差は となる。さらに、 の点は接す

る４つの立方体と共有することになるのでフラックスす

なわち濃度差は となる。

結果と考察

 
一次元モデルのパラメータ探索結果

モデルの適合性

円柱供試体を用いた溶出試験で得られた画分溶出量と

一次元モデルを用いた計算値との間の決定係数 を表

に示す。 で述べたとおり、過去の研究で溶出量の計算

式が間違っていたことから、 、 についてもパラメータ

図 立方体の図

表 円柱供試体の画分溶出量の実測値と計算値との間
の決定係数

実験
者

供試体
直径

空隙
率

％

反復
番号

名富

安田

中野

注：灰色は各元素で最も低い を表す．
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を再探索したのでその結果も示す。各元素の最小の の

値の欄を灰色に塗ってあるが、どの元素でも は 以

上であった。また、 、 、 において最も相関の良い場

合と最も相関の悪い場合の確聞溶出量の実測値と計算値

の比較を図 、 、 に示す。 、 、 のそれぞれの最も

低い の計算結果でも実測値と計算値はよく一致してお

り、一次元モデルは溶出現象を表現できたと言えた。

モデルパラメータと空隙率の関係

各パラメータと空隙率の関係を図 に示す。図中のエラ

ーバーは標準偏差を表す。表面溶解領域厚さδと表面溶解

速度定数ｋについては空隙率との相関関係はみられなか

った。拡散係数 については、 の は空隙率と強い正

の相関が、 と の は弱い相関が見られた。空隙率と

拡散係数の間には式 の関係が知られている。

𝐷𝐷 = 𝜃𝜃 × 𝐷𝐷0
ただし、θは空隙率、 は拡散係数、 は分子拡散係数で

ある。本研究でも拡散係数が空隙率に比例する同様の結果

が得られた。

立方体供試体の画分溶出量の予測評価

立方体供試体は安田の実験結果であることから、表 に

示す安田の円柱供試体で求めたモデルパラメータの平均

値を立方体供試体からの画分溶出量計算に用いた。立方体

 

空隙率 反復回数 回目 空隙率 反復回数 回目

図 についての画分溶出量の実測値と計算値の比較（〇：実測値、□：計算値）
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を再探索したのでその結果も示す。各元素の最小の の

値の欄を灰色に塗ってあるが、どの元素でも は 以

上であった。また、 、 、 において最も相関の良い場

合と最も相関の悪い場合の確聞溶出量の実測値と計算値

の比較を図 、 、 に示す。 、 、 のそれぞれの最も

低い の計算結果でも実測値と計算値はよく一致してお

り、一次元モデルは溶出現象を表現できたと言えた。

モデルパラメータと空隙率の関係

各パラメータと空隙率の関係を図 に示す。図中のエラ

ーバーは標準偏差を表す。表面溶解領域厚さδと表面溶解

速度定数ｋについては空隙率との相関関係はみられなか

った。拡散係数 については、 の は空隙率と強い正

の相関が、 と の は弱い相関が見られた。空隙率と

拡散係数の間には式 の関係が知られている。

𝐷𝐷 = 𝜃𝜃 × 𝐷𝐷0
ただし、θは空隙率、 は拡散係数、 は分子拡散係数で

ある。本研究でも拡散係数が空隙率に比例する同様の結果

が得られた。

立方体供試体の画分溶出量の予測評価

立方体供試体は安田の実験結果であることから、表 に

示す安田の円柱供試体で求めたモデルパラメータの平均

値を立方体供試体からの画分溶出量計算に用いた。立方体

 

空隙率 反復回数 回目 空隙率 反復回数 回目

図 についての画分溶出量の実測値と計算値の比較（〇：実測値、□：計算値）
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供試体の画分溶出量の実測値と計算値の決定係数を表

に、立方体供試体からの画分溶出量の実測値と計算値の比

較を図 、 、 に示す。立方体供試体における画分溶出量

の実測値と計算値の決定係数は、 以上であり、実測

値と計算値は概ね良い一致を示した。全体の傾向として、

実測値よりも計算値の方が若干低くなる傾向が見られた。

しかし、実験開始後の溶出量低下とその後の濃度の増減を

よく表現できていると考えられた。よって、本研究で提案

した三次元モデル式は 、 、 についてセメント固化体

による立方体供試体の画分溶出量の予測に対して適用可

能であるといえた。

まとめ

本研究では、セメント固化体からの 溶出について一次

 

δ

図 空隙率とモデルパラメータの関係
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表 円柱供試体の画分溶出量の実測値と計算値の決定係数 とパラメータ

反復番号 δ(m) ｋ δ(m) ｋ δ(m) ｋ

平均

標準偏差

変動係数
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元モデルの適用性を検討し、さらに 、 、 について一

次元モデルの三次元への適用性の検討を目的とした。得ら

れた知見を以下に示す。

について、円柱供試体の画分溶出量の実測値と計算

値はよく一致しており、一次元モデルは の溶出現象

を表現できた。

、 、 について、表面溶解領域厚さδと表面溶解速

度定数ｋについては空隙率との相関関係はみられなか

った。拡散係数 については、 の は空隙率と強い正

の相関が、 と の は弱い相関が見られた。

、 、 について、セメント固化体による立方体供

試体の画分溶出量の予測に対して提案した三次元モデ

ルは適用可能であるといえた。
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易溶解性物質溶出モデルのキレート処理物への適用性の検討 
 

土手 裕 a)・関戸 知雄 b) 

 
Applicability of easily soluble substance leaching model to chelate-

treated fly ash 
 

Yutaka DOTEa), Tomoo SEKITOb) 
 

Abstract 
 

This study aimed to investigate the applicability of a one-dimensional leaching model to easily soluble substances 
(sodium, potassium, calcium and chlorine) from chelate-treated fly ash and the extension of the one-dimensional 
model to three-dimensional model. Tank leaching tests were conducted using cylindrical and cubic specimens. For 
the cylindrical specimens, the coefficients of determination between the observed and calculated fractional leaching 
amounts of sodium, potassium, calcium and chlorine were greater than 0.95, indicating that the one-dimensional 
model adequately represents the leaching behavior. Furthermore, for sodium, potassium and chlorine, the coefficients 
of determination for the cubic specimens were greater than 0.86, indicating that the three-dimensional model could 
roughly represent the leaching behavior from the cubic specimens. This result indicated that the one-dimensional 
model could be extended to three dimensions. In contrast, for calcium, a disagreement between the observed and 
calculated fractional leaching amounts in the cubic specimens was observed and this disagreement might be attributed 
to factors other than pH. 

 

Keywords: Easily soluble substances, Chelate-solidified fly ash, Model parameters, Three-

dimensional model, Tank leaching test 
 

1. はじめに 

 

令和 5 年での一般廃棄物の最終処分量は 319 万トンで

あり、そのうち焼却残渣量は 250万トンに達し、最終処分

量に占める焼却残渣の割合は約 79％にも及んでいる 1)。

特に、焼却残渣中の排ガス処理飛灰（安定化処理前）には

易溶解性塩類が多く含まれており、Na：19～40g/kg-wet、

K：24～55g/kg-wet、Ca：170～280g/kg-wet、Cl：130～

270g/kg-wet の含有量が報告されている 2,3)。そのため浸

出水の塩類の高濃度化が進行し、塩濃度の高い浸出水を放

流すると、放流先での稲枯れなどの塩害を引き起こすため
4)、浸出水の脱塩処理が行われる場合がある。しかし、脱

塩処理によって生成される副生塩の適切な処理、再利用方

法が確立されておらず、現状は最終処分場に保管または海

面処分場で処理されている 5)。 

脱塩処理以外の対策として埋立物の体積を大きくして

埋立物重量当たりの溶出速度を低下させる方法がある 6)。

焼却飛灰は重金属の溶出抑制のために安定化処理され 7)、

安定化処理方法のうちセメント固化とキレート処理は安

定化埋立物の体積を変化させることが可能である。浸出水

中の易溶解性塩類濃度を脱塩処理が必要な濃度以下に抑

える固化体の大きさを検討するために安定化処理飛灰か

らの易溶解性塩類溶出量を予測する必要がある。セメント

固化体からの溶出量を予測するためのモデル式は一般的

に、拡散モデル式 8)と、溶出速度が固化体内の可溶性塩類

の含有量に比例する表面溶解モデル式 8)の合計 9)で表わさ

れているが、この場合の累計溶出量は固化体の含有量を超

えてしまい物質収支がとれない。そこで名富 10)は表面溶

解が暴露面近傍でのみ生じるとして厚さ𝛿𝛿(ｍ)の表面溶解

領域を設定し、表面溶解領域では拡散による溶出を無視し、

表面溶解領域中の含有量に比例して溶解速度を表現し、表

面溶解領域以外に含まれる易溶解性塩類は拡散により移

動するとする一次元モデルを提案した。名富、安田 11)は一

次元モデルを暴露面積の異なる円柱供試体に適用し、その

有効性を示した。中野 12)は空隙率の異なる円柱供試体を

用いて Na と K について空隙率とモデルパラメータの関係

を示した。黒田 13)は一次元モデルを三次元に拡張したが、

立方体供試体からの溶出量を表現できなかった。一方、安

定化処理の 78％14)を占めるキレート処理飛灰については

大塚 15)がキレート処理を行った供試体に対して一次元モ

デルの適用を検討したが、タンクリーチング試験 12 時間

でキレート処理物が崩壊してしまったため、十分な検討が

できなかった。 

そこで本研究では、キレート処理物からの易溶解性物質
a) 土木環境プログラム教授 

b) 土木環境プログラム准教授 
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（Na、K、Ca、Cl）の溶出について、一次元モデルが適用

できるかどうかを明らかにすることを目的とした。そのた

めに、上面以外に防水処理を行った円柱供試体を用いたタ

ンクリーチングにより一次元への適用性評価を行った。さ

らに、大きさの異なる立方体供試体を用いたタンクリーチ

ングにより三次元への適用性評価を行った。 

 

2. 実験方法 

 

2.1用いた飛灰 

実験には宮崎市の一般廃棄物焼却施設から 2025 年 5 月

21 日に採取した排ガス処理飛灰を用いた。この施設では

排ガス処理に活性炭と消石灰を使用している。採取した飛

灰は、排ガス処理後で安定化処理前の飛灰である。入手し

た飛灰を約 5 ㎏ずつに取り分け、乾燥させたシリカゲルと

消石灰を入れて保存した。  

 

2.2 供試体作成方法 

供試体は飛灰に対するキレート剤の重量比が 4％、飛灰

に対する水の重量比が 30％となるように作成した。円柱

供試体作成には直径 5 ㎝、高さ 10 ㎝の円柱モールドを用

い、立方体供試体作成には 1 辺 4 ㎝、6 ㎝、8 ㎝のアクリ

ル製モールドを用いた。1条件につき供試体をタンクリー

チング試験用に 3個、分析用に円柱供試体は 2個、4㎝供

試体は 3 個、6 ㎝供試体は 2 個、8 ㎝供試体は 1 個作成し

た。配合条件に従って混練り用の容器に飛灰と蒸留水とキ

レート剤（（株）栗田工業、アッシュナイト S-803）を取り、

自動混練り機を用いて混合を行ったあと、モールドに充填

しラップをかけ、室温 25℃で 1週間養生した後、 脱型し

た。 

脱型した円柱供試体の重量測定後、タンクリーチング試

験に使用する供試体は、上面のみを暴露面とするため、暴

露面以外の側面と底面には変成シリコンシーラント（（株）

セメダイン、SM-451）を塗って防水を行った。  

脱型した分析用供試体の粗粉砕を行い、7日間乾燥して

含水率を測定した後に微粉砕し、含有量試験、シリアルバ

ッチ試験、溶出試験に用いた。 

 

2.3 タンクリーチング試験 

円柱供試体では 2Lのポリ瓶に蒸留水 1.75L、1辺 4cm立

方体供試体では 0.9Lのハイパックに蒸留水を 0.6L、１辺

6 ㎝の立方体供試体では 1.7L のハイパックに蒸留水を

1.2L、1 辺 8cm の立方体供試体では 3L のハイパックに蒸

留水 2.3L を加えた。立方体供試体は全表面積が暴露面と

なるような台の上に静置した。静置後、所定の時間が経過

したら、新しい蒸留水を入れたポリ瓶に供試体を移した。

蒸留水の交換時間は 0.0417、0.0833、0.125、0.25、0.5、

1、2、4、8、16、32日目とした。供試体を取り出した後の

溶液の一部を 0.45μm メンブレンフィルターでろ過した

ろ液に、濃硝酸をろ液に対して 0.5%加えてポリ瓶に入れ、

保存した。タンクリーチング試験の反復回数は 3 回とし

た。  

 

2.4 供試体性状 

 

2.4.1 含有量試験 

含有量分解は、試料 1g、蒸留水 25ml、濃硝酸 2.5ml を

コニカルビーカーに加え、時計皿で蓋をして 240℃に設定

したホットプレートで 5 分間煮沸し、冷却した。その後、

ガラス繊維織紙（GF/B）を用いて全量吸引ろ過し、100ml

にメスアップし、ポリ瓶に保存した。含有量試験の反復回

数は 3回とした。 

 

2.4.2 シリアルバッチ試験 

遠心分離管に試料 10g と蒸留水を 300ml 取り、200rpm

で 6 時間振とう後、5000G で 10 分間遠心分離を行った。

遠心管の上澄み液を回収し、回収した上澄みの容積を測定

した後 0.45μmメンブレンフィルターを用いてろ過し、濃

硝酸をろ液に対して 0.5%加えてポリ瓶に入れ、保存した。

固形物の残っている遠心管に 1 回目と同量の蒸留水を加

え、上記と同様の操作を行った。これを繰り返して合計 4

回の溶出操作を行った。シリアルバッチ試験の反復回数は

3回とした。 

 

2.4.3 溶出試験 

溶出試験は、L/S=10、200、300、400の条件でポリ瓶に

試料と蒸留水を取り、200rpm で 6 時間振とう後に約 5 分

間静置し、上澄みを 0.45μm のメンブランフィルターを用

いてろ過し、分析試料を得た。残った上澄みの pHと ECを

測定した。濃硝酸をろ液に対して 0.5%加えてポリ瓶に入

れ、保存した。溶出試験の反復回数は 3 回とした。 

 

2.4.3 分析方法 

Na、K、Caの濃度はフレーム原子吸光光度法 （（株）日

立ハイテク、Z-2000 型）を用いて分析を行った。Cl 濃度

はイオンクロマトグラフィー（Thermo Fisher SCIENTIFIC 

Inuvion 250351090、カラム AS4A-SC、溶離液 Na2CO3 

1.8mol/L / NaHCO3 1.7mol/L）を用いて分析した。空隙率

は粗粉砕した分析試料のうち約 1cm 程度のものを十分に

乾燥させて水銀ポロシメータ（島津製作所、オートポア

IV9500）で測定した。空隙率測定の反復回数は 3回とした。 

 

3. 溶出モデル  

 

3.1 一次元溶出モデル 

一次元の条件で、表面溶解支配部分となる供試体の表面

近傍(以後、表面溶解領域と呼ぶ)において溶出速度がその

領域での含有量に比例する表面溶解モデルと通常の拡散

モデルを組み合わせた名富のモデル 10)を用いた。表面溶

解モデル式は式(1)で表される。ここで、𝑀𝑀𝑠𝑠 (mg/kg)は供
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（Na、K、Ca、Cl）の溶出について、一次元モデルが適用

できるかどうかを明らかにすることを目的とした。そのた

めに、上面以外に防水処理を行った円柱供試体を用いたタ

ンクリーチングにより一次元への適用性評価を行った。さ

らに、大きさの異なる立方体供試体を用いたタンクリーチ

ングにより三次元への適用性評価を行った。 

 

2. 実験方法 

 

2.1用いた飛灰 

実験には宮崎市の一般廃棄物焼却施設から 2025 年 5 月

21 日に採取した排ガス処理飛灰を用いた。この施設では

排ガス処理に活性炭と消石灰を使用している。採取した飛

灰は、排ガス処理後で安定化処理前の飛灰である。入手し

た飛灰を約 5 ㎏ずつに取り分け、乾燥させたシリカゲルと

消石灰を入れて保存した。  

 

2.2 供試体作成方法 

供試体は飛灰に対するキレート剤の重量比が 4％、飛灰

に対する水の重量比が 30％となるように作成した。円柱

供試体作成には直径 5 ㎝、高さ 10 ㎝の円柱モールドを用

い、立方体供試体作成には 1 辺 4 ㎝、6 ㎝、8 ㎝のアクリ

ル製モールドを用いた。1条件につき供試体をタンクリー

チング試験用に 3個、分析用に円柱供試体は 2個、4㎝供

試体は 3 個、6 ㎝供試体は 2 個、8 ㎝供試体は 1 個作成し

た。配合条件に従って混練り用の容器に飛灰と蒸留水とキ

レート剤（（株）栗田工業、アッシュナイト S-803）を取り、

自動混練り機を用いて混合を行ったあと、モールドに充填

しラップをかけ、室温 25℃で 1週間養生した後、 脱型し

た。 

脱型した円柱供試体の重量測定後、タンクリーチング試

験に使用する供試体は、上面のみを暴露面とするため、暴

露面以外の側面と底面には変成シリコンシーラント（（株）

セメダイン、SM-451）を塗って防水を行った。  

脱型した分析用供試体の粗粉砕を行い、7日間乾燥して

含水率を測定した後に微粉砕し、含有量試験、シリアルバ

ッチ試験、溶出試験に用いた。 

 

2.3 タンクリーチング試験 

円柱供試体では 2Lのポリ瓶に蒸留水 1.75L、1辺 4cm立

方体供試体では 0.9Lのハイパックに蒸留水を 0.6L、１辺

6 ㎝の立方体供試体では 1.7L のハイパックに蒸留水を

1.2L、1 辺 8cm の立方体供試体では 3L のハイパックに蒸

留水 2.3L を加えた。立方体供試体は全表面積が暴露面と

なるような台の上に静置した。静置後、所定の時間が経過

したら、新しい蒸留水を入れたポリ瓶に供試体を移した。

蒸留水の交換時間は 0.0417、0.0833、0.125、0.25、0.5、

1、2、4、8、16、32日目とした。供試体を取り出した後の

溶液の一部を 0.45μm メンブレンフィルターでろ過した

ろ液に、濃硝酸をろ液に対して 0.5%加えてポリ瓶に入れ、

保存した。タンクリーチング試験の反復回数は 3 回とし

た。  

 

2.4 供試体性状 

 

2.4.1 含有量試験 

含有量分解は、試料 1g、蒸留水 25ml、濃硝酸 2.5ml を

コニカルビーカーに加え、時計皿で蓋をして 240℃に設定

したホットプレートで 5 分間煮沸し、冷却した。その後、

ガラス繊維織紙（GF/B）を用いて全量吸引ろ過し、100ml

にメスアップし、ポリ瓶に保存した。含有量試験の反復回

数は 3回とした。 

 

2.4.2 シリアルバッチ試験 

遠心分離管に試料 10g と蒸留水を 300ml 取り、200rpm

で 6 時間振とう後、5000G で 10 分間遠心分離を行った。

遠心管の上澄み液を回収し、回収した上澄みの容積を測定

した後 0.45μmメンブレンフィルターを用いてろ過し、濃

硝酸をろ液に対して 0.5%加えてポリ瓶に入れ、保存した。

固形物の残っている遠心管に 1 回目と同量の蒸留水を加

え、上記と同様の操作を行った。これを繰り返して合計 4

回の溶出操作を行った。シリアルバッチ試験の反復回数は

3回とした。 

 

2.4.3 溶出試験 

溶出試験は、L/S=10、200、300、400の条件でポリ瓶に

試料と蒸留水を取り、200rpm で 6 時間振とう後に約 5 分

間静置し、上澄みを 0.45μm のメンブランフィルターを用

いてろ過し、分析試料を得た。残った上澄みの pHと ECを

測定した。濃硝酸をろ液に対して 0.5%加えてポリ瓶に入

れ、保存した。溶出試験の反復回数は 3 回とした。 

 

2.4.3 分析方法 

Na、K、Caの濃度はフレーム原子吸光光度法 （（株）日

立ハイテク、Z-2000 型）を用いて分析を行った。Cl 濃度

はイオンクロマトグラフィー（Thermo Fisher SCIENTIFIC 

Inuvion 250351090、カラム AS4A-SC、溶離液 Na2CO3 

1.8mol/L / NaHCO3 1.7mol/L）を用いて分析した。空隙率

は粗粉砕した分析試料のうち約 1cm 程度のものを十分に

乾燥させて水銀ポロシメータ（島津製作所、オートポア

IV9500）で測定した。空隙率測定の反復回数は 3回とした。 

 

3. 溶出モデル  

 

3.1 一次元溶出モデル 

一次元の条件で、表面溶解支配部分となる供試体の表面

近傍(以後、表面溶解領域と呼ぶ)において溶出速度がその

領域での含有量に比例する表面溶解モデルと通常の拡散

モデルを組み合わせた名富のモデル 10)を用いた。表面溶

解モデル式は式(1)で表される。ここで、𝑀𝑀𝑠𝑠 (mg/kg)は供

  

試体重量当たりの累積表面溶解溶出量、𝛿𝛿は表面溶解領域

厚さ(m)、𝜌𝜌は供試体密度(kg/m3)、𝐴𝐴は供試体暴露面積(m2)、

𝑊𝑊は供試体重量(kg)、𝑄𝑄0は可溶性含有量(mg/kg)、𝑘𝑘は表面

溶解速度定数(1/s)である。 

𝑀𝑀𝑠𝑠 = 𝜌𝜌𝜌𝜌𝐴𝐴𝑄𝑄0
𝑊𝑊 (1− 𝑒𝑒−𝑘𝑘𝑘𝑘)       (1) 

拡散モデルは式(2)を以下の初期条件、境界条件を差分

法により解いた。ここで𝐶𝐶は濃度(mg/m3)、𝐷𝐷は拡散係数

(m2/s)、𝐿𝐿は供試体長さ(m)、𝐶𝐶0は初期濃度(mg/m3)(可溶性

含有量に供試体密度を乗じて空隙率で除した値)である。 
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝐷𝐷 𝜕𝜕2𝐶𝐶

𝜕𝜕𝜕𝜕           (2) 

初期条件：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿 − 𝛿𝛿;𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0 

    ：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿;𝐶𝐶 = 0 

境界条件：𝑥𝑥 = 𝐿𝐿;𝐶𝐶 = 0 

    ：𝑥𝑥 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0 
なお、モデルパラメータを求める場合は、長さ方向の分

割幅∆𝑥𝑥 = 1 × 10−4(m)とした。累積拡散溶出量は式(3)で

求めた。ただし、∆𝑡𝑡は時間分割幅、𝐶𝐶n,jは時刻格子𝑗𝑗での供

試体表面、𝐶𝐶n−1,jは供試体表面の 1分割前の濃度である。 

𝑀𝑀𝐷𝐷 = 𝜃𝜃𝜃𝜃
𝑊𝑊 × ∑ {−𝐷𝐷×(𝐶𝐶𝑛𝑛,𝑗𝑗−𝐶𝐶𝑛𝑛−1,𝑗𝑗)

𝛥𝛥𝑥𝑥 × 𝛥𝛥𝑡𝑡}𝑗𝑗
𝑗𝑗=1     (3) 

累積溶出量𝑀𝑀𝑇𝑇(mg/kg)は表面溶解溶出量𝑀𝑀𝑆𝑆と拡散溶出

量𝑀𝑀𝐷𝐷の合計で表される。また、時刻𝑡𝑡𝑗𝑗−1から𝑡𝑡𝑗𝑗までの間の

溶出量を画分溶出量𝑚𝑚Tとし、式(4)で表す。 

𝑚𝑚𝑇𝑇 = (𝑚𝑚𝑆𝑆(𝑡𝑡,𝑗𝑗) −𝑚𝑚𝑠𝑠(𝑡𝑡,𝑗𝑗−1))+ (𝑀𝑀𝐷𝐷(𝑡𝑡,𝑗𝑗) −𝑀𝑀𝐷𝐷(𝑡𝑡,𝑗𝑗−1))  (4) 

 

3.2 三次元溶出モデル 

立方体での表面溶解領域の体積(表面溶解領域体積)を

Ｖとすると、立方体供試体の一辺の長さを L(m)、表面溶

解領域厚さをδ(m)として次式で表現できる。 

𝑉𝑉 = 𝐿𝐿3 − (𝐿𝐿 − 2𝛿𝛿)3       (5) 

よって、立方体の Msは次式で表される。 

𝑀𝑀𝑠𝑠 = 𝜌𝜌𝑉𝑉𝑄𝑄0
𝑊𝑊 (1 − 𝑒𝑒−𝑘𝑘𝑘𝑘)       (6) 

拡散モデルは、図 1のように立方体の中心から x、y、z

軸方向にそれぞれ 2分割し、得られた 1/8 立方体に対して

三次元の拡散方程式である式(7)を以下の初期条件、境界

条件で差分法を用いて解いた。ここで C は濃度(mg/m3)、D

は拡散係数(m2/s)である。 
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝐷𝐷 𝜕𝜕2𝐶𝐶

𝜕𝜕𝜕𝜕 + 𝐷𝐷 𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕 + 𝐷𝐷 𝜕𝜕2𝐶𝐶

𝜕𝜕𝜕𝜕                (7) 

初期条件：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿;𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0 

    ：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑥𝑥 ≤
𝐿𝐿
2 ;𝐶𝐶 = 0 

    ：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑦𝑦 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿;𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0 

    ：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑦𝑦 ≤
𝐿𝐿
2 ;𝐶𝐶 = 0 

    ：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑧𝑧 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿;𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0 

    ：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑧𝑧 ≤
𝐿𝐿
2 ;𝐶𝐶 = 0 

境界条件：𝑥𝑥 = 𝐿𝐿
2 ;𝐶𝐶 = 0 

    ：𝑥𝑥 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0 

    ：𝑦𝑦 = 𝐿𝐿
2 ;𝐶𝐶 = 0 

    ：𝑦𝑦 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0 

    ：𝑧𝑧 = 𝐿𝐿
2 ;𝐶𝐶 = 0  

：𝑧𝑧 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0 
拡散累積溶出量は、1/8供試体の３面ある暴露面のうち

１暴露面((x,y,L/2)面)における各格子点での溶出フラッ

クスの合計量に立方体の表面積を乗じることで計算でき

る。(x,y,L/2)面での溶出量は z 軸方向の溶出量なので、

任意の時間格子 jでの濃度差は式(8)で表現される。  

𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧,𝑗𝑗 − 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧−1,𝑗𝑗            (8) 

ここで ix、iy は x 座標、y 座標の格子点、Nz は z=L/2

での格子点を表す。拡散累積溶出量 MD(mg/kg)は次式で求

めることができる。 

𝑀𝑀𝐷𝐷 = 𝐴𝐴𝑐𝑐𝜃𝜃
𝑊𝑊 ×∑

[
 
 
 
∑

{
 

 −𝐷𝐷 ×
(𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧,𝑗𝑗 − 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧−1,𝑗𝑗)

(𝑁𝑁 + 1)2
𝛥𝛥𝑥𝑥

}
 

 𝑁𝑁𝑁𝑁,𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑖𝑖𝑖𝑖=1,𝑖𝑖𝑖𝑖=1
× 𝛥𝛥𝑡𝑡

]
 
 
 𝑗𝑗

𝑗𝑗=1  

・・・(9) 

ここで Acは立方体の全面積(m2)、θは空隙率(-)、Nx、Ny

は x= L/2、y= L/2での格子点を表す。また、Nは x、y、

z 軸方向の空間分割数であり、1 暴露面の全格子点である

(N+1)2で除することで、1格子点当たりの平均的なフラッ

クスを表している。なお、(L/2, y, L/2)、(x, L/2, L/2)

の線（辺の上）では Cは０（境界条件）となるので濃度差

は０となる。また、他の立方体と接する辺上の格子点は、

その立方体と格子点を共有するので、フラックス、すなわ

ち濃度差は 1/2となる。さらに、(0, 0, L/2)の点は接す

る４つの立方体と共有することになるのでフラックスす

なわち濃度差は 1/4となる。 

 

4. 結果と考察 

 
4.1 用いた供試体の特性 

 

4.1.1 供試体の物理特性 

 

図 1. 1/8立方体の図 
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供試体の物理特性（空隙率、密度、含水率）を表 1に示

す。含水率について 8㎝立方体供試体の含水率は測定でき

なかったので円柱供試体、4 ㎝立方体供試体、6 ㎝立方体

供試体の平均を用いることとした。いずれの変動係数も

6％以下であり、実験に用いた試料の物理特性に大きなば

らつきはないといえた。 

 

4.1.2 供試体の化学特性 

円柱供試体の Na、K、Ca、Cl について L/S と溶出量の関

係を図 2に示す。Na、Kの溶出量は L/Sの増加とともに減

少し、L/S200 以上ではほぼ一定となり、シリアルバッチ

溶出量とほぼ同じであった。Clの溶出量は、L/Sによらず

ほぼ一定の溶出量を示し、シリアルバッチ溶出量とほぼ同

じであった。Ca の溶出量は、L/S の増加と共に増加し、

L/S=200以降はほぼ一定となり、シリアルバッチ溶出量よ

りも大きかった。以上からパラメータ探索に用いる可溶性

含有量として、Na、K、CLについてはシリアルバッチ溶出

量を用い、Ca については L/S=200 以上の溶出量平均値を

用いることとした。また、立方体供試体に用いた試料も円

柱供試体と同じ挙動を示したので、立方体溶出量計算用に

用いる可溶性含有量も Na、K、Clについてはシリアルバッ

チ溶出量を用い、Ca については L/S=200 以上の溶出量平

均値を用いることとした。ただし、8 ㎝立方体供試体の K

については図 3 に示す様に L/S=200 以上でほぼ一定とな

り、シリアルバッチ溶出量よりも大きかったので、L/S=200

以上の溶出量平均値を用いた。 

 

4.1.3 供試体の可溶性含有量 
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度であったが、Cl については 8 ㎝立方体供試体の値が他

の 3試料の平均値の 84％とやや小さかった。 

 

4.2 パラメータ探索結果 

探索より得られたパラメータおよび、画分溶出量の実測

値と計算値の決定係数（R2）を表 2に示す。なお、拡散溶

出が卓越する時間領域（概ね 0.25d以降）においては、拡

散支配でななくなる実験結果（log(ti―ti-1)/log(Ji―Ji-1)

＞-0.35 となる実験結果。ti、Jiは、それぞれ i 回目の採

水時間、溶出フラックス）16)は探索に用いなかった。Na、

K及び Cl の R2は 0.97以上であった。Na、K、Clで最も R2

が高かった反復回数 3 回目の K と最も R2が低かった反復

回数 3 回目の Cl の実測値と計算値を図 5 に示す。最も R2

の低かった反復回数 3 回目の Cl でも実測値と計算値はよ

く一致していた。Caの R2は他の元素よりもやや低かった。

Caの R2の最大値と最小値の実測値と計算値を図 6に示す。

Ca については 16d の実測値と計算値の違いが大きかった

ことが R2 を小さくさせている原因と考えられた。以上よ

り Na、K、Ca、Clについて、一次元モデルはキレート処理

物からの塩類溶出を表現できたといえた。  

 

4.3 立方体供試体の画分溶出量の予測評価 

探索より得られたパラメータの平均値を用いて立方体

供試体の画分溶出量を予測した。その実測値と計算値の比

 

図 3. 8cm立方体供試体 Kの溶出量と L/S の関係 
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図 4. 可溶性含有量 
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表 2. 得られたモデルパラメータと実測値と計算値の決定係数(R2) 

 Na K 

反復回数 δ(m) k(1/s) D(m2/s) R2 δ(m) k(1/s) D(m2/s) R2 

1 1.1E-03 2.05E-04 4.14E-10 0.9901 1.0E-03 2.99E-04 3.84E-10 0.9914 

2 1.0E-03 2.17E-04 3.68E-10 0.9848 1.1E-03 2.81E-04 4.03E-10 0.9934 

3 9E-04 2.38E-04 3.05E-10 0.9816 1.0E-03 3.12E-04 3.44E-10 0.9941 

平均 1.0E-03 2.20E-04 3.62E-10 - 1.0E-03 2.97E-04 3.77E-10 - 

標準偏差 8E-05 1.36E-05 4.47E-11 - 5E-05 1.25E-05 2.46E-11 - 

 

 Ca Cl 

反復回数 δ(m) k(1/s) D(m2/s) R2 δ(m) k(1/s) D(m2/s) R2 

1 6E-04 1.31E-04 1.16E-10 0.9703 6E-04 5.50E-04 3.32E-10 0.9802 

2 3E-04 1.37E-04 9.10E-11 0.9523 9E-04 1.39E-04 4.82E-10 0.9800 

3 5E-04 1.43E-04 1.03E-10 0.9517 5E-04 3.08E-04 3.23E-10 0.9697 

平均 5E-04 1.37E-04 1.03E-10 - 7E-04 3.32E-04 3.79E-10 - 

標準偏差 1E-04 4.77E-06 1.02E-11 - 2E-04 1.69E-04 7.29E-11 - 
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較を図 7 に、実測値と計算値の R2を表 3 に示す。なお、

示した結果は 4 ㎝立方体供試体の場合は反復回数 3 回目、

6 ㎝立方体供試体の場合は 2 回目、8 ㎝立方体供試体の場

合は 1回目のものである。Na、K、Clはどの大きさの供試

体も概ね経過時間 8日までは、実測値よりも計算値の方が

小さくなり、それ以降では実測値と同程度になった。特に

1時間目で実測値よりも計算値の方が低くなった。この理

由として、供試体を脱型する際に写真 1.に示す様に供試

体の一部がモールドに付着したため、暴露面がきれいな平

面ではなく凹凸ができた。そのため、暴露面積と表面溶解

領域の体積が大きくなったことから計算値よりも実測値

の方が大きくなった可能性が考えられた。また、 R2の変

  

   a) 反復回数 3回目 K (R2＝0.9941)             b) 反復回数 3回目 Cl (R2=0.9697) 

図 5. Na、K、Clの結果のうち画分溶出量の実測値と計算値の R２最大と最小の比較 
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 a) 反復回数 1回目(R2＝0.9703)              b) 反復回数 3 回目(R2=0.9517) 

図 6. Caの結果のうち画分溶出量の実測値と計算値の R2最大と最小の比較 
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表 3. 立方体供試体の画分溶出量実測値と計算値の決定
係数(R2) 

  Na K Ca Cl 

4cm立方体供試体 0.9368  0.9475  0.1315  0.9801  

6cm立方体供試体 0.9073  0.8676  0.0677  0.9459  

8cm立方体供試体 0.9283  0.8605  0.2706  0.9360  

平均 0.9241  0.8919 0.1566   0.9540  

標準偏差 0.01 0.04 0.08 0.02 

変動係数(%) 1 6 15 2 

 

 
写真 1. 供試体脱型時側面写真 

(6cm立方体供試体 反復回数 2回目) 
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動係数は 6％以下と小さく供試体の大きさによる大きな

違いはなかった。 

Ca は他の 3 つの元素と比較すると画分溶出量の低下は

計算値の方が実測値よりも遅れて生じた。これは実際の可

溶性含有量よりも計算で用いた可溶性含有量が大きいこ

とを示唆している。計算に用いた可溶性含有量は溶出試験

の溶出量を用いたことから、計算に用いた可溶性含有量が

実際の値と異なった可能性が考えられた。特に Ca は

Ca(OH)2 の沈殿を作るので、pH の増加と共に Ca 濃度は低

下する。そこで、計算に用いた可溶性含有量を決定した各

     

a-1) Na 4cm            a-2)  Na 6cm           a-3) Na 8cm             

     

b-1) K 4cm             b-2)  K 6cm            b-3) K 8cm   

     

c-1) Ca 4cm            c-2)  Ca 6cm           c-3) Ca 8cm           

    

   d-1) Cl 4cm            d-2)  Cl 6cm          d-3) Cl 8cm 

図 7.立方体供試体の画分溶出量の実測値と計算値の比較（〇：実測値，□：計算値）
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供試体の大きさの溶出試験の pH（L/S200〜400の平均）と

タンクリーチング試験のうち pH が最大だったものを表 4

に示すが、溶出試験とタンクリーチング試験の pH に大き

な差は見られなかった。従って、pH による溶出量への影

響は少なく、ほかの原因が考えられた。 

以上より Na、K、Clについては名富の一次元モデルを三

次元に拡張することができたが、Ca については拡張が困

難であった。 

 

5. まとめ 

 

本研究では、キレート処理物からの易溶解性物質（Na、

K、Ca、Cl）の溶出について、名富の一次元モデルが適用

できるかどうかを明らかにすることおよび、三次元に拡張

できるか検討することを目的とした。得られた主な知見を

以下に示す。 

(1) Na、K、Ca、Clについて、円柱供試体を用いた画分溶

出量の実測値と計算値のR2は0.95以上であり、一次元

モデルは溶出現象を表現できたといえた。 

(2) Na、K、Clについて、立方体供試体を用いた画分溶出

量の実測値のR2は0.86以上を示した。実測値と計算値

はある程度一致したので、一次元モデルを三次元に拡

張可能だといえた。 

(3) Caについて、立方体供試体を用いた画分溶出量の実測

値と計算値の一致度は低かった。その原因として、pH

が溶出量に与える影響が大きいのではないかと考えら

れたが、その影響は小さかったため他の原因が考えら

れた。 
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供試体の大きさの溶出試験の pH（L/S200〜400の平均）と

タンクリーチング試験のうち pH が最大だったものを表 4

に示すが、溶出試験とタンクリーチング試験の pH に大き

な差は見られなかった。従って、pH による溶出量への影

響は少なく、ほかの原因が考えられた。 

以上より Na、K、Clについては名富の一次元モデルを三

次元に拡張することができたが、Ca については拡張が困

難であった。 
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浸出水中のカルシウム濃度予測
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Prediction of calcium concentrations in leachate 

 

Yutaka DOTEa), Tomoo SEKITOb) 
 

Abstract 
 

This study aimed to evaluate the effects of an aging treatment of chelate-treated fly ash before landfilling 
and the landfilling of 1m-length cube of chelate-treated fly ash with sodium carbonate on the temporal change in 
calcium concentration in leachate. The aging treatment was applied to chelate-treated fly ash, and then leaching 
tests were conducted using the aging-treated fly ash. And tank leaching tests were conducted using the cubic 
specimens. In addition, the temporal change in calcium concentration in leachate was investigated under 
conditions with and without leachate volume control. A two-week aging treatment reduced calcium leaching 
from the chelate-treated fly ash by 27%. The aging treatment might be more economical than insolubilization 
treatment using sodium carbonate. Calcium concentration in leachate could be predicted using the leaching rates 
from chelate-treated fly ash and flexible container packed fly ash, and operational data such as the landfilled amount 
of chelated fly ash and flexible container packed fly ash, and the coverage of the surface area of landfill compartment. 
Under conditions without leachate volume control, the calcium concentration in the leachate was lower than 
that under conditions with leachate volume control, and the period from the completion of landfilling to meeting 
the calcium leachate concentration level (CCL) without calcium removal was shortened. These results indicated 
that no leachate volume control would be preferable to leachate volume control. Although the two-week aging 
treatment could reduce calcium concentration in leachate, it had no effect on a shortening of the period from 
the completion of landfilling to meeting CCL. Although landfilling 1m-length cube of chelate-treated fly ash could 
reduce calcium concentration lower than that with no aging and two-weed aging treatment, it had no effect on a 
shortening of the period from the completion of landfilling to meeting CCL. 

 

Keywords: Chelate-treated fly ash, Calcium concentrations, Leachate, Prediction 

 

はじめに

令和 年度において、一般廃棄物の最終処分量の 万

トンに対して焼却残渣は 万トンと約 割に相当する

。その焼却残渣には多くの が含まれており、主灰中に

は 〜 、排ガス処理飛灰中には ～

、キレート処理飛灰中には 、セメント

固化処理飛灰中には ～ の 含有量が報告さ

れている。排ガス処理飛灰の 含有量が多い理由は、排

ガスの中和処理のために主に消石灰 が使われてい

るからであり 、中和剤のうち消石灰を ％の施設で使

用しているとの報告がある 。

焼却残渣に が含まれていることによって、浸出水に

も が含まれ、その濃度は最大で の例もある

。浸出水中の が高濃度になると、浸出水処理施設での

ポンプ、攪拌翼にカルシウムスケールが付着し、種々の支

障をきたす 。そのため、浸出水処理施設では、スケール

発生防止のためにスケール分散剤や炭酸ソーダ併用凝集

沈殿が用いられる 。しかし、浸出水中の 濃度を科学

的に予測できず、処理コストが見込めないといった問題点

がある。そのため、浸出水中の 濃度の予測を行う必要

がある。また、浸出水処理で 除去を行わないことも重

要であるので、浸出水中の を低減する必要がある。

浸出水中の 濃度予測についての既往の研究では、日

降水量、日平均気温、月埋立量、調整池中の水量、廃棄物

槽内の貯蔵浸出水量、日浸出水量、浸出水質をデータとし

た、ニューラルネットワークモデル 、湧き出し項を含む

移流拡散モデル を用いた予測や、埋立地をセル状に分

解し、セルからの溶出予測 、が行われている。しかし、

これらは実際の処分場への適用事例がない。

浸出水中の 濃度を低下させる方法として炭酸化があ

る。炭酸化の方法の一つがエージングであり、飛灰を空気

に接触させることで、空気中の と飛灰中のカルシウム

を反応させ、炭酸カルシウム（ ）を生成させることで、

を固定化するものである 。もうひとつが炭酸添加で

あり、焼却主灰に対して炭酸溶液を散水することで

を生成させ、浸出水濃度を低下させるものである 。

瀬戸山は、処理飛灰からの易溶解性 の溶出のみを考

慮し、 年間の 溶出率を用いることで、処理飛灰埋立

a) 土木環境プログラム教授

b) 土木環境プログラム准教授
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量、埋立区画の被覆状況のデータから浸出水中の年平均

濃度を表現できることを示した 。また、炭酸ナトリ

ウム添加による 濃度低下はわずかであり、埋め立て終

了から廃止までの期間短縮の影響は小さいことがわかっ

た。

また、 濃度を低下させる別の方法として、埋立物の

体積を大きくして、埋立物重量当たりの溶出速度を低下さ

せる方法がある。焼却飛灰は重金属等の溶出抑制のために

安定化処理されるが、安定化処理方法のうちセメント固化

とキレート処理は安定化処理物の体積を抑制することが

可能である。山崎 はセメント固化体の比表面積を小さ

くすることで塩類の溶出を抑制できることを示した。土手

ら は塩類溶出モデルを用いてキレート処理飛灰からの

塩類溶出量を予測できることを示した。

そこで本研究では、飛灰を埋立前にエージングすること

の浸出水中 濃度経時変化への影響を評価することを目

的とした。また、飛灰を一辺 の立方体に成形して埋め

立てたときの浸出水濃度への影響も検討した。

実験方法

用いた飛灰

実験には宮崎市の一般廃棄物焼却施設から 年 月

日に採取した排ガス処理飛灰を用いた。この施設では

排ガス処理に活性炭と消石灰を使用している。採取した飛

灰は、排ガス処理後で安定化処理前の飛灰である。入手し

た飛灰を約 ㎏ずつに取り分け、乾燥させたシリカゲルと

消石灰を入れて保存した。

炭酸化処理

エージング処理

エージング処理のために、飛灰に含水比 、キレート

添加率 となるように蒸留水、キレート剤 株 栗田工業

アッシュナイト を加えて自動混練機で混練りした。

試料をバットに移し、室温で放置し、日に 回撹拌した。

エージング期間を 日、 日、 週間、 週間とし、所定

の期間後 105℃で 日乾燥させて放冷後重量を測定し、バ

ットを揺すって空隙を作って再度乾燥させた。これを 日

当たりの重量減少率が 未満になるまで続けた。乾燥

終了後に微粉砕し、溶出試験、含有量試験に用いた。

炭酸ナトリウム添加処理

エージング処理との比較のために炭酸ナトリウム添加

処理も行った。炭酸ナトリウム添加処理のための混合条件

を表 に示す。炭酸添加率とは、炭酸化処理する前の試料

の溶出試験を行い、最大カルシウム溶出量 モル換算 に対

する添加した炭酸ナトリウムのモル比を表す。所定量の試

料と炭酸ナトリウム溶液を加え、混練りを行った後、バッ

トに混練りした試料を移してバット全体に広げた。試料を

バットごとに重量測定してからバットをラップで密封し、

時間放置した。 時間後に重量を測定し、 ℃に設定

した乾燥機で 日乾燥させて、放冷後重量を測定し、バッ

トを揺すって空隙を作って再度乾燥させた。これを 日当

たりの重量減少率が 未満になるまで続けた。乾燥終

了後に微粉砕し、溶出試験、含有量試験に用いた。

供試体からの溶出モデルパラメータ決定実験

供試体作成方法

供試体は、表 に示す配合によって作成した。配合条件

の値はモールド 個分である。円柱供試体作成には直径

㎝、高さ ㎝の円柱モールドを用い、供試体をタンクリ

ーチング実験用に 個、分析用に 個作成した。配合条件

に従って混練り用の容器に飛灰とキレートと炭酸溶液を

取り、自動混練り機を用いて混合を行ったあと、モールド

に充填し、ラップをかけ、室温 ℃で 週間養生した後、

脱型した。

脱型した円柱供試体の重量測定後、タンクリーチング実

験に使用する供試体は、上面のみを暴露面とするため、暴

露面以外の側面と底面には変成シリコンシーラント（（株）

セメダイン、 ）を塗って防水を行った。

脱型した分析用供試体の粗粉砕を行い、 日間乾燥して

含水率を測定した後に微粉砕し、溶出試験、含有量試験に

用いた。

タンクリーチング実験方法

ポリ瓶に蒸留水 を加えて、防水処理した円柱供試

体を静置した。静置後、所定の時間が経過したら、新しい

蒸留水を入れたポリ瓶に供試体を移した。蒸留水の交換時

間は 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、

日目とした。供試体を取り出した後の溶液の一部を

μ メンブレンフィルターでろ過したろ液に、濃硝酸

をろ液に対して 加えてポリ瓶に入れ、保存した。

カラム実験

表 溶出モデルパラメータ決定実験の配合条件

飛灰

キレート

炭酸ナトリウム溶液

表 炭酸化処理のための混合条件

炭酸添加率 モル
飛灰
キレート
炭 酸 ナ ト リ ウ ム 濃 度

炭酸ナトリウム溶液
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量、埋立区画の被覆状況のデータから浸出水中の年平均

濃度を表現できることを示した 。また、炭酸ナトリ

ウム添加による 濃度低下はわずかであり、埋め立て終

了から廃止までの期間短縮の影響は小さいことがわかっ

た。

また、 濃度を低下させる別の方法として、埋立物の

体積を大きくして、埋立物重量当たりの溶出速度を低下さ

せる方法がある。焼却飛灰は重金属等の溶出抑制のために

安定化処理されるが、安定化処理方法のうちセメント固化

とキレート処理は安定化処理物の体積を抑制することが

可能である。山崎 はセメント固化体の比表面積を小さ

くすることで塩類の溶出を抑制できることを示した。土手

ら は塩類溶出モデルを用いてキレート処理飛灰からの

塩類溶出量を予測できることを示した。

そこで本研究では、飛灰を埋立前にエージングすること

の浸出水中 濃度経時変化への影響を評価することを目

的とした。また、飛灰を一辺 の立方体に成形して埋め

立てたときの浸出水濃度への影響も検討した。

実験方法

用いた飛灰

実験には宮崎市の一般廃棄物焼却施設から 年 月

日に採取した排ガス処理飛灰を用いた。この施設では

排ガス処理に活性炭と消石灰を使用している。採取した飛

灰は、排ガス処理後で安定化処理前の飛灰である。入手し

た飛灰を約 ㎏ずつに取り分け、乾燥させたシリカゲルと

消石灰を入れて保存した。

炭酸化処理

エージング処理

エージング処理のために、飛灰に含水比 、キレート

添加率 となるように蒸留水、キレート剤 株 栗田工業

アッシュナイト を加えて自動混練機で混練りした。

試料をバットに移し、室温で放置し、日に 回撹拌した。

エージング期間を 日、 日、 週間、 週間とし、所定

の期間後 105℃で 日乾燥させて放冷後重量を測定し、バ

ットを揺すって空隙を作って再度乾燥させた。これを 日

当たりの重量減少率が 未満になるまで続けた。乾燥

終了後に微粉砕し、溶出試験、含有量試験に用いた。

炭酸ナトリウム添加処理

エージング処理との比較のために炭酸ナトリウム添加

処理も行った。炭酸ナトリウム添加処理のための混合条件

を表 に示す。炭酸添加率とは、炭酸化処理する前の試料

の溶出試験を行い、最大カルシウム溶出量 モル換算 に対

する添加した炭酸ナトリウムのモル比を表す。所定量の試

料と炭酸ナトリウム溶液を加え、混練りを行った後、バッ

トに混練りした試料を移してバット全体に広げた。試料を

バットごとに重量測定してからバットをラップで密封し、

時間放置した。 時間後に重量を測定し、 ℃に設定

した乾燥機で 日乾燥させて、放冷後重量を測定し、バッ

トを揺すって空隙を作って再度乾燥させた。これを 日当

たりの重量減少率が 未満になるまで続けた。乾燥終

了後に微粉砕し、溶出試験、含有量試験に用いた。

供試体からの溶出モデルパラメータ決定実験

供試体作成方法

供試体は、表 に示す配合によって作成した。配合条件

の値はモールド 個分である。円柱供試体作成には直径

㎝、高さ ㎝の円柱モールドを用い、供試体をタンクリ

ーチング実験用に 個、分析用に 個作成した。配合条件

に従って混練り用の容器に飛灰とキレートと炭酸溶液を

取り、自動混練り機を用いて混合を行ったあと、モールド

に充填し、ラップをかけ、室温 ℃で 週間養生した後、

脱型した。

脱型した円柱供試体の重量測定後、タンクリーチング実

験に使用する供試体は、上面のみを暴露面とするため、暴

露面以外の側面と底面には変成シリコンシーラント（（株）

セメダイン、 ）を塗って防水を行った。

脱型した分析用供試体の粗粉砕を行い、 日間乾燥して

含水率を測定した後に微粉砕し、溶出試験、含有量試験に

用いた。

タンクリーチング実験方法

ポリ瓶に蒸留水 を加えて、防水処理した円柱供試

体を静置した。静置後、所定の時間が経過したら、新しい

蒸留水を入れたポリ瓶に供試体を移した。蒸留水の交換時

間は 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、

日目とした。供試体を取り出した後の溶液の一部を

μ メンブレンフィルターでろ過したろ液に、濃硝酸

をろ液に対して 加えてポリ瓶に入れ、保存した。

カラム実験

表 溶出モデルパラメータ決定実験の配合条件

飛灰

キレート

炭酸ナトリウム溶液

表 炭酸化処理のための混合条件

炭酸添加率 モル
飛灰
キレート
炭 酸 ナ ト リ ウ ム 濃 度

炭酸ナトリウム溶液

 

  

供試体作成方法

供試体作成には一辺 ㎝、 ㎝、 ㎝のモールドを用い、

供試体をカラム実験用および分析用に作成した。表 に示

す配合に従って円柱供試体と同様に作成、養生した。養生

完了後に分析用供試体は、円柱供試体と同様に分析試料の

処理を行った。また、試料の一部を空隙率様にポリ瓶に保

存した。

カラム実験方法

カラム実験では散水後一定時間放置し（この期間を無降

雨期間と呼ぶ）、散水を行う事で無降雨期間中に供試体か

ら溶出した を回収した。測定に用いたカラムを図 に

示す。カラムはアクリル製で、断面が供試体の長さ ㎝

の長さの正方形である。カラムはカラム本体、底板、排水

用パイプで構成されている。直径 ㎜のガラスビーズを

㎝の厚さになるように底板の上に敷き、供試体を設置し、

ガラスビーズを供試体の上面 ㎝までビーズを充填させ

た。底板には直径 ㎝の穴が複数開いており、ビーズが流

れないように網を張った。散水方法は、 供試体に

ｍ 、 ㎝供試体に ｍ 、 供試体に ｍ （いずれ

も充填したガラスビーズ層の空隙量相当）の蒸留水を供試

体の真上からゆっくりと加えた。蒸留水がある程度排水さ

れたことを確認し次の散水を行い、この作業を合計 回行

った。カラムからの排水がなくなると（概ね 時間程度）、

排水の入ったポリ瓶を回収し、カラム上部をラップで覆い、

カラム下部の排水チューブをピンチコックで止めた。散水

頻度は 日 回、 日連続で行い、 日間放置し 無降雨期

間 日 、 日目まで行った。散水期間は 日目の散水は

供試体周辺空隙を蒸留水で満たすことを目的とし、それ以

降の散水は、空隙に溜まっている濃度の高い溶液を洗い流

すとともに供試体周辺の空隙内の溶液を蒸留水に交換す

ることを目的としている。ポリ瓶に回収した排水は

μ のメンブランフィルターを用いてろ過し分析試料を

得た。残った溶液の および㏗を測定した。ろ液に濃硝

酸を 加えて保存した。

試験方法

含有量試験

含有量分解は、試料 、蒸留水 、濃硝酸 を

コニカルビーカーに加え、時計皿で蓋をして 240℃に設定

したホットプレートで 分間煮沸し、冷却した。その後、

ガラス繊維織紙（ ）を用いて全量吸引ろ過し、

にメスアップし、ポリ瓶に保存した。含有量試験の反復回

数は 回とした。

溶出試験

溶出試験は、 、 、 、 の条件でポリ瓶に

試料と蒸留水を取り、 で 時間振とう後に約 分

間静置し、上澄みを 0.45μm のメンブランフィルターを用

いてろ過し、分析試料を得た。残った上澄みの と を

測定した。濃硝酸をろ液に対して 加えてポリ瓶に入

れ、保存した。溶出試験の反復回数は 回とした。

分析方法

、 、 、 の濃度はフレーム原子吸光光度法（㈱日

立ハイテク、 型）を用いて分析を行った。空隙率は

粗粉砕した試料のうち約 程度のものを十分に乾燥さ

せて水銀ポロシメータ（島津製作所、オートポア ）

で測定した。空隙率測定の反復回数は 回とした。

溶出モデル

一次元溶出モデル

一次元の条件で、表面溶解支配部分となる供試体の表面

近傍 以後、表面溶解領域と呼ぶ において溶出速度がその

領域での含有量に比例する表面溶解モデルと通常の拡散

モデルを組み合わせた名富のモデル を用いた。表面溶

解モデル式は式 で表される。ここで、𝑀𝑀𝑠𝑠 は供

試体重量当たりの累積表面溶解溶出量、𝛿𝛿は表面溶解領域

厚さ 、𝜌𝜌は供試体密度 、𝐴𝐴は供試体暴露面積 、

𝑊𝑊は供試体重量 、𝑄𝑄0は可溶性含有量 、𝑘𝑘は表面

溶解速度定数 である。

 

図 カラム実験装置の概要 寸法の単位：

表 立方供試体混合条件

立方供
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𝑀𝑀𝑠𝑠 =
𝜌𝜌𝜌𝜌𝐴𝐴𝑄𝑄0
𝑊𝑊 (1 − 𝑒𝑒−𝑘𝑘𝑘𝑘)

拡散モデルは式 を以下の初期条件、境界条件を差分

法により解いた。ここで𝐶𝐶は濃度 、𝐷𝐷は拡散係数

、𝐿𝐿は供試体長さ 、𝐶𝐶0は初期濃度 可溶性

含有量に供試体密度を乗じて空隙率で除した値 である。
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝐷𝐷

𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕

初期条件：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0
：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿; 𝐶𝐶 = 0

境界条件：𝑥𝑥 = 𝐿𝐿; 𝐶𝐶 = 0

：𝑥𝑥 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0
なお、モデルパラメータを求める場合は、長さ方向の分

割幅∆𝑥𝑥 = 1 × 10−4 とした。累積拡散溶出量は式 で

求めた。ただし、∆𝑡𝑡は時間分割幅、𝐶𝐶n,jは時刻格子𝑗𝑗での供

試体表面、𝐶𝐶n−1,jは供試体表面の 分割前の濃度である。

𝑀𝑀𝐷𝐷 =
𝜃𝜃𝜃𝜃
𝑊𝑊 × ∑ {−𝐷𝐷×(𝐶𝐶𝑛𝑛,𝑗𝑗−𝐶𝐶𝑛𝑛−1,𝑗𝑗)𝛥𝛥𝑥𝑥 × 𝛥𝛥𝑡𝑡}𝑗𝑗

𝑗𝑗=1

累積溶出量𝑀𝑀𝑇𝑇 は表面溶解溶出量𝑀𝑀𝑆𝑆と拡散溶出

量𝑀𝑀𝐷𝐷の合計で表される。また、時刻𝑡𝑡𝑗𝑗−1から𝑡𝑡𝑗𝑗までの間の

溶出量を画分溶出量𝑚𝑚Tとし、式 で表す。

𝑚𝑚𝑇𝑇 = (𝑚𝑚𝑆𝑆(𝑡𝑡,𝑗𝑗) − 𝑚𝑚𝑠𝑠(𝑡𝑡,𝑗𝑗−1)) + (𝑀𝑀𝐷𝐷(𝑡𝑡,𝑗𝑗) − 𝑀𝑀𝐷𝐷(𝑡𝑡,𝑗𝑗−1))

三次元溶出モデル

立方体での表面溶解領域の体積 表面溶解領域体積 を

Ｖとすると、立方体供試体の一辺の長さを 、表面溶

解領域厚さをδ として次式で表現できる。

𝑉𝑉 = 𝐿𝐿3 − (𝐿𝐿 − 2𝛿𝛿)3
よって、立方体の は次式で表される。

𝑀𝑀𝑠𝑠 =
𝜌𝜌𝑉𝑉𝑄𝑄0
𝑊𝑊 (1 − 𝑒𝑒−𝑘𝑘𝑘𝑘)

拡散モデルは、図 のように立方体の中心から 、 、

軸方向にそれぞれ 分割し、得られた 立方体に対して

三次元の拡散方程式である式 を以下の初期条件、境界

条件で差分法を用いて解いた。ここで は濃度 、

は拡散係数 である。
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝐷𝐷

𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕 + 𝐷𝐷

𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕 + 𝐷𝐷

𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕

初期条件：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑥𝑥 ≤
𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑦𝑦 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑦𝑦 ≤
𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑧𝑧 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑧𝑧 ≤
𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

境界条件：𝑥𝑥 = 𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑥𝑥 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0

：𝑦𝑦 = 𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑦𝑦 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0

：𝑧𝑧 = 𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑧𝑧 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0
拡散累積溶出量は、 供試体の３面ある暴露面のうち

１暴露面 面 における各格子点での溶出フラッ

クスの合計量に立方体の表面積を乗じることで計算でき

る。 面での溶出量は 軸方向の溶出量なので、

任意の時間格子 での濃度差は式 で表現される。

𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧,𝑗𝑗 − 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧−1,𝑗𝑗
ここで 、 は 座標、 座標の格子点、 は

での格子点を表す。拡散累積溶出量 は次式で求

めることができる。

𝑀𝑀𝐷𝐷 =
𝐴𝐴𝑐𝑐𝜃𝜃
𝑊𝑊 ×∑

[
 
 
 
∑

{
 

 −𝐷𝐷 ×
(𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧,𝑗𝑗 − 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧−1,𝑗𝑗)

(𝑁𝑁 + 1)2
𝛥𝛥𝑥𝑥

}
 

 𝑁𝑁𝑁𝑁,𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑖𝑖𝑖𝑖=1,𝑖𝑖𝑖𝑖=1
× 𝛥𝛥𝑡𝑡

]
 
 
 𝑗𝑗

𝑗𝑗=1

・・・

ここで は立方体の全面積 、θは空隙率 、 、

は 、 での格子点を表す。また、 は 、 、

軸方向の空間分割数であり、 暴露面の全格子点である

で除することで、 格子点当たりの平均的なフラッ

クスを表している。なお、 、

の線（辺の上）では は０（境界条件）となるので濃度差

は０となる。また、他の立方体と接する辺上の格子点は、

その立方体と格子点を共有するので、フラックス、すなわ

ち濃度差は となる。さらに、 の点は接す

る４つの立方体と共有することになるのでフラックスす

なわち濃度差は となる。
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𝑀𝑀𝑠𝑠 =
𝜌𝜌𝜌𝜌𝐴𝐴𝑄𝑄0
𝑊𝑊 (1 − 𝑒𝑒−𝑘𝑘𝑘𝑘)

拡散モデルは式 を以下の初期条件、境界条件を差分

法により解いた。ここで𝐶𝐶は濃度 、𝐷𝐷は拡散係数

、𝐿𝐿は供試体長さ 、𝐶𝐶0は初期濃度 可溶性

含有量に供試体密度を乗じて空隙率で除した値 である。
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝐷𝐷

𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕

初期条件：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0
：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿; 𝐶𝐶 = 0

境界条件：𝑥𝑥 = 𝐿𝐿; 𝐶𝐶 = 0

：𝑥𝑥 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0
なお、モデルパラメータを求める場合は、長さ方向の分

割幅∆𝑥𝑥 = 1 × 10−4 とした。累積拡散溶出量は式 で

求めた。ただし、∆𝑡𝑡は時間分割幅、𝐶𝐶n,jは時刻格子𝑗𝑗での供

試体表面、𝐶𝐶n−1,jは供試体表面の 分割前の濃度である。

𝑀𝑀𝐷𝐷 =
𝜃𝜃𝜃𝜃
𝑊𝑊 × ∑ {−𝐷𝐷×(𝐶𝐶𝑛𝑛,𝑗𝑗−𝐶𝐶𝑛𝑛−1,𝑗𝑗)𝛥𝛥𝑥𝑥 × 𝛥𝛥𝑡𝑡}𝑗𝑗

𝑗𝑗=1

累積溶出量𝑀𝑀𝑇𝑇 は表面溶解溶出量𝑀𝑀𝑆𝑆と拡散溶出

量𝑀𝑀𝐷𝐷の合計で表される。また、時刻𝑡𝑡𝑗𝑗−1から𝑡𝑡𝑗𝑗までの間の

溶出量を画分溶出量𝑚𝑚Tとし、式 で表す。

𝑚𝑚𝑇𝑇 = (𝑚𝑚𝑆𝑆(𝑡𝑡,𝑗𝑗) − 𝑚𝑚𝑠𝑠(𝑡𝑡,𝑗𝑗−1)) + (𝑀𝑀𝐷𝐷(𝑡𝑡,𝑗𝑗) − 𝑀𝑀𝐷𝐷(𝑡𝑡,𝑗𝑗−1))

三次元溶出モデル

立方体での表面溶解領域の体積 表面溶解領域体積 を

Ｖとすると、立方体供試体の一辺の長さを 、表面溶

解領域厚さをδ として次式で表現できる。

𝑉𝑉 = 𝐿𝐿3 − (𝐿𝐿 − 2𝛿𝛿)3
よって、立方体の は次式で表される。

𝑀𝑀𝑠𝑠 =
𝜌𝜌𝑉𝑉𝑄𝑄0
𝑊𝑊 (1 − 𝑒𝑒−𝑘𝑘𝑘𝑘)

拡散モデルは、図 のように立方体の中心から 、 、

軸方向にそれぞれ 分割し、得られた 立方体に対して

三次元の拡散方程式である式 を以下の初期条件、境界

条件で差分法を用いて解いた。ここで は濃度 、

は拡散係数 である。
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝐷𝐷

𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕 + 𝐷𝐷

𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕 + 𝐷𝐷

𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕

初期条件：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑥𝑥 ≤
𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑦𝑦 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑦𝑦 ≤
𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑧𝑧 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿; 𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0

：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑧𝑧 ≤
𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

境界条件：𝑥𝑥 = 𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑥𝑥 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0

：𝑦𝑦 = 𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑦𝑦 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0

：𝑧𝑧 = 𝐿𝐿
2 ; 𝐶𝐶 = 0

：𝑧𝑧 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0
拡散累積溶出量は、 供試体の３面ある暴露面のうち

１暴露面 面 における各格子点での溶出フラッ

クスの合計量に立方体の表面積を乗じることで計算でき

る。 面での溶出量は 軸方向の溶出量なので、

任意の時間格子 での濃度差は式 で表現される。

𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧,𝑗𝑗 − 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧−1,𝑗𝑗
ここで 、 は 座標、 座標の格子点、 は

での格子点を表す。拡散累積溶出量 は次式で求

めることができる。

𝑀𝑀𝐷𝐷 =
𝐴𝐴𝑐𝑐𝜃𝜃
𝑊𝑊 ×∑

[
 
 
 
∑

{
 

 −𝐷𝐷 ×
(𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧,𝑗𝑗 − 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧−1,𝑗𝑗)

(𝑁𝑁 + 1)2
𝛥𝛥𝑥𝑥

}
 

 𝑁𝑁𝑁𝑁,𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑖𝑖𝑖𝑖=1,𝑖𝑖𝑖𝑖=1
× 𝛥𝛥𝑡𝑡

]
 
 
 𝑗𝑗

𝑗𝑗=1

・・・

ここで は立方体の全面積 、θは空隙率 、 、

は 、 での格子点を表す。また、 は 、 、

軸方向の空間分割数であり、 暴露面の全格子点である

で除することで、 格子点当たりの平均的なフラッ

クスを表している。なお、 、

の線（辺の上）では は０（境界条件）となるので濃度差

は０となる。また、他の立方体と接する辺上の格子点は、

その立方体と格子点を共有するので、フラックス、すなわ

ち濃度差は となる。さらに、 の点は接す

る４つの立方体と共有することになるのでフラックスす

なわち濃度差は となる。

結果と考察

 
エージング処理の 溶出量への影響
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の含有量が飛灰含有量よりも低かったが、これは分析

試料を採取するときに含有量の低い試料を採取してしま

ったと考えられる。次に飛灰および炭酸ナトリウム添加処

理をした飛灰の元素含有量を図 に示す。 含有量は炭

酸ナトリウムの添加率とともに増加した。これは、炭酸ナ
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トリウムが を含んでいるためである。 は炭酸ナトリ

ウムの添加率によらず、ほぼ一定であった。

図 に各エージング期間の 比ごとの溶出量を示す。

が増加すると溶出量も増加し、 が 〜 でほぼ

一定となった。そのため、 〜 の平均を各エージ

ング期間の最大溶出量とした。図 にエージング期間にお

ける最大溶出量と不溶化率を示す。不溶化率はエージング

期間 に対する各エージング期間の最大溶出量の減少量

をエージン期間０ の最大溶出量で除したものである。不

溶化率はエージング期間の増加とともに増加し、エージン

グ期間 週間で であった。このことからエージング処

理は を不溶化させ、期間が長ければより高い不溶化効

果を得ることができるとわかった。

炭酸添加処理の結果

図 に各添加率の 比ごとの溶出量を示す。 が増

加すると 溶出量も増加し、 以上でほぼ一定とな

った。 〜 の平均を各添加率の最大溶出量とした。

図 に各添加率における最大溶出量、不溶化率、理論不溶

化率を示す。不溶化率は添加率 に対する各添加率の最

大溶出量の減少量を添加率 の最大溶出量で除したもの

である。また、図中の点線は理論不溶化率 炭酸ナトリウ
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ム添加率 である。不溶化率は添加率とともに増加し、炭

酸ナトリウム添加率 で となり、理論不溶化率より

も低かった。原因として、養生時間が 日では足りなかっ

たことが考えられる。

エージング処理 週間の不溶化率が炭酸ナトリウム添

加率 の理論不溶化率を上回ったことから、十分な敷地

が確保できれば炭酸ナトリウムを添加せずともエージン

グにより 溶出量を減らすことができ、エージング処理

の方が経済的である可能性が示された。

浸出水濃度予測モデルパラメータの決定

処分場の概要と浸出水濃度計算方法

本研究で対象とした処分場 エコクリーンプラザみやざ

き では 年度の 月から埋立を開始し、 年度に埋

め立てを終了する予定である。埋立地は 、 、 、 の

区画に分かれ区画面積はそれぞれ ²、 ²、

²、 ²である。 年度まで主灰を溶融した溶

融固化物とキレート処理飛灰を埋め立てていたが、 年

度から溶融処理をやめたことにより、溶融固化物の代わり

に主灰の埋立が開始された。埋立区画表面の状況として中

間覆土の他に、浸出水量を抑えるために不透水性のブルー

シートや シート（以後これらシートと呼ぶ）などで埋

立作業の行われていない区画を覆っている場合があった。

埋立中の区画でも埋立作業を行っていない部分をシート

で覆っていることがあった。また、当該埋立地では 濃

度が浸出水設計値よりも超過したため、表 に示すとおり

年度から 年度の間はフレコン ³ に飛灰を梱包

して埋め立て、 年度から 年度にかけて開梱した。

については、 年度以降は脱塩処理は行わず、浸出水

を浸出水調整池で稀釈して 以下にして下水道

に放流している。

浸出水発生係数は、宮崎市から提供された 月から

月の全区画の降水量に対する浸出水量の比として算出

した とした。これは、一部の区画ではシートによる

被覆が行われていたため、不確実性の大きい数値である。

宮崎市から提供されたデータは月ごとの埋立量（主灰、処

理飛灰ごと）、埋立作業区画、シートによる被覆状況、浸

出水中 濃度、および年降水量である。

浸出水 濃度を予測するにあたり、埋立作業の行われ

ていない区画については、シートによる被覆が行われてい

れば浸出水発生係数を０とし、被覆が行われていない場合

は とした。埋立作業が行われている区画で一部シー

トによる被覆が行われている場合であっても浸出水発生

係数は とした。以下の式で区画ごとの年間浸出水発

生量を求めた。

区画ごと年間浸出水発生量 ³ 年降水量 ×区画面

積 ² ×区画ごとの雨水浸透月割合×浸出水発生係数

なお、雨水浸透月割合は か月のうち雨水が埋立区画

に浸透する月数 すなわち、区画全面がシートで被覆され

ていない月数 の割合である。１年間の浸出水発生量は、

区画ごと年間浸出水発生量の全区画の合計量で求めた。月

ごとの埋立量は処理飛灰、主灰の埋立作業を行っている区

画数で除して各区画に均等に割り振った。溶融固化物から

溶出は生じないとした。

本研究では、瀬戸山 が提案した当該年度に埋め立てら

れたキレート処理飛灰の可溶性含有量から一定量の が

溶出するとの考え方に則り、キレート処理飛灰からの溶出

率を α として、各区画の年間埋立量に 含水率 と可溶

性含有量と溶出率を乗じることで得られた各区画での溶

出量の合計量を１年間の溶出量とした。 含水率 を乗じ

る理由は、可溶性含有量は乾燥重量当たりであり、埋立量

は湿重量であるため、埋立量を乾燥重量に変換するためで

ある。含水率は焼却施設から排出される実際のキレート処

理飛灰の値を用いた。また、フレコン梱包飛灰からの溶出

率をβとした。開梱された飛灰は、開梱されるまでにフレ

コン内に残存した 量が開梱された区画に埋め立てられ

たとして溶出率αを用いて溶出量を求めた。１年間の平均

浸出水濃度は１年間の溶出量を１年間の浸出水量で除す

ることで求めた。パラメータは濃度の実測値と計算値の残

差自乗和が最小になるようにエクセルのソルバーを用い

て求めた。

溶出率の決定と予測方法の評価

図 に埋立が開始された 年度から 年度までの浸

出水中 濃度の実測値と計算値を示す。可溶性含有量は

エージング０ の最大溶出量である を用い

た。決定されたパラメータは、α=0.0 、β=0.024 であ

った。実測値と計算値の決定係数 は であり、実測

値と計算値は良い一致を示した。フレコン梱包飛灰からの

溶出率の方が飛灰溶出率よりも小さくなると予想された

が、結果としてフレコン梱包飛灰溶出率の方が若干大きく

なった。この原因として、埋立中にキレート処理飛灰が凝

表 飛灰のフレコン梱包・開梱の時期および埋立区画

年度

区画
フレコン埋立
→ に 区画
で開梱

フレコン埋立
→ に ・ 区
画で開梱

フレコン埋立
→ に 区画
で開梱

フレコン埋立
→ に 区画
で開梱

フレコン埋立
→ に 区画
で開梱

区画
フレコン埋立
→ に 区画
で開梱

フレコン埋立
→ に ・ 区
画で開梱

フレコン埋立
→ に 区画
で開梱

フレコン埋立
→ に 区画
で開梱
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ム添加率 である。不溶化率は添加率とともに増加し、炭

酸ナトリウム添加率 で となり、理論不溶化率より

も低かった。原因として、養生時間が 日では足りなかっ

たことが考えられる。

エージング処理 週間の不溶化率が炭酸ナトリウム添

加率 の理論不溶化率を上回ったことから、十分な敷地

が確保できれば炭酸ナトリウムを添加せずともエージン

グにより 溶出量を減らすことができ、エージング処理

の方が経済的である可能性が示された。

浸出水濃度予測モデルパラメータの決定

処分場の概要と浸出水濃度計算方法

本研究で対象とした処分場 エコクリーンプラザみやざ

き では 年度の 月から埋立を開始し、 年度に埋

め立てを終了する予定である。埋立地は 、 、 、 の

区画に分かれ区画面積はそれぞれ ²、 ²、

²、 ²である。 年度まで主灰を溶融した溶

融固化物とキレート処理飛灰を埋め立てていたが、 年

度から溶融処理をやめたことにより、溶融固化物の代わり

に主灰の埋立が開始された。埋立区画表面の状況として中

間覆土の他に、浸出水量を抑えるために不透水性のブルー

シートや シート（以後これらシートと呼ぶ）などで埋

立作業の行われていない区画を覆っている場合があった。

埋立中の区画でも埋立作業を行っていない部分をシート

で覆っていることがあった。また、当該埋立地では 濃

度が浸出水設計値よりも超過したため、表 に示すとおり

年度から 年度の間はフレコン ³ に飛灰を梱包

して埋め立て、 年度から 年度にかけて開梱した。

については、 年度以降は脱塩処理は行わず、浸出水

を浸出水調整池で稀釈して 以下にして下水道

に放流している。

浸出水発生係数は、宮崎市から提供された 月から

月の全区画の降水量に対する浸出水量の比として算出

した とした。これは、一部の区画ではシートによる

被覆が行われていたため、不確実性の大きい数値である。

宮崎市から提供されたデータは月ごとの埋立量（主灰、処

理飛灰ごと）、埋立作業区画、シートによる被覆状況、浸

出水中 濃度、および年降水量である。

浸出水 濃度を予測するにあたり、埋立作業の行われ

ていない区画については、シートによる被覆が行われてい

れば浸出水発生係数を０とし、被覆が行われていない場合

は とした。埋立作業が行われている区画で一部シー

トによる被覆が行われている場合であっても浸出水発生

係数は とした。以下の式で区画ごとの年間浸出水発

生量を求めた。

区画ごと年間浸出水発生量 ³ 年降水量 ×区画面

積 ² ×区画ごとの雨水浸透月割合×浸出水発生係数

なお、雨水浸透月割合は か月のうち雨水が埋立区画

に浸透する月数 すなわち、区画全面がシートで被覆され

ていない月数 の割合である。１年間の浸出水発生量は、

区画ごと年間浸出水発生量の全区画の合計量で求めた。月

ごとの埋立量は処理飛灰、主灰の埋立作業を行っている区

画数で除して各区画に均等に割り振った。溶融固化物から

溶出は生じないとした。

本研究では、瀬戸山 が提案した当該年度に埋め立てら

れたキレート処理飛灰の可溶性含有量から一定量の が

溶出するとの考え方に則り、キレート処理飛灰からの溶出

率を α として、各区画の年間埋立量に 含水率 と可溶

性含有量と溶出率を乗じることで得られた各区画での溶

出量の合計量を１年間の溶出量とした。 含水率 を乗じ

る理由は、可溶性含有量は乾燥重量当たりであり、埋立量

は湿重量であるため、埋立量を乾燥重量に変換するためで

ある。含水率は焼却施設から排出される実際のキレート処

理飛灰の値を用いた。また、フレコン梱包飛灰からの溶出

率をβとした。開梱された飛灰は、開梱されるまでにフレ

コン内に残存した 量が開梱された区画に埋め立てられ

たとして溶出率αを用いて溶出量を求めた。１年間の平均

浸出水濃度は１年間の溶出量を１年間の浸出水量で除す

ることで求めた。パラメータは濃度の実測値と計算値の残

差自乗和が最小になるようにエクセルのソルバーを用い

て求めた。

溶出率の決定と予測方法の評価

図 に埋立が開始された 年度から 年度までの浸

出水中 濃度の実測値と計算値を示す。可溶性含有量は

エージング０ の最大溶出量である を用い

た。決定されたパラメータは、α=0.0 、β=0.024 であ

った。実測値と計算値の決定係数 は であり、実測

値と計算値は良い一致を示した。フレコン梱包飛灰からの

溶出率の方が飛灰溶出率よりも小さくなると予想された

が、結果としてフレコン梱包飛灰溶出率の方が若干大きく

なった。この原因として、埋立中にキレート処理飛灰が凝

表 飛灰のフレコン梱包・開梱の時期および埋立区画

年度

区画
フレコン埋立
→ に 区画
で開梱

フレコン埋立
→ に ・ 区
画で開梱

フレコン埋立
→ に 区画
で開梱

フレコン埋立
→ に 区画
で開梱

フレコン埋立
→ に 区画
で開梱

区画
フレコン埋立
→ に 区画
で開梱

フレコン埋立
→ に ・ 区
画で開梱

フレコン埋立
→ に 区画
で開梱

フレコン埋立
→ に 区画
で開梱

 

  

結して溶出率が低くなった可能性が考えられた。

以上から、キレート処理飛灰からおよびフレコン梱包飛

灰の の溶出のみを考慮して、 溶出率を用いることで、

キレート処理飛灰埋立量、埋立区画の被覆状況のデータか

ら浸出水中の年平均 濃度を表現できた。

浸出水濃度への炭酸化の影響

長期予測方法

宮崎市では、前述したとおり については浸出水を

以下に調整池で稀釈して下水道放流している

が、浸出水の 濃度は 年度以降増加傾向にあり、稀

釈を行う調整池容量の不足が懸念されている。そこで、

年度以降の浸出水濃度予測として、浸出水発生抑制なしの

場合と、浸出水発生抑制の２つの場合についての浸出水濃

度予測を行った。浸出水発生抑制ありの場合、 年度か

ら埋め立てが終了する 年度までは埋立作業区画以外

をシートで被覆し、 年度以降は 区画を セット ・

区画と ・ 区画 として 年おきにシートで被覆するも

のとした。浸出水発生抑制なしの場合は、 年度以降シ

ートによる被覆を行わないとした。

浸出水発生抑制なしの場合

図 に浸出水発生抑制なしの場合の 年度から 年

度までエージング２週間の処理を行ったキレート処理飛

灰を埋め立てた場合と、エージングなしで埋め立てた場合

（既存の埋立方法と呼ぶ）の埋めた場合、および 年度

からキレート処理飛灰を場外処理した場合（キレート処理

飛灰の埋立量０）の浸出水濃度予測結果を示す。 以降

の可溶性含有量は既存の埋立方法では ６年度までと同

じ値を、エージング２週間処理の場合は、 で得られ

たエージング２週間処理での最大値 を用い

た。

既存の埋立方法では、埋立が 年度まで濃度は増加

し、 年度まで一定となり、 年度から減少した。宮

崎市では、 除去なしの未処理で放流できる基準は 濃

度 以後、未処理基準と呼ぶ であるが、

年度で未処理基準を満足し、埋立終了から 年が必要で

あった。

エージング２週間処理した場合は、既存の埋立方法と同

様の濃度変化を示したが、既存の埋立方法と比べて濃度が

低くなった。これは、 年度以降の可溶性含有量がエー

ジング２週間処理の場合の方が低いことによる。エージン

グ２週間処理により最大濃度はエージングなしの に

低下させることができることが分かった。 以下と

なる時期は、エージング処理２週間でも 年度で、

以下になる年数は既存の埋立方法と変わらなか

った。

場外処理した場合は、 年度（埋立終了から 年）

で未処理基準をした。

浸出水発生抑制ありの場合

図 に浸出水発生抑制ありの場合の 濃度経時変化を

示す。浸出水量を抑制すると、既存の埋立方法、エージン

グ２週間処理、場外処理のどの場合でも 年度（埋め立

て終了後 年）でも濃度の減少傾向は見られなかった。

これは、浸出水量を抑制することで の溶出が制限され、

浸出水発生抑制なしの場合よりも抑制ありの場合の方が

残存 量が になるまでの時間が長くなるためである。

エージングなしおよびエージング２週間処理で 濃度

が２年おきに高低を繰り返し、 ・ 区画をシートで被覆

していない時に高くなった。これは、浸出水量は ・ 区

 
図 年度までの浸出水中 濃度の実測値と計算値

図 年度以降の 濃度経時変化（浸出水発生抑制なし）
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画をシートで被覆しているときの値は、 ・ 区画をシー

トで被覆しているときの値に対して 倍であり、その

差は小さいが、埋め立てが終了する 年度までの飛灰の

埋立量が ・ 区画で で ・ 区画の の

約 倍多いため、 ・ 区画をシートで被覆していない時

の溶出量が多くなるため、浸出水濃度が高く、シートで被

覆しているときに浸出水濃度が低くなるからである。また、

場外処理の場合に高低のサイクルが他の 条件と逆転し

ているのは、場外処理の場合は 年度以降のキレート処

理飛灰の埋立量は なので、 年度以前の埋立量を比較

すると ・ 区画の埋立量は ・ 区画の埋立量の 倍

多く、また、前述したように浸出水量は ・ 区画をシー

トで被覆していない時の方が、 ・ 区画をシートで被覆

していない時の 倍であるからである。

以上より、浸出水量を抑制しない方が 濃度を低減で

き、処分場の埋立終了から未処理基準を満足するまでの期

間を短縮できることから、浸出水量を抑制しない方が好ま

しいといえた。また、既存の埋立方法と比べてエージング

処理をした方が 濃度は低減できるが、未処理基準まで

の期間短縮に対するエージングの影響はみられなかった。

立方体で埋め立てた場合

溶出モデルパラメータ

炭酸 添加率のナトリウム円柱供試体を用いたタン

クリーチング実験から得られたパラメータを用いた画分

溶出量の実測値と計算値を図 に示す。得られたパラメ

ータを表 に示す。実測値と計算値はよく一致しており、

用いたモデルから の溶出量を予測できると言えた。

拡散係数の補正

土手ら ）によると、カラム実験の累積溶出量はタンク

リーチング実験の場合よりも遅れ、溶出モデルの拡散係数

を補正することで、カラム実験の累積溶出量を表現できる

ことが報告されている。カラム実験の画分溶出量を最小に

するように拡散係数の補正係数εを求めた。なお、モデル

パラメータであるδ、ｋ、 は表 の平均値を用いた。図

にカラム実験の累積溶出量の実測値と計算値を、図

に補正係数と供試体大きさの関係を示す。 供試体の実

測値と計算値の一致度は低いが、 供試体と 供試体

についてはよく一致していた。また 種類の供試体の補正

図 年度以降の 濃度経時変化（浸出水発生抑制あり）

 

反復回数 回目 反復回数 回目 ）反復回数 回目

図 円柱供試体の画分溶出量の実測値と計算値（○ 実測値、□：計算値）

 
表 探索で得られたパラメータ

反復回数 δ

回目

回目

回目

平均

変動係数
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画をシートで被覆しているときの値は、 ・ 区画をシー

トで被覆しているときの値に対して 倍であり、その

差は小さいが、埋め立てが終了する 年度までの飛灰の

埋立量が ・ 区画で で ・ 区画の の

約 倍多いため、 ・ 区画をシートで被覆していない時

の溶出量が多くなるため、浸出水濃度が高く、シートで被

覆しているときに浸出水濃度が低くなるからである。また、

場外処理の場合に高低のサイクルが他の 条件と逆転し

ているのは、場外処理の場合は 年度以降のキレート処

理飛灰の埋立量は なので、 年度以前の埋立量を比較

すると ・ 区画の埋立量は ・ 区画の埋立量の 倍

多く、また、前述したように浸出水量は ・ 区画をシー

トで被覆していない時の方が、 ・ 区画をシートで被覆

していない時の 倍であるからである。

以上より、浸出水量を抑制しない方が 濃度を低減で

き、処分場の埋立終了から未処理基準を満足するまでの期

間を短縮できることから、浸出水量を抑制しない方が好ま

しいといえた。また、既存の埋立方法と比べてエージング

処理をした方が 濃度は低減できるが、未処理基準まで

の期間短縮に対するエージングの影響はみられなかった。

立方体で埋め立てた場合

溶出モデルパラメータ

炭酸 添加率のナトリウム円柱供試体を用いたタン

クリーチング実験から得られたパラメータを用いた画分

溶出量の実測値と計算値を図 に示す。得られたパラメ

ータを表 に示す。実測値と計算値はよく一致しており、

用いたモデルから の溶出量を予測できると言えた。

拡散係数の補正

土手ら ）によると、カラム実験の累積溶出量はタンク

リーチング実験の場合よりも遅れ、溶出モデルの拡散係数

を補正することで、カラム実験の累積溶出量を表現できる

ことが報告されている。カラム実験の画分溶出量を最小に

するように拡散係数の補正係数εを求めた。なお、モデル

パラメータであるδ、ｋ、 は表 の平均値を用いた。図

にカラム実験の累積溶出量の実測値と計算値を、図

に補正係数と供試体大きさの関係を示す。 供試体の実

測値と計算値の一致度は低いが、 供試体と 供試体

についてはよく一致していた。また 種類の供試体の補正

図 年度以降の 濃度経時変化（浸出水発生抑制あり）

 

反復回数 回目 反復回数 回目 ）反復回数 回目

図 円柱供試体の画分溶出量の実測値と計算値（○ 実測値、□：計算値）

 
表 探索で得られたパラメータ

反復回数 δ

回目

回目

回目

平均

変動係数

 

  

係数は同程度の値であったことから、長期溶出についての

補正係数は３つの補正係数の平均値である を用い

ることとした。

立方体で埋め立てた場合の浸出水濃度へ

の影響

年度から 年度まで炭酸ナトリウム添加率 の

飛灰を一辺 の立方体に成形して埋め立てた場合の浸出

水濃度も浸出水発生抑制なしの場合と抑制ありの場合の

結果もそれぞれ図 、図 に示す。１年間の溶出量は溶

出モデルから計算された埋立経過 年１年間の乾燥重量

当たり溶出量に処理飛灰含水率 実測値 ）と１年間

の埋立量を乗ずることで求めた。また、 年度以降の炭

酸ナトリウム添加 の飛灰の可溶性含有量は で得

られた炭酸ナトリウム添加 の最大溶出量を用いた。

浸出水発生抑制なしの場合、埋立が終了した 年度に

最大となったあと減少し、 年度以降はゆっくりと減少

した。しかし、 年度で未処理基準を満足しなかった。

濃度が 年度以降ゆっくりと減少する理由は、場外処理

の結果から分かる様に 年度までに埋め立てられた飛灰

からの溶出は 年度（ 年）埋立終了後で終了する。

その後は立方体に成形した飛灰からのみ の溶出が継続

するが、 立方体の溶出率（図 ）は埋立経過後 年以

降非常にゆっくり減少することから、 年度以降の

溶出量低下はわずかであるため、濃度低下もゆっくりと生

じる。

浸出水発生抑制ありの場合も、 年度以降振動しなが

ら、浸出水発生抑制なしの場合と同様の挙動を示した。

以上のことから、飛灰を一辺 の立方体に成形して埋

め立てることで、 年度以降の濃度は既存の埋立方法や

エージング２週間処理よりも低くできるが、未処理基準達

成までの期間を短縮する効果は見られなかった。

まとめ

本研究ではエコクリーンプラザみやざきを対象として、

飛灰を埋立前にエージングすることおよび飛灰を一辺

の立方体に成形して埋め立てることの浸出水中 濃度経

時変化への影響を評価することを目的とした。得られた主

な知見を以下に示す。

エージング処理を 週間行うことにより、キレート処理

飛灰からの 溶出を 不溶化することができた。不

溶化効果はエージング期間が長いほど効果的であっ

た。また、十分な敷地が確保できれば炭酸ナトリウム

を添加せずともエージングにより 溶出量を減らす

ことができ、エージング処理の方が経済的である可能

性が示された。

キレート処理飛灰からおよびフレコン梱包飛灰の の

溶出のみを考慮して、 溶出率を用いることで、キレ

ート処理飛灰埋立量、埋立区画の被覆状況のデータか

ら浸出水中の年平均 濃度を表現できた。

浸出水量を抑制しない方が浸出水中 濃度を低減でき、

処分場の埋立終了から未処理基準を満足するまでの期

間を短縮できることから、浸出水量を抑制しない方が

好ましいといえた。

既存の埋立方法と比べてエージング処理をした方が

濃度は低減できるが、未処理基準までの期間短縮に対

するエージングの影響はみられなかった。

飛灰を一辺 の立方体に成形して埋め立てることで、

埋立を終了した 年度以降の濃度は既存の埋立方法

やエージング２週間処理よりも低くできるが、未処理

基準達成までの期間を短縮する効果は見られなかった。

謝辞

 
図 カラム実験の累積溶出量の実測値と計算値

 

 
図 供試体の大きさと拡散係数補正係数εの関係

 

 
図 立方体の溶出率
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浸出水中の塩素濃度予測 
 

土手 裕 a)・関戸 知雄 b) 

 
Prediction of chlorine concentrations in leachate 

 

Yutaka DOTEa), Tomoo SEKITOb) 
 

Abstract 
 

The objective of this study was to predict the temporal change in chlorine concentrations in leachate generated 
from the landfill site, Eco Clean Plaza Miyazaki. Leaching tests and serial batch tests were conducted using bottom 
ash and chelate-treated fly ash, and tank leaching tests using cubic specimens. Chlorine concentration in leachate 
could be predicted using the leaching rates from bottom ash, chelate-treated fly ash, and flexible container packed fly 
ash, and operational data such as the landfilled amount of bottom ash, chelated fly ash, and flexible container packed 
fly ash, and the coverage of the surface area of landfill compartment. It was found that without leachate volume control, 
it took 19 years after landfill completion to meeting the chlorine concentration level (CCL) in leachate that allowed 
the leachate to be discharged into the sewer system without dilution of leachate. Furthermore, no leachate volume 
control could shorten the time to meet CCL by 24 years compared to leachate volume control. Although landfilling 
1m-length cube of chelate-treated fly ash could shorten the time to meet CCL, treating chelated fly ash outside the 
landfill site would be more effective to shorten the time to meet CCL. 

 
Keywords: Bottom ash, Chelate-treated fly ash, Chlorin concentrations, Leachate, Prediction 
 

1. はじめに 

 

環境庁の調査によると、令和 5年での一般廃棄物の最終

処分量は 319 万トンであり、そのうち焼却残渣量は 250 万

トンに達し、最終処分量に占める焼却残渣の割合は 78％

にも及んでいる 1)。特に、焼却残渣中の主灰には 2.8～40g/

㎏-wet、飛灰には 130～170g/kg-wetの Clが含まれている

ため 2)、浸出水の Cl 濃度は平均 8,820mg/L と高濃度であ

ることが報告されている 3)。このような高濃度の浸出水は、

農作物、生態系への被害など浸出水処理水の放流先で塩害

を発生させる 4)。そのため、浸出水処理における脱塩や希

釈処理が行われている。 

宮崎市の一般廃棄物最終処分場であるエコクリーンプ

ラザみやざき(埋立面積 41,000m2、4区画埋立)では浸出水

処理水を下水道放流している。その際、Cl 濃度約

20,000mg/L の浸出水原水を希釈処理して、下水道の受入

基準 9,500mg/Lを満足させている。最終処分場を廃止する

ためには、浸出水の水処理が不要になるまで浸出水濃度が

低下していることが必要であり、最終処分場の廃止までの

維持管理コストを見積もるためには、Cl 濃度について受

入基準以下になるまでの時間を予測することが重要であ

る。 

浸出水濃度予測については、湧き出し項を含む移流拡散

モデルを用いた方法 5)や、埋立地をセル状に分割し、1 セ

ルからの浸出水濃度を Cl 含有量を用いた埋立セルピーク

濃度予測式を設定することで予測 6)する方法があるが、こ

れらは、実際の処分場への適用事例が無い。また、日降水

量、月埋立量、調整池中の水量、廃棄物槽内の貯蔵浸出水

量、日浸出水量、浸出水質をデータとして、ニューラルネ

ットワークモデルを用いて浸出水濃度を予測 7)する方法

では、廃棄物からの溶出データを用いていない。処分場を

1 つのボックスと捉えて Cl の溶出率を用いて物質収支を

とる方法 8)では、オープン型実処分場のデータを用いて浸

出水中の Cl 濃度を表現できることを示したが、処分場面

積が 2,800m2と小さく区画埋立を行っていない処分場を対

象としており、本研究で対象とするエコクリーンプラザみ

やざきのように区画埋立を行っている処分場への適用は

検討されていない。以上のように既存の予測方法には様々

な問題がある。一方、瀬戸山 9)は Caについてではあるが、

埋め立てられた処理飛灰からの易溶解性 Ca の溶出率を唯

一のパラメータとして、実処分場の埋立量、浸出水量、埋

立区画の被覆状態のデータから浸出水中 Ca 濃度の経時変

化を表現した。 

また、廃止までの期間を短くすることも維持管理コスト

の低減の観点から重要である。浸出水中の塩濃度を低下さ

せる方法として、埋立物の体積を大きくして、埋立物重量

当たりの溶出速度を低下させる方法がある。焼却飛灰は重

金属等の溶出抑制のために安定化処理されるが、安定化処

理方法のうちセメント固化とキレート処理は安定化処理

a) 土木環境プログラム教授 

b) 土木環境プログラム准教授 
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物の体積を抑制することが可能である。山崎 10)はセメン

ト固化体の比表面積を小さくすることで塩類の溶出を抑

制できることを示した。土手ら 11)は塩類溶出モデルを用

いてキレート処理飛灰からの塩類溶出量を予測できるこ

とを示した。 

そこで、本研究ではエコクリーンプラザみやざきを対象

として、浸出水中 Cl 濃度の経時変化を予測することを目

的とした。また、飛灰を一辺 1m の立方体に成形して埋め

立てたときの浸出水濃度への影響も検討した。 

 

2. 実験方法 

 

2.1 用いた飛灰 

Cl の浸出水予測モデルに必要な最大溶出量を求めるた

めに、主灰については瀬戸山の卒論 9)で得られた溶出溶液

を Cl の分析に用いた。飛灰については、瀬戸山の卒論で

採取した試料を実験に用いた。以下にその概要を示す。実

験には宮崎県宮崎市の排ガスの中和処理として Ca(OH)2を

吹き込んでいる一般廃棄物焼却施設から 2024年 5月 17日

に提供されたキレート処理飛灰(以後、処理飛灰と呼ぶ)を

乾燥し、微粉砕してビニール袋に入れペール缶で保存した。

ビニール袋の 1 枚目と 2 枚目の間内にシリカゲル・CO2吸

収剤のペトリ皿を入れて、ビニール袋の口を縛って保存し

た。本研究では、この試料を乾燥して用いた。また、カラ

ム実験には、2025年 5 月 21 日にエコクリーンプラザみや

ざきで採取した飛灰を用いた。 

 

2.2カラム実験 

 

2.2.1 供試体作成方法 

供試体作成には一辺 4㎝、6 ㎝、8㎝のモールドを用い、

供試体をカラム実験用および分析用に作成した。供試体は

飛灰に対するキレート剤の重量比が 4％、飛灰に対する水

の重量比が 30％となるように混練り用の容器に飛灰と蒸

留水とキレート剤（（株）栗田工業、アッシュナイト S-803）

を取り、自動混練り機を用いて混合を行ったあと、モール

ドに充填しラップをかけ、室温 25℃で 1週間養生した後、

脱型した。分析用供試体については、脱型した供試体の粗

粉砕を行い、105℃で 7 日間乾燥して含水率を測定した。

乾燥後の試料の一部を空隙率測定用試料として保存し、残

りの試料を微粉砕し、含有量試験、溶出試験、シリアルバ

ッチ試験に用いた。 

 

2.2.2 カラム実験方法 

カラム実験では散水後一定時間放置し（この期間を無降

雨期間と呼ぶ）、散水を行う事で無降雨期間中に供試体か

ら溶出した Cl を回収した。測定に用いたカラムを図 1 に

示す。カラムはアクリル製で、断面が供試体の長さ+4 ㎝

の長さの正方形である。カラムはカラム本体、底板、排水

用パイプで構成されている。直径 2㎜のガラスビーズを 2

㎝の厚さになるように底板の上に敷き、供試体を設置し、

ガラスビーズを供試体の上面 2 ㎝までビーズを充填させ

た。底板には直径 1㎝の穴が複数開いており、ビーズが流

れないように網を張った。散水方法は、4cm 供試体に 190

ｍL、6 ㎝供試体に 310ｍL、8cm 供試体に 460ｍL（いずれ

も充填したガラスビーズ層の空隙量相当）の蒸留水を供試

体の真上からゆっくりと加えた。蒸留水がある程度排水さ

れたことを確認し次の散水を行い、この作業を合計 3回行

った。カラムからの排水がなくなると（概ね 1時間程度）、

排水の入ったポリ瓶を回収し、カラム上部をラップで覆い、

カラム下部の排水チューブをピンチコックで止めた。散水

頻度は 1日 1 回、2日連続で行い、5日間放置(無降雨期間

5 日)し、37 日目まで行った。散水期間は 1 日目の散水は

供試体周辺空隙を蒸留水で満たすことを目的とし、それ以

降の散水は、空隙に溜まっている濃度の高い溶液を洗い流

すとともに供試体周辺の空隙内の溶液を蒸留水に交換す

ることを目的としている。ポリ瓶に回収した排水は 0.45

μm のメンブランフィルターを用いてろ過し分析試料を

得た。残った溶液の EC および㏗を測定した。ろ液に濃硝

酸を 0.5%加えて保存した。 

 

2.3 試験方法 

 

2.3.1 含有量試験 

含有量分解は、試料 1g、蒸留水 25ml、濃硝酸 2.5ml を

コニカルビーカーに加え、時計皿で蓋をして 240℃に設定

したホットプレートで 5 分間煮沸し、冷却した。その後、

ガラス繊維織紙（GF/B）を用いて全量吸引ろ過し、100ml

にメスアップし、ポリ瓶に保存した。含有量試験の反復回

数は 3回とした。 

 

2.3.2 溶出試験 

溶出試験は、L/S=10、200、300、400の条件でポリ瓶に

試料と蒸留水を取り、200rpm で 6 時間振とう後に約 5 分
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物の体積を抑制することが可能である。山崎 10)はセメン

ト固化体の比表面積を小さくすることで塩類の溶出を抑
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降の散水は、空隙に溜まっている濃度の高い溶液を洗い流

すとともに供試体周辺の空隙内の溶液を蒸留水に交換す

ることを目的としている。ポリ瓶に回収した排水は 0.45

μm のメンブランフィルターを用いてろ過し分析試料を

得た。残った溶液の EC および㏗を測定した。ろ液に濃硝

酸を 0.5%加えて保存した。 

 

2.3 試験方法 

 

2.3.1 含有量試験 

含有量分解は、試料 1g、蒸留水 25ml、濃硝酸 2.5ml を

コニカルビーカーに加え、時計皿で蓋をして 240℃に設定

したホットプレートで 5 分間煮沸し、冷却した。その後、

ガラス繊維織紙（GF/B）を用いて全量吸引ろ過し、100ml

にメスアップし、ポリ瓶に保存した。含有量試験の反復回

数は 3回とした。 
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溶出試験は、L/S=10、200、300、400の条件でポリ瓶に
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間静置し、上澄みを 0.45μm のメンブランフィルターを用

いてろ過し、分析試料を得た。残った上澄みの pHと ECを

測定した。濃硝酸をろ液に対して 0.5%加えてポリ瓶に入

れ、保存した。溶出試験の反復回数は 3 回とした。 

 

2.3.3 シリアルバッチ試験 

遠心分離管に試料 10g と蒸留水を 300ml 取り、200rpm

で 6 時間振とう後、5000G で 10 分間遠心分離を行った。

遠心管の上澄み液を回収し、回収した上澄みの容積を測定

した後 0.45μmメンブレンフィルターを用いてろ過し、濃

硝酸をろ液に対して 0.5%加えてポリ瓶に入れ、保存した。

固形物の残っている遠心管に 1 回目と同量の蒸留水を加

え、上記と同様の操作を行った。これを繰り返して合計 4

回の溶出操作を行った。溶出試験の反復回数は 3 回とし

た。 

 

2.3.4 分析方法 

Cl 濃度はイオンクロマトグラフィー（Thermo Fisher 

SCIENTIFIC Inuvion 250351090、カラム AS4A-SC、溶離液

Na2CO3 1.8mol/L / NaHCO3 1.7mol/L）を用いて分析した。

空隙率は粗粉砕した試料のうち約 1cm 程度のものを十分

に乾燥させて水銀ポロシメータ（島津製作所、オートポア

IV9500）で測定した。空隙率測定の反復回数は 3回とした。 

 

3. 立方体溶出モデル 

 

表面溶解支配部分となる供試体の表面近傍(以後、表面

溶解領域と呼ぶ)において溶出速度がその領域での含有量

に比例する表面溶解モデルと通常の拡散モデルを組み合

わせた名富 12)のモデルを用いた。立方体での表面溶解領

域の体積(表面溶解領域体積)をＶとすると、立方体供試体

の一辺の長さを L(m)、表面溶解領域厚さをδ(m)として次

式で表現できる。 

𝑉𝑉 = 𝐿𝐿3 − (𝐿𝐿 − 2𝛿𝛿)3       (5) 

よって、立方体の Msは次式で表される。 

𝑀𝑀𝑠𝑠 = 𝜌𝜌𝑉𝑉𝑄𝑄0
𝑊𝑊 (1 − 𝑒𝑒−𝑘𝑘𝑘𝑘)       (6) 

ここで、Ms(mg/kg)は供試体重量当たりの累積表面溶解溶

出量、ρは供試体密度(kg/m3)、Wは供試体重量(kg)、Q0は

可溶性含有量(mg/kg)、kは表面溶解速度定数(1/s)である。 

拡散モデルは、図 2のように立方体の中心から x、y、z

軸方向にそれぞれ 2分割し、得られた 1/8 立方体に対して

三次元の拡散方程式である式(7)を以下の初期条件、境界

条件で差分法を用いて解いた。ここで C は濃度(mg/m3)、D

は拡散係数(m2/s)、C0は初期濃度(mg/m3)(可溶性含有量に

供試体密度を乗じて空隙率で除した値)である。 
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝐷𝐷 𝜕𝜕2𝐶𝐶

𝜕𝜕𝜕𝜕 + 𝐷𝐷 𝜕𝜕2𝐶𝐶
𝜕𝜕𝜕𝜕 + 𝐷𝐷 𝜕𝜕2𝐶𝐶

𝜕𝜕𝜕𝜕                (7) 

初期条件：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿;𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0 

    ：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑥𝑥 ≤
𝐿𝐿
2 ;𝐶𝐶 = 0 

    ：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑦𝑦 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿;𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0 

    ：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑦𝑦 ≤
𝐿𝐿
2 ;𝐶𝐶 = 0 

    ：𝑡𝑡 = 0, 0 ≤ 𝑧𝑧 ≤ 𝐿𝐿
2 − 𝛿𝛿;𝐶𝐶 = 𝐶𝐶0 

    ：𝑡𝑡 = 0, 𝐿𝐿2 − 𝛿𝛿 ≤ 𝑧𝑧 ≤
𝐿𝐿
2 ;𝐶𝐶 = 0 

境界条件：𝑥𝑥 = 𝐿𝐿
2 ;𝐶𝐶 = 0 

    ：𝑥𝑥 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0 

    ：𝑦𝑦 = 𝐿𝐿
2 ;𝐶𝐶 = 0 

    ：𝑦𝑦 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0 

    ：𝑧𝑧 = 𝐿𝐿
2 ;𝐶𝐶 = 0  

：𝑧𝑧 = 0; 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0 
拡散累積溶出量は、1/8供試体の３面ある暴露面のうち

１暴露面((x,y,L/2)面)における各格子点での溶出フラッ

クスの合計量に立方体の表面積を乗じることで計算でき

る。(x,y,L/2)面での溶出量は z 軸方向の溶出量なので、

任意の時間格子 jでの濃度差は式(8)で表現される。  

𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧,𝑗𝑗 − 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧−1,𝑗𝑗            (8) 

ここで ix、iy は x 座標、y 座標の格子点、Nz は z=L/2

での格子点を表す。拡散累積溶出量 MD(mg/kg)は次式で求

めることができる。 

𝑀𝑀𝐷𝐷 = 𝐴𝐴𝑐𝑐𝜃𝜃
𝑊𝑊 ×∑

[
 
 
 
∑

{
 

 −𝐷𝐷 ×
(𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧,𝑗𝑗 − 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑁𝑁𝑧𝑧−1,𝑗𝑗)

(𝑁𝑁 + 1)2
𝛥𝛥𝑥𝑥

}
 

 𝑁𝑁𝑁𝑁,𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑖𝑖𝑖𝑖=1,𝑖𝑖𝑖𝑖=1
× 𝛥𝛥𝑡𝑡

]
 
 
 𝑗𝑗

𝑗𝑗=1  

・・・(9) 

ここで Acは立方体の全面積(m2)、θは空隙率(-)、Nx、Ny

は x= L/2、y= L/2での格子点を表す。また、Nは x、y、

z 軸方向の空間分割数であり、1 暴露面の全格子点である

(N+1)2で除することで、1格子点当たりの平均的なフラッ

クスを表している。なお、(L/2, y, L/2)、(x, L/2, L/2)

の線（辺の上）では Cは０（境界条件）となるので濃度差

は０となる。また、他の立方体と接する辺上の格子点は、

その立方体と格子点を共有するので、フラックス、すなわ

ち濃度差は 1/2となる。さらに、(0, 0, L/2)の点は接す

る４つの立方体と共有することになるのでフラックスす

なわち濃度差は 1/4となる。 

 

図 2. 1/8立方体の図 
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4. 結果と考察 

 
4.1 含有量、シリアルバッチ試験溶出量 

表1に主灰と飛灰のCl含有量、シリアルバッチ溶出量、

シリアルバッチ溶出率を示す。飛灰の Cl 含有量は、主灰

の含有量の 21 倍であった。シリアルバッチ溶出率は、主

灰、飛灰とも 92%以上で、含まれている CL は非常に溶出

しやすい形態であった。 

 

4.2 溶出試験結果 

図 3 に主灰と飛灰の CL 溶出量と L/S の関係を示す。図

中の実線はシリアルバッチ溶出量を示す。主灰は L/Sが大

きくなると溶出量は増加し、L/S=200以降はほぼ一定とな

った(L/S=200 以降の平均溶出量 8,060mg/g)。飛灰は L/S

が大きくなると溶出量は減少し、L/S=200以降は一定とな

った。浸出水溶出濃度予測に用いる可溶性含有量は、主灰

の場合は L/S=200 以降の平均値がシリアルバッチ溶出量

よりも大きいことから、主灰の可溶性含有量として

8,060mg/kgを用いることとした。また、飛灰についてはシ

リアルバッチ溶出量の方が飛灰の L/S=10〜400 の平均の

溶出量(133,000mg/kg)よりも大きいことから、飛灰の可溶

性含有量としてシリアルバッチ溶出量 153,000mg/kg を用

いることとした。 

 

4.3 浸出水濃度予測モデルのパラメータの決定 

 

4.3.1 処分場の概要と浸出水濃度計算方法 

本研究で対象とした処分場(エコクリーンプラザみやざ

き)では H17 年度の 4 月から埋立を開始し、R17 年度に埋

め立てを終了する予定である。埋立地は A、B、C、D の 4

区画に分かれ区画面積はそれぞれ 9,000m²、12,500m²、

8,000m²、11,500m²である。H24年度まで主灰を溶融した溶

融固化物と処理飛灰を埋め立てていたが、H25年度から溶

融処理をやめたことにより、溶融固化物の代わりに主灰の

埋立が開始された。埋立区画表面の状況として中間覆土の

他に、浸出水量を抑えるために不透水性のブルーシートや

UV シート（以後これらシートと呼ぶ）などで埋立作業の

行われていない区画を覆っている場合があった。埋立中の

区画でも埋立作業を行っていない部分をシートで覆って

いることがあった。また、当該埋立地では CL 濃度が浸出

水設計値よりも超過したため、表 2に示すとおり H18年度

から H23 年度の間はフレコン(1m³)に飛灰を梱包して埋め

立て、H25年度から H27年度にかけて開梱した。CLについ

ては、H27年度以降は脱塩処理は行わず、浸出水を浸出水

調整池で稀釈して 9,500mg/L 以下にして下水道に放流し

ている。 

浸出水発生係数は、宮崎市から提供された R4.4 月から

表 1. 主灰と飛灰の Clの含有量，シリアルバッチ溶出
量，シリアルバッチ溶出率 

  

主灰 飛灰 

平均 
標準

偏差 
平均 

標準

偏差 

全含有量(mg/kg) 7,700  961 164,000  2,820  

シリアルバッチ溶出量

(mg/kg) 
7,250  67  153,000  6,030  

シリアルバッチ溶出率(%) 94.2  - 92.9 - 

 

 

a) 主灰                b) 飛灰 
図 3. 主灰と飛灰の溶出量と L/Sの関係(実線：シリアルバッチ溶出量) 
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表 2. 飛灰のフレコン梱包・開梱の時期および埋立区画 

年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

A区画 
  

フレコン埋立
→H27にA区画
で開梱 

フレコン埋立
→H27に A・B区
画で開梱  

フレコン埋立
→H27に B区画
で開梱  

  
  

フレコン埋立
→H27 に B 区画
で開梱 

フレコン埋立
→H27に B区画
で開梱  

B区画 
  

  
  
  

  
  
  

フレコン埋立
→H26に B区画
で開梱 

フレコン埋立
→H26に B・D区
画で開梱 

フレコン埋立
→H26 に D 区画
で開梱 

フレコン埋立
→H25に D区画
で開梱 
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4. 結果と考察 

 
4.1 含有量、シリアルバッチ試験溶出量 

表1に主灰と飛灰のCl含有量、シリアルバッチ溶出量、

シリアルバッチ溶出率を示す。飛灰の Cl 含有量は、主灰

の含有量の 21 倍であった。シリアルバッチ溶出率は、主

灰、飛灰とも 92%以上で、含まれている CL は非常に溶出

しやすい形態であった。 

 

4.2 溶出試験結果 

図 3 に主灰と飛灰の CL 溶出量と L/S の関係を示す。図

中の実線はシリアルバッチ溶出量を示す。主灰は L/Sが大

きくなると溶出量は増加し、L/S=200以降はほぼ一定とな

った(L/S=200 以降の平均溶出量 8,060mg/g)。飛灰は L/S

が大きくなると溶出量は減少し、L/S=200以降は一定とな

った。浸出水溶出濃度予測に用いる可溶性含有量は、主灰

の場合は L/S=200 以降の平均値がシリアルバッチ溶出量

よりも大きいことから、主灰の可溶性含有量として

8,060mg/kgを用いることとした。また、飛灰についてはシ

リアルバッチ溶出量の方が飛灰の L/S=10〜400 の平均の

溶出量(133,000mg/kg)よりも大きいことから、飛灰の可溶

性含有量としてシリアルバッチ溶出量 153,000mg/kg を用

いることとした。 

 

4.3 浸出水濃度予測モデルのパラメータの決定 

 

4.3.1 処分場の概要と浸出水濃度計算方法 

本研究で対象とした処分場(エコクリーンプラザみやざ

き)では H17 年度の 4 月から埋立を開始し、R17 年度に埋

め立てを終了する予定である。埋立地は A、B、C、D の 4

区画に分かれ区画面積はそれぞれ 9,000m²、12,500m²、

8,000m²、11,500m²である。H24年度まで主灰を溶融した溶

融固化物と処理飛灰を埋め立てていたが、H25年度から溶

融処理をやめたことにより、溶融固化物の代わりに主灰の

埋立が開始された。埋立区画表面の状況として中間覆土の

他に、浸出水量を抑えるために不透水性のブルーシートや

UV シート（以後これらシートと呼ぶ）などで埋立作業の

行われていない区画を覆っている場合があった。埋立中の

区画でも埋立作業を行っていない部分をシートで覆って

いることがあった。また、当該埋立地では CL 濃度が浸出

水設計値よりも超過したため、表 2に示すとおり H18年度

から H23 年度の間はフレコン(1m³)に飛灰を梱包して埋め

立て、H25年度から H27年度にかけて開梱した。CLについ

ては、H27年度以降は脱塩処理は行わず、浸出水を浸出水

調整池で稀釈して 9,500mg/L 以下にして下水道に放流し

ている。 

浸出水発生係数は、宮崎市から提供された R4.4 月から

表 1. 主灰と飛灰の Clの含有量，シリアルバッチ溶出
量，シリアルバッチ溶出率 

  

主灰 飛灰 

平均 
標準

偏差 
平均 

標準

偏差 

全含有量(mg/kg) 7,700  961 164,000  2,820  

シリアルバッチ溶出量

(mg/kg) 
7,250  67  153,000  6,030  

シリアルバッチ溶出率(%) 94.2  - 92.9 - 
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図 3. 主灰と飛灰の溶出量と L/Sの関係(実線：シリアルバッチ溶出量) 
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表 2. 飛灰のフレコン梱包・開梱の時期および埋立区画 

年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

A区画 
  

フレコン埋立
→H27にA区画
で開梱 

フレコン埋立
→H27に A・B区
画で開梱  

フレコン埋立
→H27に B区画
で開梱  

  
  

フレコン埋立
→H27 に B 区画
で開梱 

フレコン埋立
→H27に B区画
で開梱  

B区画 
  

  
  
  

  
  
  

フレコン埋立
→H26に B区画
で開梱 

フレコン埋立
→H26に B・D区
画で開梱 

フレコン埋立
→H26 に D 区画
で開梱 

フレコン埋立
→H25に D区画
で開梱 

 

  

9 月の全区画の降水量に対する浸出水量の比として算出

した 0.39 とした。これは、一部の区画ではシートによる

被覆が行われていたため、不確実性の大きい数値である。

宮崎市から提供されたデータは月ごとの埋立量（主灰、処

理飛灰ごと）、埋立作業区画、シートによる被覆状況、浸

出水中 CL濃度、および年降水量である。 

浸出水 CL 濃度を予測するにあたり、埋立作業の行われ

ていない区画については、シートによる被覆が行われてい

れば浸出水発生係数を０とし、被覆が行われていない場合

は 0.39 とした。埋立作業が行われている区画で一部シー

トによる被覆が行われている場合であっても浸出水発生

係数は 0.39 とした。以下の式で区画ごとの年間浸出水発

生量を求めた。 

区画ごと年間浸出水発生量(m³)=年降水量(m)×区画面

積(m²)×区画ごとの雨水浸透月割合×浸出水発生係数   

なお、雨水浸透月割合は 12 か月のうち雨水が埋立区画

に浸透する月数(すなわち、区画全面がシートで被覆され

ていない月数)の割合である。１年間の浸出水発生量は、

区画ごと年間浸出水発生量の全区画の合計量で求めた。月

ごとの埋立量は処理飛灰、主灰の埋立作業を行っている区

画数で除して各区画に均等に割り振った。溶融固化物から

Cl溶出は生じないとした。 

本研究では、瀬戸山 9)が提案した当該年度に埋め立てら

れた主灰・飛灰の可溶性含有量から一定量の Cl が溶出す

るとの考え方に則り、主灰からの溶出率を α、飛灰から

の溶出率を β として、各区画の年間埋立量に(1-含水率)

と可溶性含有量と溶出率を乗じることで得られた各区画

での溶出量の合計量を１年間の溶出量とした。(1-含水率)

を乗じる理由は、可溶性含有量は乾燥重量当たりであり、

埋立量は湿重量であるため、埋立量を乾燥重量に変換する

ためである。含水率は焼却施設から排出される実際の主

灰・飛灰の値を用いた。また、フレコン梱包飛灰からの溶

出率を γ とした。開梱された飛灰は、開梱されるまでに

フレコン内に残存した Cl 量が開梱された区画に埋め立て

られたとして溶出率 β を用いて溶出量を求めた。１年間

の平均浸出水濃度は１年間の溶出量を１年間の浸出水量

で除することで求めた。パラメータは濃度の実測値と計算

値の残差自乗和が最小になるようにエクセルのソルバー

を用いて求めた。 

 

4.3.2 溶出率の決定と予測方法の評価 

図 3 に埋立が開始された H17 年度から R6 年度までの浸

出水中 Cl 濃度の実測値と計算値を示す。決定されたパラ

メータは、α=0.119、β=0.043、γ=0.053 であった。実測

値と計算値の決定係数 R2は 0.82であり、実測値と計算値

は良い一致を示した。フレコン梱包飛灰溶出率を０%とし

て α、β を求め計算した濃度も図に示すが、フレコン梱

包期間の H18 年度からＨ24 年度の計算値が実測値よりも

低くなり、フレコン梱包飛灰からの溶出を考慮することは

妥当といえた。フレコン梱包飛灰からの溶出率の方が飛灰

溶出率よりも小さくなると予想されたが、結果としてフレ

コン梱包飛灰溶出率の方が若干大きくなった。この原因と

して、可溶性含有量を R4 年の飛灰を用いて求めているの

で、埋立開始当初の可溶性含有量と異なっている可能性や、

埋立中に飛灰が凝結して、溶出率が低くなった可能性が考

えられた。 

以上から、主灰、処理飛灰およびフレコン梱包飛灰から

の Cl の溶出のみを考慮して、Cl 溶出率を用いることで、

主灰、処理飛灰埋立量、埋立区画の被覆状況のデータから

浸出水中の年平均 Cl濃度を表現できた。 

 

4.4 浸出水濃度予測結果 

 

4.4.1 長期予測方法 

宮崎市では、前述したとおり Cl については浸出水を

9,500mg/L 以下に調整池で稀釈して下水道放流している

 

図 3. R6年度までの浸出水中 Cl濃度の実測値と計算値 
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が、図 3 に示すとおり浸出水の Cl 濃度は H30 年度以降増

加傾向にあり、稀釈を行う調整池容量の不足が懸念されて

いる。そこで、R7年度以降の浸出水濃度予測として、浸出

水発生抑制なしの場合と、浸出水発生抑制の２つの場合に

ついての浸出水濃度予測を行った。浸出水発生抑制ありの

場合、R7 年度から埋め立てが終了する R17 年度までは埋

立作業区画以外をシートで被覆し、R18年度以降は 2区画

を 1セット(A・B区画と C・D区画)として 2年おきにシー

トで被覆するものとした。浸出水発生抑制なしの場合は、

R7年度以降シートによる被覆を行わないとした。 

 

4.4.2 浸出水発生抑制なしの場合  

図 4 に R7 年度以降の浸出水発生抑制なしの浸出水濃度

予測結果を示す。浸出水発生抑制なしの場合、Cl 濃度は

埋立が終了する R17 年度まで増加し、38,800mg/L に達し

た後減少し続けR36年度には下水放流基準の9,500mg/Lを

下回わった。希釈せずに下水道に放流できる濃度に低下す

るまで埋立終了後 19年必要であることがわかった。 

 

4.4.3 浸出水発生抑制ありの場合 

一方、浸出水発生抑制ありの場合の Cl 濃度についても

図 4に示すが、R17年度で 72,900 mg/Lとなった後、2年

おきに増加と減少を繰り返し徐々に減少し、R60年度には

下水放流基準の 9,500mg/L を下回わった。希釈せずに下水

道に放流できるまで埋立終了後 43 年必要であることがわ

かった。 

浸出水発生抑制ありの場合、Cl濃度が R17 年度で大きく

なる原因は、R16年度と R17 年度の浸出水量と溶出量の違

いにある。R16 年度の浸出水量は 9,230m3 で R17 年度は

6,610 m3であり、0.67倍減少している。これは、暴露して

いる区画面積が R16 年度が 12,500m²で R17 年度が 9,000m

²であるため、R17 年度のほうが浸出水量が小さくなって

いる。R16年度の溶出量は 3.2×1011mgで R17 年度は 4.9

×1011mg であり、1.5 倍増加している。よって、R16 年度

から R17年度にかけて溶出量が 1.5倍増加し，浸出水量が

0.57倍減少しているため、溶出量/浸出水量で計算される

Cl濃度が 2倍増加している。 

浸出水発生抑制ありの場合、R18 年度～R56 年度までで

高い値と低い値で約 2倍の差がある。濃度は溶出量と浸出

水量で決定され、浸出水量は R18 年度～R56 年度の間

14,400m3〜15,900m3であり変動が少ない。一方、溶出量は

例えば、R20年度と R21年度が C・D区画で 4.3×1011mg溶

出し、R22年度と R23年度は A・B区画で 8.3×1011mg溶出

しており、2 倍増加している。このように A・B 区画の溶

出量が 2倍程度違うために浸出水濃度も 2倍異なる。 

浸出水量を抑制しない方が、抑制した場合に比べて下水

放流基準を満足するまでの時間が 24 年短縮され、浸出水

の最大濃度も抑制した場合の 1/2 倍に抑制できることか

ら浸出水量を抑制しない方が良いといえた。 

 

4.4.4 飛灰を場外処理した場合 

浸出水発生抑制なしの場合に、R7年度より処理飛灰を場

外処理した場合を図 5に示す。参考のために図 4に示した

発生抑制なしの既存の埋立方法の結果も示す。飛灰を場外

処理することで、R24 年度(埋立終了後７年)に 9,500mg/L

を下回り、既存の埋立方法と比べて 12 年短縮された。ま

た、浸出水濃度は既存の埋立方法の場合の濃度よりも低く

なった。 

同様に浸出水発生抑制ありの場合の結果を図 6 に示す。

灰を場外処理することで、R46 年度(埋立終了後 29 年)に

9,500mg/L を下回り、既存の埋立方法と比べて 14 年短縮

された。また、浸出水発生抑制有りの場合と同様に浸出水

濃度は既存の埋立方法の場合の濃度よりも低くなった。 

 

4.5 立方体で埋め立てた場合 

 

4.5.1 拡散係数の補正 

西水 13)によると、カラム実験の累積溶出量はタンクリ

ーチング試験の場合よりも遅れ、溶出モデルの拡散係数を

補正することで、カラム実験の累積溶出量を表現できるこ

とが報告されている。カラム実験の画分溶出量を最小にす

るように拡散係数の補正係数εを求めた。なお、モデルパ

 
図 4. R7年度以降の Cl濃度の経時変化(既存の埋立方法） 
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が、図 3 に示すとおり浸出水の Cl 濃度は H30 年度以降増

加傾向にあり、稀釈を行う調整池容量の不足が懸念されて

いる。そこで、R7年度以降の浸出水濃度予測として、浸出

水発生抑制なしの場合と、浸出水発生抑制の２つの場合に

ついての浸出水濃度予測を行った。浸出水発生抑制ありの

場合、R7 年度から埋め立てが終了する R17 年度までは埋

立作業区画以外をシートで被覆し、R18年度以降は 2区画

を 1セット(A・B区画と C・D区画)として 2年おきにシー

トで被覆するものとした。浸出水発生抑制なしの場合は、

R7年度以降シートによる被覆を行わないとした。 

 

4.4.2 浸出水発生抑制なしの場合  

図 4 に R7 年度以降の浸出水発生抑制なしの浸出水濃度

予測結果を示す。浸出水発生抑制なしの場合、Cl 濃度は

埋立が終了する R17 年度まで増加し、38,800mg/L に達し

た後減少し続けR36年度には下水放流基準の9,500mg/Lを

下回わった。希釈せずに下水道に放流できる濃度に低下す

るまで埋立終了後 19年必要であることがわかった。 

 

4.4.3 浸出水発生抑制ありの場合 

一方、浸出水発生抑制ありの場合の Cl 濃度についても

図 4に示すが、R17年度で 72,900 mg/Lとなった後、2年

おきに増加と減少を繰り返し徐々に減少し、R60年度には

下水放流基準の 9,500mg/L を下回わった。希釈せずに下水

道に放流できるまで埋立終了後 43 年必要であることがわ

かった。 

浸出水発生抑制ありの場合、Cl濃度が R17 年度で大きく

なる原因は、R16年度と R17 年度の浸出水量と溶出量の違

いにある。R16 年度の浸出水量は 9,230m3 で R17 年度は

6,610 m3であり、0.67倍減少している。これは、暴露して

いる区画面積が R16 年度が 12,500m²で R17 年度が 9,000m

²であるため、R17 年度のほうが浸出水量が小さくなって

いる。R16年度の溶出量は 3.2×1011mgで R17 年度は 4.9

×1011mg であり、1.5 倍増加している。よって、R16 年度

から R17年度にかけて溶出量が 1.5倍増加し，浸出水量が

0.57倍減少しているため、溶出量/浸出水量で計算される

Cl濃度が 2倍増加している。 

浸出水発生抑制ありの場合、R18 年度～R56 年度までで

高い値と低い値で約 2倍の差がある。濃度は溶出量と浸出

水量で決定され、浸出水量は R18 年度～R56 年度の間

14,400m3〜15,900m3であり変動が少ない。一方、溶出量は

例えば、R20年度と R21年度が C・D区画で 4.3×1011mg溶

出し、R22年度と R23年度は A・B区画で 8.3×1011mg溶出

しており、2 倍増加している。このように A・B 区画の溶

出量が 2倍程度違うために浸出水濃度も 2倍異なる。 

浸出水量を抑制しない方が、抑制した場合に比べて下水

放流基準を満足するまでの時間が 24 年短縮され、浸出水

の最大濃度も抑制した場合の 1/2 倍に抑制できることか

ら浸出水量を抑制しない方が良いといえた。 

 

4.4.4 飛灰を場外処理した場合 

浸出水発生抑制なしの場合に、R7年度より処理飛灰を場

外処理した場合を図 5に示す。参考のために図 4に示した

発生抑制なしの既存の埋立方法の結果も示す。飛灰を場外

処理することで、R24 年度(埋立終了後７年)に 9,500mg/L

を下回り、既存の埋立方法と比べて 12 年短縮された。ま

た、浸出水濃度は既存の埋立方法の場合の濃度よりも低く
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とが報告されている。カラム実験の画分溶出量を最小にす

るように拡散係数の補正係数εを求めた。なお、モデルパ

 
図 4. R7年度以降の Cl濃度の経時変化(既存の埋立方法） 

 

  

ラメータであるδ、ｋ、Dは土手ら 11）の円柱供試体タンク

リーチング試験で得られた値の平均値を用いた（表 3）。

図 7にカラム実験の累積溶出量の実測値と計算値を、図 8

に補正係数と供試体大きさの関係を示す。4cm供試体の実

測値と計算値の一致度は低いが、6cm供試体と 8cm供試体

についてはよく一致していた。また 6cm供試体と 8cm供試

体の補正係数は同程度の値であったことから、長期溶出に

ついての補正係数は 6cm 供試体と 8cm 供試体の補正係数

の平均値である 0.075を用いることとした。 

 

4.5.2 立方体で埋め立てた場合の浸出水濃度へ

の影響 

R7年度から R17年度まで飛灰を一辺 1mの立方体に成形

して埋め立てた場合の浸出水濃度も浸出水発生抑制なし

の場合と抑制ありの場合の結果もそれぞれ図 5、図 6に示

す。１年間の溶出量は溶出モデルから計算された埋立経過
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図 5. R7年度以降に飛灰を場外処理あるいは立方体形成埋立を行った場合の Cl濃度の経時変化 

(浸出水発生抑制なし） 

「

 
図 6. R7年度以降に飛灰を場外処理あるいは立方体形成埋立を行った場合の Cl濃度の経時変化 

(浸出水発生抑制あり） 

 

表 3. 溶出モデルパラメータ 
δ(m) k(1/s) D(m2/s) 
7E-04 3.32E-04 3.79E-10 

 

 
図 7. カラム実験の累積溶出量の実測値と計算値 

 

 
図 8. 供試体の大きさと拡散係数補正係数εの関係 
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i 年１年間の乾燥重量当たり溶出量に処理飛灰含水率

(14.7%(実測値)）と１年間の埋立量を乗ずることで求めた。

浸出水発生抑制なしの場合、R28年度（埋立終了後 11年）

で 9,500mg/L を下回った。埋立が終了する R1７年度まで

は立方体で埋め立てた方が既存の埋立よりも若干高くな

った。これは、立方体の溶出率を図 9に示すが、埋立２年

目までは立方体の溶出率が既存の埋立方法の溶出率より

も高いためである。浸出水発生抑制ありの場合、R57年度

（埋立終了後 40年）で 9,500mg/Lを下回った。 

以上のことから、飛灰を一辺 1m の立方体に成形して埋

め立てることで、9,500mg/L以下になるまでの期間を短縮

することが可能であることが分かった。また、短縮年数は

浸出水発生抑制なしの場合 8年、無しの場合が 2年で浸出

水発生抑制なしの方が立方体成形の効果が大きかった。 

 

5. まとめ 

 

本研究ではエコクリーンプラザみやざきを対象として、

浸出水中Cl濃度の経時変化を予測することを目的とした。

得られた主な知見を以下に示す。 

(1)主灰、処理飛灰およびフレコン梱包飛灰からのClの溶

出のみを考慮して、Cl溶出率を用いることで、主灰、

処理飛灰埋立量、埋立区画の被覆状況のデータから浸

出水中の年平均Cl濃度を表現できた。  

(2)希釈せずに下水道に放流できる濃度(9,500mg/L)に低

下するまで既存の埋め立て方法では、浸出水発生抑制

なしの場合で埋立終了後19年、発生抑制有の場合で埋

立終了後43年必要であることがわかった。 

(3)飛灰を一辺1mの立方体に成形して埋め立てることで、

9,500mg/L以下になるまでの期間を短縮することが可

能であることが分かった。また、短縮年数は浸出水発

生抑制なしの場合8年、抑制有りの場合が2年で浸出水

発生抑制なしの方が立方体成形の効果が大きかった。 

(4)R7年度から場外処理を行った場合、既存の埋立方法と

比べて9,500mg/L以下になるまでの期間が、浸出水発生

抑制なしの場合12年、発生抑制ありの場合14年短縮さ

れた。 

(5)浸出水濃度が9,500mg/L以下に低下するまでの期間を

短縮するためには、浸出水発生を抑制するよりも抑制

しない方が好ましい。飛灰を立方体に成形して埋め立

てることも期間短縮には効果的であるが、飛灰を場外

処理するほうがより効果的であるといえた。 
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養豚廃水からの N、P、K 回収運転条件の処理性能および肥効成

分への影響 
 

土手 裕 a)・関戸 知雄 b) 

 
Effect of operating conditions for N, P, and K recovery from swine 
wastewater on treatment performance and fertilizer components 

 

Yutaka DOTEa), Tomoo SEKITOb) 
 

Abstract 
 

This study aimed to clarify the effect of operating conditions for N, P, and K recovery from swine wastewater with 
batch-type reactors on treatment performance and fertilizer components. Batch experiments were conducted under 
nine operating conditions (agitation intensity (AI) and agitation time (AT)), each in triplicate. For treatment 
performance, the effect of operating conditions was not significant for the yield of air-dried matter (ADM) and yield 
of raw water for biological treatment (RWBT): the sedimentation ratio decreased with increase in AI. For element 
recovery rate from raw water to ADM, the effect of operating conditions was not significant for N and P. The recovery 
rate of K increased with increase in AI. The effect of operating conditions was not significant for total concentration 
in RWBT of N, P, and K. For citric acid-soluble content in ADM, the effect of operating conditions was not significant 
for P. Although citric acid-soluble content of N and K increased with increase in AI, the variance of mean values was 
much small so that the effect of AI would be small. Material balance result indicated that the loss of ammonium in 
reaction/settlement process and air-dry process by evaporation of ammonia would be negligible. Total N concentration 
in RWBT could meet the effluent standard for N. The load of P in RWBT to biological treatment was light. Thus, it 
was expected that biological treatment could reduce P concentration in effluent to meet the effluent standard for P. 
Furthermore, the citric acid-soluble contents of N, P, and K in ADM satisfied the official standards for fertilizers, 
demonstrating that the obtained matter could be utilized as a fertilizer. 

 
Keywords: Batch-type operating conditions, Ammonium, Phosphorus, Potassium, Swine wastewater, 

Fertilizer components 
 

1. はじめに 

  

養豚廃水には高濃度の窒素(N)、りん(P)、カリウム(K)

が含まれており、平均で N 濃度が 500～6000mg/L、K 濃度

が 400～2000mg/L1)、P 濃度が 18～425mg/L2)との報告があ

る。これらは富栄養化をもたらす原因となるため、水質汚

濁防止法により生活環境項目において、内湾に河川等を通

じて排水が流入する地域に係る N・P の排水基準として一

律排水基準（窒素：120mg/L、リン：16mg/L）が定められ

ている。しかし、達成させることが著しく困難と認められ

る畜産農業等の一定の業種に対しては、暫定排水基準（窒

素：130mg/L、リン：22mg/L）が設定されており 3)、一律排

水基準を満足させる処理方法の開発が急務である。一方で

N、P、Kは化学肥料原料として用いられているが、世界的

な人口増加や、新興国の経済成長、所得水準の向上により

食糧需要の増加が見込まれている 4)。人口の増加に対応し

た農業生産によって N、 P、 Kの需要が増加することは明

らかであり、リン、カリウム鉱石の世界的な枯渇が懸念 8)

されている。一方で、日本はリン、カリウム鉱石が産出さ

れず、それら消費量のほぼ全量を輸入に頼っている 5,6)。

また、日本では、主要な供給先国からの輸出の停滞やウク

ライナ情勢の影響等により、供給途絶のリスクが顕在化し

ているとして、2022年 12月に公表された「肥料に係る安

定供給確保を図るための取り組み方針」においてリン酸ア

ンモニウムが支援対象とする肥料原料に指定された 7)。し

たがって、日本国内で P、K 資源を再資源化する必要があ

る。以上のことから、養豚廃水から N、 P、 Kを回収する

ことは水環境保全および肥料原料の日本国内での資源循

環確立の観点から重要である。 

養豚廃水から N、P、Kを回収する方法にリンと窒素をリ

ン酸アンモニウムマグネシウム(MgNH4PO4)として回収す

る MAP 法とリンとカリウムをリン酸カリウムマグネシウ

ム(MgKPO4)として回収する MPP 法が検討されているが 8〜

10)、回収に最適な pH が異なることから MAP および MPP の

同時回収に注目した研究は少ない。筆者らは、P残存濃度
a) 土木環境プログラム教授 

b) 土木環境プログラム准教授 

養豚廃水からのN 、 P 、 K 回収運転条件の処理性能および肥効成分への影響 49



  

を排水基準以下に保ち、79%以上の高い回収率で P と K と

N を同時に回収できる条件(pH=10.5  P/(N+K)=1.3、

Mg/P=1.2)を決定した 11)。しかし、実際の回収プロセスを

想定した運転条件については検討されていない。 

本研究では、実際の回収プロセスとして、回分式反応プ

ロセス、固液分離プロセス、回収物の風乾プロセスを想定

し、回分式反応槽の運転条件が固液分離液中の濃度や風乾

物の回収率・肥効成分などへの影響を明らかにすることを

目的とした。  

 
2. 実験方法 

 

2.1 養豚廃水および原水の調整 

実験に用いた養豚廃水は、宮崎県内の養豚場から高分子

凝集剤（ウォーターエージエンシー、ヘルスフロック C-

808L）を使用し、機械分離による固液分離後の養豚廃水を

採取した。溶存態濃度測定用に養豚廃水を 0.45μmのメン

ブランフィルターでろ過した。全濃度用試料は養豚廃水

50mLに濃硝酸 2mLを加えて冷蔵庫で保存し、後日、0.45µm

のメンブランフィルターを用いて吸引ろ過した。回収実験

のための原水は、原水中の P/(N+K)（NH4-N と K の合計に

対する Pのモル比。以後、NH₄-Nを Nと表記する。）が 1.3、

Mg/Pが 1.2となるように H₃PO₄溶液（45、000mg/L）、MgCl₂

溶液(25,000mg/L)を養豚廃水に加えて調整した後、冷蔵庫

で保存した。養豚廃水と同じ方法で原水の全濃度分析用試

料と溶存態濃度分析試料を得た。  

 

2.2 回収実験 

 

2.2.1 想定プロセスと実験装置 

本実験で想定するプロセスを図 1に示す。原水を回分式

反応槽で pH を一定に保ちながら攪拌し所定の反応時間後

静置した（反応・静置プロセスと呼ぶ）。静置後、上澄水

を回収し、残った沈殿物を遠心分離した（遠心分離プロセ

スと呼ぶ）。遠心分離後に上澄水を回収し、残った沈殿物

を風乾し（風乾プロセスと呼ぶ）、風乾物を得た。静置後

上澄水と遠心後上澄水は実プロセスでは生物処理される

ので、本論文ではこの二つの上澄水を合わせたものを生物

処理原水と呼ぶ。以下に、具体的な実験手順を示す。回分

式反応装置の概略を図２に示す。反応槽には 2L ビーカー

を用い、撹拌には撹拌機と長方形撹拌翼を用いた。pH 調

整前の反応槽への NaOH 添加は添加用ポンプ 3 を用い、反

応槽の pH コントロールは pH 調整器と 5M の NaOH 制御用

ポンプ 2を用いた。添加した 5Mの NaOH 量を測定・記録す

るためにデジタルはかりを用いた。検討する撹拌強度（G

値で表す）の 3条件(G値 31.4sec⁻¹（撹拌速度:50rpm、反

応体積:1.5L）、G 値 71sec⁻¹（撹拌速度:75rpm、反応体

積:1L）、G値 109sec⁻¹（撹拌速度:100rpm、反応体積 1.0L））

で反復回数 3 回の回分式反応実験を行った。所定量の原水

を 100rpm で撹拌しながら 5M の NaOH を添加し pH を約 10

に調整した後、設定 pHを 10.5で制御を開始し、pHが 10.45

に達してから所定時間(0.5、1、2 時間)撹拌を継続した。

この pH が 10.45 に達してからの撹拌している時間を撹拌

時間と呼ぶこととする。撹拌終了後 1時間静置した後、サ

イフォンを使って反応槽から沈殿物界面の 10mm 上まで上

澄水を処理水受けに回収した。また、回収した上澄水の重

量と反応槽に残った沈殿物の重量を測定した。  

静置後上澄水中の溶存態濃度分析用に、回収した上澄水

を 0.45μm のメンブレンフィルターでろ過し、ろ液約

100mLに濃硝酸を 0.5mL加えて冷蔵庫で保管した。静置後

上澄水中の全濃度試料は、回収した上澄水をよく撹拌しな

がらポリ瓶に取った後、養豚廃水の全濃度試料と同じ処理

を行ない分析用試料を得た。静置後沈殿物の全濃度測定用

に反応槽中の沈殿物約 30g 取り、蒸留水を約 20mL 加え、

養豚廃水中の全濃度試料と同じ処理を行った。沈殿物の含

水率を測定するために、反応槽内の沈殿物をよく混合し、

ビーカーに約 30g 程度取り、105℃で 48 時間乾燥させた。 

反応槽に残っている沈殿物をよく混合して遠心管に約

400ｇ取り、5,000Gで 5分間遠心分離を行った後、上澄水

をビーカーに移し、上澄水の重量と遠心管に残った残渣重

量を測定した。遠心後上澄水中の溶存態濃度分析用に、回

収した上澄水を 0.45μm のメンブレンフィルターでろ過

し、ろ液約 100mLに濃硝酸を 0.5mL加えて冷蔵庫で保管し

 
図 1. 反応終了後の試料処理プロセス 

1．反応溶液，2．静置後上澄水，3．静置後沈殿物，
4．遠心後上澄水，5．遠心後沈殿物，6．風乾物 
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図 2. 実験装置概要図 
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ンプ，4．撹拌器， 5．撹拌翼， 6．pH 電極， 7．
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を排水基準以下に保ち、79%以上の高い回収率で P と K と

N を同時に回収できる条件(pH=10.5  P/(N+K)=1.3、

Mg/P=1.2)を決定した 11)。しかし、実際の回収プロセスを

想定した運転条件については検討されていない。 

本研究では、実際の回収プロセスとして、回分式反応プ

ロセス、固液分離プロセス、回収物の風乾プロセスを想定

し、回分式反応槽の運転条件が固液分離液中の濃度や風乾

物の回収率・肥効成分などへの影響を明らかにすることを

目的とした。  

 
2. 実験方法 

 

2.1 養豚廃水および原水の調整 

実験に用いた養豚廃水は、宮崎県内の養豚場から高分子

凝集剤（ウォーターエージエンシー、ヘルスフロック C-

808L）を使用し、機械分離による固液分離後の養豚廃水を

採取した。溶存態濃度測定用に養豚廃水を 0.45μmのメン

ブランフィルターでろ過した。全濃度用試料は養豚廃水

50mLに濃硝酸 2mLを加えて冷蔵庫で保存し、後日、0.45µm

のメンブランフィルターを用いて吸引ろ過した。回収実験

のための原水は、原水中の P/(N+K)（NH4-N と K の合計に

対する Pのモル比。以後、NH₄-Nを Nと表記する。）が 1.3、

Mg/Pが 1.2となるように H₃PO₄溶液（45、000mg/L）、MgCl₂

溶液(25,000mg/L)を養豚廃水に加えて調整した後、冷蔵庫

で保存した。養豚廃水と同じ方法で原水の全濃度分析用試

料と溶存態濃度分析試料を得た。  

 

2.2 回収実験 

 

2.2.1 想定プロセスと実験装置 

本実験で想定するプロセスを図 1に示す。原水を回分式

反応槽で pH を一定に保ちながら攪拌し所定の反応時間後

静置した（反応・静置プロセスと呼ぶ）。静置後、上澄水

を回収し、残った沈殿物を遠心分離した（遠心分離プロセ

スと呼ぶ）。遠心分離後に上澄水を回収し、残った沈殿物

を風乾し（風乾プロセスと呼ぶ）、風乾物を得た。静置後

上澄水と遠心後上澄水は実プロセスでは生物処理される

ので、本論文ではこの二つの上澄水を合わせたものを生物

処理原水と呼ぶ。以下に、具体的な実験手順を示す。回分

式反応装置の概略を図２に示す。反応槽には 2L ビーカー

を用い、撹拌には撹拌機と長方形撹拌翼を用いた。pH 調

整前の反応槽への NaOH 添加は添加用ポンプ 3 を用い、反

応槽の pH コントロールは pH 調整器と 5M の NaOH 制御用

ポンプ 2を用いた。添加した 5Mの NaOH 量を測定・記録す

るためにデジタルはかりを用いた。検討する撹拌強度（G

値で表す）の 3条件(G値 31.4sec⁻¹（撹拌速度:50rpm、反

応体積:1.5L）、G 値 71sec⁻¹（撹拌速度:75rpm、反応体

積:1L）、G値 109sec⁻¹（撹拌速度:100rpm、反応体積 1.0L））

で反復回数 3 回の回分式反応実験を行った。所定量の原水

を 100rpm で撹拌しながら 5M の NaOH を添加し pH を約 10

に調整した後、設定 pHを 10.5で制御を開始し、pHが 10.45

に達してから所定時間(0.5、1、2 時間)撹拌を継続した。

この pH が 10.45 に達してからの撹拌している時間を撹拌

時間と呼ぶこととする。撹拌終了後 1時間静置した後、サ

イフォンを使って反応槽から沈殿物界面の 10mm 上まで上

澄水を処理水受けに回収した。また、回収した上澄水の重

量と反応槽に残った沈殿物の重量を測定した。  

静置後上澄水中の溶存態濃度分析用に、回収した上澄水

を 0.45μm のメンブレンフィルターでろ過し、ろ液約

100mLに濃硝酸を 0.5mL加えて冷蔵庫で保管した。静置後

上澄水中の全濃度試料は、回収した上澄水をよく撹拌しな

がらポリ瓶に取った後、養豚廃水の全濃度試料と同じ処理

を行ない分析用試料を得た。静置後沈殿物の全濃度測定用

に反応槽中の沈殿物約 30g 取り、蒸留水を約 20mL 加え、

養豚廃水中の全濃度試料と同じ処理を行った。沈殿物の含

水率を測定するために、反応槽内の沈殿物をよく混合し、

ビーカーに約 30g 程度取り、105℃で 48 時間乾燥させた。 

反応槽に残っている沈殿物をよく混合して遠心管に約

400ｇ取り、5,000Gで 5分間遠心分離を行った後、上澄水

をビーカーに移し、上澄水の重量と遠心管に残った残渣重

量を測定した。遠心後上澄水中の溶存態濃度分析用に、回

収した上澄水を 0.45μm のメンブレンフィルターでろ過

し、ろ液約 100mLに濃硝酸を 0.5mL加えて冷蔵庫で保管し

 
図 1. 反応終了後の試料処理プロセス 

1．反応溶液，2．静置後上澄水，3．静置後沈殿物，
4．遠心後上澄水，5．遠心後沈殿物，6．風乾物 
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た。ビーカー中の溶液をよく混合して全濃度測定用に約

50g取り、養豚廃水の全濃度試料と同じ処理を行った。遠

心分離後の沈殿物の全濃度測定用に約 20g取り、蒸留水を

30mL 程度加え、養豚廃水の全濃度試料と同じ処理を行っ

た。 

さらに、風乾試料を得るために、遠心管内の沈殿物をよ

く混合し、沈殿物約 40gをプラスチックバットに取り、室

温で乾燥（風乾）した。乾燥は直前の重量に対する減少重

量が 0.5%以下になるまで継続した。風乾試料を粉砕し、

風乾試料の全含有量分析のために風乾試料約 0.5g をコニ

カルビーカーに取り、蒸留水 10mL、濃硝酸 1.0mLを加え、

よく攪拌した後 0.45µm のメンブランフィルターを用い吸

引ろ過を行い、分析用試料を得た。風乾物の含水率につい

ては粉砕した風乾試料を 105℃で 1 日乾燥させて測定し

た。 

 

2.2.2 分析方法  

風乾物 1.00g を 500mL のポリ瓶に加え、 2%クエン酸

150mL を加えポリ瓶を密閉後、 30℃に設定した恒温振と

う機で 40rpm で 1時間振とうした。振とう終了後、ポリ瓶

に蒸留水を 100mL 加えてよく混合した。0.45µm のメンブ

ランフィルターを用いてろ過して、ポリ瓶にろ液を 50mL

取り濃硝酸 0.25mLを加えたものを分析試料とした。 

静置後上澄水全濃度、および溶存態濃度、静置後沈殿物、

遠心後上澄水全濃度、および溶存態濃度、遠心後沈殿物、

風乾物の全含有量およびク溶性含有量について P を ICP 

AES(SIMADZU、 ICPS 8100)で、Kと Mgをフレーム原子吸

光光度法(日立、 Z2000)で分析した。また N はインドフェ

ノール青吸光光度法で分析した。 

 

3. 結果と考察 

 
3.1 養豚廃水および原水 

 

養豚廃水および原水の分析結果を表 1 に示す。N、P、K

の溶存態濃度は全濃度とほぼ一致しており、養豚廃水中で

は主に溶存態で存在していた。原水の pH は 2.96と養豚廃

水よりも低いが、これは P/(N+K)比を調節するためにリン

酸溶液を加えたためである。原水中の N、P、Kの溶存態濃

度も全濃度とほぼ一致しており、N、P、Kは原水中では主

に溶存態で存在していた。P/(N+K)、Mg/Pは目標とした値

1.3、1.2よりもそれぞれ 0.1ずつ低かった。  

 

3.2 処理性能 

 

表 2に示す 3 つの処理性能指標について検討した。沈降

率は反応後の体積に対する静置後上澄水体積の比（体積は

いずれも反応槽ビーカーの目盛りを目測して得た）、風乾

物収率は処理原水重量に対する風乾物重量の比とした。生

物処理原水収率は静置後上澄水と遠心後上澄水（静置後沈

殿物を全量遠心分離していないので、遠心後の上澄水回収

率(遠心分離処理前重量に対する遠心分離後上澄水の比)

を静置後沈殿物に乗じて得た）の合計を原水として、原水

体積に対する生物処理原水体積（原水、生物処理原水とも

比重１として重量を体積換算）の比とした。 

表中には各処理性能指標を目的変数とし、G値および撹

拌時間を説明変数とした場合の回帰分析結果を示してい

る。有意水準 0.05 で検討した結果、風乾物収率と生物処

理原水収率のＦ値ついては、回帰式には意味がなく(F値>

有意水準)、G 値および撹拌時間は影響を与えたとは言え

なかった。沈降率については G値の回帰係数の p値が有意

水準以下であり、回帰係数が負であったことから、G値の

増加とともに沈降率が減少する傾向が見られた。沈降率は

平均で約 60%であり、沈降性はあまりよくなくかった。静

置後沈殿物の含水率（平均 96.4%、範囲：95.6%〜97.0%）

も高いことも考慮すると、静置では固液分離が不十分であ

り、遠心分離等が必要であると言えた。風乾物収率から、

原水 1L から平均で約 20g の風乾物を回収できることが分

表 2. 養豚廃水および原水の分析結果(mg/L) 

    pH K Mg P NH4-N P/(N+K)* Mg/P* 

養豚廃水 
全濃度 8.33 689 28.4 42.7 890 - - 

溶存態濃度 - 694 17.9 35.4 815 - - 

原水 
全濃度 2.96 587 2,120 2,510 612 - - 

溶存態濃度 - 581 2,210 2,490 576 1.2 1.1 

＊：モル比 

 
表 2. 処理性能指標 

  F値 
G値の回帰係数
の p値 

撹拌時間の回帰
係数の p値 

平均 最小 最大 

沈降率(%) 0.0590 0.0234 0.4639 60.7 55.8 70.2 

風乾物収率(g/L-原水) 0.9961 0.9302 0.9979 20.9 20.4 22.1 

生物処理原水収率
(L/L-原水) 

0.4865 0.2963 0.5691 0.944 0.912 0.958 
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かった。生物処理原水収率から、原水 1L のうち約 0.95L

が生物処理に供されることが分かった。 

 

3.3 物質収支 

 

3.3.1 プロセスの物質収支 

N、P、Kについて、原水中の元素重量に対する生物処理

原水および風乾物に移動した元素重量の合計の比をプロ

セス全体の物質収支として図３に示す。棒グラフは反復 3

回の平均値を示し、エラーバーは標準偏差を示す。Pにつ

いては 9 条件の回収率が概ね 100%であったが(範囲：94%

〜104%)、N については 9 条件の平均回収率の平均は

118%(範囲：110%〜127%)、K については 112%(範囲：109%

〜117%)で処理原水中の重量に対して 10〜20%過剰に回収

された。 

反応・静置、遠心分離、風乾の各プロセスでの各元素の

回収率を図４〜図６に示す。P、K についてはどのプロセ

スでも概ね 100%の回収率であった。Nについては反応・静

置プロセスで平均 110%(範囲：96%〜132%)、遠心分離プロ

セスで平均 107%(範囲：89%〜143%)、風乾プロセスで平均

105%(範囲：80%〜133%)であり、平均回収率はどのプロセ

スでも概ね 100%であるが、他の元素と比べてばらつきが

大きかった。Nについては、反応・静置プロセスおよび風

乾プロセスでアンモニアの揮散が懸念されたが、それぞれ

のプロセスでの収支が 100%を大きく下回ることがないこ

とから、アンモニアの揮散による損失は小さいと考えられ

た。 

 

3.3.2 生物処理原水および風乾物への回収率 

原水中の元素重量に対する生物処理水原水および風乾

物に回収された元素重量の比を図７に示す。ただし、100%

となるように補正している。原水中の N、P、Kはそれぞれ

     

(a) N                              (b) P                               (c) K 

図 3. 全体の物質収支 

     

(a) N                              (b) P                               (c) K 

図 4. 反応・静置プロセスでの物質収支 
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図 5.反応・静置プロセスでの物質収支 
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かった。生物処理原水収率から、原水 1L のうち約 0.95L

が生物処理に供されることが分かった。 

 

3.3 物質収支 
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乾プロセスでアンモニアの揮散が懸念されたが、それぞれ

のプロセスでの収支が 100%を大きく下回ることがないこ

とから、アンモニアの揮散による損失は小さいと考えられ

た。 

 

3.3.2 生物処理原水および風乾物への回収率 

原水中の元素重量に対する生物処理水原水および風乾

物に回収された元素重量の比を図７に示す。ただし、100%
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平均で 95%、99%、46%が風乾物として回収された。N、Pに

対して Kの風乾物としての回収率が低い理由は、本実験で

の pH 10.5 では MAP に比べて MPP の方が沈殿しにくい条

件であるため、原水中の N、P の多くが MAP とて回収され

るが、Kが MPP として回収される割合が低く溶存態として

残っているからである。表 3 に風乾物への回収率を目的変

数としたときの回帰分析結果を示すが、N、Pについては F

値が有意水準より大きく回帰式に意味はなく、運転条件は

原水中 N、 P の風乾物への回収率に影響を与えたとは言

えなかった。K については F 値および G 値の回帰係数の p

値が有意水準より小さく、また G値の回帰係数が正であっ

たことから、特に G値が風乾物への回収率に正の影響を与

えると言えた。Kについては溶存態が多いので、攪拌強度

を上げることにより MPPの生成が増えたため、G値の正の

影響が見られたと考えられた。 

 

3.4 生物処理原水中の全濃度 

 

図 8に生物処理原水中全濃度を示す。Nの全濃度は全て

の運転条件で N の一般排水基準値の 120mg/L を満たして

いた。 

P の全濃度は平均で 24mg/L(14mg/L〜69mg/L)であった。

なお、濃度が最大になった条件(G値 32 sec⁻¹、攪拌時間
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図 6. 風乾プロセスでの物質収支 
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図 7. 生物処理水原水、風乾物への回収率 

表 3. 風乾物への回収率を目的変数としたときの回帰分
析結果 

  F値 
G値の回帰係
数の p値 

撹拌時間の回
帰係数の p値 

N 0.4799 0.9915 0.2446 

P 0.2675 0.1571 0.4350 

K 0.0453 0.0492 0.0711 

灰色：有意水準(0.05)以下 
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0.5h)では、反復 3 回の実験のうち 2 回が濃度 39mg/L、

28mg/Lであったが、1回（反復回数 1回目）が濃度 141mg/L

となったため平均値が 69mg/L と高かった。これは、反復

回数 1 回目の静置後および遠心後上澄水の全濃度が沈殿

物を多く混入しているために、他の反復回数の濃度よりも

大きいこと、特に遠心後上澄水の全濃度が大きく、沈殿物

の混入が多いことが理由であった。よって、各プロセスに

おいて上澄水回収、特に遠心分離後上澄水回収の際に沈殿

物の混入を防ぐことが、生物処理原水中の P濃度を低減す

るために重要であると言えた。 

P の一律排水基準 16mg/L を満たしていた条件は G 値

111(1/s)のみであった。排水基準を満たさなかった理由と

しては、静置後および遠心後上澄水の溶存態農度は最大で

も排水基準を下回る 12mg/L であったことから、固液分離

での沈殿物混入が原因であると言えた。また、先ほど述べ

た Pの全濃度が最大となった G値 32 sec⁻¹、攪拌時間 0.5h

を除いた全濃度の最大値は 27mg/L であり、表 1 に示した

養豚廃水の濃度の 63%と低くいことから、生物処理原水の

生物処理への P 負荷は養豚廃水を直接生物処理するより

も小さく、生物処理による排水基準達成が期待できた。 

K の生物処理原水濃度は平均で 378mg/L(343mg/L〜

420mg/L)であった。  

生物処理原水中の全濃度を目的変数とした回帰分析の

結果、N、P、Kともに回帰式の F値と G値、攪拌強度の偏

回帰係数の p 値が有意水準 5%よりも大きいことから回帰

式に意味なく、運転条件は生物処理原水中の全濃度には影

響を与えたとは言えなかった。 

 

3.5 風乾物中のク溶性含有量  

 

図 9 に風乾物のク溶性含有量と運転条件との関係を示

す。また、表 4 に風乾物のク溶性含有量を目的変数とした

ときの回帰分析結果を示す。ク溶性の N 含有量は平均で

3.1%(範囲：2.8%〜3.3%)であった。ク溶性 N 含有量につい

ては、回帰式は有意であり、説明変数のうち G値の偏回帰

係数が有意であった。ただし、平均値の変動範囲が 0.5%

と小さいことから、運転条件がク溶性 N含有量に与える影

響は小さいと考えられた。 

ク溶性の P含有量は平均で 12%(範囲：11%〜12%)であっ

た。ク溶性 P含有量の回帰式に意味はなく、運転条件がク

溶性 P含有量に影響を与えたとは言えなかった。 

ク溶性の K 含有量は平均で 1.5%(範囲：1.2%〜1.6%)で

あった。回帰式は有意であり、説明変数のうち G値の偏回

帰係数が有意であった。ただし、変動幅が 0.4%と小さい

ことから、運転条件がク溶性 K含有量に与える影響は小さ

いと考えられた。  

混合動物排せつ物複合肥料の公定規格 12)では N に関し

ては全含有量として 1%-NH₄-N (1%-N)、P と Kについては

ク溶性含有量として 1%-P2O5(0.22%-P)、1%-K2O(0.42%-K)で

ある。N、P、Kのク溶性含有量の範囲も表 4に示すが、回

収した風乾物のク溶性含有量は公定規格を満たしており

（N についてはク溶性含有量を全含有量と見なした）、肥

料として利用可能であることが分かった。 

 

4. まとめ 

 
本研究では、回分式反応槽の運転条件のN、P、Kについ
ての処理性能指標への影響評価および、回収物中の肥効成

分への影響を明らかにすることを目的として、回分式の反
応装置を用いて実験を行った。得られた主な知見を以下に

示す。 

(1) 回分式処理の処理性能指標のうち風乾物収率と生物

処理原水収率については、今回検討したG値および撹拌

時間は影響を与えたとは言えなかった。沈降率につい

      

(a) N                              (b) P                               (c) K 

図 9. 風乾物中のク溶性含有量 

表 4. 風乾物のク溶性含有量(%)を目的変数としたときの回帰分析結果 

   F値 G値の回帰係数の p値 撹拌時間の回帰係数の p値 平均 最小 最大 

N 0.0203 0.0337 0.0510 3.1 2.8 3.3 

P 0.8879 0.8793 0.6458 12.0 11.1 12.5 

K 0.0013 0.0004 0.2524 1.5 1.2 1.6 

灰色：有意水準(0.05)以下 
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0.5h)では、反復 3 回の実験のうち 2 回が濃度 39mg/L、

28mg/Lであったが、1回（反復回数 1回目）が濃度 141mg/L

となったため平均値が 69mg/L と高かった。これは、反復

回数 1 回目の静置後および遠心後上澄水の全濃度が沈殿

物を多く混入しているために、他の反復回数の濃度よりも

大きいこと、特に遠心後上澄水の全濃度が大きく、沈殿物

の混入が多いことが理由であった。よって、各プロセスに

おいて上澄水回収、特に遠心分離後上澄水回収の際に沈殿

物の混入を防ぐことが、生物処理原水中の P濃度を低減す

るために重要であると言えた。 

P の一律排水基準 16mg/L を満たしていた条件は G 値

111(1/s)のみであった。排水基準を満たさなかった理由と

しては、静置後および遠心後上澄水の溶存態農度は最大で

も排水基準を下回る 12mg/L であったことから、固液分離

での沈殿物混入が原因であると言えた。また、先ほど述べ

た Pの全濃度が最大となった G値 32 sec⁻¹、攪拌時間 0.5h

を除いた全濃度の最大値は 27mg/L であり、表 1 に示した

養豚廃水の濃度の 63%と低くいことから、生物処理原水の

生物処理への P 負荷は養豚廃水を直接生物処理するより

も小さく、生物処理による排水基準達成が期待できた。 

K の生物処理原水濃度は平均で 378mg/L(343mg/L〜

420mg/L)であった。  

生物処理原水中の全濃度を目的変数とした回帰分析の

結果、N、P、Kともに回帰式の F値と G値、攪拌強度の偏

回帰係数の p 値が有意水準 5%よりも大きいことから回帰

式に意味なく、運転条件は生物処理原水中の全濃度には影

響を与えたとは言えなかった。 

 

3.5 風乾物中のク溶性含有量  

 

図 9 に風乾物のク溶性含有量と運転条件との関係を示

す。また、表 4 に風乾物のク溶性含有量を目的変数とした

ときの回帰分析結果を示す。ク溶性の N 含有量は平均で

3.1%(範囲：2.8%〜3.3%)であった。ク溶性 N 含有量につい

ては、回帰式は有意であり、説明変数のうち G値の偏回帰

係数が有意であった。ただし、平均値の変動範囲が 0.5%

と小さいことから、運転条件がク溶性 N含有量に与える影

響は小さいと考えられた。 

ク溶性の P含有量は平均で 12%(範囲：11%〜12%)であっ

た。ク溶性 P含有量の回帰式に意味はなく、運転条件がク

溶性 P含有量に影響を与えたとは言えなかった。 

ク溶性の K 含有量は平均で 1.5%(範囲：1.2%〜1.6%)で

あった。回帰式は有意であり、説明変数のうち G値の偏回

帰係数が有意であった。ただし、変動幅が 0.4%と小さい

ことから、運転条件がク溶性 K含有量に与える影響は小さ

いと考えられた。  

混合動物排せつ物複合肥料の公定規格 12)では N に関し

ては全含有量として 1%-NH₄-N (1%-N)、P と Kについては

ク溶性含有量として 1%-P2O5(0.22%-P)、1%-K2O(0.42%-K)で

ある。N、P、Kのク溶性含有量の範囲も表 4に示すが、回

収した風乾物のク溶性含有量は公定規格を満たしており

（N についてはク溶性含有量を全含有量と見なした）、肥

料として利用可能であることが分かった。 

 

4. まとめ 

 
本研究では、回分式反応槽の運転条件のN、P、Kについ
ての処理性能指標への影響評価および、回収物中の肥効成

分への影響を明らかにすることを目的として、回分式の反
応装置を用いて実験を行った。得られた主な知見を以下に

示す。 

(1) 回分式処理の処理性能指標のうち風乾物収率と生物

処理原水収率については、今回検討したG値および撹拌

時間は影響を与えたとは言えなかった。沈降率につい
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表 4. 風乾物のク溶性含有量(%)を目的変数としたときの回帰分析結果 

   F値 G値の回帰係数の p値 撹拌時間の回帰係数の p値 平均 最小 最大 

N 0.0203 0.0337 0.0510 3.1 2.8 3.3 

P 0.8879 0.8793 0.6458 12.0 11.1 12.5 

K 0.0013 0.0004 0.2524 1.5 1.2 1.6 

灰色：有意水準(0.05)以下 

 

  

てはG値の増加とともに沈降率が減少する傾向が見ら

れた。 

(2)原水から風乾物への回収率については、N、Pについて

はG値および撹拌時間は影響を与えたとは言えなかっ

た。KについてはG値が風乾物への回収率に正の影響を

与えると言えた。Kについては溶存態が多いので、攪拌

強度を上げることによりMPPの生成が増えたため、G値

の正の影響が見られたと考えられた。 

(3)生物処理原水中の全濃度については、N、P、KともにG

値および撹拌時間は影響を与えたとは言えなかった。 

(4)風乾物のク溶性含有量については、PについてはG値お

よび撹拌時間は影響を与えたとは言えなかった。NとK

についてはG値が正の影響を与えたが、平均値の変動範

囲が小さいことから、運転条件がNとKのク溶性含有量

に与える影響は小さいと考えられた。  

(5)物質収支から、Nについては、反応・静置プロセスおよ

び風乾プロセスでのアンモニアの揮散によるNの損失

は小さいと考えられた。また、原水中のN、P、Kはそれ

ぞれ平均で95%、99%、46%が風乾物として回収された。 

(6)生物処理原水中の全濃度については、Nの全濃度は全て

の運転条件でNの一般排水基準値の120mg/Lを満たして

いた。生物処理原水中のP濃度を低減するために各プロ

セスにおいて上澄水回収、特に遠心分離後上澄水回収

の際に沈殿物の混入を防ぐことが重要であると言えた。

また、生物処理原水の生物処理へのP負荷は養豚廃水を

直接生物処理するよりも小さく、生物処理による排水

基準達成が期待できた。 

(7)風乾物のN、P、Kク溶性含有量は公定規格を満たしてお

り、肥料として利用可能であることが分かった。 
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MAOのスプレー塗布による保護膜を有する 
リチウムイオン電池用セパレータの充放電特性 

 

宇都大樹 a)・吉野賢二 b) 

 
Electrochemical Characteristics of Lithium-Ion Battery 

Separators with Protective Layers by MAO Spray Coating 
 

Daiki Uto, Kenji Yoshino 
 

Abstract 
 

    Lithium-ion batteries (LIBs) were widely used in mobile devices and electric vehicles; however, improving their 
safety remains a critical issue. In this study, a polyethylene (PE) separator was modified by spray-coating a 
methylaluminoxane (MAO)/N-methylpyrrolidone (NMP) precursor solution to form a thin Al₂O₃-based protective 
layer. The MAO/PE separator exhibited significantly suppressed thermal shrinkage during annealing, indicating 
improved thermal stability. Electrochemical impedance spectroscopy revealed a slight increase in separator resistance, 
which had a negligible impact on charge–discharge behavior. Full-cell tests demonstrated stable operation up to 4.5 
V. At high cutoff voltages (4.35–4.5 V), the MAO/PE separator showed reduced irreversible capacity, higher 
coulombic efficiency, and suppressed interfacial resistance growth after cycling. These results indicated that MAO 
spray coating is an effective approach to enhance the thermal stability and high-voltage durability of PE separators. 

 
Keywords:  Lithium-ion battery, Separator, Thermal stability, Methylaluminoxane (MAO), spray deposition,  

 

1 はじめに 

 リチウムイオン電池は高出力、高エネルギー密度など

の特徴から、さまざまなモバイル機器や電気自動車のバッ

テリーとして使用されている。一方で、発火や爆発の事故

が多数報告されており、安全性の向上が急務である 1)。リ

チウムイオン電池は主に正極、負極、電解液、セパレータ

の部材で構成されており、電極間を電解液を介してリチウ

ムイオンが行き来することで充放電が行われる。また、セ

パレータにはポリエチレン(PE)やポリプロピレン(PP)の
多孔質膜が用いられ、電解液を含侵することでリチウムイ

オンの移動を可能にし、正極と負極の物理的な接触を防ぐ

役割がある。しかし、熱安定性が低いという課題があり、

PE セパレータの場合、約 135 ℃で溶融が開始する 2)。そ

こで近年では、セパレータ表面に Al2O3, SiO2などのセラ

ミック粒子とバインダーを含むスラリーをシートコーテ

ィング法で塗布し、セパレータ表面に保護膜層を作製する

ことで、熱安定性を向上させる研究が多数報告されている
3, 4)。しかし、セパレータの厚さが数m増加し、リチウム
イオン電池作製時のエネルギー密度の低下が懸念される
5)。さらにスラリー作製は多段階の工程であり、乾燥に時

間を要する 6,7)。 
我々は、これまでに PPセパレータや PP/PE/PP 三層構 
a)工学専攻電気・半導体コース大学院生 

b)電気電子システムプログラム教授 

造セパレータに修飾されていない新規材料メチルアルミ

ノキサン(MAO) をN-メチルピロリドン(NMP)で希釈した 
前駆体溶液(MAO/NMP)をスプレー塗布し、セパレータ内
部に保護膜を作製することで熱安定性が向上することを

確認した 8, 9)。 
本研究では修飾されていない新規材料メチルアルミノ

キサン(MAO)を N-メチルピロリドン(NMP)で、Al 濃度 1 
wt%に希釈した前駆体溶液(MAO/NMP)を用いて、大気中
で大面積成膜が可能なスプレー塗布法を行いて Al2O3 保

護膜を作製し、セパレータの熱安定性について調査した。 
 
2 実験方法 

 セパレータはポリエチレン(PE)製を使用した。ガラス板
にセパレータを張り、大型スプレー装置を用いて大気中で

MAO/NMP 溶液(Al:1 wt%、東ソーファインケム製)を 10 
mL/h の速度で 6 分間スプレー塗布した。MAO は、
(Al(CH3)O)n を持つ有機アルミニウム化合物である。スプ

レーのキャリアガスには N2ガスを使用し流量は 8 mL/min
であった。また基板温度は 50 ℃に設定した。 
作製した試料は表面観察にはレーザー顕微鏡、走査型電

子顕微鏡(SEM)、組成分析にはエネルギー分散型 X線分光
法（EDX）を使用した。セパレータのイオン伝導性はステ
ンレス電極を用いた、電気化学インピーダンス分光法（EIS）
により評価した。測定にはステンレス電極と、電解液とし
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て過塩素酸リチウム（LiClO₄）（エチレンカーボネート
（EC）：ジメチルカーボネート（DMC）＝1:1 vol%）））
を使用し、周波数範囲 0.1～7 MHz、振幅 10 mVで測定を
行った。熱安定性はアニール前後のセパレータの収縮率か

ら評価した。セパレータを 20×20 mmの大きさにカットし
110~135 ℃で 20 分間のアニール試験を行った。収縮率は
以下の式より算出される。 

収縮率 (%) =  ｌbefore−ｌafterAbefore
× 100  (1) 

ここで、leforeおよび lfterはそれぞれアニール前およびアニール

後のセパレータの長さである。 
充放電特性はラミネートセルを作製し評価した。正極に

は LiCoO₂、負極にはグラファイト(Graaphite)、セパレータ
には PEまたは MAOをスプレー塗布した PE(MAO/PE)を
用いた。電解液は 1.0 M LiPF₆（EC : DMC＝1:1 vol%）にビ
ニレンカーボネート（VC）1 wt%を添加した溶液を使用し
た。セルは 45 ℃恒温下で充放電試験を行い、充電は 1サ
イクル目は 4.2 V、2サイクル目は 3.5 V、3サイクル目は
4.5 Vのカットオフ電圧で行った。また充放電容量から式
(2)よりクーロン効率を算出した。 

クーロン効率(%) =放電容量(mAh/g)
充電容量(mAh/g)

× 100  (2) 

また、インピーダンス測定（EIS）により、セルの全体の
内部抵抗を評価した。 
 

3 実験結果 

3.1 表面観察 

 レーザー顕微鏡による表面観察の結果を図 1 に示す。
(b)の MAO/PE には(a)PE で見られない島状の堆積物が点
在しているのが確認された。これらの堆積物は直径約 30 
mであり、セパレータ全体に分布しており、膜厚の増加
はないと考えられる。以前の報告で、MAO/NMPのスプレ
ー塗布により溶液がセパレータ内部に浸透することで、膜

厚を増加させずポリプロピレンセパレータの多孔質内部

に Al2O3保護膜が作製されることが示唆された 6, 7)。ポリ

エチレンセパレータを使用した本研究においても同様の

現象が起こったと考えられ、表面に点在する堆積物はスプ

レー塗布によって形成された、アモルファスの Al2O3を含

む物質であると考えられる。 

 
3.2 アニール実験 

 図 2 にアニール前後のセパレータの外観写真を示す。

PE では、100 ℃付近から外形の歪みが徐々に顕在化し、
120 ℃以上では縁部の波打ちや変形が明確に観察された。
さらに高温条件では、局所的な収縮が進行し、セパレータ

形状が大きく崩れている様子が確認された。一方、

MAO/PEセパレータでは、同一アニール条件においても外
形の保持性が高く、未塗布 PEで顕著であった縁部の波打
ちは抑制されていた。図 3に、アニール前後のセパレータ
面積から算出した収縮率とアニール温度の関係を示す。

MAO/PEは、全温度域にわたり未塗布 PEよりも収縮率が
低い値を示し、MAOのスプレー塗布による熱収縮抑制効
果が明確に確認された。MAO由来の無機被覆層がセパレ
ータ表面に形成されることで、アニール時の高分子鎖の運

動や収縮挙動が物理的に拘束され、熱変形が抑制された可

能性が考えられる。ただし、LIBのさらなる高出力化・高
耐熱化が求められる中で、より高温域においても寸法安定

性を維持できるよう、さらなる熱安定性の向上が今後の課

題である。 

 
3.3 インピーダンス測定 
図 3 にステンレス電極を用いて測定したセパレータの
インピーダンス測定の結果を示す。PE は抵抗が 2.10で
あったのに対し、MAO/PEは 2.97 であり、抵抗が微増し
たことが確認された。これはレーザー顕微鏡で観察された

堆積物が、リチウムイオンの移動経路を部分的に遮断して

いると考えられる 
 

図 1. レーザー顕微鏡による表面観察 

図 2. アニール後のセパレータの外観写真 
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3.4 フルセル試験 

 塗布前の PE 及び MAO/PE を用いセルを作製し、充放
電性能を評価した。1サイクル目の 4.2 V、2サイクル目の
3.5 V、3サイクル目の 4.5 Vの PEセパレータおよびMAO
塗布 PE（MAO/PE）セパレータのいずれにおいても、充電
過程では電圧が段階的に増加し、設定したカットオフ電圧

に到達していることが確認された。また、放電過程におい

ても電圧は連続的に低下しており、異常な電圧変動や不安

定な挙動は認められず、MAO/PEを用いた場合でも、フル
セルの充放電反応が適切に進行していることが示された。 
 図 5(a)に各充電電圧における充放電容量を示す。また、 
図 6 に各充放電電圧に対するクーロン効率を示す。4.2 V 
では、PEおよびMAO/PEのいずれにおいても充電容量に
対し放電容量が大きく低下し、クーロン効率は PE が
82.3 %、MAO/PEが 81.2 %となった。これは、初期サイク
ルにおける界面形成や副反応に起因する不可逆反応が支

配的であるためと考えられる 6)。2サイクル目の 4.35 V 以
上の条件では、4.2 V において顕著であった初期サイクル
に起因する不可逆容量の影響は大きく低減しており、放電

容量が増加したことによりクーロン効率は高い値を示し

た。また、4.35 V以下の条件では、MAO/PEは PEと比較
して充放電容量およびクーロン効率がやや低下したが、

4.5 Vでは PEが 94.9 %であるのに対し、MAO/PEが 96.1 %
となりクーロン効率が PEを上回った。 
図 7 に 4.5 V 充電後のフルセルについてインピーダン

ス測定を行った結果を示す。PEおよびMAO/PEのいずれ
のセルにおいても、高周波数側の実軸切片に続いて中周波

数領域に半円が観測された。高周波数側の実軸切片は

MAO/PEがわずかに高い。これはセパレータの EISで示さ
れた、セパレータの抵抗の微増に起因すると考えられる。

また、中周波数領域に現れる半円に着目すると、MAO/PE
を用いたセルでは、PE と比較して半円径が小さいことが
確認された。一般に、中周波数領域の半円は、電極／電解

液界面における電荷移動抵抗や界面抵抗成分を反映する

と考えられている。本結果より、MAO/PEセパレータを用
いた場合には、高電圧条件下における界面劣化や副反応に

起因する抵抗成分の増加が抑制され、4.5 Vにおけるクー
ロン効率の向上が示唆された。 

報告されている ALD を用いて Al2O3コーティングセパ

レータを作製した充放電容量とクーロン効率を図 5(b)と 
6 に示す。充放電容量およびクーロン効率は、本研究の
MAO/PEとほぼ同等であったが、文献中の Al2O3/PEは PE
に対して充放電容量とクーロン効率ともに明確な改善が

見られた。これは Al2O3/PEが PEよりも抵抗が低いことに
起因すると考えられる 10)。本研究ではインピーダンス測

定より、セパレータの抵抗の増加が確認され、これが充放

電容量のわずかな低下と 4.35 V 以下のクーロン効率の低
下を引き起こしたと考えられる。しかし、4.5 V では
MAO/PE のほうがクーロン効率は高くなったことから、
MAO/PEは、高電圧条件下において容量そのものを増大さ
せるものではないが、不可逆反応および界面抵抗の増大を

抑制することで、充放電反応の可逆性を維持していると考

えられる 
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4 結論 

本研究では、PEセパレータにMAO/NMP溶液をスプレ
ー塗布し、熱安定性、イオン伝導性、充放電特性について

評価した。MAOのスプレー塗布によりアニールによる収
縮が抑制され、熱安定性の向上が確認された。また EISよ
り、セパレータの抵抗の微増が確認されたが、充放電への

影響は無視できるものであった。4.5 Vの高電圧条件の充
放電では正極電解液界面の抵抗の増加が抑制され、クーロ

ン効率を向上させた。以上の結果から、MAOのスプレー
塗布は PEセパレータの熱安定性を向上させるだけでなく、
充放電特性を改善する有望な手法であることが示された。 
 

 

 

参考文献 

1) K.T. Selvi, K. A. Mangai, J. Anita Lett, I. Fatimah, S. 
Sagadevan: Exploring the electrode materials for high-
performance lithium-ion batteries for energy storage application. 
Journal of Energy Storage, Vol.92, 112208, 2024. 
2) J. He, X. Li: Recent materials development for Li-ion and Li-
S battery separators Journal of Energy Storage, Vol.112, 115541, 
2025. 
3) D. Fu, B. Luan, S Argue, M. N. Bureau, I. J. Davidson: Nano 
SiO2 particle formation and deposition on polypropylene 
separators for lithium-ion batteries, Journal of Power Sources, 
Vol.206, pp325–333, 2012 
4) Q. Wang, J. Yang, Z, Wang, L. Shi, Y. Zhao, S. Yuan: Dual-
Scale Al2O3 Particles Coating for High-Performance Separator 
and Lithium Metal Anode, Energy Technol, VoL.8, 1901429, 
2020. 
5) Gao-Long Zhu, Yu-Yu He, Yun-Long Deng, Ming Wang, 
Xiao-Yan Liu, Li-Ping Wang and Jian Gao: Dependence of 
Separator Thickness on Li-Ion Battery Energy Density, Journal 
of The Electrochemical Society, Vol.168, 110545, 2021. 
6) Q. Wang, J. Yang, Z. Wang, L. Shi, Y. Zhao, S. Yuan: Dual-
Scale Al2O3 Particles Coating for High-PerformanceSeparator 
and Lithium Metal Anode. Energy Technol. Vol.8, 
1901429,2020. 
7) S. Cheng , R. Deng , Z. Zhang, Q. He, Y. Zheng, H. Liao, X. 
Fu, J. Lu, Y. Jiang, Y. Gao: A novel Al2O3/polyvinyl pyrrolidone-
coated polyethylene separator for high-safety lithium-ion 
batteries, Journal of Power Sources Vol.614 234964,2024. 
8)M. Imai, T. Kubota, A. Miyazawa, M. Aoki, H. Mori, Y. 
Komaki, K. Yoshino: Ultra-Thin Layer Inside Separator 
Deposited by Spray Pyrolysis Using Methylaluminoxane 
Solution, Cryst. Res. Technol, Vol.58, 2200203, 2022. 
9) M. Imai, T. Kubota, A. Miyazawa, M. Aoki, H. Mori, Y. 
Komaki, K. Yoshino: Al2O3 Thin Layer Formed inside Porous 
Membrane Using Spray Synthesis Method and Its Application, 
Crystals, Vol.14, 195, 2024. 
10) J. Gong, S. Shi, S. Cheng, K. Yang, P. Zheng, Y. Xu, J. Chai, 
Y. Zheng, Z. Liu, M. Xie: High-performance and safe lithium-
ion battery with precise ultrathin Al2O3-coated polyethylene 
separator. Applied Surface Science, Vol.659, 159918, 2024. 
 

0

20

40

60

80

100

4.1 4.2 4.3 4.4 4.5 4.6

PE
MAO/PE
PE10)

Al 2O 3/PE10)

Co
ul

om
bi

c 
ef

fic
ie

nc
y 

(%
)

Voltage (V)

Cell : LiCoO 2 | LiPF 6 | Graphite

0

5

10

15

20

25

30

0 5 10 15 20 25 30

PE

MAO/PE

-Im
 (

)

Re()

Cell : LiCoO 2 | LiPF6 | Graphite

Temperature : RT

図 6. 各電圧におけるクーロン効率と文献値 10) 

図 7. 4.5 Vの充電後の EIS結果 

60 宮 崎 大 学 工 学 部 紀 要 第 55 号



  

 

 

4 結論 

本研究では、PEセパレータにMAO/NMP溶液をスプレ
ー塗布し、熱安定性、イオン伝導性、充放電特性について

評価した。MAOのスプレー塗布によりアニールによる収
縮が抑制され、熱安定性の向上が確認された。また EISよ
り、セパレータの抵抗の微増が確認されたが、充放電への

影響は無視できるものであった。4.5 Vの高電圧条件の充
放電では正極電解液界面の抵抗の増加が抑制され、クーロ

ン効率を向上させた。以上の結果から、MAOのスプレー
塗布は PEセパレータの熱安定性を向上させるだけでなく、
充放電特性を改善する有望な手法であることが示された。 
 

 

 

参考文献 

1) K.T. Selvi, K. A. Mangai, J. Anita Lett, I. Fatimah, S. 
Sagadevan: Exploring the electrode materials for high-
performance lithium-ion batteries for energy storage application. 
Journal of Energy Storage, Vol.92, 112208, 2024. 
2) J. He, X. Li: Recent materials development for Li-ion and Li-
S battery separators Journal of Energy Storage, Vol.112, 115541, 
2025. 
3) D. Fu, B. Luan, S Argue, M. N. Bureau, I. J. Davidson: Nano 
SiO2 particle formation and deposition on polypropylene 
separators for lithium-ion batteries, Journal of Power Sources, 
Vol.206, pp325–333, 2012 
4) Q. Wang, J. Yang, Z, Wang, L. Shi, Y. Zhao, S. Yuan: Dual-
Scale Al2O3 Particles Coating for High-Performance Separator 
and Lithium Metal Anode, Energy Technol, VoL.8, 1901429, 
2020. 
5) Gao-Long Zhu, Yu-Yu He, Yun-Long Deng, Ming Wang, 
Xiao-Yan Liu, Li-Ping Wang and Jian Gao: Dependence of 
Separator Thickness on Li-Ion Battery Energy Density, Journal 
of The Electrochemical Society, Vol.168, 110545, 2021. 
6) Q. Wang, J. Yang, Z. Wang, L. Shi, Y. Zhao, S. Yuan: Dual-
Scale Al2O3 Particles Coating for High-PerformanceSeparator 
and Lithium Metal Anode. Energy Technol. Vol.8, 
1901429,2020. 
7) S. Cheng , R. Deng , Z. Zhang, Q. He, Y. Zheng, H. Liao, X. 
Fu, J. Lu, Y. Jiang, Y. Gao: A novel Al2O3/polyvinyl pyrrolidone-
coated polyethylene separator for high-safety lithium-ion 
batteries, Journal of Power Sources Vol.614 234964,2024. 
8)M. Imai, T. Kubota, A. Miyazawa, M. Aoki, H. Mori, Y. 
Komaki, K. Yoshino: Ultra-Thin Layer Inside Separator 
Deposited by Spray Pyrolysis Using Methylaluminoxane 
Solution, Cryst. Res. Technol, Vol.58, 2200203, 2022. 
9) M. Imai, T. Kubota, A. Miyazawa, M. Aoki, H. Mori, Y. 
Komaki, K. Yoshino: Al2O3 Thin Layer Formed inside Porous 
Membrane Using Spray Synthesis Method and Its Application, 
Crystals, Vol.14, 195, 2024. 
10) J. Gong, S. Shi, S. Cheng, K. Yang, P. Zheng, Y. Xu, J. Chai, 
Y. Zheng, Z. Liu, M. Xie: High-performance and safe lithium-
ion battery with precise ultrathin Al2O3-coated polyethylene 
separator. Applied Surface Science, Vol.659, 159918, 2024. 
 

0

20

40

60

80

100

4.1 4.2 4.3 4.4 4.5 4.6

PE
MAO/PE
PE10)

Al 2O 3/PE10)

Co
ul

om
bi

c 
ef

fic
ie

nc
y 

(%
)

Voltage (V)

Cell : LiCoO 2 | LiPF 6 | Graphite

0

5

10

15

20

25

30

0 5 10 15 20 25 30

PE

MAO/PE

-Im
 (

)

Re()

Cell : LiCoO 2 | LiPF6 | Graphite

Temperature : RT

図 6. 各電圧におけるクーロン効率と文献値 10) 

図 7. 4.5 Vの充電後の EIS結果 

  

MAOのスプレー塗布による成膜とアニールの影響 
 

宇都大樹 a)・吉野賢二 b) 

 
MAO Spray-Deposited Films and the Influence of Annealing 

Treatment 
 

Daiki Uto, Kenji Yoshino 
 

Abstract 
 

    Methylaluminoxane (MAO) films were deposited on Si substrates by a spray-coating method and subsequently 
annealed at temperatures ranging from 500 to 1200 °C to investigate their crystallization behavior. X-ray diffraction 
revealed that amorphous or metastable alumina phases were formed below 900 °C, while thermodynamically stable 
α-Al₂O₃ was clearly obtained after annealing above 1000 °C. The lattice parameters of the α-Al₂O₃ phase were 
consistent with reported values, and the crystallite size slightly increased with annealing temperature. Raman 
spectroscopy detected weak Al₂O₃-related peaks only for the 1000 °C sample, whereas higher-temperature samples 
showed reduced film signals due to surface roughening and morphological inhomogeneity. SEM and surface 
profilometry indicated crack formation and island-like structures, accompanied by increased surface roughness at 
higher annealing temperatures.. 

 
Keywords:  Lithium-ion battery, Separator, Methylaluminoxane (MAO), spray deposition, Al2O3 

 

1. はじめに 

 リチウムイオン電池（Lithium-ion battery, LIB）は、高エネル
ギー密度、高動作電圧および優れたサイクル特性を有するこ

とから、携帯電子機器や電気自動車、大規模蓄電システムな

ど幅広い分野で利用されている。一方で、過充電や外部短絡、

内部欠陥などに起因する異常発熱による発火・爆発事故が報

告されており、安全性向上は依然として重要な課題である 1)。 
LIB においてセパレータは、正極と負極の直接接触を防ぐ

と同時に、電解液を保持しリチウムイオンの移動を可能にする

重要な構成要素である。一般に用いられるポリエチレン（PE）
やポリプロピレン（PP）などのポリオレフィン系多孔質膜が使用
される。また、セパレータには、電気絶縁性、機械的強度、熱

安定性、化学的安定性、そして高いイオン伝導性などの特性

が求められる 2)。そこで近年では、これらの特性向上を目的と

して、市販の PE、PP セパレータ表面のセラミック粒子による保
護膜層を形成する研究が多数報告されている 3, 4)。 
特に、酸化アルミニウム(Al₂O₃)は地球上に最も豊富に存在

し低価格であり、高い熱安定性、電気絶縁性および化学的安

定性を有しすることから、セパレータ表面へのコーティング材

料として注目されている。 
Al2O3を成膜する方法は真空法と非真空法の 2つに分類す

ることができる。真空法は真空蒸着法、スパッタリング法、CVD
（化学気相成長）法などがあり、膜厚や組成、結晶性を精密に 
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制御できるという利点を有する一方で、装置が高価であり、大

面積化や量産への適用に課題がある。非真空法はスピンコー

ト法、ディップコート法、スプレー法があり、大気圧下で成膜が

可能で、装置構成が簡便かつ低コストであることに加え、大面

積成膜が可能である。LIB 用セパレータには Al₂O₃粒子を含
むスラリーをシートコーティングにより塗布する方法が主流で

ある。この方法は低温で成膜ができ、大型の装置を必要としな

い。また、スプレー法は、一定の距離を離したホットプレート上

に静置した基板材料にノズルから原料溶液を噴霧させ、原料

と基板材料を化学反応させ、薄膜を形成させる方法である 5)。 
我々は、これまでに新規材料であるメチルアルミノキサン/ 

N-メチルピロリドン(MAO/NMP)溶液を PP セパレータに基板
温度 50 ℃でスプレー塗布した。結果、薄膜の厚さを増加させ
ることなく、膜内部の細孔側壁にAl₂O₃の極薄な多結晶層を形
成された。また、セパレータの熱安定性が向上することが報告

した 6, 7)。 
MAOを使用し平滑な基板上にAl₂O₃を作製した例はない。

本研究では、Si 基板上に結晶性 Al₂O₃の作製を目的とし、
MAO をスプレー塗布法により Si 基板上に成膜し、アニール
処理を施し、その物性を評価した。 
 

2. 実験方法 
スプレー成膜法を用いた。原料溶液として、メチルアルミノ

キサンを N-メチルピロリドン（NMP）で希釈した MAO/NMP 
溶液（Al 濃度：4.0 wt%）を使用した。基板には P 型シリコンウ
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ェハ（(111) 面）を用い、基板温度を 80 ℃に保持した状態で
成膜を行った。スプレー成膜時の塗布量は 1 mL とし、シリン
ジ送り速度は 0.33 mL/min、キャリアガス流量は 8 L/min とした。
キャリアガスには窒素（N₂）を用い、成膜は N₂雰囲気下で行
った。成膜後の試料に対して、赤外線ランプを用いたアニー

ル処理を行った。アニールは急速昇温・降温が可能な RTA
方式とし、昇温速度および降温速度はいずれも 20 ℃/min と
した。所定のアニール温度に到達後、その温度で 60 分間保
持し、その後同じ速度で冷却を行った。アニール温度は 500
～1200 ℃の範囲で設定した。アニール処理後の基板につい
て、X 線回折（XRD）による結晶構造解析により評価した。-
Al₂O3 は六方晶であるため格子定数はの(1)関係式より、結晶
子サイズは(2)の式の Scherrerの式より算出した。 

1
𝑑𝑑2 =

4
3・

ℎ2 + ℎ𝑘𝑘 + 𝑘𝑘2

𝑎𝑎2 + 𝑙𝑙2
𝑐𝑐2 (1) 

ここで、面間隔ｄ、面指数(hkl)、a、c軸の格子定数を示す。 

𝑡𝑡 = 0.9・𝜆𝜆
𝐵𝐵・𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝜃𝜃

(2) 

ここで、B は半値幅(rad)、は入射角の波長、反射角(rad)を
示す。また、ラマン分光分析による相同定、走査電子顕微鏡

(SEM)による表面形態観察、および段差計による表面粗さの
評価を行った。 
 

3. 実験結果 
3.1. X線回折(XRD) 

図 1に Si基板、As-depo.(基板温度(Ts):80 ℃)、ならびに
500~1200 ℃でアニール処理した試料の XRD パターンを
示す。図中下部には比較のため、-Al₂O₃の ICDD パター
ンを併記した。なお、縦軸は対数表示である。まず、Si基
板では 28 °付近に強い回折ピークが確認された。As-depo. 
(Ts=80 °C) 試料および 500～700 ℃試料においても、Si基
板に由来するピーク以外の明瞭な回折ピークは確認され

なかった。これは、成膜直後から 700 ℃程度までの温度域
では、MAO由来成分が長距離秩序を持つ結晶相として十
分に成長しておらず、主にアモルファス、あるいは XRD
では検出困難な極微結晶である可能性を示す。一方、

800 ℃および 900 ℃試料では、基板ピークとは別に、約 45 °, 
67 °付近においてブロードピークが観測された。これは- 
Al2O3に起因するピークであるとが示唆される 8)。さらに、

1000 ℃以上では、ICDDに示した α-Al₂O₃のピーク位置と
整合する複数の回折ピークが明瞭に現れた。以上より、

1000 ℃以上の高温アニールにより、MAO由来の膜が熱力
学的に最も安定な α-Al₂O₃相へ相転移し、結晶化が進行し
たと結論づけられる。一般に酸化アルミニウムは、アモル

ファス相や準安定相（、 など）を経由して相へ転移す

ることが知られており、本研究の結果はこの相変化と一致

する 9)。 
 

また α-Al₂O₃のピークが確認された 1000~1200 ℃から格
子定数を式(1)を用いて算出した。いずれの温度におても a
軸は 4.776 Å、c軸は 12.925 Åであり、α-Al₂O₃の格子定数
と概ね一致しており、アニールによる顕著な結晶格子の歪

や組成変化は生じていないことが示唆される 10)。 
図 2 に 1000~1200 ℃の結晶子サイズを示す。結晶子サ
イズは 35 °C の(104)面のピークから式(2)を用いて算出し
た。900～1000 ℃では約 43 nmであったが、1200 °Cで 44.8 
nm に増加した。高温での保持により、結晶粒界のエネル
ギーが低下し、熱力学的に安定な状態を目指して粒成長が

進んだと考えられる。 
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図 2. XRD結果から算出した結晶子サイズ 
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板に由来するピーク以外の明瞭な回折ピークは確認され

なかった。これは、成膜直後から 700 ℃程度までの温度域
では、MAO由来成分が長距離秩序を持つ結晶相として十
分に成長しておらず、主にアモルファス、あるいは XRD
では検出困難な極微結晶である可能性を示す。一方、

800 ℃および 900 ℃試料では、基板ピークとは別に、約 45 °, 
67 °付近においてブロードピークが観測された。これは- 
Al2O3に起因するピークであるとが示唆される 8)。さらに、

1000 ℃以上では、ICDDに示した α-Al₂O₃のピーク位置と
整合する複数の回折ピークが明瞭に現れた。以上より、

1000 ℃以上の高温アニールにより、MAO由来の膜が熱力
学的に最も安定な α-Al₂O₃相へ相転移し、結晶化が進行し
たと結論づけられる。一般に酸化アルミニウムは、アモル

ファス相や準安定相（、 など）を経由して相へ転移す

ることが知られており、本研究の結果はこの相変化と一致

する 9)。 
 

また α-Al₂O₃のピークが確認された 1000~1200 ℃から格
子定数を式(1)を用いて算出した。いずれの温度におても a
軸は 4.776 Å、c軸は 12.925 Åであり、α-Al₂O₃の格子定数
と概ね一致しており、アニールによる顕著な結晶格子の歪

や組成変化は生じていないことが示唆される 10)。 
図 2 に 1000~1200 ℃の結晶子サイズを示す。結晶子サ
イズは 35 °C の(104)面のピークから式(2)を用いて算出し
た。900～1000 ℃では約 43 nmであったが、1200 °Cで 44.8 
nm に増加した。高温での保持により、結晶粒界のエネル
ギーが低下し、熱力学的に安定な状態を目指して粒成長が

進んだと考えられる。 
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図 2. XRD結果から算出した結晶子サイズ 

  

3.2. ラマン分光分析 

  

 
図 3に Si基板、As-depo.(Ts＝80 ℃）、ならび 500～1200 ℃

でアニールした試料のラマンスペクトルを示す。全測定範

囲では、いずれの試料においてもラマンシフト約 520 cm⁻¹
付近に Si 基板に由来する強いピークが観測され、膜に起
因するピークは明瞭には確認されなかった。そこで、図 4
に XRD で-Al₂O₃のピークが確認された 900～1200 ℃試
料のうち、Al2O3のピークが現れた 300～500 cm⁻1の波長

領域のスペクトルを示す。図 2 より、1000 ℃試料におい
てのみ、約 380 cm⁻¹および 417 cm⁻¹付近に弱いピークが確
認された。これらのピークは Al₂O₃に起因するラマンバン
ドとして報告されており、1000 ℃で Al₂O₃の形成がを示唆
され、これは前述の XRDの結果と一致する 8)。 
一方で、XRDでは 1000 ℃以上で α-Al₂O₃の形成が示唆さ
れたにもかかわらず、ラマン分光で 1100 ℃および 1200 ℃
試料において Al₂O₃由来ピークは明瞭に確認されなかった。
これは、ラマン測定が表面近傍の局所情報に強く依存する

ことに加え、高温アニールに伴う表面粗さの増大やクラッ

ク形成、背景成分の増加、ならびに膜厚や被覆の均一性に

より、膜由来信号が相対的に低下した可能性によるものと

考えられる。 
また XRDでは、800 ℃および 900 ℃で-Al₂O₃相が生成

されたことが示唆されている。しかし、-Al₂O₃はラマンア
クティブではないため、ピークが観測されなかったと考え

られる 8)。 
 
3.3. 表面観察(SEM) 
図 5 のに (a)スプレー塗布前の Si 基板、 (b)As-

depo.(Ts=80 °C)、(c)900 °C、(d)1000 °C、(e)1100 °C、(f)1200 °C
でのアニール後試料の SEM画像を示す。いずれのスプレ
ー塗布の試料においても、クラックを有し島状に分裂して

おり、この構造様式自体はアニール温度によらず共通して

観察された。それぞれの島状の膜は比較的平滑な表面と明

瞭な輪郭を有しており、膜上には微小な粒子状構造が点在

して観察された。この島状の膜のサイズはアニール温度の

上昇に伴い小さくなる傾向を示した。アニール温度の上昇

により膜内に発生・蓄積する熱応力が増大し、クラックが

進行したため、結果として島状構造が細分化されたと考え

られる。 
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図 5. SEMによる観察結果 
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XRDで-Al2O3のピークが確認された 1000～1200 °Cの
うち、1100、1200°C でラマン分光分析のピークが確認さ
れなかった。これは、アニール温度の上昇によるクラック

や膜の細分化により、膜の検出可能な面積の低下によるも

のと考えられる。 
 
3.4. 段差計 
 図に各温度でアニールした基板の表面粗さ Rrms を示す

Si 基板に比べ、As-depo.(Ts=80 °C)試料では表面粗さが増
加しており、スプレー塗布により基板表面に膜が形成され

たことが確認された。また、アニール温度の上昇により、

表面粗さは増加する傾向を示した。As-depo.(Ts=80 °C)と
1100 ℃のサンプルを比べると、As-depo. (Ts=80 °C)が 1310 
nmであることに対し、1100 ℃のサンプルは 2981 nmであ
り、約 2倍以上、表面粗さが上昇されたことが確認された。 
これは、SEM で観察された、アニール温度の増加による

膜の微細化により、表面高さ分布のばらつきが大きくなっ

たことに起因すると考えられる。 

 

4. 結論 

 スプレー塗布により MAOを Si 基板上に初めて成膜し、
アニールを行った。アニール後の基板の XRDより 1000 ℃
以上のアニールにより安定な-Al2O3が形成されることが

明らかとなった。この結果はラマン分光分析の結果からも

示唆される。また膜の形態はクラックを有する島状のもの

であり、アニール温度の上昇により、膜の微細化により、

表面粗さは増加する傾向を示した。これらの結果は、MAO
スプレー塗布で得られた膜の結晶化挙動と形態変化を示

す。 
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XRDで-Al2O3のピークが確認された 1000～1200 °Cの
うち、1100、1200°C でラマン分光分析のピークが確認さ
れなかった。これは、アニール温度の上昇によるクラック

や膜の細分化により、膜の検出可能な面積の低下によるも

のと考えられる。 
 
3.4. 段差計 
 図に各温度でアニールした基板の表面粗さ Rrms を示す

Si 基板に比べ、As-depo.(Ts=80 °C)試料では表面粗さが増
加しており、スプレー塗布により基板表面に膜が形成され

たことが確認された。また、アニール温度の上昇により、

表面粗さは増加する傾向を示した。As-depo.(Ts=80 °C)と
1100 ℃のサンプルを比べると、As-depo. (Ts=80 °C)が 1310 
nmであることに対し、1100 ℃のサンプルは 2981 nmであ
り、約 2倍以上、表面粗さが上昇されたことが確認された。 
これは、SEM で観察された、アニール温度の増加による

膜の微細化により、表面高さ分布のばらつきが大きくなっ

たことに起因すると考えられる。 

 

4. 結論 

 スプレー塗布により MAOを Si 基板上に初めて成膜し、
アニールを行った。アニール後の基板の XRDより 1000 ℃
以上のアニールにより安定な-Al2O3が形成されることが

明らかとなった。この結果はラマン分光分析の結果からも

示唆される。また膜の形態はクラックを有する島状のもの

であり、アニール温度の上昇により、膜の微細化により、

表面粗さは増加する傾向を示した。これらの結果は、MAO
スプレー塗布で得られた膜の結晶化挙動と形態変化を示

す。 
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公共データを用いた地盤情報予測手法の構築 
－機械学習とガウス過程の地域特性に応じた適用－ 

 
堀田 英臣 a)・田村 宏樹 b) ・内 幸彦 c) 

 
Construction of Ground Information Prediction Method  

Using Public Data  
– Application of Machine Learning and Gaussian Process 

According to Regional Characteristics – 
 

Hideomi HORITA, Hiroki TAMURA, Yukihiko UCHI 
 

Abstract 
 

    While obtaining geotechnical information is indispensable for safe urban development, practitioners face two 
major challenges. First, the density of physical boring surveys is limited by cost and environmental constraints. Second, 
although a vast amount of public geotechnical data has been released by the government, its use in construction 
practice remains limited to visual inspection, and data-driven utilization has not yet progressed. To address these issues, 
this study constructed a system to predict ”soil classification” and ”N-values” at unsurveyed locations, using public 
boring survey data as training data. A comparative verification using ”Machine Learning” and ”Gaussian Processes” 
as prediction models revealed distinct regional characteristics: Gaussian Processes are suitable for regions with stable 
strata, whereas Machine Learning is suitable for ”uneven regions”characterized by significant ground undulations. 
Based on these findings, an ”Unevenness Score” was proposed as an index to quantify ground complexity. The results 
demonstrated that adaptively switching prediction models based on this score (with a threshold of 3.0) improves 
prediction accuracy compared to the uniform application of a single model. 

 
Keywords:  Machine learning, Gaussian process, Ground information prediction, Public data, N-value 

 

1. はじめに 

 

安全な都市開発において正確な地盤情報の把握は不可

欠であるが、実務には大きく 2つの課題が存在する。 
第一に、ボーリング調査の実施制約である。地盤情報を

知ろうと思うと、ボーリング調査が必要になるが、そのボ

ーリング調査は 1 地点の調査だけでも多大な費用と工期

を要するため、広範な現場であっても実施数は限定され、

得られる情報はあくまで「点」に留まるのが現状である 。
このため、地層の急激な変化（不陸）を見落とすリスクが

あり、これが施工トラブルやコスト増大の要因となってい

る 。 
第二に、既存データの未活用である。国は「公共データ」

として膨大なボーリング結果を公開しているが、現状は近

隣参照などの限定的な利用に留まり、データサイエンスを

用いた高度な予測への活用は進んでいない 。 
このような背景から、公共データから地盤情報を予測す

る研究は行われている[1][2]。しかし、これらの多くは 
a)工学専攻先端情報コース大学院生 

b)工学教育研究部工学科電気電子システムプログラム教授 

c)工学研究科先端情報コース教授 

評価地域を一括で扱っており、地盤の複雑さといった地域

特性が予測モデルに与える影響については十分に考慮さ

れていない懸念がある 。 
そこで本研究では、地盤の安定性や複雑性といった「地

域特性」に着目し、公共ボーリングデータを活用した未調

査地点の予測を通じて、特性に応じた最適な予測モデル

（機械学習・ガウス過程）および学習半径を解明すること

を目的とする 。 
 
2. 予測モデル 

本研究では、性質の異なる 2種類のモデルを用いて地盤情

報の予測を行う。 

 

2.1 ガウス過程（GP） 

地盤工学における空間補間手法としては、古くからクリ

ギング（Kriging）が一般的に用いられてきた。しかし、ク
リギングはバリオグラムモデルの選定やパラメータのチ

ューニングに専門的な知識と多大な労力を要するという

課題がある。 これに対し、ガウス過程（Gaussian Process: 
GP）は、カーネル関数の最適化を対数尤度最大化によって
自動化できるため、客観的かつ効率的な予測が可能である。
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本研究では、地盤情報の空間的な連続性を考慮するため、

距離に応じた相関を表現できる GP を採用する。GP は予
測値と同時に予測分散（不確かさ）を算出できる利点を持

つ一方、地層の急激な変化などの非線形な挙動の表現には

限界がある。 
 

2.2 Extra Trees（ET） 
上述の統計的手法に対し、データ駆動型の手法として機

械学習の一種である Extra Trees（ET）を採用する。ETは
決定木をベースとしたアンサンブル学習手法であり、各ノ

ードの分割をランダムに行うことで、ランダムフォレスト

以上に過学習を抑制できる特性を持つ。 地盤データは、
支持層の急激な起伏（不陸）や土質の不連続な変化といっ

た複雑な非線形性を有する。ET はこのような複雑なパタ
ーンをデータから直接学習する能力に優れており、GP が
苦手とする急峻な地層変化の予測において有効な手法と

なり得る。 
 

3. データセットと 2段階予測 

 

3.1  データセットの概要 
本研究では、国土交通省らが公開する「国土地盤情報検

索サイト（KuniJiban）」[3] にて公開されている、東京都

内の公共ボーリングデータ約 23,670地点を対象とした。 

収集したデータには、各地点の空間情報（緯度・経度・

孔口標高）および深度方向の地盤情報（深度・土質区分・

N値）が含まれる 。本研究の予測対象は、建築設計におい

て極めて重要な指標である、土の種類を示す「土質区分」

と、地盤の硬締まり具合を示す「N値」の 2指標である 。 

元のボーリングデータは、土質変化に応じた数 cm単位

の層厚で記録されており、サンプリング間隔が一定ではな

い 。一方で、N 値は標準貫入試験の実施間隔である深度

1.0mごとに測定されるのが一般的である 。そこで、解析

の標準化を図るため、すべてのデータを深度 1.0mピッチ

でリサンプリングし、各深度における土質情報を N値の測

定位置へ紐付ける前処理を行った 。これにより、情報の

粒度を統一し、機械学習モデルが学習可能な形式へと再構

築した 。 

 

3.2 2段階予測プロセス 
地盤情報は、定性的な「土質区分」と定量的な「N 値」

という性質の異なる 2つの指標で構成される。地盤工学的

な知見に基づけば、N値の分布傾向は土質区分に大きく依

存する 。例えば、粘性土は N値が低く安定する傾向にあ

るのに対し、砂礫層は N値が高くばらつきも大きい 。こ

のように、N値は「どの土質に属しているか」というコン

テキストに強く影響される 。 

したがって、これらを独立した変数として別々に予測す

るのではなく、「先に土質を特定することで、N 値の予測

精度を高められる」という仮説が成り立つ 。本研究では

この仮説に基づき、予測プロセスを以下の 2段階に分割す

る手法を構築した。 

Step 1：土質区分の予測  

第 1段階では、対象地点の空間情報（緯度・経度・標高）

および深度を入力変数とし、その地点の土質区分を予測す

る 。このステップにより、未調査地点における土質区分

の構成を推定する 。 

Step 2：N値の予測 第 2段階では、空間情報と深度に加

え、Step 1で予測された「土質区分」を新たな入力特徴量

としてモデルに与え、最終的な N値を予測する 。これに

より、モデルは「この深度は砂層である」といった情報を

前提として N値を推論できるため、地質特性を反映した高

精度な予測が可能となる 。 

 

 

 

4. 地域特性に応じた予測性能の検証 

 

4.1 不陸の定義と予測の重要性 

地盤情報の予測において、最も大きな課題となるのが地

盤の「不陸（ふりく）」である。不陸とは、地層の境界や

建物を支える支持層の深さが、水平方向に対して一定では

なく、急激に変化している状態を指す。安定した地域では、

数地点のボーリングデータから周囲の地層を容易に推定

できる。しかし、不陸が顕著な地域では、わずか数メート

ル隣であっても支持層の深さが数メートル単位で変動す

図 1. 地盤予測の 2段階プロセス概要 

66 宮 崎 大 学 工 学 部 紀 要 第 55 号



  

本研究では、地盤情報の空間的な連続性を考慮するため、

距離に応じた相関を表現できる GP を採用する。GP は予
測値と同時に予測分散（不確かさ）を算出できる利点を持

つ一方、地層の急激な変化などの非線形な挙動の表現には

限界がある。 
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支持層の急激な起伏（不陸）や土質の不連続な変化といっ

た複雑な非線形性を有する。ET はこのような複雑なパタ
ーンをデータから直接学習する能力に優れており、GP が
苦手とする急峻な地層変化の予測において有効な手法と

なり得る。 
 

3. データセットと 2段階予測 
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収集したデータには、各地点の空間情報（緯度・経度・

孔口標高）および深度方向の地盤情報（深度・土質区分・

N値）が含まれる 。本研究の予測対象は、建築設計におい

て極めて重要な指標である、土の種類を示す「土質区分」

と、地盤の硬締まり具合を示す「N値」の 2指標である 。 

元のボーリングデータは、土質変化に応じた数 cm単位

の層厚で記録されており、サンプリング間隔が一定ではな

い 。一方で、N 値は標準貫入試験の実施間隔である深度

1.0mごとに測定されるのが一般的である 。そこで、解析

の標準化を図るため、すべてのデータを深度 1.0mピッチ

でリサンプリングし、各深度における土質情報を N値の測

定位置へ紐付ける前処理を行った 。これにより、情報の

粒度を統一し、機械学習モデルが学習可能な形式へと再構

築した 。 

 

3.2 2段階予測プロセス 
地盤情報は、定性的な「土質区分」と定量的な「N 値」

という性質の異なる 2つの指標で構成される。地盤工学的

な知見に基づけば、N値の分布傾向は土質区分に大きく依

存する 。例えば、粘性土は N値が低く安定する傾向にあ

るのに対し、砂礫層は N値が高くばらつきも大きい 。こ

のように、N値は「どの土質に属しているか」というコン

テキストに強く影響される 。 

したがって、これらを独立した変数として別々に予測す

るのではなく、「先に土質を特定することで、N 値の予測

精度を高められる」という仮説が成り立つ 。本研究では

この仮説に基づき、予測プロセスを以下の 2段階に分割す

る手法を構築した。 

Step 1：土質区分の予測  

第 1段階では、対象地点の空間情報（緯度・経度・標高）

および深度を入力変数とし、その地点の土質区分を予測す

る 。このステップにより、未調査地点における土質区分

の構成を推定する 。 

Step 2：N値の予測 第 2段階では、空間情報と深度に加

え、Step 1で予測された「土質区分」を新たな入力特徴量

としてモデルに与え、最終的な N値を予測する 。これに

より、モデルは「この深度は砂層である」といった情報を

前提として N値を推論できるため、地質特性を反映した高

精度な予測が可能となる 。 

 

 

 

4. 地域特性に応じた予測性能の検証 

 

4.1 不陸の定義と予測の重要性 

地盤情報の予測において、最も大きな課題となるのが地

盤の「不陸（ふりく）」である。不陸とは、地層の境界や

建物を支える支持層の深さが、水平方向に対して一定では

なく、急激に変化している状態を指す。安定した地域では、

数地点のボーリングデータから周囲の地層を容易に推定

できる。しかし、不陸が顕著な地域では、わずか数メート

ル隣であっても支持層の深さが数メートル単位で変動す
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ることがある。このような地点で予測を見誤ると、杭が支

持層に届かない「支持層未達」や、建物の重みで不均一に

沈む「不同沈下」を招くなど、施工上の重大なリスクに直

結する。したがって、地盤予測モデルには、単なる全体の

平均的な精度だけでなく、不陸のような局所的な変化をい

かに正確に捉えられるかが求められる。 

 

4.2 検証地域の選定 

本研究では、地盤の複雑さが予測精度に与える影響を明

らかにするため、対照的な特性を持つ以下の 2つの地域を

検証対象として選定した。 

1. 安定地域（練馬区・杉並区周辺） 

• 範囲：北緯 35.7°～ 35.8° 

      東経 139.6°～ 139.7° 

• データ数：1,687 地点 

• 地学的特徴：武蔵野台地上に位置し、関東ローム

層が厚く堆積している。地層が水平方向に規則正

しく連続しており、施工経験的にも「地質リスク

が少なく安定している」と判断されるエリアであ

る。 

2. 不陸地域（渋谷・四谷周辺） 

• 範囲：北緯 35.66°～ 35.67° 

      東経 139.68°～ 139.74° 

• データ数：330 地点 

• 地学的特徴：武蔵野台地が中小河川によって浸食

されて形成された地域。台地面（関東ローム層）

と谷底低地（沖積層）が複雑に入り組んでおり、

わずか数百メートルの範囲内で支持層深度が急

激に変化する特徴を持つ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 実験方法 

上述した特性の異なる 2地域において、予測地点の周囲

に存在する既存のボーリングデータをどの程度の範囲ま

で参照すべきかを検証した。具体的には、学習に用いる近

隣データの参照範囲(以下、学習半径)を 0.1kmから 1.0km

まで 0.1km刻みで段階的に拡大させ、各半径における予測

精度の推移を算出した。 

本実験では、各地域からランダムに選定した 100地点を

「評価用地点」として固定した。学習半径を変化させる際

も、これら 100地点の場所は変えず、それぞれの評価地点

を中心とした指定半径内に含まれるボーリングデータを

学習データとしてモデルを構築し、予測を行った。 

これにより、同一の地点群に対して「参照範囲を広げる

ことが予測精度の向上に寄与するのか」、あるいは「遠方

のデータを参照することがノイズとなり精度を低下させ

るのか」を定量的に観測した。予測モデルにはガウス過程

および機械学習を用い、地域特性（安定・不陸）ごとの最

適な学習半径およびモデルの適合性を比較・検証した。 

 

4.4 評価方法 

予測精度の評価には、以下の 2つの指標を用いた。 

1. 土質区分の評価（正解率：Accuracy）   

地層全体の再現性を確認するため、全深度における土質

の一致率を算出した。評価の手順として、まず 4.3節で選

定した固定 100地点のそれぞれにおいて、地表面から最終

深度までの予測を行う。次に、全 100地点の全深度におけ

る「予測された土質」と「実際の土質」を 1メートルピッ

チで照合し、その総判定数に対する正解数の割合を算出す

る。例えば、固定 100地点の深度の合計（データ総数）が

2,000サンプルであった場合、分母となるこの「2,000」と

いう数値は、学習半径を変化させても一定である。これに

対し、参照する周辺データ（半径）が変わることで、モデ

ルが導き出す予測結果、すなわち「正解数」が変化する。

この正解数の推移を百分率で表すことで、学習半径の変化

が土質予測に与える影響を定量化した。具体的な算出式を

以下に示す。 

正解率(%) =正解数の合計
予測数の合計

 ×  100 

 

 ここで、予測数の合計とは固定 100地点における全深度

の判定サンプル数の総和であり、学習半径によらず不変で

ある。この指標を用いることで、各モデルが参照範囲の拡

大に伴って、どれだけ精度を向上・維持させられるかを評

価した。 

 

2. N値の予測精度評価（平均絶対誤差：MAE） 

次に、地盤の硬締まり具合を示す定量的な指標である「N

値」の予測精度を評価した。特に実務上の施工リスクを考

慮し、本研究では「支持層」における N値の予測精度に着

目した。支持層の判定基準は、建築基礎構造設計指針に基

づき、以下の 3つの条件をすべて満たす地層とする。 

• 土質区分が「砂質土」または「礫（れき）質土」

であること 

• N値が 30以上であること 

• 上記の状態が深度方向に 3 メートル以上連続し

ていること 

 評価の手順として、固定 100地点のうち、実際に上記の

支持層条件を満たしている区間（深度）のみを抽出する。

その支持層区間において、「実際の N値」と「予測された

図 2. 安定地域・不陸地域の選定場所 
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N値」の差(誤差の絶対値)を算出し、その平均値である平

均絶対誤差（MAE：Mean Absolute Error）を指標とした。

具体的な算出式を以下に示す。  

 

𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀 =  1
𝑛𝑛∑  |実測 N値𝑖𝑖 ― 予測 N値𝑖𝑖|

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1
 

 

 例えば、実際の支持層区間における N値が 40であり、

モデルによる予測が 35であった場合、そのデータの誤差

は 5となる。この計算を、学習半径ごとに固定 100地点の

「支持層内」の全サンプルに対して行い、平均値を算出し

た。これにより、参照範囲（学習半径）の変化が、建物を

支える重要な地層の N 値予測にどのような影響を与える

かを検証した。 

 以上の 2指標を用いることで、土質という定性的な情報

と、支持層深度という施工リスクに直結する定量的な情報

の両面から、各モデルおよび学習半径の有効性を多角的に

検証した。 

 

5. 検証結果と考察 

 

5.1 安定地域における検証結果 

安定地域における、学習半径の変化に伴う予測精度の推

移を図 3に示す。図中の赤線はガウス過程、青線は機械学

習を示し、実線は土質区分の正解率、点線は N値の MAEの

推移をそれぞれ表している。 

 

 

全体的な傾向として、安定地域においては学習半径を拡

大させるほど両モデルの精度が向上する傾向が見られた。

特に土質区分においては、すべての学習半径においてガウ

ス過程が機械学習を一貫して上回る精度を示した。一方で

N値の予測精度については、学習半径 0.5kmまでは機械学

習が優位であったものの、0.5kmを超えるとガウス過程の

精度向上が顕著となり、精度が逆転した。 

このように、安定地域において広範囲のデータを参照す

るほど予測精度が向上し、最終的にガウス過程が最も優れ

た性能を示した要因として、対象地域の地質構造が挙げら

れる。安定地域は、地層が水平方向に規則正しく連続して

堆積している。そのため、より広域のボーリングデータを

参照するほど、地質構造の全体像（マクロな傾向）をモデ

ルが捉えやすくなるポジティブな効果が働いたと考えら

れる。 

特にガウス過程は、近傍のデータに高い重みを与えつつ、

距離に応じて統計的な推論を行う特性を持つ。地層の連続

性が高い環境下では、この距離依存の重み付けが有効に機

能し、広範囲のデータから地層の連続性を正しく抽出でき

たと推察される。 

 以上の結果から、地盤構造が単純で安定した地域にお

いては、学習半径を 1.0kmまで広範に設定し、予測モデル

としてガウス過程を採用することが、土質・N値の両面に

おいて最も有効であると判断できる。 

 

5.2 不陸地域における検証結果 

不陸地域における、学習半径の変化に伴う予測精度の推

移を図 4に示す。 

 

 

 

 

検証の結果、不陸地域においては安定地域とは大きく異

なる挙動が確認された。まず機械学習に着目すると、土質

区分および N値のいずれの指標においても、学習半径の拡

大に伴って精度が着実に向上し、半径 1.0kmにおいて最も

高い精度を記録した。これに対し、ガウス過程は学習半径

0.5km付近をピークとして、それ以降は半径を拡大させる

ほど逆に精度が悪化するという「精度の逆転現象」が生じ

た。 

このように、不陸地域においてガウス過程の精度が低下

した要因として、ガウス過程が持つ「距離依存の空間補間」

という特性が、複雑な地盤構造においては負の影響を与え

たことが考えられる。不陸地域では、わずかな距離で地層

が不連続に変化するため、参照範囲を広げすぎると周囲の

異なる地質データがノイズとして処理され、予測値が平滑

化（平均化）されてしまったものと推察される。なお、ガ

ウス過程は計算負荷が非常に高く、本実験環境においても

学習半径 0.7km を超えた段階でメモリ不足により計算不

能となった。このことから、不陸地域のようなデータ密度

図 3. 安定地域における学習半径と予測精度の関係 

 

 

 

図 4. 不陸地域における学習半径と予測精度の関係 
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N値」の差(誤差の絶対値)を算出し、その平均値である平

均絶対誤差（MAE：Mean Absolute Error）を指標とした。

具体的な算出式を以下に示す。  

 

𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀 =  1
𝑛𝑛∑  |実測 N値𝑖𝑖 ― 予測 N値𝑖𝑖|

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1
 

 

 例えば、実際の支持層区間における N値が 40であり、

モデルによる予測が 35であった場合、そのデータの誤差

は 5となる。この計算を、学習半径ごとに固定 100地点の

「支持層内」の全サンプルに対して行い、平均値を算出し

た。これにより、参照範囲（学習半径）の変化が、建物を

支える重要な地層の N 値予測にどのような影響を与える

かを検証した。 
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図 3. 安定地域における学習半径と予測精度の関係 

 

 

 

図 4. 不陸地域における学習半径と予測精度の関係 

 

 

 

  

の高いエリアにおいて、ガウス過程を広域に適用すること

には実務運用上の制約も存在する。 
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り、学習半径を 1.0kmまで広げて十分な学習データを確保

することで、高い予測精度が得られることが明らかとなっ

た。 

 

6. 不陸スコアの提案 
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2. 表層除外： 

人工的な埋土や造成の影響を排除し、自然堆積層本

来の起伏を純粋に評価するため、地表面から深度

3mまでの表層データを除外する。 

3. 水平スライス： 

除外区間より深いデータに対し、深度方向へ 50cm

間隔で水平断面を切る 。 

4. 土質種類のカウント： 

各断面において出現する土質区分の種類数をカウ

ントする 。土質は「礫・砂・シルト・粘土・ロー

ム・その他」の最大 6種類とする。 

 

5. 平均化： 

全断面の種類数を合計し、断面数で除した平均値を

算出して不陸スコアとする 。 

 

不陸スコアの算出例を図 5に示す。例えば、ある 4つの断

面における土質の種類数が、深度 11.5mで 1種類、11.0m

で 2種類、10.5mで 2種類、10.0mで 3種類であった場合、

合計値（8）を断面数（4）で除した「2.0」がその地点の

不陸スコアとなる。スコアは 1か 6の範囲をとり、1に近

いほど地盤が安定しており、数値が大きくなるほど水平方

向の土質変化が激しい「不陸」の度合いが高いと判定でき

る。 

 

 

 

 

6.2 不陸スコアを用いたモデル選定基準の検証 

6.2.1 適用事例による検証（1地点での検証） 

 提案した不陸スコアが、実際の地盤の複雑性をどの程度

正確に反映しているかを検証するため、対照的な特性を持

つ地点においてスコアの算出を行った。 

まず、地層が比較的連続している安定地域の代表地点に

おいて算出を行った結果、算出例を図 6に示す通り、不陸

スコアは 3.119となった。 

 

 

 

 

図 5. 深度ごとの土質種類数カウントとスコア算出例 

 

 

 

図 6. 安定地域における算出事例 (スコア：3.119) 
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これに対し、台地と谷底が入り組み水平方向の土質変化

が激しい不陸地域の代表地点では、図 7 の通りスコアは

4.693という高い値を記録した 。 

 

 

 

 

この結果から、不陸スコアは、目視による地学的特徴の

把握と整合しており、水平方向の地層変化が著しい地点に

おいて、その複雑性を客観的かつ感度良く数値化できるこ

とが確認された。 

 

6.2.2 100地点への適応結果 

次に、検証対象とした全 100地点に対し、不陸スコアを

算出した結果を図 8に示す。図は、安定地域と不陸地域そ

れぞれのスコア分布を箱ひげ図で表したものである。 

 

 

 

 

箱ひげ図の分布を確認すると、安定地域の地点はスコ

アの低い範囲に集中しているのに対し、不陸地域の地点

は高スコア側に広く分布しており、両地域の地質的な不

連続性の差異が本指標によって明確に峻別できているこ

とがわかる。 

本研究では、算出した不陸スコアに基づき、ガウス過

程と機械学習を適応的に切り替える運用を提案する。検

証の結果、モデル選定の閾値を「3.0」に設定した。この

数値設定は、予測精度の最適化に加え、実務における施

工リスクの回避を最優先としたものである。 

地盤予測におけるリスクを検討すると、安定地域にお

いて機械学習を適用した際の精度低下は限定的であり、

実務上の致命的な問題には至りにくい。一方で、不陸地

域においてガウス過程を適用することは、施工上の甚大

なリスクとなる。 ガウス過程は空間的な連続性を重視す

るため、地層の急激な変化（不陸）を平滑化して予測す

る傾向がある。そのため、本来警戒すべき複雑な地層変

化を見落とし、地盤沈下や施工不良を招く危険性を孕ん

でいる。 

図 8のスコア分布を確認すると、不陸判定された地点

の最低不陸スコアはすべて 3.0以上となっている。そこ

で、不陸の兆候を確実に捉え、不適当なモデル選択によ

るリスクを完全に排除するために、安全側の閾値として

3.0を設定した。 

これにより、地層変化が激しい地点を機械学習の適用

範囲として安全側に網羅し、施工上の重大なトラブルに

直結する不陸の見落としを確実に防止できる。一方で、

安定地盤と判定された地点にはガウス過程を適用するこ

とで、空間的な連続性を最大限に活かした予測精度の向

上が可能となる。このように、不陸スコアに基づきモデ

ルを適応的に切り替える手法は、実務における「施工リ

スクの回避」と「予測精度の最大化」を両立させるシス

テムであると考えられる。 

 

7. 結論 

 

本研究では、公共ボーリングデータを用いた未調査地点

の地盤予測において、地域特性に応じた最適なモデル選定

手法を構築した。得られた知見を以下にまとめる。 

 

(1)地域特性とモデル適合性の解明   

地層が連続的で平滑な「安定地域」では、空間的な相関

を考慮するガウス過程が高い予測精度を示す一方、地層変

化が激しい「不陸地域」では、局所的な変化に柔軟に対応

できる機械学習が有効であることを明らかにした。また、

いずれのモデルにおいても、周辺 1kmの広域まで学習範囲

を広げることで予測精度を最大化できることを確認した。 

 

(2)不陸スコアによる客観的評価の実現   

地質断面の多様性に着目した「不陸スコア」を提案し、

地盤の複雑性を定量的に評価することを可能とした。本指

標を用いることで、安定地盤を低スコア、複雑な地盤を高

スコアとして定量化でき、地学的判断を客観的数値で裏付

ける有効な感度を有していることを実証した。 

 

図 7. 安定地域における算出事例 (スコア：4.693) 

 

 

図 8. 安定地域と不陸地域における不陸スコアの分布 
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(3)施工リスクを考慮した適応的予測モデルの構築 

実務運用において、本研究では安全側の閾値として「ス

コア 3.0」を設定し、モデルを適応的に切り替える予測体

制を確立した。この手法により、以下の 2点を実現した。 

⚫ 施工リスク回避： 

不陸地域を機械学習の適用範囲として安全側に網羅

し、施工上の重大なトラブルを招く急激な地層変化の

見落としを確実に防止する。 

⚫ 精度の最大化： 

安定地盤と判定された地点にはガウス過程を適用す

ることで、空間的な連続性を最大限に活かした予測強

度の向上を実現する。 
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ZEB化に向けた窓型太陽電池の熱利用による熱電発電の検討 
 

森 舞桜 a)・太田 靖之 b)・西岡 賢祐 c)・永岡 章 b) 
 

Investigation of Thermoelectric Power Generation  
Using Heat from Window-Integrated Photovoltaics for 

ZEB Applications 
 

Mao MORI, Yasuyuki OTA, Kensuke NISHIOKA, Akira NAGAOKA 
 

Abstract 
 

In Zero Energy Buildings (ZEBs), the effective use of renewable energy technologies is essential for reducing 
building energy consumption and achieving carbon neutrality. Photovoltaic (PV) modules are increasingly being 
installed not only on rooftops, but also on façades and window areas as building-integrated photovoltaic systems. 
Window-integrated PV modules are attractive because they can generate electricity while maintaining the function of 
windows in buildings. However, PV modules absorb a large amount of solar radiation during operation, and their 
surface temperature can rise significantly. Since the power generation efficiency of PV modules generally decreases 
as temperature increases, thermal management is an important issue for improving their performance and reliability. 
At the same time, the heat generated by PV modules can be regarded as a useful thermal energy source rather than 
wasted energy. The temperature range of window-integrated PV modules can reach approximately 50–80 °C under 
solar irradiation, which is suitable for low-temperature heat utilization. This study focuses on the combined use of 
window-integrated PV modules and thermoelectric generators. Thermoelectric generators can directly convert a 
temperature difference into electrical energy, and therefore they have the potential to recover unused heat from PV 
modules. By utilizing both the electrical output and the thermal energy of PV modules, this system may contribute to 
improving the overall energy performance of ZEBs. Therefore, this study investigates the feasibility of thermal 
energy harvesting from window-integrated PV modules for thermoelectric power generation. 
   
Keywords: Zero Energy Buildings, Photovoltaic, Thermoelectric 

 
1. はじめに 

我々の生活は、大量のエネルギーを消費することによっ

て支えられている。日本は現在、全発電量の約 6割を火力
発電が担っておりその燃料の大部分は輸入に依存してい

る 1)。 将来的な脱炭素化を見据えると、 再生可能エネル
ギーの導入拡大は急務である。電力需要の増加は電化によ

って、現状よりもさらに増加する可能性が極めて高い。 そ
の中で、 建築物単位で省エネルギーと創エネルギーを両
立させる Zero Energy Building（ZEB）による、 太陽光発
電を中心とした自給自足型エネルギーシステムが重要視

されている。 ZEB とは、 建物だけで太陽電池を主力と
した自家発電を行い、 その供給した電力を用いて、 建物
内で自家消費することで電力消費を実質ゼロにする概念

である。 高層ビルや大型商業施設を ZEB化することによ
って、 建築物の電力消費を低減させることが可能である
2)。 さらにはこれまで使われてこなかった未利用スペース
で発電ができれば、太陽光発電を設置するために必要な山

間部や平地を得るための森林伐採等をせずに済む可能性

もあり、 特に窓面への太陽電池導入は、 建築外装と一体
化しながら発電が可能である点から都市利用スペースで        
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発電ができれば、太陽光発電を設置するために必要な山間

部や平地を得るための森林伐採等をせずに済む可能性も

あり、 特に窓面への太陽電池導入は、 建築外装と一体化
しながら発電が可能である点から都市部での普及が期待

されている。日本における太陽光発電の累積導入量は年々

増加しており、世界的に見ても太陽光発電システムの導入

は拡大を続けている。日本は 2023年時点でアジア太平洋
地域において第 3位の累積導入量を有しており、今後もさ
らなる普及が見込まれる。一方で、日本は中国やアメリカ

と比較して国土面積が小さく、設置可能な用地には制約が

ある。このため、自国でのエネルギー創出を推進するには、

これまで十分に活用されてこなかった空間の有効利用が、

カーボンニュートラル実現に向けて重要となる。 

太陽電池は運転時に 50～80 ℃まで温度上昇し、 その結
果として発電効率が低下するという課題を抱える 3)。 し
たがって、窓型太陽電池に対する熱マネジメント技術は 
ZEB 実現に向けて重要な研究課題となっている 4)。 一方
で、この温度上昇は未利用熱の存在を意味しており、 近
年ではその有効活用手法として、熱を直接電気に変換でき

る熱電発電が注目されている。熱電発電は可動部を持たず

小型化が容易であり、建築外装への分散配置に適している

ことから、ZEB との高い親和性を有する。本研究では、
窓型太陽電池を熱源として着目し、熱電素子の設置可能性

について検討した。
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図 2. 各冷却方法の装置図 
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2. 実験方法 

2.1 設置方法 

 図 1 に示す宮崎大学に設置された窓型太陽電池を熱源
として利用し、その熱電発電性能を評価した。図 1より、
太陽電池設置窓の窓枠部分が高温となっていることが確

認される。対象とする窓型太陽電池は南向きに設置されて

おり、年間を通じて直達日射を受けやすい環境にある。 
本研究では、窓型太陽電池の発熱により生じる温度勾配を

熱電発電に利用することを目的として、太陽電池設置窓の

窓枠および同一方位に位置する太陽電池未設置窓のそれ

ぞれに、40 mm × 40 mm × 4 mmの熱電発電素子（TG）
を設置した。また、太陽電池設置窓および未設置窓におけ

る日射量と発電量、ならびに TGの発電量との関係につい
て検討した。日射量は直達日射計および水平日射計を用い

て測定した。 

2.2 冷却方法 
日中における電圧特性、 温度特性および熱流特性を計
測した。 熱電発電では温度差の確保が発電量に大きく影
響するため、冷却方式の違いによる発電量の変化について

も検討した。 本研究では、大気との自然温度差、ヒート
シンク、水冷用金属（図 2）の 3種類の冷却方法を用いた。
ヒートシンクは放熱により冷却し、水冷用金属はチラーを

用いて水を循環させることで冷却した。 

 

3. 実験結果および考察 

3.1 太陽光未設置窓における熱電特性 

図 3に 2025 年 8月 14日 (10:00～17:00) の晴天日にお
ける太陽電池未設置窓の温度、設置 TG出力電圧、熱流束
および日射量を示す。 
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図 1. 宮崎大学に設置した窓型太陽電池 
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窓と室温との温度差が約 10 ℃のとき、 TGの出力電圧
は最大約 8 mVであった。一方、ヒートシンクを取り付け
た場合には、放熱効果により温度差が増大し、出力電圧は

最大約 18 mVまで向上した。また、TGの出力電圧の増減
は日射量の変動と対応しており、ヒートシンク使用時に出

力電圧が最大となる時刻に日射量も最大となった。これら

の結果から、日射量の変動が TGの出力電圧に影響を与え
ていると考えられる。さらに、熱流束の結果より、熱が窓

から室外へ移動していることが確認され、室温を冷却源と

して利用可能であることが示唆された。 
 
3.2 窓型太陽光電池における熱電特性 

図 4に 2025年 8月 14日 (10:00～17:00) の晴天日にお
ける窓型太陽電池の温度、設置 TG出力電圧、熱流束およ
び日射量を示す。窓と室温との温度差が約 3 ℃のとき、 
TGの出力電圧は最大約 5 mVであった。これは、窓型太
陽電池の表面温度が日射により上昇し、自然空冷条件下に

おいてもTG両端に温度差が形成されたことを示している。
一方、ヒートシンクを取り付けた場合には、放熱効果によ

り温度差が増大し、出力電圧は最大約 10 mVまで向上し
た。さらに、水冷システムを用いた場合には、出力電圧は

最大約 20 mVに達し、3条件の中で最も高い発電性能を示
した。出力電圧は冷却方法に大きく依存しており、水冷時

には出力電圧の変動が顕著に観測された。これは、水冷に

用いたチラーが一定温度に達すると冷却を行う制御機構

によるものと考えられる。水冷は高い出力電圧を示す一方

で電力を消費するため、冷却方法については今後さらなる

検討が必要である。以上の結果から、窓型太陽電池におけ

る未利用熱を熱電発電により回収できる可能性が示され、

ZEBにおける熱マネジメント技術としての応用が期待さ
れる。 

 
3.3 夏季と冬季の熱電発電比較 

夏季（2024 年 8 月 5 日）および冬季（2024 年 12 月 8
日）の晴天日における太陽電池未設置窓の TG出力電圧の
比較を示す。TGの出力電圧は、冬季の方が夏季よりも高
い値を示した。一般に夏季の方が日射量は大きいが、太陽

電池は垂直に設置されているため、太陽高度の違いが窓面

への入射日射量に大きく影響する。すなわち、夏季は太陽

高度が高く、日射は窓面に対して斜めに入射するのに対し、

冬季は太陽高度が低く、窓面に対してより正対に近い角度

で入射する。このため、冬季の方が窓面に入射する日射量

が増加し、その結果として高い出力電圧が得られたと考え

られる。 
 
 

 

 

 
(c) 

 

図 4. 2025年 8月 14日における窓型太陽電池の
各種パラメーター(a)各温度、(b)各出力電圧、 

(c)日射量、 (d)熱流束 
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3.4 冷却方法の検討 

本研究では、自然冷却、ヒートシンク、水冷用金属の 3
種類の冷却方法を用いて、冷却方式の違いが熱電発電性能

に与える影響を検討した。その結果、水冷用金属を設置し

た場合に TGの出力電圧が最も大きくなり、冷却側の温度
を低下させることが熱電発電性能の向上に有効であるこ

とが確認された。これは、熱電発電において高温側と低温

側の温度差が出力電圧に大きく影響するためであり、冷却

性能の向上によりTG両端の温度差が拡大したためと考え
られる。 
一方で、水冷方式は高い冷却性能を有するものの、チラ

ーやポンプによる水循環を必要とするため外部電力を消

費する。このため、得られる発電量に対して冷却に要する

エネルギーが増大する可能性があり、ZEB への応用の観
点からは必ずしも最適な冷却方法とは言えない。そこで本

研究では、新たな放熱機構の導入により冷却側の熱伝達率

を向上させ、発電性能のさらなる向上を図る。 
具体的には、検討対象として Metal–organic framework
（MOF）に着目した。MOFは水の吸着・脱離に伴う熱移
動を利用することで、外部電力を必要としない冷却材料と

しての応用が期待される。夜間や低温・高湿度環境では水

分を吸着し、日中の温度上昇時には吸着水が脱離する。こ

の脱離過程において熱が消費されるため、冷却効果が発現

する可能性がある。 
先行研究においては、最大で起電力が 100 %向上するこ
とが確認されている。 しかしながら、水の吸着・脱離お
よびそれに伴う冷却メカニズムについては十分に解明さ

れていない 5)。 そこで本研究では、図 7 に示すように、
MOF を担持したアルミニウム基板をホットプレート
(40 ℃) 上に設置した熱流束センサ上に配置し、熱流束を
測定した 6)。 併せて、湿度および水分の吸着量・脱離量
についても測定を行った。 
本研究では、MOF-801-P を用いた。MOF-801-P はフマ

ル酸 5.8 gと ZrOCl2・8H2O 16 gを DMF/ギ酸中に溶かし、
130℃で 6時間加熱して白色沈殿を得た。 
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図 5. 夏季および冬季の熱電発電比較(a)2024年 8
月 5日の出力電圧 (b)2024年 12月 8日の出力電
圧(c) 2024年 8月 5日の日射(d)2024年 12月 8日

の日射量 
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熱の移動 

図 7. MOFの熱流計測方法 
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3.4 冷却方法の検討 

本研究では、自然冷却、ヒートシンク、水冷用金属の 3
種類の冷却方法を用いて、冷却方式の違いが熱電発電性能

に与える影響を検討した。その結果、水冷用金属を設置し

た場合に TGの出力電圧が最も大きくなり、冷却側の温度
を低下させることが熱電発電性能の向上に有効であるこ

とが確認された。これは、熱電発電において高温側と低温

側の温度差が出力電圧に大きく影響するためであり、冷却

性能の向上によりTG両端の温度差が拡大したためと考え
られる。 
一方で、水冷方式は高い冷却性能を有するものの、チラ

ーやポンプによる水循環を必要とするため外部電力を消

費する。このため、得られる発電量に対して冷却に要する

エネルギーが増大する可能性があり、ZEB への応用の観
点からは必ずしも最適な冷却方法とは言えない。そこで本

研究では、新たな放熱機構の導入により冷却側の熱伝達率

を向上させ、発電性能のさらなる向上を図る。 
具体的には、検討対象として Metal–organic framework
（MOF）に着目した。MOFは水の吸着・脱離に伴う熱移
動を利用することで、外部電力を必要としない冷却材料と

しての応用が期待される。夜間や低温・高湿度環境では水

分を吸着し、日中の温度上昇時には吸着水が脱離する。こ

の脱離過程において熱が消費されるため、冷却効果が発現

する可能性がある。 
先行研究においては、最大で起電力が 100 %向上するこ
とが確認されている。 しかしながら、水の吸着・脱離お
よびそれに伴う冷却メカニズムについては十分に解明さ

れていない 5)。 そこで本研究では、図 7に示すように、
MOF を担持したアルミニウム基板をホットプレート
(40 ℃) 上に設置した熱流束センサ上に配置し、熱流束を
測定した 6)。 併せて、湿度および水分の吸着量・脱離量
についても測定を行った。 
本研究では、MOF-801-P を用いた。MOF-801-P はフマ
ル酸 5.8 gと ZrOCl2・8H2O 16 gを DMF/ギ酸中に溶かし、
130℃で 6時間加熱して白色沈殿を得た。 
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日射量 

(a) 

 

熱の移動 

図 7. MOFの熱流計測方法 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
室温が一定の条件下において、熱流束は 250～300 W/m2

であった。この結果から、MOF を用いることで熱源から
冷却側への熱移動が生じており、一定の冷却効果を有する

可能性が示唆された。また、水の吸着量に対して脱離量が

小さいことから、吸着した水分の一部のみが脱離したと考

えられる（表 1–2）。特に、窓型太陽電池への応用を想定
した場合、日中は太陽電池表面温度の上昇により水分の脱

離が促進され、夜間には外気温の低下および湿度の上昇に

よりMOFが再び水分を吸着することが期待される。した
がって、MOF を用いた冷却手法においては、昼間の脱離
による冷却と夜間の吸着による再生過程を繰り返す、吸

着・脱離サイクルの確立が重要である 6,7)。今後は、MOF
の種類、担持量、基板材料、設置位置および通気性などの

条件を最適化し、窓型太陽電池の実環境下において安定し

た冷却効果が得られる条件を検討する必要がある。 
本研究で検討したMOFは、水の吸着・脱離を利用した

冷却材料として、窓型太陽電池と熱電発電素子を組み合わ

せたシステムへの適用可能性を有する。今後、MOF によ
る冷却効果とTGの出力電圧との関係を明らかにすること
で、ZEB に向けた窓型太陽電池の熱利用システムの高効
率化が期待される。 

 

4. 結論 

本研究では、窓型太陽電池を熱源とした熱電発電システ

ムに着目し、冷却方式の違いが発電性能に与える影響を評

価するとともに、未利用熱の有効活用の可能性について検

討した。その結果、冷却性能の向上により TG両端の温度
差が拡大し、出力電圧が向上することを確認した。特に、

水冷方式においては最も高い出力電圧が得られ、冷却側温

度の低減が発電性能の向上に有効であることが明らかと

なった。一方で、水冷方式は外部電力を必要とするため、

ZEBへの応用を考慮すると課題が残る。 
季節変化の影響として、窓面に対する日射の入射角の違い

により、冬季において高い出力電圧が得られることを示し、

窓型太陽電池の設置条件が熱電発電性能に大きく影響す

ることを明らかにした。 
外部電力を必要としないパッシブ冷却手法として MOF

に着目し、その吸着・脱離に伴う熱移動により冷却効果が

得られる可能性を示した。基礎評価の結果、MOF は一定
の熱流束を示し、冷却材料としての有効性が示唆された。

今後は、MOF の最適条件の検討および熱電発電素子との
組み合わせによる性能評価を進めることで、窓型太陽電池

における未利用熱の回収と ZEB に向けた高効率な熱利用
システムの実現が期待される。 
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ビームダウン式太陽集光装置による水素製造に関する研究 
 

尾島 啓仁 a)・長瀬 慶紀 b)・友松 重樹 c) 

 
Research on Hydrogen Production by Beam‐down Solar 

Concentrator 
 

Hirohito OJIMA， Yoshinori NAGASE， Shigeki TOMOMATU 
 

Abstract 
 

     In recent years, energy resource depletion and environmental issues, including global warming 
associated with greenhouse gas emissions, have become increasingly serious. Clean hydrogen 
production through a two-step water-splitting cycle using cerium oxide particles has attracted 
attention as a potential solution to these problems. To promote uniform heating of the particles, a 
double-cylinder hydrogen production reactor equipped with two piston-driven stirring mechanisms 
was designed and fabricated. Heating experiments were carried out using a beam-down solar 
concentrator at University of Miyazaki. Furthermore, the particle agitation behavior inside the reactor 
was analyzed through a comparison between experimental results and simulations conducted using 
YADE. 

 
Keywords: Hydrogen, Two-step water splitting cycle, Beam-down solar concentrator 
 

1. 緒言 

 
近年、一次エネルギである石油や天然ガスの資源枯渇が

問題視されている。これらの確認埋蔵量や生産量は数十年

で枯渇してしまう 1)。そこで、これらの資源に代わる代替

エネルギとして、水素が脚光を浴びている。中でも、化石

燃料を使用せず、再生可能エネルギである太陽光から得ら

れる熱を用いたグリーン水素に着目した 2)。 
宮崎大学では 2012 年にビームダウン式太陽集光装置

が設置され、太陽光エネルギを用いた加熱、蓄熱の研究が

行われており、太陽光エネルギを熱に変換し幅広い分野に

活用している。この装置を用いて水素製造が可能となれば

再生エネルギから温室効果ガスを排出しない新たな燃料

を作り出すことができ、脱炭素社会、持続可能な社会の実

現に大きく貢献する。 

本研究室は、集光した太陽光を利用した金属酸化物の二

段階加水分解サイクルによる水素製造に着目し、水素製造

装置の開発を行ってきた。この方法は一段階目である高温

での太陽熱解離による金属酸化物の還元ステップ、二段階

目の水分解による水素製造ステップに分けられる。 
グリーン水素の製造を行うために有効な手段の一つと

して、セリア粒子を用いた二段階加水分解サイクルがある。

化学反応式は以下のようになる 3)。式(1)で示される一段階 
a)工学専攻機械コース大学院生 

b)機械知能プログラム教授 

c)機械知能プログラム助教 

目の酸素放出ステップでは、酸化セリウムを太陽熱エネル

ギにより 1400℃に加熱し、熱還元反応を起こす。式(2)で
示される二段階目の水素生成ステップでは、400-600℃の
セリウムに水蒸気を接触させて水分解することで、水素の

生成及びセリウムの再酸化をさせる。再酸化されたセリウ

ムを用いることでサイクルが回り、再び水素を作り出すこ

とができる。 
 

2CeO2(s) → Ce2O3(s) + 1/2O2(g) (1) 
Ce2O3(s) + H2O(g) → 2CeO2(s) + H2(g) (2) 

 
本研究の目的は、水素製造のための加熱実験を行うため

に、令和 5年度に開発された二重円筒型水素製造反応器を
改良することである。また、水素製造装置の設計および運

転条件の最適化を図るため、シミュレーションにより装置

内部の粒子の攪拌状態を把握する。 
 
2. 実験装置 

 
2.1 ビームダウン式太陽集光装置 

2012 年度に宮崎大学にビームダウン式太陽集光装置が
設置された 4)。ビームダウン式太陽集光装置の概略図を図

1に示す。この装置の集光原理は、太陽光が地上のヘリオ
スタットでタワー上部の楕円鏡の第一焦点に集光され、第

二焦点にある CPC により更に光が濃縮される。濃縮され
た光により、CPC下に設置されたレシーバ内を加熱する。  
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図 1. ビームダウン式太陽集光装置の概略図. 
 
2.2 固体攪拌型蓄熱レシーバ 

攪拌式蓄熱レシーバは平成 28年度に宮崎大学で製作さ
れた、ビームダウン式太陽集光装置用の反応器である 5)。

攪拌式蓄熱レシーバの概略図を図 2に示す。これは二重円
筒型水素製造反応器のもととなる装置で、2つのピストン
が互いに逆方向に移動して、レシーバ内部の粒子を攪拌す

る機構を持っている。光が入るレシーバの入口は、ビーム

ダウン式太陽集光装置の CPC と同じ開口径であり、集光
された太陽光による内部の加熱が可能となっている。円筒

の径が大きいため、粒子移動の可視化が容易となっており、

攪拌状況の調査に使用した。 

図 2. 攪拌型蓄熱レシーバの外観. 
 
2.3 二重円筒型水素製造反応器 

 令和 5 年度に開発された二重円筒型水素製造反応器を
図 3に示す 6)。二重円筒型水素製造反応器は、固体攪拌型

蓄熱レシーバと同様に、2つのピストンが互いに逆方向に
移動する機構を備えており、これにより、加熱された粒子

を攪拌し、反応器内部の温度の均一化を図っている。また、

水素製造のための気体の吸排気口が設けている。さらに、

温度測定のための熱電対挿入パイプを取り付けている。こ

の装置を用いてビームダウン式太陽集光装置でのセリア

粒子の加熱実験を行った。 

図 3. 二重円筒型水素製造反応器の概略図. 
 
3. 実験目的および実験方法 

 
3.1  ビームダウン式太陽集光装置での加熱実験 

二重円筒型水素製造反応器を用いたビームダウン式太

陽集光装置でのセリア粒子の加熱実験を行った。本実験の

目的は、実際に水素製造を行う際に反応に使うセリア粒子

を用いた加熱実験を行うことで、攪拌条件による温度上昇

幅や温度分布による攪拌具合を調査することである。 
セリア粒子の加熱実験条件を表 1に示す。 

 
表 1. セリア粒子を用いた加熱実験条件. 

Piston Stroke [mm] 150 
Piston speed [mm/s] 0.04 

Types of particles Cerium oxide 
Particle diameter [mm] 4 

Number of piston reciprocations 1 
From the bottom edge of the CPC outlet 

distance to moving-bed surface [mm] 
125 

 
次に、反応器内の温度測定位置を図 4に示す。実験時
の直達日射量(DNI:Direct Normal Irradiance)とヘリオスタ
ットの稼働数を図 5に示す。 

図 4. 加熱実験での温度測定位置. 
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図 5. 直達日射量(DNI)とヘリオスタットの稼働数. 
 
3.2 固体攪拌型蓄熱レシーバでの攪拌実験と

YADEによるシミュレーション 

攪拌型蓄熱レシーバのピストン駆動による攪拌の状況

を確認するために、5 mmのステンレス球を5色に着色した
ものを用いた攪拌実験を行った。着色粒子は、レシーバの

中心位置に直径50 mm、高さ方向には一色あたり45 mm間
隔で、赤、オレンジ、黄、緑、青の順に配置した。  
 レシーバ内部の粒子の攪拌状況を把握するために、

YADE(Yet another dynamic engine)を用いたシミュレーショ
ンを行った。YADEは、離散要素法に焦点を当てた離散数
値モデル用の拡張可能なオープンソースフレームワーク

である 7)。攪拌型蓄熱レシーバのモデルを作成し、攪拌実

験とピストン速度、ストロークは同条件で、図 6(a)のよう
に中心から直径 50 mmの範囲で、図 6(b)のように高さ 45 
mmの間隔で、赤、オレンジ、黄、緑、青の着色した粒子
を投入している。また、計算処理を高速にするため、粒子

径を 10 mm に設定した。ヤング率も実際のアルミナより
も小さな値に設定したが、結果に問題ないことは過去の研

究 6)により検証済みである。 
 

(a) 上面図     (b) 断面図 
図 6. 攪拌調査の初期位置. 

 
実験結果 

 
4.1  ビームダウン式太陽集光装置での加熱実験 

ビームダウン式太陽集光装置でのセリア粒子の加熱実

験結果を図 7に示す。最高温度に達した後に加熱しても粒
子温度は上がらないため、それ以降はエネルギ損失となる。

そのため、今回の実験条件であるピストン速度 0.04 mm/s
では速度が遅いと考えられる。ピストン運動が逆転して約 
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ある。 

図 7. セリア粒子の加熱実験結果. 
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ピストン駆動が停止してしまった。そのため、二重円筒型
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では6往復で定常状態になると判断し、シミュレーション
との比較も6往復目の状態で行う。6往復目のシミュレーシ
ョン結果を図9に示す。 

(a) 上死点        (b) 下死点 
図8. 着色粒子を用いた攪拌実験の結果. 

(a) 上死点        (b) 下死点 
図 9. シミュレーションの結果. 

 
 6往復目の実験、シミュレーションでの上死点、下死点
での着色粒子の面積割合をパーセント表示で算出したも

のを図 10 に示す。6 往復目の着色粒子の面積割合の合計
差は 1ポイント未満である。色別の面積割合に差があり、
シミュレーションでは攪拌実験で見られなかった緑の着

色粒子がわずかに出ている。これは、 シミュレーション
の粒子の径が 10 mm であるため、粒子間の隙間が大きく
なり、移動層表面に現れた着色粒子だけでなく、表面より

も下の層の着色粒子まで見えていたためである。 

図10. 各条件での着色粒子の面積割合. 
 
移動層表面に出てくる着色粒子の合計に差はほとんど

ないが、各着色粒子の面積割合には差が生じた。これは粒

子径や初期位置の差異によるものだと考えられる。シミュ

レーションの結果は、実験と同じような傾向が見られたた

め、条件を変更したシミュレーションを行うことで、効率

的な加熱ができるストロークや粒子の投入量など、攪拌条

件の検討を行うことは可能である。 
 
4. 結論 

 
令和5年度に開発した二重円筒型水素製造反応器は、集
光した太陽光を用いたセリア粒子の二段階水分解反応を

行うことで、グリーン水素を得ることができる。本研究で

は、ビームダウン式太陽集光装置での加熱実験から得られ

た結果をもとに二重円筒型水素製造反応器の改良を行っ

た。また、水素製造反応器内部の粒子流動シミュレーショ

ンを行ったことで、以下の結論を得た。 
1. 二重円筒型水素製造反応器にピストン部の改良を施

すとともに、配管設置、反応器内部の密閉を行った。 
2. 着色粒子を用いた攪拌実験とシミュレーションの結

果を比較し、各着色粒子の割合に多少の差はあった

ものの、高さ方向、平面方向から見た攪拌具合はほ

とんど同じであったため、シミュレーションを用い

た反応器の形状の決定や攪拌条件の選定は有用であ

ることが分かった。 
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電子文書の領域検出およびラベル生成ツール ASLAにおける 
より文脈を考慮したラベル生成のための拡張 

 
宅間 千隼 a)・片山 徹郎 b) 

 
Extension of ASLA as an Electronic Document Region Detection 

and Labeling Tool for More Context-Aware Label Generation 

Chihaya TAKUMA, Tetsuro KATAYAMA 
 

Abstract 
 
     Electronic documents are increasingly used because they reduce paper consumption and management costs, 

but in many cases they still remain only substitutes for paper documents. To promote richer use of electronic 
documents, we have developed ASLA (Automatic Segmentation and Labeling tool using AI), which segments a 
document into regions and automatically generates labels representing the content of each region. However, the 
existing ASLA mainly generates labels from information contained in each region itself or from limited text near 
figures and tables, and therefore cannot sufficiently generate context-aware labels by using heading, caption, and 
annotation information related to each region. In particular, it cannot assign heading information to body-text 
regions or auxiliary information such as captions and annotations to figure and table regions. In this study, we 
extend ASLA to generate more context-aware labels for body-text, figure, and table regions. Specifically, we 
redesign the detection classes of the layout detection model, construct parent-child relationships among detected 
regions, and extend the labeling module to use heading, caption, and annotation information. Application examples 
and evaluation results confirm that the extended ASLA works correctly on actual document images and can generate 
more context-aware labels than the existing ASLA. 

 
Keywords:  document layout analysis, labeling, region dividing, parent-child relationship 

 

1. はじめに 

 

電子文書は、紙の消費削減や維持、管理コストの削減の

観点で有用であり、利用が広まりつつある。しかしながら、

電子文書は紙の代用にとどまっているという現状がある。 
そこで我々は、電子文書の新たな活用を目指し、文書を

構成要素ごとの領域に分割した上で、その内容を表すキー

ワードや文章をラベルとして自動生成するツール、ASLA
（Automatic Segmentation and Labeling tool using AI）を開発
している 1)。ASLAは電子文書内の「どこに、何が」書か
れているかを定義できるため、視線計測などの他技術と組

み合わせることで、例えば重要事項説明が確実に閲覧され

たかを判定するコンプライアンスチェックや、顧客が熟読

した箇所に基づく興味関心の分析など、高度な業務支援を

可能にすると、我々は考える。また、検出した各領域に対

して、その意味を表すラベルを自動付与することで、電子

文書のアクセシビリティ向上やデータ管理の効率化にも

つながると考える。 
一方で、既存の ASLA1) は、主として領域自身の情報、

あるいは図表の近傍に存在する限られたテキスト情報に

基づいてラベルを生成するため、各領域に関連する文脈を 
a)工学専攻・先端情報コース大学院生 

b)情報通信プログラム教授 

十分に考慮したラベルを生成できていない。例えば、既存

の ASLA は文書画像を入力として、図 1 に示す領域描画
画像と、図 2に示す解析結果 CSVファイルを生成する。
しかし、図 1、および、図 2に示すように、本文領域に対
するラベルはその領域内の文字列から生成するため、その

本文領域がどの見出し領域に属するのかを反映したラベ

ルは生成できない。また、図領域に対しては直下の 1つの
テキスト領域、表領域に対しては直上の 1つのテキスト領
域の文字列だけをラベル生成に用いるため、図領域および

表領域の内容理解のために必要となる注釈などの補足情

報を反映したラベルは生成できない。 
そこで本研究では、ASLAを拡張し、本文領域、図領域、
および表領域に対して、より文脈を考慮したラベルを生成

できるようにすることを目的とする。具体的には、領域検

出用の学習済みモデルにおける検出クラスを見直し、本文、

キャプション、注釈などを区別して検出できるようにする。

さらに、検出した領域間に親子関係を構築し、その関係に

基づいて見出し領域の文字列やキャプション領域、および

注釈領域の情報を本文領域、図領域、および表領域に付与

することで、文脈情報を反映したラベルを生成する。 
本論文では、まず ASLA の拡張内容について述べる。
次に、拡張後の ASLA を実際の文書画像に適用し、その
出力結果を示す。最後に、領域検出精度、親子関係構築、
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および、関連研究との比較を踏まえて考察する。 
 
2. ASLAの拡張 

 

本研究では、既存の ASLA を拡張し、本文領域、図領
域、および表領域に対して、より文脈を考慮したラベルを

生成できるようにする。拡張後の ASLA の構造を、図 3
に示す。具体的には、以下の 4つの拡張を行う。 

⚫ データセットの作成および学習済みモデルの生成 

⚫ 親子関係構築部の追加 

⚫ ラベル生成部の拡張 

⚫ 解析結果出力部の拡張 

以降、それぞれについて述べる。 

 

2.1 データセットの作成および学習済みモデル

の生成 
既存の ASLAと拡張後の ASLAの領域検出モデル生成
に用いるデータセットの文書画像枚数を表 1に、検出クラ
ス構成を表 2に、それぞれ示す。拡張後の ASLAでは、
2.2節で述べる親子関係構築部において、見出しと本文、
図表とキャプション、図表と注釈の対応付けを行うため、

表 2に示すようなクラス構成とする。また、データセット
に用いる文書画像は、科学論文形式、帳票形式、スライド

形式、および雑誌形式の 4種類である 2, 3, 4, 5)。 

 

図 1. 既存の ASLAが出力する 
領域描画画像の一部. 

 

 

図 3. 拡張後の ASLAの構造. 

表 1. 既存と拡張後のデータセットの文書画像枚数. 

 訓練 検証 テスト 
既存 1585 290 286 
拡張後 1189 148 150 

 

表 2. 既存と拡張後のデータセットのクラス構成. 

既存 拡張後 

本文 

本文 
著者 

キャプション 
注釈 

見出し 見出し 
タイトル タイトル 

ページヘッダー ページヘッダー 
ページフッター ページフッター 
ページ番号 ページ番号 
図 図 
表 表 

 

 
図 2. 既存の ASLAが出力する 
解析結果 CSVファイルの一部. 
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表 2. 既存と拡張後のデータセットのクラス構成. 

既存 拡張後 

本文 

本文 
著者 

キャプション 
注釈 

見出し 見出し 
タイトル タイトル 

ページヘッダー ページヘッダー 
ページフッター ページフッター 
ページ番号 ページ番号 
図 図 
表 表 

 

 
図 2. 既存の ASLAが出力する 
解析結果 CSVファイルの一部. 

 

  

ここで、既存の ASLAで用いていたデータセットには
重複データが含まれているため、拡張後の ASLAでは既
存のデータセットのうち、合計 674枚を除外し、改めて訓
練用データ、検証用データ、およびテスト用データに分割

する。 
本研究では、表 1に示す拡張後のデータセットの文書画

像を用い、表 2に示す拡張後の検出クラス構成に基づいて
アノテーションを行ったデータセットを手作業で作成す

る。さらに、このデータセットを用いて、領域検出用の学

習済みモデルを生成する。なお、学習済みモデルの生成に

は、物体検出ライブラリである MMDetection6) を用いる。

拡張後の ASLAにおける領域検出学習済みモデル生成時
の設定を、表 3に示す。 

 
2.2 親子関係構築部の追加 

 検出した領域のクラス情報と位置関係をもとに、見出し

領域と本文領域、図領域および表領域とキャプション領域、

および、注釈領域の間の親子関係を、ルールベースで構築

する。この実現のために、親子関係構築部を追加する。本

処理部は、領域検出部から、各領域のバウンディングボッ

クス座標、および、クラス情報を入力として受け取り、構

築した親子関係データを生成し、ラベル生成部に渡す。 

まず、見出し領域と本文領域の親子関係を構築する。次

に、図領域および表領域とキャプション領域、図領域およ

び表領域と注釈領域の親子関係を構築する。最後に、それ

らの結果を統合し、ラベル生成部が利用するための階層構

造データを生成する。 

見出し領域と本文領域の親子関係構築処理の流れを図

4に、図領域および表領域とキャプション領域の親子関係
構築処理の流れを図 5に、それぞれ示す。なお、注釈領域
についても同様に候補を探索して親子関係を構築するが、

注釈領域については、距離が 150px以下の候補をすべて子
として登録する。最後に、これらの親子関係データを統合

し、図 6に示すような単一の階層構造データを生成する。 
 

表 3. 拡張後の ASLAにおける 
領域検出用学習済みモデル生成時の設定. 
項目 設定 

仕様ライブラリ MMDetection 
検出モデル Co-DETR 
バックボーン Swin-T 

事前学習済みモデル なし（スクラッチ学習） 
エポック数 25 
入力画像サイズ 800 × 800 
学習データ 訓練: 1189枚、検証: 148枚 
最適化手法 AdamW 
学習率 0.0001 
GPU NVIDIA GeForce GTX 1080 Ti 

 

 

図 4. 見出し領域と本文領域の 
親子関係構築処理の流れ. 

 
図 5. 図領域および表領域とキャプション領域の 

親子関係構築処理の流れ. 
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2.3 ラベル生成部の拡張 

 既存の ASLA では、本文領域に対しては、その領域内
から抽出した文字列に対して形態素解析を行い、名詞群を

ラベルとして付与する。また、図領域および表領域に対し

ては、特定の位置関係にあるテキスト領域をキャプション

として割り当て、その文字列をラベルとして付与する。 

これに対して拡張後の ASLA では、親子関係構築部が
生成した階層構造データも利用してラベル生成を行う。本

文領域に対しては、対応付けた見出し領域の文字列と、本

文領域自身から抽出した名詞群を組み合わせて内容ラベ

ルを生成する。また、図領域および表領域に対しては、対

応付けたキャプション領域の全文と、注釈領域から抽出し

た名詞群を組み合わせて内容ラベルを生成する。これによ

り、既存の ASLA よりも文脈を考慮したラベルを生成で
きるようにする。拡張後の ASLA におけるラベル生成規
則を、表 4に示す。 

 

2.4 解析結果出力部の拡張 

既存の ASLA では、領域描画画像、および、解析結果
CSV ファイルを出力する。これに対して拡張後の ASLA
では、上記に加え、領域検出部で生成した各領域のバウン

ディングボックス座標、クラス情報、親子関係構築部で生

成した親子関係データ、および、ラベル生成部で生成した

ラベルを用いて、親子関係可視化画像、および、解析結果

JSONファイルを出力する。 

解析結果 CSV ファイルには、領域検出部で生成した各領
域のバウンディングボックス座標、クラス情報、および、

ラベル生成部で生成した内容ラベルを出力する。これによ

り、各領域に対して最終的に付与したラベルを表形式で確

認できるようにする。解析結果 JSONファイルには、領域
検出部で生成した各領域のバウンディングボックス座標、

クラス情報、ラベル生成部で生成した内容ラベル、および、

親子関係構築部で生成した親子関係データを含む階層構

造データを出力する。これにより、ラベル生成結果だけで

なく、親子関係構築結果もデータとして保持できるように

する。また、領域描画画像には、領域検出部で生成した各

領域の位置情報、および、クラス情報を用いて、入力文書

画像上に各領域をクラスで色分けした矩形を描画する。さ

らに、親子関係可視化画像には、領域検出部で生成した各

領域のバウンディングボックス座標、および、親子関係構

築部で生成した親子関係データを用いて、各領域間の親子

関係を、親から子に向かう矢印で描画する。 

 
3. 適用例 

 

 本章では、拡張後の ASLA が実際の文書画像に対して
正しく動作することを確認する。適用対象として、表 1
に示す拡張後のデータセットのうち、図 7に示す雑誌形式
のテスト用文書画像 1枚を用いる。ここで、図 7の文書画

像は、図 1と図 2を出力する際に用いた入力画像と同一で
ある。拡張後の ASLA が、図 7 の文書画像に対して出力
した領域描画画像を図 8 に、親子関係可視化画像を図 9
に、解析結果 JSONファイルを図 10に、解析結果 CSVフ
ァイルを図 11に、それぞれ示す。 

これらより、拡張後の ASLA は、領域クラスをもとに
親子関係を構築し、本文領域に対しては見出し領域の情報 

を、図領域および表領域に対してはキャプション領域およ

び注釈領域の情報を反映した内容ラベルを生成できるこ

とが確認できる。 

 
4. 考察 

 
4.1 拡張後のASLAの領域検出精度に関する考察 

2.1 節で述べた拡張後の検出クラス構成に基づく学習済
みモデルについて、拡張後の ASLA における領域検出精
度を、表 5に示す。表 5より、ルールベース処理を適用し

 
図 6. 親子関係構築部が生成する 

親子関係データの概要. 

表 4. 拡張後の ASLAの各領域のラベル生成規則. 

領域種別 ラベル生成規則 

本文領域 
親の見出し領域の文字列 + 

本領域の名詞群 
著者領域 本領域の文字列 

キャプション領域 本領域の文字列 
注釈領域 本領域の名詞群 
見出し領域 本領域の文字列 
タイトル領域 本領域の文字列 

ページヘッダー領域 本領域の文字列 
ページフッター領域 本領域の文字列 
ページ番号領域 本領域の数字 

図領域 
子のキャプション領域の文

字列 + 子注釈領域の名詞群 

表領域 
子のキャプション領域の文

字列 + 子注釈領域の名詞群 
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2.3 ラベル生成部の拡張 

 既存の ASLA では、本文領域に対しては、その領域内
から抽出した文字列に対して形態素解析を行い、名詞群を

ラベルとして付与する。また、図領域および表領域に対し

ては、特定の位置関係にあるテキスト領域をキャプション

として割り当て、その文字列をラベルとして付与する。 

これに対して拡張後の ASLA では、親子関係構築部が
生成した階層構造データも利用してラベル生成を行う。本

文領域に対しては、対応付けた見出し領域の文字列と、本

文領域自身から抽出した名詞群を組み合わせて内容ラベ

ルを生成する。また、図領域および表領域に対しては、対

応付けたキャプション領域の全文と、注釈領域から抽出し

た名詞群を組み合わせて内容ラベルを生成する。これによ

り、既存の ASLA よりも文脈を考慮したラベルを生成で
きるようにする。拡張後の ASLA におけるラベル生成規
則を、表 4に示す。 

 

2.4 解析結果出力部の拡張 

既存の ASLA では、領域描画画像、および、解析結果
CSV ファイルを出力する。これに対して拡張後の ASLA
では、上記に加え、領域検出部で生成した各領域のバウン

ディングボックス座標、クラス情報、親子関係構築部で生

成した親子関係データ、および、ラベル生成部で生成した

ラベルを用いて、親子関係可視化画像、および、解析結果

JSONファイルを出力する。 

解析結果 CSV ファイルには、領域検出部で生成した各領
域のバウンディングボックス座標、クラス情報、および、

ラベル生成部で生成した内容ラベルを出力する。これによ

り、各領域に対して最終的に付与したラベルを表形式で確

認できるようにする。解析結果 JSONファイルには、領域
検出部で生成した各領域のバウンディングボックス座標、

クラス情報、ラベル生成部で生成した内容ラベル、および、

親子関係構築部で生成した親子関係データを含む階層構

造データを出力する。これにより、ラベル生成結果だけで

なく、親子関係構築結果もデータとして保持できるように

する。また、領域描画画像には、領域検出部で生成した各

領域の位置情報、および、クラス情報を用いて、入力文書

画像上に各領域をクラスで色分けした矩形を描画する。さ

らに、親子関係可視化画像には、領域検出部で生成した各

領域のバウンディングボックス座標、および、親子関係構

築部で生成した親子関係データを用いて、各領域間の親子

関係を、親から子に向かう矢印で描画する。 

 
3. 適用例 

 

 本章では、拡張後の ASLA が実際の文書画像に対して
正しく動作することを確認する。適用対象として、表 1
に示す拡張後のデータセットのうち、図 7に示す雑誌形式
のテスト用文書画像 1枚を用いる。ここで、図 7の文書画

像は、図 1と図 2を出力する際に用いた入力画像と同一で
ある。拡張後の ASLA が、図 7 の文書画像に対して出力
した領域描画画像を図 8 に、親子関係可視化画像を図 9
に、解析結果 JSONファイルを図 10に、解析結果 CSVフ
ァイルを図 11に、それぞれ示す。 

これらより、拡張後の ASLA は、領域クラスをもとに
親子関係を構築し、本文領域に対しては見出し領域の情報 

を、図領域および表領域に対してはキャプション領域およ

び注釈領域の情報を反映した内容ラベルを生成できるこ

とが確認できる。 

 
4. 考察 

 
4.1 拡張後のASLAの領域検出精度に関する考察 

2.1 節で述べた拡張後の検出クラス構成に基づく学習済
みモデルについて、拡張後の ASLA における領域検出精
度を、表 5に示す。表 5より、ルールベース処理を適用し

 
図 6. 親子関係構築部が生成する 

親子関係データの概要. 

表 4. 拡張後の ASLAの各領域のラベル生成規則. 

領域種別 ラベル生成規則 

本文領域 
親の見出し領域の文字列 + 

本領域の名詞群 
著者領域 本領域の文字列 

キャプション領域 本領域の文字列 
注釈領域 本領域の名詞群 
見出し領域 本領域の文字列 
タイトル領域 本領域の文字列 

ページヘッダー領域 本領域の文字列 
ページフッター領域 本領域の文字列 
ページ番号領域 本領域の数字 

図領域 
子のキャプション領域の文

字列 + 子注釈領域の名詞群 

表領域 
子のキャプション領域の文

字列 + 子注釈領域の名詞群 

 

  

ない場合の全体の mAP は、mAP@[0.50:0.95]で 0.7696 で
あり、本研究で新たに生成した領域検出モデルが、各要素

を一定の精度で検出できていることを確認できる。したが

って、本データセットにおいては、本研究で導入した検出

クラス構成に基づいて、領域検出用の学習済みモデルを生

成できていると言える。 

一方で、ルールベースでの検出領域補正処理の適用前後

を比較すると、ルールベース処理を適用した場合の全体の

mAPは、mAP@[0.50:0.95]で 0.4640となり、精度が大きく
低下している。これは、適用例で用いた文書画像のように

背景色を含む場合に、ルールベース処理によって領域が必

要以上に拡張し、かえって適切な領域検出を妨げることが

あることが要因の一つと考える。そのため、今後は背景色

を含む文書画像への対応を検討するとともに、既存の

ASLA のルールベース処理の適用方法や必要性について
再検討する必要があると考える。 

 

4.2 親子関係構築の精度に関する考察 

適用例より、見出し領域と本文領域、図領域および表領

域とキャプション領域、図領域および表領域と注釈領域の

間に親子関係を構築できることを確認した。また、その結

果を利用することで、本文領域には見出し情報を、図領域

および表領域にはキャプションおよび注釈の情報を反映

したラベルを生成できることを確認した。このことから、

拡張後の ASLA は既存の ASLA よりも文脈を考慮したラ

 
図 8. 適用例で出力した領域描画画像. 

 
図 7. 適用例の入力画像. 

 
図 9. 適用例で出力した親子関係可視化. 
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ベル生成に有効であると考える。 

一方で、本研究では親子関係構築の正解データを作成し

ていないため、親子関係構築精度を定量的には評価できて

いない。今後は、親子関係の正解データを作成し、親子関

係構築精度を定量的に評価する必要がある。 

 

4.3 関連研究 

 Wangら 7) は、文書解析を領域分割、読み順予測、階

層構造構築の 3段階に分けて行う手法を提案している。こ
れにより、文書内の各要素を検出するだけでなく、要素同

士の順序や階層関係も含めて文書全体の構造を扱ってい

る。 

また、Chenら 8) は、文書内の要素を検出するだけでな

く、要素間の関係をグラフ構造として表現する手法を提案

している。Chenらの手法では、親子関係、順序関係、参
照関係を扱っており、本文と図表の参照関係のように、離

れた領域間の関係も表現することを目指している。 

これに対して本研究では、検出した領域のクラス情報と

位置関係に基づいて、見出し領域と本文領域、図領域およ

び表領域とキャプション領域および注釈領域の親子関係

をルールベースで構築し、その結果をラベル生成に利用し

た。これにより、本文領域には見出し情報を、図領域およ

び表領域にはキャプションや注釈の情報を反映した、より

文脈を考慮したラベルを生成できるようにした。 

一方で、本研究では見出し同士の階層構造や、本文と図

表の参照関係までは扱っていない。今後は、Wangらのよ
うな階層構造や、Chenらのような参照関係も取り入れる
ことで、近くの領域だけでなく離れた領域の情報も利用し、

文書全体の文脈をより反映したラベル生成を目指す。 

 
5. おわりに 

 

本研究では、電子文書の領域検出およびラベル生成ツー

ル ASLA を拡張し、本文領域、図領域、および、表領域

に対して、より文脈を考慮したラベルを生成できるように

した。具体的には、新たな検出クラスのデータセットの作

成と学習済みモデルの生成、親子関係構築部の追加、ラベ

ル生成部の拡張、および、解析結果出力部の拡張を行った。 

適用例より、拡張後の ASLA は実際の文書画像に対し

て正しく動作し、本文領域には見出し情報を、図領域およ

び表領域にはキャプション領域や注釈領域の情報を反映

したラベルを生成できることを確認した。また、拡張後の

クラス構成に基づく領域検出モデルは、mAP@[0.50:0.95] 
で 0.7696 を達成した。 

以上より、拡張後の ASLAは、既存の ASLA よりも文

脈を考慮したラベル生成に有効であると考える。 
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表 5. 拡張後の ASLAの領域検出精度. 

 

mAP 

領域検出モデルのみ 領域検出モデル + ルールベース処理 

@0.50 @0.75 @0.50:0.95 @0.50 @0.75 @0.50:0.95 

本文 0.8576 0.8355 0.7811 0.6317 0.5574 0.5264 

著者 1.0000 1.0000 0.9086 1.0000 1.0000 0.7757 

キャプション 0.9101 0.9101 0.7278 0.5013 0.2372 0.2634 

注釈 0.8843 0.8167 0.7012 0.8271 0.6562 0.5502 

見出し 0.7954 0.7651 0.6144 0.6203 0.2585 0.3061 

タイトル 0.9287 0.8824 0.8030 0.4944 0.4082 0.3866 

ページヘッダー 0.9895 0.9740 0.8152 0.3007 0.1071 0.1495 

ページフッター 0.9406 0.8412 0.7025 0.9406 0.3315 0.4882 

ページ番号 0.9802 0.8242 0.6597 0.4246 0.1040 0.1646 

図 0.9080 0.8782 0.8060 0.6847 0.6541 0.5918 

表 0.9556 0.9523 0.9463 0.9565 0.9443 0.9011 

全体 0.9230 0.8800 0.7696 0.6710 0.4780 0.4640 
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体験格差に向けた複合現実上でのペイント体験の可能性と考察 
石丸 巧巳 a)・坂本 眞人 b) 

 
Potential and Evaluation of Mixed Reality Painting Experiences for 
Addressing the Experience Gap 

Takumi ISHIMARU, Makoto SAKAMOTO 
 

Abstract 
 

     Access to arts experiences often varies by socioeconomic factors and locality, creating a significant "experience 
gap." This research presents a low-barrier Mixed Reality (MR) 3D-painting system on Meta Quest 3, enabling intuitive 
spatial drawing in everyday environments. We conducted two studies: a field experiment with children at a public 
festival and a controlled study with university students comparing 2D and 3D creative tasks. Results indicate that MR 
3D painting significantly enhances immersion, perceived creativity, and self-efficacy compared to traditional 2D 
drawing. While the system effectively expands access to creative experiences in domestic and educational spaces, 
findings suggest that further scaffolding is required to facilitate depth-oriented expression and seamless spatial 
collaboration. 

 
Keywords: Mixed Reality (MR), 3D Painting, Human-Computer Interaction (HCI), Experience Gap, 

Creativity Support 

1. はじめに 
子どもの学校外における体験活動は、学業成績のみ

ならず、自己効力感、意欲、社会情動的スキルに大きな

影響を与える。しかし、こうした機会へのアクセスは

家庭の経済状況や居住地域に左右されるのが現状であ

る。そのため、日常的な環境で参加障壁を低減できる

低負担なアプローチが求められている。 
 
VR/MR/AR といった XR 技術は、現実環境にガイド

やフィードバックを重畳することで、体験活動を支援

する手段として研究されてきた。音楽の練習、スポー

ツトレーニング、キャリア教育などの分野において、

先行研究は XR が没入感や達成感といった体験の質を
高め、継続的な関与を支援する可能性を示している。

本研究ではこれらを踏まえ、MR 技術が身近な空間で
実施可能な創造的体験を同様に支援し得るかを調査す

る。 
 
一方で、MRにおける 3次元的な創造活動は、従来の

2D描画とは認知的に異なる。初心者、特に子どもにと
って、3Dのアイデアを形成し、それを空間的なストロ
ーク（線）に変換することは困難を伴う場合がある。し

たがって、本研究の核心的な課題は、(i)日常空間での導
入が容易な「低負担」であることと、(ii)創造活動とし
ての「有意義な体験価値」を両立させることにある。 

 
これに対処するため、本研究では Meta Quest 3 上に

低負担な MR 3Dペインティングシステムを実装した。
本システムは、身近なデスク環境でのカラー描画を可

能にし、ネットワーク（Photon PUN）を介したストロ
ーク共有による共同制作も支援する。評価として、学

園祭での子どもを対象とした実地調査と、大学生を対

象とした統制実験の 2 つのユーザスタディを実施した。
没入感、達成感、創造性、自己効力感、継続意図、操作

性、および共同作業に関する指標を収集し、MRによる
芸術体験が、最小限の準備でアクセスを拡大するため

の現実的な選択肢となり得るかを検証する。 
 
本研究の貢献： 
(1) 共同制作機能を備えた、日常空間向けの MR 3D

ペインティングシステムの提案 
(2) 二段階の評価を通じた、低負担なMR創造体験の
設計指針の導出 

2. 先行研究 

2.1. 体験格差（学校外体験） 

放課後活動や課外活動への参加は、自己効力感、社

会情動的スキル、学業達成と正の相関があることが報

告されている[1][2][3]。一方で、全国調査や公的統計
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では、世帯の経済状況による学校外体験の機会や支出

の格差が記録されている[4][5]。例えば全国調査によ
れば、低所得世帯の子どもの約 3人に 1人が過去 1年
間に学校外体験が「ゼロ」であり、所得層間で約 2.6
倍の格差が生じている[4]。公的データも、低所得世帯
ほど体験活動を含む学校外活動費が少ないことを示し

ている[5]。これらを総合すると、体験活動は有益であ
る一方で、依然として大きなアクセス格差が存在して

いることがわかる。 

2.2. 体験活動における XR 

XRは、スポーツ、音楽、職業体験などの分野におい
て、没入的な文脈やその場でのガイドを提供すること

で、アクセスが困難な活動を可能にするために用いら

れてきた[6][7][8]。日常的あるいはリソースの限られた
環境での調査では、高いエンゲージメントが報告され

る一方で、デバイスの準備や技術的な問題、トラッキ

ングスペースの確保、利用者の習熟といった実用的な

制約が成果を左右することが強調されている[9][10]。
本研究ではこれらの知見に基づき、身近な空間で動作

する低負担なMRペインティング活動を調査し、XR支
援による創造的制作（メイキング）の実現可能性とユ

ーザ体験を評価する。 

2.3. 芸術・美術館体験における XR 

 全国調査[4]で特定された 5つの体験領域のうち、
本研究では文化・芸術活動、特に創造的体験の入り口

として「絵画」に焦点を当てる。美術館や芸術の文脈に

おける先行研究では、VR/MRが受動的な形式（VR360
など）と比較して存在感やエンゲージメントを高める

ことが示唆されているが、その効果にはばらつきがあ

り、認知的トレードオフを伴う可能性も報告されてい

る [11][12][13]。しかし、先行研究の多くは鑑賞
（appreciation）に重点を置いており、MRが手軽な文化
体験としての「能動的な制作（creation）」や「共同制作
（co-creation）」をいかに支援するかは十分に明らかに
なっていない。そこで本研究では、MR 3Dペインティ
ングを鑑賞のみならず創造的体験として評価し、多次

元的な主観指標を用いて共同制作の成果を検証する。 

3. MR 3D ペインティングシス

テム 
Meta Quest 3（パススルーMR）を用いたMR 3Dペイ

ンティングアプリを構築した。利用者は、グリップボ

タンでペンを持ち、人差し指のトリガーで描画し、Aボ

タンで 7 色のパレット切り替え、B/Y ボタンでトーン

モードを切り替える（図 1）。ストロークは、ペン先の

位置をサンプリングして構築されたワールド座標系の

LineRenderer で あ り 、 移 動 距 離 が し き い 値

（minDist=0.01m）を超えた場合のみ頂点を追加する仕

組みとした（線幅は 0.01mに固定）。複数人による共同

制作は、Photon PUNを用いて共有ルームに参加するこ

とでサポートされ、ストロークの初期情報（色・幅）と

頂点情報を RPCベースのストリーミングで同期し、各

ローカル環境で即時にレンダリングを行うことにより、

ネットワーク同期による遅延から起こる VR 酔いを軽

減した。 

4. 実験方法 

 
図 2 実験の様子 

4.1. 参加者 

子どもを対象とした学園祭での実地調査（N=10、7〜

10歳、および保護者 1名：37歳）と、大学生を対象と

図 1 色変更と空中描画の様子 
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した統制実験（N=10、21〜24歳）を実施した（図 2）。

子どもは単独またはペアで参加し、単独の場合は保護

者または実験者が共同制作のパートナーを務めた。 

4.2. 手順 

学園祭の参加者は、パススルーMR 環境での自由な

3D描画のみを体験した。子どもたちの多くが 3D空間

でも平面的なスケッチを描く傾向が見られたため、大
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ごとの総合スコアとして算出した結果、MR 3D自由描

画は 2D自由描画よりも高いスコアを得た（中央値 4.50 

[IQR3.66–4.59]vs3.75[3.03–4.34]）。10名中 8名の参加者

において、2Dから 3Dへのポジティブな変化が確認さ

れた（Δ中央値+0.44、ウィルコクソンの符号付き順位

検定$p=0.0488$）。対照的に、課題（お題）を追加する

と自由 3D と比較してスコアが低下する傾向が見られ

たが（中央値 4.00、Δ中央値-0.31）、この差は統計的に

有意ではなかった（$p=0.375$）。 

 

図 6 共同ツリー装飾 

共同ツリー装飾タスク後の評価では、やり取りの自

然さや視認性は高く評価された（中央値 4）。しかし、

衝突回避については評価が低く（中央値 3.5[2–5]、賛同

率 50%）、共有MRタスクにおいて空間的な協調（物理

的な位置取り）が依然として実用的な課題であること

が示された。 

6. 考察 
 全体として、低負担なMR 3Dペインティングは日常

空間での創造的体験を提供し、芸術体験へのアクセス

拡大という目標を支え得ることが示された。同時に、2

つの実用的な課題も観察された。 

第一に、空間表現を促す足場かけの重要性である。実

験 1 では、多くの子どもが 3D 空間でも平面的なスケ

ッチを描く傾向が見られた。子供たちは普段２D 上で

絵を描いており、３D 上での絵を描く経験・知識が不

足していたことが考えられる。そのため、適切な誘導

や指導が必要であることが考えられる。しかし、大学

生を対象にした実験では、課題有りのほうが、課題無

しより評価が下がり、自由描画の重要性も示唆され、

自由度を持たせつつ、足場かけを作ることが重要であ

ることが考えられる。 

題二に、共創を誘発するタスク設計の必要性である。

実験 1 の学園祭環境では、自由描画における自発的な

共同制作には限界が見られた。これに対し、実験 2 で

は「ツリー装飾」という共通目標を導入したことで、会

話や役割分担といった協調行動が明確に引き出された。

この結果は、MR におけるソーシャルな創造体験を成

立させるためには、物理的な空間共有だけでなく、共

通の対象物を介した目的意識の共有（タスク設計）が

極めて重要であることを裏付けている。 

被験者からは、消しゴムや保存機能といった実用的な

機能への要望とともに、「VR/MRで“作る”ことは“見る”

体験より新鮮だった」というフィードバックが得られ

たことは、今後の操作性向上と継続的利用に向けた指

針となる。 

また、今回の実験は単発のものとなり、今後は段階的

な実験を同じ対象に繰り返し行うことで、幼少期の成

長と MR 上でのペイント体験の関連をより深く調べる

必要がある。 

7. 結論 
本研究では、Meta Quest 3を用いた低負担なMR 3D

ペインティングシステムを提案した。システムはパス

スルーMR での空中描画と、共有ルームを通じた共同

制作を可能にする。学園祭での子ども・保護者および

大学生を対象とした 2 つの調査を通じて、概ね肯定的

な評価が得られ、大学生においては 3D描画が 2D描画

よりも高く評価された。一方で、子どもにおける奥行

き表現の不足や、共有目標のない共同制作の難しさが

課題として確認された。結論として、MRは身近な空間

での創造的芸術体験へのアクセスを広げる可能性を有

しているが、奥行き表現を促す支援策と、協調を促進

するタスク設計が重要であると言える。 
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MRを用いた模様替え支援の有用性の検証 

江原拓郎 a)・坂本眞人 b) 
Verification of the Effectiveness of Interior Layout Support Using MR 

 
Takurou Ehara, Makoto SAKAMOTO 

 
Abstract 

 
This study aimed to clarify the differences in psychological impact on the decision-making process when 

considering redecorating, by comparing cases where redecorating is done solely through imagination with those 
where mixed reality (MR) is used. Participants were divided into two groups, and a comparative experiment was 
conducted using conceptualization time and subjective evaluations via questionnaires. Psychological burden, decision 
confidence, satisfaction, and spatial evaluation were established as evaluation indices, and an overall evaluation score 
was calculated using subscales and weighting. The results showed that while conceptualization time increased under 
the MR condition, a reduction in psychological burden and improvements in decision confidence and satisfaction 
were observed. Furthermore, the relationship between psychological burden and decision confidence may change. 
Therefore, it is considered that using MR to support redecorating is an effective method for improving the quality of 
decision-making. 
 
Keywords: MR, interior layout support, decision-making, psychological burden 
 
1. 研究背景 
模様替えは居住環境の快適性を向上させる有効

な手段であるが、完成後の部屋の状態を事前に正
確に想像することは難しく、多くの人にとって心
理的負担の大きい作業となっている。家具の大き
さや配置バランス、生活動線への影響を頭の中だ
けで予測することには限界があり、「失敗しそう」
「後悔しそう」といった不安が意思決定を困難に
している。近年、VR（Virtual Reality）やMR（Mixed 
Reality）技術の発展により、現実空間に仮想物体を
重畳表示し、空間構成を視覚的に確認することが
可能となっている。これにより模様替え後の状態
を事前に体験的に把握できる環境が実現しつつあ
る。しかし、従来研究では操作性や臨場感の評価が
中心であり、「模様替え時の心理的負担」[1]や「意
思決定の確信度」[2]といった心理的側面を定量的
に評価した研究は十分に行われていない。 
 
a) 工学専攻先端情報コース大学院生 

b) 工学基礎教育センター教授 

2. 研究目的 
本研究の目的は、MRを用いた模様替え支援が、
利用者の意思決定過程における心理的負担、意思
決定確信度および満足度に与える影響を明らかに
することである。想像のみで模様替えを検討する
場合と、MRを用いて検討する場合を比較する実験
を行い、構想時間およびアンケートによる主観評
価を用いて定量的に検証する。 
3. システム概要 
本研究では、MRを用いた模様替え支援アプリケ
ーションを開発した。被験者は実空間内に仮想家
具モデルを重畳表示し、家具の位置や向きを変更
しながら配置案を検討することができる。 
使用機器は MR 対応ヘッドマウントディスプレ
イを用い、Unityによりアプリケーションを実装し
た。実空間の床面および壁面を基準として家具モ
デルを配置することで、模様替え後の空間を視覚
的に確認できる構成とした。 
4. 実験方法 
4.1被験者条件 
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被験者に対し、以下の 2 グループで模様替え検
討を行わせた。 

• Aグループ：想像のみで模様替えを検討 
• Bグループ：MRアプリを用いて模様替え

を検討 
4.2実験手順 

１．タスク説明 
２．構想開始(時間計測) 
３．配置検討 
４．完成判断 
５．アンケート回答 

5. 評価指標（アンケート内容） 
本研究では、模様替え支援における MR 利用の

有効性を評価するため、客観評価および主観評価
の 2つの観点から評価を行う。客観評価では、思考
及び意思決定に要した時間を計測した。主観評価
ではアンケートを実施した。アンケートは 7 段階
評価（1：悪い～7：良い）で構成し、以下の下位尺
度を設定した。 

• 空間感スコア（S_space）：空間の良さ・配
置の妥当性 

• 快適・安心スコア（S_comfort）：部屋の総
合評価・安心感 

• 負担スコア（S_load）：迷い・頭の負担・
悩みの度合い 

• 意思決定スコア（S_decision）：後悔しにく
さ・想像しやすさ 

各尺度の向きを統一した後、重み付けを行い、総
合評価スコアを算出した。 
6. 実験結果 
構想時間については、Aグループが 4.57分だった
のに対し Bグループは 9.42分となった。Bグルー
プ（MR使用）の方が Aグループ（想像のみ）より
も長くなる傾向が確認された。図 1に示す。 
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7. 考察 
MR条件では構想時間が増加したが、やり直し回

数の減少および心理的負担の低下が確認された。
この結果は、MRが意思決定を遅らせたのではなく、
より慎重で検証的な意思決定を促したことを示唆
している（図 2参照）。 
想像のみで検討する場合、被験者は頭の中で空

間を構築し判断を行う必要があり、高い認知負荷
が生じる。一方、MR環境では家具配置結果を視覚
的に確認できるため、空間認知処理が外部化され、
心理的負担の軽減につながったと考えられる。 
また、相関分析より、心理的負担と意思決定確信

度との間に関係が認められたことから、MRは意思
決定過程の心理構造そのものに影響を与える可能
性が示唆された。 

 

（a）模様替え前の例 

 
（b）模様替え後の例 

図 2. MRを用いた模様替え支援の様子 
 
8. まとめ 
本研究では、MRを用いた模様替え支援が意思決

定過程に与える心理的影響を実験的に評価した。
その結果、MRを利用することで心理的負担が低減
し、意思決定確信度および満足度が向上すること
が確認された。 
構想時間は増加するものの、やり直し回数の減
少および総合評価スコアの向上から、MRは「短時
間で決める」ための支援ではなく、「納得して決め
る」ための意思決定支援手法であると位置付けら
れる。 
本研究は、MRを用いた模様替え支援を心理的側
面から定量的に評価した点に意義があり、今後は
住宅設計支援や製品選択支援などへの応用が期待
される。 
9.今後の課題 
⚫ 被験者数の増加及び多様化 
⚫ 長期利用による影響の検証 
⚫ 生理指標との組み合わせ 
⚫ システムの軽量化・操作性の改善 
などがあげられる。 
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Proposal of a Squat Training Method Combining Muscle Load Visualization 

Using EMG with Gamification Elements via Gauge Display 

Yu Oshikawa・Makoto Sakamoto 

Abstract 

Strength training is essential for maintaining health and building an attractive physique, yet 
many people struggle to stick with it. One reason for this is that they fail to feel the effects of 

strength training. To maximize the effects of strength training, mastering proper form is 
essential. Therefore, I embarked on this research to reduce the number of people who quit 

strength training by visualizing muscle load in real time during workouts.We are developing 
a system that uses machine learning to visualize muscle load from user form, enabling 

muscle load visualization without requiring electromyography. At present, it is possible to 
estimate muscle load, but the accuracy of this estimation is low. Therefore, we are currently 

experimenting to improve the accuracy of muscle load estimation.  
Keywords: Image processing, Long Short-Term Memory(LSTM), Machine Learning(ML), 

Muscle training 

1. はじめに 

健康を維持し、魅力的な身体をつくるう
えで筋トレは欠かせないものである。しか
し同時に、筋トレを継続することは非常に
難しく、多くの筋トレ初心者が筋トレによ
る恩恵を受けることができないまま筋トレ
をやめてしまっているという現状がある。

近年、日本における筋トレ人口は増加傾向
にあり、年 1 回以上の筋トレ筋トレ実施率
は 2000 年の 7.3%[1]から、2024 年には
15.9%へと大幅に上昇している。一方で、
1 年以上継続して筋トレを行える人の割合
はわずか 4%[2]にとどまっており、多くの
人が「効果を実感できない」や「つらい」
などの理由で筋トレをやめてしまって
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いる。このように、筋トレ初心者にとっ
て、筋トレを継続することは非常に難し
く、多くの筋トレ初心者が筋トレによる恩
恵をうけることができていない。 
筋トレの効果を得るために最も重要なの

は、正しいフォームの習得である。そこで
著者は、正しいフォームで筋トレを行える
よう支援することで、前述した「効果が実
感できない」という理由で筋トレをやめて
しまう人を減らすことができ、より多くの
筋トレ初心者が筋トレによる恩恵を受けら
れるようになるのではないかと考えた。ま
た、「つらい」という理由で筋トレを継続
できない人を減らすためには、ゲーミフィ
ケーションの導入が有効であると考えた。
ゲーミフィケーションとは[3]、ゲームの特
性である「ユーザを引き付けて楽しませ
る」要素を活用して課題解決を図る取り組
みである。著者は本研究にゲーミフィケー
ションを取り入れることで、ユーザに筋ト
レに楽しさを見出し、筋トレをやめてしま
う初心者をより多く減らすことができるの
ではないかと考えた。 
本研究では、EMG を用いて筋負荷を可視
化しユーザにフィードバックする手法、ゲ
ーミフィケーションを応用したスクワット
トレーニング手法を用いて筋トレ初心者へ
のアプローチを試みる。 
 

2. 研究概要 

2.1. スロースクワット 

 本研究では、数あるトレーニング種目の
中でも、カメラの正面に立ち、モニターを
見ながらトレーニングできる、十分なスペ

ースがあれば機器を使用せずにトレーニン
グできる、下半身全体の筋肉を同時に効率
的に鍛えることができるという観点からス
クワットを採択した。また、いくつか種類
があるスクワット種目の中でもスロースク
ワットを採用した。 
スロースクワット[4]とは、一般的なスク

ワットよりも動作速度を落とし、ゆっくり
と時間をかけて実施するスクワットであ
る。動作をゆっくり行うことで、筋肉に大
きな負荷をかけつつ、関節への負担が小さ
いためである。 
本来は 1回の動作に約 5 秒をかけること

が推奨されるが、本研究では初心者でも無
理なく実施できるよう、下降動作 3 秒、上
昇動作 2秒とする条件を設定した。 

 
2.2. 研究概要 
本研究では、ユーザが筋トレしている様

子をカメラで撮影し、その映像から
MediaPipe および筋負荷推定モデルを用い
て筋負荷を推定し、可視化する。これによ
り、ユーザはモニターを通して自身の動作
と筋負荷を同時に確認することができる。
図 1に、筋負荷を推定し可視化している様
子を示す。 

 
図 1:筋負荷を推定、可視化している様子 
また、本研究ではスクワットの下降動作

および上昇動作ごとに採点を行い、各動作
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終了時に評価結果をモニター上でフィード
バックする。もし動作中にフォームが崩れ
ていた場合には、どのようにフォームが崩
れていたかリアルタイムでモニター上に表
示する。さらに、トレーニング終了時に
100 点満点で総合得点を表示するととも
に、各評価項目の評価回数、フォームが崩
れていた回数、総合的なフィードバックを
行う。これによりユーザは動作ごとにフォ
ームを修しながら、高得点を目指して楽し
みつつトレーニングを行うことができる。
図 2に動作ごとのフィードバックを行って
いる様子、図 3 に総合的なフィードバック
を行っている様子を示す。 

 
図 2:動作のフィードバックを行っている様
子 

 
図 3:総合的なフィードバックを行っている
様子 
動作中は膝関節角度、経過時間の 2 つの

指標をゲージ形式で表現する。下降動作で
は、腰を下ろして膝関節角度が小さくなる

ほどゲージが減少し、上昇動作では、腰を
上げて膝関節角度が大きくなるほどゲージ
が減少する。経過時間については、下降動
作では 3秒、上昇動作では 2秒かけてゲー
ジが減少する。ユーザは、両方のゲージが
同時に減少するよう動作を行うことで、頭
の中で秒数を数える場合よりも正確にスロ
ースクワットの動作時間を守ることができ
る。 
また、膝関節角度のゲージ、経過時間の

ゲージの差が 30%以下になった場合、ゲー
ジの色が変化するようにしている。これに
より、ユーザは色の変化を目標として動作
を行い、その状態を維持しながらトレーニ
ングを行うことで、楽しみながら正しい動
作時間を意識できる。図 4 に、動作中のゲ
ージ表示の様子を示す。 

 
図 4:膝の関節角度、経過時間をゲージ表示

している様子(上)、ゲージの色が変化
している様子(下) 
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3. 研究手法 

3.1. EMG を応用して筋負荷を可視化

しユーザにフィードバックする

手法 

3.1.1. 筋電計測 

本研究では、スクワットにおける対象筋
を大腿四頭筋に定め、筋電計測を行った。
計測では 200 回のスクワットを行う過程を
計測した。200 回のスクワットの内訳は、
正しいフォームでのスクワット 100 回、間
違ったフォームでのスクワット 100 回であ
る。 
 間違ったフォームのスクワットとは、可
動域が半分のスクワット、膝が前に出てい
るスクワット、腰をそった状態でのスクワ
ット、上半身が前に倒れているスクワット
の 4種類である。 
 なお、筋電計測には無線筋電計測機であ
る Delsys Trigno システム[5]を使用し、セ
ンサには、Wireless surface EMG sensors
を使用した。 
 

3.1.2. MediaPipe を用いたデータ取

得 

筋電計測の際のスクワットを撮影し、その
動画から、上半身と地面の角度、膝関節角
度、太腿と地面の角度、しゃがみ具合(1 が
直立、0が完全にしゃがみこんでいる)、速
度、加速度のデータを取得した。 

 次に、EMG データとMediaPipe によ
り取得したスクワットデータとの間に生じ
るタイムラグを解消する処理を行った。こ
のタイムラグは、筋電計測に使用した
Delsys Trignoの仕様によるものであり、
約 1秒のタイムラグである。 
また、データ取得のフレームレートも異

なり、EMGデータは 1秒間に約 148.17 回
計測される一方、MediaPipe によるデータ
取得は 1秒間に約 30.86 回である。そのた
め、両データを結合する際、このタイムラ
グ、フレームレートの差異を補正する処理
を行った。 
さらに、筋負荷推定モデルを使用する

と、計算量が増加する影響でさらに座標取
得のフレームレートが約 1/4.4286 倍低下
するため、フレームレートの差異を補正す
る処理を施したデータにフィルタリングを
行った。 

 

3.1.3. 筋負荷推定モデル構築 

スクワットデータ、EMGデータの結合
データを用いて、筋負荷推定モデルを構築
した。モデルを構築するにあたって、
Karesを用いた LSTMモデル、2929 のサ
ンプル数、6の特徴量、22 の時系列長を持
つ結合データを使用した。 

 

3.2. ゲーミフィケーションを応用した

スクワットトレーニング手法 

 本研究では、スクワットの評価およびゲ
ージ表示を行うことでゲーミフィケーショ
ンを応用したスクワットトレーニングを実
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現する。評価については、「スクワットス
ピード」、「フォーム」の 2 つの観点から評
価を行う。 
 

3.2.1. スクワットスピードの評価 

 スクワットスピードの評価では、各動作
の所要時間を計測し、1動作につき 10 点
満点で採点する。したがって、5回分スク
ワットが完了すると、合計 100 点満点でス
クワットスピードの評価を行うことができ
る。本研究では、スロースクワットの動作
を下降動作 3秒、上昇動作 2秒で行うもの
とし、この基準時間に基づいて表 1 に示す
採点基準を設定した。また、各動作がどの
評価に該当したかを記録し、スクワット終
了時にその内訳を表示する。 
 
表 1:スクワットスピードに関する採点基準 

評価の
フィー
ドバッ
ク 

点数
(点) 

下げ動作に
要した時間

(秒) 

上げ動作に
要した時間

(秒) 

Bad 4 0.0~0.7 0.0~0.5 
Good 6 0.7~1.2 0.5~1.0 
Great 8 1.2~2.0 1.0~1.5 

Perfect 10 2.0~ 1.5~ 

3.2.2. スクワットフォームの採点 

 ユーザがスクワットを行う中でフォーム
が崩れてしまった場合には、その内容を画
面上に表示するとともに、スクワットスピ
ードが基準通りであっても、当該動作の採
点を一律 2 点にした。本研究で対象とする
フォームの崩れは膝がつま先より前に出て
いるスクワット、上半身が過度に前傾し、

肩がつま先より前に出ているスクワット、
膝が内側に入っているスクワット、可動域
が浅いスクワットの 4種類である 
さらに、トレーニング 1 セットの中

で、これらのいずれかのフォーム崩れが 3 
回以上記録された場合には、総合フィード
バックとして、以下のフォーム改善のため
の注意点を提示し、ユーザが次回のトレー
ニングで修正できるよう支援する仕組みと
した。 
 
⚫ 膝がつま先よりも前に出てしまっている

スクワットを 3 回以上行った場合 
膝前に障害物などをおいて膝を前に出さない
意識でスクワットしましょう。 
⚫ 上半身が過度に前傾し、肩がつま先よ

り前に出ているスクワットを 3 回以上
行った場合 

足裏全体で地面を踏むようにすると、重心が
安定します。 
⚫ 膝が内側に入っているスクワットを 3 回

以上行った場合 
膝が内に入らないよう、膝にゴムチューブを
巻いてスクワットしてみましょう。 
⚫ 可動域が浅いスクワットを 3回以上行

った場合 
可動域を広くとる意識を持つ、柔軟性を高
める努力をしましょう。 
 
3.3. 膝関節角度、経過時間ゲージ 
動作中は膝関節角度、経過時間の 2 つの

指標をゲージ形式で表現する。膝関節角度
ゲージの上限は、下降動作ではスクワット
カウント機能と同じ 150 度、上昇動作では
90 度とし、下限は、下降動作では 90 度、
上昇動作では 150 度とした。下降動作と上
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昇動作の区別を容易にするため、ゲージお
よび評価文字の色は、下降動作を赤、上昇
動作を青に設定した。 
また、膝関節角度ゲージと経過時間ゲー

ジの差が 30% 以下となった場合には、動
作の正確性が高いと判断し、ゲージが黄色
に変化するように設定している。 

 
4. 結果と評価 

4.1. EMG を応用して筋負荷を可視化

しユーザにフィードバックする

手法 

テストデータをモデルに入力したとこ
ろ、モデルが実測値と同じような出力がさ
れた。また、MSEは右足の筋負荷推定が
約 0.0022278、左足の筋負荷推定が約
0.0024774 であった。図 5 にテストデータ
をモデルに入力した際の右足の筋負荷推定
値、実測値のグラフ、図 6 に左足の同様の
グラフを示す。 

 

 
図 5:テストデータをモデルに入力した際の
右足の筋負荷推定値、実測値 
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図 6:テストデータをモデルに入力した際の
左足の筋負荷推定値、実測値 
 
本手法により作成した筋負荷推定モデル

が適切に筋負荷を推定できているか検証を
行った。本手法では、179cm 男性である著
者から取得した EMG、スクワットデータを
使用して筋負荷推定モデルを作成している。
そのため、著者以外のユーザが使用した場
合でも適切に筋負荷推定が行われるかを確
認する目的で、156cm 女性の被験者、著者
自身の 2名を対象として検証を行った。 
検証では、正しい可動域、狭めの可動域、

上半身を前傾しすぎている姿勢を交えて 10
回程度のスクワットを行い、動作の中で推
定した筋負荷、スクワットデータを比較し
て適切に筋負荷が推定されているか確認し
た。 

 

 

 
図 7:著者の両足筋負荷推定値、しゃがみ具
合 
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図 8:167cm 女性の両足筋負荷推定値、しゃ
がみ具合 
 

 

 

 
図 9:156cm 女性の両足筋負荷推定値、しゃ
がみ具合 
 図 7 に著者の両足筋負荷推定値、しゃが
み具合、図 8に 156cm 女性の同様の項目を
示す。図 7、8 を見ると、両被験者でしゃが

み具合が小さくなっているタイミングでき
ちんと筋負荷が大きくなっているため、著
者以外のユーザが使用しても適切なタイミ
ングで筋負荷推定が行われているといえる。 
一方、検証を通しての最大筋負荷推定値

をみると、右足は 0.48127、左足は 0.43432
と、正規化後の最大値である 1 と比べて乖
離がみられた。 
テストデータを入力した時のモデルの出

力値は、筋負荷推定値の正規化後の最大値
と乖離がないにも関わらず、リアルタイム
での筋負荷推定値と、筋負荷推定値の正規
化後の最大値の間に乖離がみられた原因と
して、学習データを作成時と検証時でカメ
ラの位置、フレーミング角度が異なること
が考えられる。カメラの位置、フレーミング
角度が異なることで、学習データ作成時と
同様のスクワット動作を行っていても、学
習データ作成時と異なる関節角度を取得し
てしまい、モデルが適切な筋負荷推定をす
ることができなかったのではないかと考え
られる。 
また、全被験者を通して、右足の筋負荷推

定値の方が大きめに推定されたという結果
になった。この原因として、学習データの両
足 EMGの差が考えられる。図 10 に学習デ
ータの両足 EMGのグラフを示す。このグラ
フを見ると、橙色の左足 EMG の値が全体
的に小さめになっている。実際に足ごとに
EMG 値の平均値をとると、右足で
0.000082V、左足で 0.000074V であった。
このように両足で EMG 値に差が出た原因
として、筋電計測値のセンサの取り付け位
置が考えられる。センサを取り付ける位置
が左右の足でわずかにずれていたことから、
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両足間に EMG 値の差が生じたのではない
かと考える。 

 
図 10:学習データの両足 EMG 
 
図 11に 156cm女性の両足と地面の角度、

両膝の角度を示す。図 25 を見ると、しゃが
み具合が同様であるにもかかわらず、筋負
荷推定値が低くなっている箇所がある。こ
のことから、しゃがみ具合だけでなく、膝の
角度、太腿と地面の角度など、他の特徴量も
踏まえて筋負荷を推定できていると考えら
れる。 

 

 
図 10:156cm 女性の両足と地面の角度、両
膝の角度 
 

4.2. ゲーミフィケーションを応用したスク
ワットトレーニング手法 

 ゲーミフィケーションを応用したスクワ
ットトレーニングの有効性を検証するた
め、評価実験を実施した。実験では、ゲー
ジ表示の有無によってユーザのスクワット
スピードの正確性に有意差が生じるかの検
証、ゲーミフィケーションを取り入れたト
レーニングに対する主観的評価の収集の 2
点を目的とした。 
 まず、ゲージ表示の有無によるユーザの
スクワットスピードの正確性の違いを確認
するため、被験者にゲージ表示有り、ゲー
ジ表示無しの両方でトレーニングを実施し
てもらった。その後、各条件における動作
評価のうち、最高評価である Perfect 評価
の獲得回数を比較した。被験者は 10 代か
ら 50 代の男女 23 人である。 
 双方のトレーニングでの Perfect評価の

EMGを用いた筋負荷可視化とゲージ表示によるゲーミフィケーション要素を組み合わせたスクワットトレーニング手法の提案 109



 
 

平均獲得回数の結果は、ゲージ表示有りの
トレーニングでは約 3.59 回、ゲージ表示
無しのトレーニングでは約 2.95 回であ
り、ゲージ有りのトレーニングの方が約 
1.22 倍多い結果となった。 
しかし、ウィルコクソンの符号順位検定

を実施すると、T=68.5 となり、n=18、有
意水準 5%の臨界値である 47 を上回り、
有意差は見られないという結果になった。 
これらの結果から、ゲージ表示の有無に

よる Perfect 評価獲得回数に有意差は見ら
れなかったものの、ゲージ表示は適切なス
クワット速度でのトレーニングを補助でき
る可能性があると考えられる。 
 アンケートでは、以下の 5項目について
質問を行った。 
 
1. ゲージ表示機能は使いやすいか 
2. ゲージ表示機能はトレーニングの質の

向上につながると感じたか 
3. ゲージ表示あり・なしのどちらの方が

トレーニングしやすかったか 
4. 得点表示や評価表示などのゲーム要素

は、初心者がトレーニングを行う上で
有用だと感じたか 

5. トレーニング中のフォーム崩れ表示機
能、および終了後のフィードバック機
能は、初心者のトレーニングの質向上
に必要だと感じたか 

6. トレーニングの質向上に役立つと感じ
た点、良かった点 

7. 改善した方がいい点、要望 
 
質問 1、2、４、5 の質問は 5段階評価で回
答してもらい、質問 3 はゲージ表示有り、
無しのどちらかを選んでもらい、質問 6、

7 の質問は自由記述で回答してもらった。
図 11、12、13、14、15 に質問 1~5 の回答
結果を示す。 

 
図 31:質問 1 の回答結果 

 
図 32:質問 2 の回答結果 

 
図 33:質問 3 の回答結果 

 
図 34:質問 4 の回答結果 

 
図 35:質問 5 の回答結果 
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これらの結果から、ゲージ表示の有無に

よる Perfect 評価獲得回数に有意差は見ら
れなかったものの、ゲージ表示は適切なス
クワット速度でのトレーニングを補助でき
る可能性があると考えられる。 
 アンケートでは、以下の 5項目について
質問を行った。 
 
1. ゲージ表示機能は使いやすいか 
2. ゲージ表示機能はトレーニングの質の

向上につながると感じたか 
3. ゲージ表示あり・なしのどちらの方が

トレーニングしやすかったか 
4. 得点表示や評価表示などのゲーム要素

は、初心者がトレーニングを行う上で
有用だと感じたか 

5. トレーニング中のフォーム崩れ表示機
能、および終了後のフィードバック機
能は、初心者のトレーニングの質向上
に必要だと感じたか 

6. トレーニングの質向上に役立つと感じ
た点、良かった点 

7. 改善した方がいい点、要望 
 
質問 1、2、４、5 の質問は 5段階評価で回
答してもらい、質問 3 はゲージ表示有り、
無しのどちらかを選んでもらい、質問 6、

7 の質問は自由記述で回答してもらった。
図 11、12、13、14、15に質問 1~5 の回答
結果を示す。 

 
図 31:質問 1 の回答結果 

 
図 32:質問 2 の回答結果 

 
図 33:質問 3 の回答結果 

 
図 34:質問 4 の回答結果 

 
図 35:質問 5 の回答結果 

 
 

これらの回答結果から、質問 1～5 のす
べてにおいて概ね肯定的な評価が得られた
ことが分かる。特に、多くの被験者が「ゲ
ージ表示がある方がトレーニングしやす
い」と回答した。一方で、4名の被験者は
「ゲージ表示がない方がトレーニングしや
すい」と回答していた。理由を直接確認し
たところ、「ゲージ表示があると、そちら
に意識が向いてしまい、トレーニングに集
中できない」という意見が得られた。この
結果から、多くのユーザにとってゲージ表
示はスクワット速度を意識したトレーニン
グに有効である一方、一部のユーザにとっ
てはトレーニングの妨げになる可能性があ
ることが示唆された。したがって、本手法
を広く活用してもらうためには、ゲージ表
示の有無をユーザが選択できる機能を設け
ることが望ましいと考えられる。 
また、筋トレ初心者のトレーニングの質

向上に関する「評価表示・得点表示などの
ゲーミフィケーション要素」、「フォーム崩
れのリアルタイムフィードバック」、「トレ
ーニング終了後の総合的なフィードバッ
ク」については、全ての被験者が「とても
必要」「まあまあ必要」と回答した。これ
らの結果から、本研究が提案するゲーミフ
ィケーションを用いたアプローチは、筋ト
レ初心者に対して有効な支援手法となり得
ると考えられる。 
自由記述欄で回答してもらった質問 6で

は、 
 
⚫ 点数だけでなく、Perfectなどの評価

が同時に表示されていて良かった 
⚫ 楽しくトレーニングできた 
⚫ 点数化されることでゲーム性が生ま

れ、取り組みやすかった 
⚫ 秒数や角度が表示されるのが良かった 
⚫ 姿勢を確認できた 
⚫ 時間を意識でき、より筋肉に効いてい

ると感じた 
⚫ ユーザに求められる操作が少なく使い

やすい 
 

などの意見が得られた。これらの結果か
ら、多くのユーザが本手法を用いたトレー
ニングを楽しみながら行い、トレーニング
の質の向上を実感できたといえる。 
一方、質問 7の自由記述では、 
 

⚫ フォントを背景付きにするなど、画面
が見やすいともっと良い 

⚫ ゲージを気にしてしまうため、数字で
の時間表示だけでよい 

⚫ UI を整理してほしい 
⚫ もっとゲーム性を持たせ、他者と競え

るようにしてほしい 
⚫ 文字が見づらい 
⚫ BGM があるともっと楽しく筋トレで

きそう 
⚫ フィードバックにキャラクター性を持

たせると面白い 
 
などの意見が寄せられた。「文字が見づら
い」「UI を整理してほしい」といった指摘
に対しては、回答でも意見として出ている
が、フォントに背景を付加することで視認
性を改善できる可能性が高い。本手法で
は、トレーニング環境の明るさや背景によ
って文字色が見えにくくなる場合があるた
め、この改善策は有効であると考えられ
る。 
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また、「より強いゲーム性がほしい」と
いう意見に対し、今後の展望として、オン
ラインランキングや継続日数の競争機能、
各ユーザにキャラクターを持たせ、トレー
ニングによってキャラクターを育成する要
素、そのキャラクターで対戦する機能など
を導入することで、さらにゲーム性を高め
ることができると考える。 
「BGM があるとより楽しくなる」とい

う意見についても同意見であり、音楽を付
与することでトレーニングのモチベーショ
ンを高められる可能性がある。 
さらに、「ゲージを気にしてしまう」と

いう意見があった点については、前述した
ように、ゲージ表示のオン／オフ切り替え
機能を導入することでユーザ個々の好みに
対応できると考える。 
 「フィードバックにキャラクター性を持
たせると面白い」という意見に対しても同
意見であり、前述した書くユーザにキャラ
クターを持たせるなどの機能に追加して、
自身のキャラクター、他ユーザのキャラク
ターがフィードバックしてくれるといった
機能を追加するとよりフィードバックにキ
ャラクター性を持たせることができると考
える。 
 
5. 考察 
5.1. EMG を用いて筋負荷を可視化しユー

ザにフィードバックする手法 
 EMGを用いて筋負荷を可視化しユーザ
にフィードバックする手法の考察について
記述していく。本手法を用いて作成した筋
負荷推定モデルは、適切なタイミングで筋
負荷を予測することができているが、想定
される出力値より小さい値を出力した。出

力値が想定よりも小さくなってしまった原
因として、学習データを作成する際、検証
を行う際のカメラの位置、フレーミング角
度が異なることで、学習データ作成時と同
様のスクワット動作を行っていても、学習
データ作成時と異なる関節角度を取得して
しまっていることが考えられる。著者は、
この原因を解決する手法として、2つの手
法を提案する。 
 1つ目の手法は、トレーニング時のカメ
ラ位置、フレーミング角度を学習データ撮
影時のカメラ位置、フレーミング角度に合
わせるという手法である。学習データ作成
時のカメラ位置、フレーミング角度をあら
かじめ計測しておき、ユーザがトレーニン
グを行う際、そのカメラ位置、フレーミン
グ角度でカメラを設置するのである。この
手法のメリットは、厳密に学習データ作成
時の環境を再現することでより高精度で筋
負荷推定を行うことができる点である。し
かし、デメリットとして、ユーザが学習デ
ータ作成時のカメラ位置、フレーミング角
度にカメラを設置しなければならず手間が
かかるという点、トレーニングを行う環境
によっては学習データ作成時のカメラ位
置、フレーミング角度にカメラを設置でき
ない点がある。 
 2つ目の手法は、様々なカメラ位置、フ
レーミング角度から取得した学習データを
用いて筋負荷推定モデルを作成する手法で
ある。様々なカメラ位置、フレーミング角
度から取得した学習データを用いて筋負荷
推定モデルを作成することで、1つ目の手
法より精度は落ちるが、学習データ作成時
とトレーニング時のカメラ位置、フレーミ
ング角度の違いによる影響を少なくするこ

112 宮 崎 大 学 工 学 部 紀 要 第 55 号



 
 

また、「より強いゲーム性がほしい」と
いう意見に対し、今後の展望として、オン
ラインランキングや継続日数の競争機能、
各ユーザにキャラクターを持たせ、トレー
ニングによってキャラクターを育成する要
素、そのキャラクターで対戦する機能など
を導入することで、さらにゲーム性を高め
ることができると考える。 
「BGM があるとより楽しくなる」とい

う意見についても同意見であり、音楽を付
与することでトレーニングのモチベーショ
ンを高められる可能性がある。 
さらに、「ゲージを気にしてしまう」と

いう意見があった点については、前述した
ように、ゲージ表示のオン／オフ切り替え
機能を導入することでユーザ個々の好みに
対応できると考える。 
 「フィードバックにキャラクター性を持
たせると面白い」という意見に対しても同
意見であり、前述した書くユーザにキャラ
クターを持たせるなどの機能に追加して、
自身のキャラクター、他ユーザのキャラク
ターがフィードバックしてくれるといった
機能を追加するとよりフィードバックにキ
ャラクター性を持たせることができると考
える。 
 
5. 考察 
5.1. EMG を用いて筋負荷を可視化しユー

ザにフィードバックする手法 
 EMGを用いて筋負荷を可視化しユーザ
にフィードバックする手法の考察について
記述していく。本手法を用いて作成した筋
負荷推定モデルは、適切なタイミングで筋
負荷を予測することができているが、想定
される出力値より小さい値を出力した。出

力値が想定よりも小さくなってしまった原
因として、学習データを作成する際、検証
を行う際のカメラの位置、フレーミング角
度が異なることで、学習データ作成時と同
様のスクワット動作を行っていても、学習
データ作成時と異なる関節角度を取得して
しまっていることが考えられる。著者は、
この原因を解決する手法として、2つの手
法を提案する。 
 1つ目の手法は、トレーニング時のカメ
ラ位置、フレーミング角度を学習データ撮
影時のカメラ位置、フレーミング角度に合
わせるという手法である。学習データ作成
時のカメラ位置、フレーミング角度をあら
かじめ計測しておき、ユーザがトレーニン
グを行う際、そのカメラ位置、フレーミン
グ角度でカメラを設置するのである。この
手法のメリットは、厳密に学習データ作成
時の環境を再現することでより高精度で筋
負荷推定を行うことができる点である。し
かし、デメリットとして、ユーザが学習デ
ータ作成時のカメラ位置、フレーミング角
度にカメラを設置しなければならず手間が
かかるという点、トレーニングを行う環境
によっては学習データ作成時のカメラ位
置、フレーミング角度にカメラを設置でき
ない点がある。 
 2つ目の手法は、様々なカメラ位置、フ
レーミング角度から取得した学習データを
用いて筋負荷推定モデルを作成する手法で
ある。様々なカメラ位置、フレーミング角
度から取得した学習データを用いて筋負荷
推定モデルを作成することで、1つ目の手
法より精度は落ちるが、学習データ作成時
とトレーニング時のカメラ位置、フレーミ
ング角度の違いによる影響を少なくするこ

 
 

とができるのではないかと考える。 
また、本手法で用いた特徴量について考

察する。本手法で作成した筋負荷推定モデ
ルは、筋負荷がかかっているフォームでス
クワットを行った時は出力値が大きくなっ
ており、膝が前に出るなど、筋負荷が小さ
くなるフォームでスクワットを行ったとき
は出力値が小さくなっていた。このことか
ら、本手法により作成したモデルは 1つの
特徴量に縛られず筋負荷推定を適切に行う
ことができており、本手法で用いた特徴量
は、フォームごとの筋負荷を適切に推定す
るために適切な特徴量であったといえる。 
 
5.2. ゲーミフィケーションを応用したスク

ワットトレーニング手法 
ゲーミフィケーションを応用したスクワ

ットトレーニング手法の考察について記述
していく。まず、膝関節角度、経過時間を
ゲージ表示する機能についてであるが、ゲ
ージ表示有りのトレーニングの方が、最高
評価である Perfect評価の回数が約 1.22 倍
多いことが実験によりわかった。 
そして、実験と同時に行ったアンケート

調査によると、ゲージ表示機能の使いやす
さ、ゲージ表示機能のトレーニングへの有
効性、ゲーミフィケーションを応用したト
レーニングのトレーニング初心者への有効
性、フォーム崩れ表示機能、フィードバッ
ク機能の有用性について高い評価を得るこ
とができた。特に、動作を評価する機能、
採点を行う機能、フォーム崩れ表示機能、
膝関節角度、秒数をゲージ表示する機能に
ついては自由記述の設問でも好意的な意見
をもらうことができた。 
一方で、「フォントが見づらい」、「もっ

とゲーム性を持たせて他のユーザと競える
ようにしてほしい」、「BGM がほしい」、
「フィードバックにキャラクター性を持た
せると面白そう」などの意見が出た。著者
は、これらの意見の中でも「他のユーザと
の競争性」をさらに高めるような機能を加
えることで、他のユーザと切磋琢磨しなが
ら筋トレできるようになるため、筋トレ初
心者がさらに楽しみながら筋トレをできる
ようになると考える。そのため、本手法の
今後の展望として、オンラインランキング
機能、トレーニングによってキャラクター
を育成、対戦させる機能を追加するなどし
て「他のユーザとの競争性」を高めること
が最優先であると考える。 

 
6. おわりに 
本論文では、筋トレ初心者が筋トレをや

めてしまう代表的な原因である「効果を実
感できない」、「つらい」という原因を解消
するため研究概要、研究手法、結果と評
価、考察について述べてきた。 
本研究では結果として、EMG を用いて

筋負荷を可視化しユーザにフィードバック
する手法は、「効果を実感できない」とい
う原因を解消するにはまだ不完全である
が、ゲーミフィケーションを応用したスク
ワットトレーニング手法は「つらい」とい
う原因を解消するだけではなく、「効果を
実感できない」という原因も解消すること
ができた。 
今後、より「効果を実感できない」とい

う原因を解消するためには、EMG を用い
て筋負荷を可視化しユーザにフィードバッ
クする手法の学習データ作成時、トレーニ
ング時のカメラ位置、フレーミング角度の
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違いによる影響をなくす必要があり、「つ
らい」という原因を解消するためには、他
のユーザと競争させるなど本手法により高
いゲーム性を持たせる必要があると著者は
考える。 

また、この 2 つの手法の融合の仕方とし
て、2 つの手法を同時に使用することはト
レーニングのしやすさの観点から考える
と、現実的ではないため、ユーザに合わせ
てそれぞれの手法を提案できるような環境
を構築することが必要であると考える。具
体的には、スロースクワットの動作速度を
改善したいユーザ、楽しみながら筋トレを 
したいユーザにはゲーミフィケーションを
応用したスクワットトレーニング手法を提
案し、フォームを定着させるために筋負荷
を意識しながら筋トレをしたいユーザには
がら筋トレをしたいユーザには EMG を用
いて筋負荷を可視化しユーザにフィードバ
ックする手法を提案する必要があると考え
る。 

以上が、著者が大学院で行った研究であ
る。将来的にはこの研究がさらに発展し、
多くの筋トレ初心者が筋トレを継続するこ
とができる環境を生み出してくれることを
祈るばかりである。 
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キックフォーム指導支援システム「kick-form-analyzer」の提案 
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Proposal for “kick-form-analyzer” 
Kick form Instruction Support System 

 

Kanata HIRANUMA, Makoto SAKAMOTO 

 

Abstract 

 
In recent years, human pose estimation has gained considerable attention in fields such as education, healthcare, and 
sports science because of its potential for quantitative motion analysis. In sports instruction, objective evaluation of 
athletic movements is essential for improving performance and providing effective feedback. However, conventional motion 
analysis methods often depend on specialized equipment, such as motion capture systems or multiple depth cameras, which 
require high costs and controlled environments. These limitations make their application difficult in school education 
and amateur sports setting. In addition, many educational sports environments face challenges such as a shortage of 
experienced instructors and limited technical knowledge among coaches. Therefore, there is a strong demand for accessible 
and low-cost technologies that can support motion analysis and skill acquisition. This study focuses on the use of 
monocular vision-based pose estimation to address these issues. By representing human motion as time-series joint 
coordinate data, it becomes possible to analyze and compare athletic forms objectively, contributing to more effective 
sports instruction support. 
 

Keywords: MediaPipe, Pose Estimation 

 

1. 序論 

 

 近年、姿勢推定や人間の動作解析に関す

る研究は、教育、医療、スポーツ分野をはじ

めとする多様な分野において注目を集めて

いる。特にスポーツ分野においては、競技者

の動作を客観的かつ定量的に評価すること

で、技術者の高度化や競技力向上につなが

る取り組みが進められている。従来の動作

解析では、モーションキャプチャシステム

や複数台の RGB-D カメラを用いた手法が多

く提案されてきた[1][2]。これらの手法は

高精度な姿勢推定を可能とする一方で、専

用機器の導入コストが高く、設置環境が限

_____________________________________ 
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定されるといった課題を有している。 

 このような背景の中、単一の RGB カメラ

のみを用いて高速かつ高精度な姿勢推定を

可能とする MediaPipe[3]が注目されている。

MediaPipe は一般的な Web カメラやスマー

トフォンで取得した映像から人体の骨格情

報を推定できるため、低コストかつ幅広い

環境での利用が可能である。 

 また、日本の中学校およびここにおける

部活動では、専門的な競技経験を有しない

教員が指導に当たる割合が高く、指導の専

門性不足や教員の過重労働が社会的課題と

なっている[4]。スポーツ指導を支援する技

術的手法の確立は、こうした課題の解決に

も寄与すると考えられる。 

 本研究では、MediaPipeを用いてサッカー

のペナルティーキック動作を対象としたキ

キックフォーム指導支援システム「kick-form-analyzer」の提案 115



ックドームの比較評価および指導支援シス

テム「kick-form-analyzer」を試作し、その

有用性と課題について検討することを目的

とする。 

 

2. 原理 

 

2.1 MediaPipe 

 

 本研究では、姿勢推定の基盤技術として

Googleが開発した機械学習フレームワーク

MediaPipe[3]を用いる。MediaPipeは、入力

画像や動画に対して、前処理、推論、後処理

を段階的に実行するパイプライン構造を有

しており、高速かつ安定した推論が可能で

ある。 

 MediaPipe Poseは、単一の RGB 画像また

は動画を入力とし、人体の全身姿勢を構成

する 33 点のランドマークを推定する姿勢

推定手法である。各ランドマークは 2 次元

座標(𝑥𝑥,𝑦𝑦)および相対的な深度情報(𝑧𝑧)を含

む 3 次元情報として出力される。これによ

り、静的姿勢のみならず動作の時系列解析

が可能となる。 

 
図 1. MediaPipe Poseにおける全身ランド

マーク 

 MediaPipe Poseは CPU環境でも高速な推

論が可能であり、特別な計算資源を必要と

しない点が大きな特徴である。一方で、カメ

ラ視点や照明条件、遮蔽の影響を受けやす

く、推定誤差が生じる可能性がある点には

留意が必要である。 

 

2.2 ペナルティーキック 

 

 ペナルティーキックとは、サッカー競技

において反則により与えられる直接的な得

点機会であり、ゴールから 11m 離れたペナ

ルティーマークからボールを蹴る[5]。短時

間で高い再現性と精度が求められる動作で

あり、キックフォームの違いが結果に大き

く影響する。本研究では、動作区間が明確で

あり比較が行いやすい点から、ペナルティ

ーキックを解析対象とした。 

 

3. 指導支援システムの開発 

 

3.1 開発環境 

 

本研究で試作したシステムは、Windows 10 

pro環境上で Pythonを用いて開発した。姿

勢推定には MediaPipe Pose を用い、動画の

入出力および描画処理には OpenCV を使用

した。被験者のキックフォーム動画は

iPhone14を用いて宮崎大学陸上競技場内サ

ッカーコートにて撮影した。 

 

3.2 システム概要 

 

 本システムは、被験者のキックフォーム

動画および理想フォーム動画を入力とし、
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pro環境上で Pythonを用いて開発した。姿

勢推定には MediaPipe Pose を用い、動画の

入出力および描画処理には OpenCV を使用

した。被験者のキックフォーム動画は

iPhone14を用いて宮崎大学陸上競技場内サ

ッカーコートにて撮影した。 

 

3.2 システム概要 

 

 本システムは、被験者のキックフォーム

動画および理想フォーム動画を入力とし、

MediaPipe Poseによって骨格情報を抽出す

る。その後、各関節の座標データを時系列と

して取得し、理想フォームと被験者フォー

ムの比較評価を行う構成になっている。 

 

3.3 プログラムの内部 

 

 システムは main.py をエントリーポイン

トとし、姿勢推定、動作比較、評価、可視化

の各機能をモジュール化して実装した。

MediapipeProcessorは動画から関節座標を

抽出し、Comparatorは単純フレーム対応付

けおよび Dynamic Time Warping（DTW）によ

る時系列アライメントを行う。Evaluatorは

関節誤差の算出と統計処理を担当し、

Visualizerは比較結果を動画として可視化

する。 

 

4. 実験 

 

4.1 実験設定 

 

 実験では、理想フォームとしてプロサッ

カー選手のペナルティーキック動画[6]を

使用し、被験者を四方から撮影した動画を

入力データとした。比較手法として、単純フ

レーム対応付けと DTW を用いた 2 種類の手

法を実装し、それぞれについて評価を行っ

た。 

 

4.2 実験結果 

 

各実験における平均誤差および診断結果

を表 1および表 2に示す。 

 

 

 

表 1. 単純フレーム対応付けによる結果 

 
 

表 2. DTWによる結果 

 
また、比較動画の一例を図 2に示す。 

 
図 2. 比較動画のスクリーンショット 

 

4.3 考察 

 

 実験結果より、システムはエラーなく動

作し、骨格描画および比較評価が可能であ

ることを確認した。一方で、被験者の関節座

標位置が理想フォームと近い場合、フォー

ムの良否に関わらず誤差が小さく算出され

る傾向が見られた。この結果は、姿勢推定精

度および評価指標の設計に改善の余地があ

ることを示唆している。 

 

5. 結論 

 

 本研究では、MediaPipeを用いたサッカー

のキックフォームの比較評価および指導支

援システムを試作した。単一カメラ映像か

ら骨格情報を取得し、DTWを用いた時系列比

較を導入することで、低コストかつ簡便な

動作解析手法を実現した。今後は、関節角度

や祖王泰一を考慮した特徴量の導入、姿勢

推定精度の向上、ユーザインターフェイス
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の改善を行い、より実用的な指導支援シス

テムへの発展を目指す。 
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大 平　 悠 貴 B.社会環境システム工学分野 廃ガラスの化学反応 /体積変化を活用したプレキャストコンクリート製品の開発

勝 木 　 熙 B.社会環境システム工学分野 方財・長浜海岸を対象とした三次元数値モデルによる土砂輸送の特性評価

近 藤 　 廉 B.社会環境システム工学分野 粉末活性炭吸着・凝集泡沫濃縮法による河川水中のカビ臭原因物質の高感度定量法の開発

中 野　 夏 生 B.社会環境システム工学分野 マグネシウム水溶液を用いたセメント混合処理土の劣化予測に関する研究

野 﨑　 康 平 B.社会環境システム工学分野 環境 DNA の移流と放出を考慮した河川における魚類生物量推定手法の開発

野 田　 勘 司 B.社会環境システム工学分野 侵食防止を目的とした森林作業道マルチング材に関する実験的検討

船 隈　 亮 太 B.社会環境システム工学分野 海水飛沫から検出される病原細菌の菌種と界面化学特性

三 上　 優 貴 B.社会環境システム工学分野 濁水における環境 DNA の挙動と PCR 阻害低減手法の評価

水 口 　 嶺 B.社会環境システム工学分野 種の存在量を用いた底生動物分布モデルの転用精度向上に向けた検討

光 成　 耕 大 B.社会環境システム工学分野 簡易治山工による浸透能向上効果とそのメカニズムの検討

森 　 勇 輔 B.社会環境システム工学分野 各種廃棄物由来材料の大腸菌抑制効果の評価と機構解明

森 本 　 菖 B.社会環境システム工学分野 Al 系溶射皮膜の高腐食環境下における大気腐食挙動

山 田　 慶 裕 B.社会環境システム工学分野 木材の吸水特性を考慮した木材補強粘土の圧密挙動に関する研究
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RIZKY ALMARENDRA 
WIRAWAN PUTRA

B.社会環境システム工学分野
Seasonal Variations and Land Use Influence on Macroplastic Pollution in the Metro 
River, Indonesia

大久保　敦広 C.電子物理工学分野 蛍光スペクトル解析によるマンゴー軸腐病早期検出技術の開発

大 下　 隆 也 C.電子物理工学分野  レーザ受光用 InGaAsP 光電変換素子の高電圧化・高効率化

國武　幸一郎 C.電子物理工学分野 InGaAs/GaAsSb スーパールミネッセントダイオードの作製と光干渉断層撮影への適用検討

髙 島　 陸 人 C.電子物理工学分野 InGaAs/GaAsSb Type-II 量子井戸への InGaAs 緩和層導入による発光強度向上

樋 口 　 蓮 C.電子物理工学分野 固体高分子形水電解に金属イオン種が及ぼす影響の探索

福岡　顕太郎 C.電子物理工学分野 垂直に設置した営農型太陽光発電の稲作への応用検討

牧ノ瀬　開人 C.電子物理工学分野 反射スペクトルの機械学習によるマンゴー軸腐病の早期検出

松 林　 海 紀 C.電子物理工学分野 X線 CT 画像を用いた曲面太陽電池の非破壊検査技術の検討

三 浦　 昌 真 C.電子物理工学分野 カルコパイライト化合物 ZnSnAs2 における熱電特性のデータ駆動型最適化

宇 都　 大 樹 C.電子物理工学分野 MAO を用いたリチウムイオン電池用セパレータの性能向上

浦 野　 翔 大 C.電子物理工学分野
光ヘテロダイン光熱変位信号の時間変化解析に基づく教師あり機械学習による Si の熱拡
散率およびキャリア寿命の推定

榎 田　 海 渡 C.電子物理工学分野 ファブリペロー干渉計 (FPI) を用いた屈折率測定用ファイバーセンサーの開発

遠 藤　 聡 馬 C.電子物理工学分野 SnS への BaSnS 混晶化技術に関する研究

大﨑　進太郎 C.電子物理工学分野 孔の深さ及び気孔率を同時制御した Porous Si(001) 基板が GaAs 薄膜成長に与える影響

奥 田　 大 晴 C.電子物理工学分野 格子整合系 InAs/GaAsSb 超格子の温度依存 PL スペクトルを用いた発光メカニズム解析

角 谷　 昂 亮 C.電子物理工学分野 TlBr 検出器における軟 X線の応答評価

鎌 田　 信 壱 C.電子物理工学分野 半導体中性子検出器における B-10 成膜法の研究

黒 木　 瑛 介 C.電子物理工学分野 超高層大気を観測する ISS 曝露部搭載Ｘ線カメラの開発と評価

古 藤　 隼 人 C.電子物理工学分野 ALE 法で作製した GaAsN/GaAs 超構造における N分布の面内不均一性評価

齊 藤　 悠 人 C.電子物理工学分野 SOI-CMOS 検出器によるミュオン特性Ｘ線を用いた元素分布可視化手法の研究

佐久間　桃子 C.電子物理工学分野 Porous Si 基板における気孔率および孔の深さが GaAs 薄膜成長の表面に与える影響

佐々木　悠任 C.電子物理工学分野 Zynq MPSoC を用いた機械学習モデルによる粒子識別処理の開発と評価

岳 本　 廉 央 C.電子物理工学分野
Ｘ線分光撮像衛星 XRISM に搭載した軟Ｘ線撮像検出器 SXI の軌道上エネルギー較正手法
の改善と分光性能評価

中 島　 魁 耶 C.電子物理工学分野 PL 測定による InGaAs/GaAs/GaAsP 圧縮歪超格子太陽電池のキャリア輸送解析

渕 田　 悠 太 C.電子物理工学分野 大面積Ｘ線 SOI-CMOS 検出器 XRPIX11 の分光性能評価と分光性能の向上に向けた研究

松 島 　 司 C.電子物理工学分野
Ｘ線分光撮像衛星 XRISM を用いた超新星残骸 SN1987A のＸ線スペクトルにおける爆発噴
出物寄与の評価

山 元　 康 平 C.電子物理工学分野 MOVPE 法で作製したInAs/GaAsSb 超格子の光学的特性に対する量子井戸層数とAs組成の影響

吉 田　 大 雅 C.電子物理工学分野 SPP 構造を有するＸ線 SOI-CMOS 検出器 XRPIX8b の開発

吉 山　 巧 一 C.電子物理工学分野 金属複合酸化物をベースにした半透明な水分解用電極触媒の開発

石 川　 太 一 D.電気システム工学分野 牛の摂食検知と摂食時間管理に関する研究

椎 原 　 陽 D.電気システム工学分野 歩行中の乳牛に対する上方視点 3D カメラを用いた個体識別に関する研究

清水　祐一朗 D.電気システム工学分野 顔特徴と耳標番号の相互補完による牛の自動個体識別に関する研究

早 津　 匡 裕 D.電気システム工学分野 実計測された日影パターンを用いた車載用太陽電池ストリング構成最適化

福 家 　 翼 D.電気システム工学分野 プラズモニック導波路光分波器の特性解析

向 井　 直 希 D.電気システム工学分野 移動体用太陽電池における高性能発電量予測モデルの構築

山 口　 寛 人 D.電気システム工学分野 非線形光学材料を用いたスロット導波路全光スイッチに関する研究

井 上　 拓 也 D.電気システム工学分野 高 PSRR のためのビルトインレギュレータアーキテクチャを用いたアナログ集積回路の提案

栫 　 鼓 実 D.電気システム工学分野 高分子材料の複合界面における放電現象の観測及び解析

梶 谷 　 伶 D.電気システム工学分野 埋設物探査技術の研究

木 村　 謙 介 D.電気システム工学分野 深紫外 LED 光を用いた PI 基板の表面改質

谷 口　 将 太 D.電気システム工学分野 同期型コンパレータを用いた時間領域増幅器の設計に関する研究

堂 込　 卓 良 D.電気システム工学分野 高周波電磁界問題に見られる反復法の悪収束性に対する数理的解明

中 元　 大 翔 D.電気システム工学分野 深紫外光を照射した PET 基板表面の親水化とそれに関わる化学反応過程
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肥 田 木　 拓 D.電気システム工学分野 深紫外光照射による LTCC 表面の親水化

松 本　 佑 哉 D.電気システム工学分野 油入変圧器におけるレヤショート現象の特性

溝 口　 幸 輝 D.電気システム工学分野 MOS キャパシタを用いた 2入力 FG-MOSFET における線形化手法及び初期電荷除去法の提案

山 田　 大 雅 D.電気システム工学分野 並列高周波電磁界解析の収束性改善に向けた検討

松本　航太朗 E.環境ロボティクス分野 非負値行列因子分解のための勾配に基づく乗法更新則

飯 山　 貴 冬 E.環境ロボティクス分野 高濃度 Scを添加した BaTiO3 および BaSnO3 を電解質としたアノード支持型燃料電池の開発

井 上　 大 一 E.環境ロボティクス分野 スペクトログラム特徴量を用いた多ラベル分類モデルによるリズムゲーム譜面生成

井 村　 成 吾 E.環境ロボティクス分野 杭施工におけるリアルタイム施工性判断の検討

浦 川　 大 和 E.環境ロボティクス分野 VR 環境における姿勢推定とモーション分類による国際会話支援

大 窪　 諒 平 E.環境ロボティクス分野 カメラによる保育器内新生児の身体計測

川 上　 廉 太 E.環境ロボティクス分野 機械学習による多元素置換セラミックスのプロトン伝導率予測と精度の検証

古 賀　 亮 多 E.環境ロボティクス分野 カメラによる豚の体重推定のための自動背骨検出

須 本　 雄 太 E.環境ロボティクス分野 SPT 地盤情報と施工ログを活用した機械学習による杭施工時間の予測 

髙 﨑　 慶 十 E.環境ロボティクス分野 Ni-Cu をアノードとしたプロトン伝導性セラミック燃料電池の開発

田 村 　 周 E.環境ロボティクス分野 カメラによる豚の体重測定のための姿勢判別

西 川 　 輝 E.環境ロボティクス分野 カメラによる豚のソーティングシステムに関する研究―投影面積による体重推定精度の比較―

東 　 瑛 介 E.環境ロボティクス分野 ニューラルネットワークを用いた動画のブラー除去

堀 田　 英 臣 E.環境ロボティクス分野 公共データを用いた地盤情報予測手法の構築 －機械学習とガウス過程の地域特性に応じた適用－ 

村 上　 裕 太 E.環境ロボティクス分野 カメラを用いた非接触配管計測

盛 滿　 優 雅 E.環境ロボティクス分野
BaZr0.3YbxSc0.2-xCo0.5O3- δ (x=0.0, 0.1, 0.2) をカソードにしたプロトン伝導性セラミック燃
料電池の電極反応機構の解明

五 十 嵐　 廉 E.環境ロボティクス分野
高濃度 Cu 置換水酸化ニッケルの溶媒熱処理によるα型およびβ型の結晶成長と無置換水
酸化ニッケルの水熱処理による新規層状構造の創出

永 樂　 惠 裕 E.環境ロボティクス分野 TiO2-SnO2 高結晶微粒子分散系（ゾル）の合成方法の確立と燃料電池用電極触媒担体への応用

黒 木　 雅 人 E.環境ロボティクス分野 湿式合成した高結晶性四酸化三マンガンへの銀触媒担持と塩基性条件下での電気化学特性

恒 成　 尚 俊 E.環境ロボティクス分野 β型構造を保持・安定化する Ti 置換水酸化ニッケルの開発と二次電池正極特性

桑 原　 海 杜 E.環境ロボティクス分野 コイル間距離の変動による電力低下を抑制するワイヤレス給電補償回路の提案

茂 谷　 健 汰 E.環境ロボティクス分野 送電側計測による無線電力伝送の電力推定と電力制御

矢羽田　桂都 E.環境ロボティクス分野 無線電力伝送範囲を拡大するための軸ずれを利用したコイルの形状と配置

和 田　 智 哉 E.環境ロボティクス分野 障害物があるときの無線電力伝送における電気回路モデルの構築

川 津　 駿 斗 E.環境ロボティクス分野 多様な管内環境に適応可能な尺取虫型移動機構及び打音検査ユニットの開発

竹 下　 千 喜 E.環境ロボティクス分野 エビを模倣した遊泳モデル及び水中ロボット用メカニズムの創出と実装

山 川　 健 伸 E.環境ロボティクス分野 インフラ構造物における勾配変化法および減衰曲線法を用いた欠陥方向推定手法

山 根　 晟 之 E.環境ロボティクス分野 AI 技術を用いた多変量生体情報による母豚の生理状態予測モデルの構築

渡 辺　 拓 哉 E.環境ロボティクス分野 葉面の画像セグメンテーションとネットワーク構築による葉フェノタイピング手法

掛 井　 春 輝 F.機械設計システム工学分野 往復摩擦試験による半月板インプラントの摺動特性評価

園 田　 高 大 F.機械設計システム工学分野 ミニブタによる半月板インプラントの埋植試験に関する研究

原 田 　 楓 F.機械設計システム工学分野 膝関節の有限要素モデルによる半月板インプラントの圧力分散効果の解析

石 作　 颯 太 F.機械設計システム工学分野 波形状光ファイバを利用した伸長・屈曲計測のための小型・柔軟なセンサの開発

岩 本　 侑 真 F.機械設計システム工学分野 非加圧固定串刺し法を用いた高質な串食材制作法に関する研究

内 田　 優 大 F.機械設計システム工学分野 炭素鋼 S45C における縦弾性係数と応力－ひずみ予測の均一性評価

内 山　 怜 和 F.機械設計システム工学分野 改良された二段菱型機構ハーベスターの設計最適化および力増幅率，耐久性，発電性能評価

大橋　遼太郎 F.機械設計システム工学分野 地面効果下における翼型下面形状が空力特性に及ぼす影響に関する研究

折 本　 壮 麻 F.機械設計システム工学分野 高密度ポリエチレン/マイクロカプセル化パラフィン複合材料の作製と熱的および引張特性評価

甲 斐　 拓 海 F.機械設計システム工学分野 音響校正器ピストンホンに生じるノイズ発生原因の解明とその対策

甲 斐 　 渉 F.機械設計システム工学分野 弾性体内蔵ギヤクランクの推進性能評価ならびに性能向上に向けた解析的検討

数 森　 皓 太 F.機械設計システム工学分野 Ni-W 電着工具の製作に関する研究―２層めっき時におけるめっき膜状態の検証―
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附 則
この規程は、令和４年４月１日から施行する。

加 瀨　 雄 翔 F.機械設計システム工学分野 ドライ環境下での PEEK-PTFE 軸受の熱変形と疲労摩耗に対する冷却の影響

上 門 　 海 F.機械設計システム工学分野 指の屈伸抵抗測定に関する研究

神 谷 　 彪 F.機械設計システム工学分野 ポンプ配管系固体伝搬音を抑制するためのフレキシブル継手の最適設置法に関する研究

神 原　 龍 樹 F.機械設計システム工学分野 円形断面の柔軟タイミングベルトを用いた２軸差動関節の開発

栗 田 　 博 F.機械設計システム工学分野 長期短期記憶ネットワークを用いたマンゴーの収穫量予測　―データ解析と性能評価―

髙 橋　 輝 至 F.機械設計システム工学分野 足形状が変形する受動歩行ロボットのための溝カム機構を用いた足変形機構の開発

竹 山　 航 平 F.機械設計システム工学分野 Ni-W 電鋳工具の開発に関する研究―電鋳膜状態の検証―

塚 本　 創 斗 F.機械設計システム工学分野 小野式回転曲げ疲労試験機の設計製作と試験片の設計製作に関する研究

中 原　 蒼 惟 F.機械設計システム工学分野 炭素鋼の曲げ疲労と引張疲労強度の同等性の検証

廣 瀬　 晃 太 F.機械設計システム工学分野
円柱周り流れの計測融合シミュレーションにおけるフィードバック点配置及び物理量が再
構築精度に与える影響に関する研究

福 島　 夢 未 F.機械設計システム工学分野 ３Dプリンタ製作部品の曲げ疲労強度評価に関する研究

藤 田　 航 奨 F.機械設計システム工学分野 形状復元性のための弾性材料を充填した小型折り紙ロボットの開発

布 藤　 拓 海 F.機械設計システム工学分野
4D Flow MRI 用解析ソフトウェアが大動脈に対する計測融合シミュレーションに与える影
響に関する研究

矢ケ崎　龍平 F.機械設計システム工学分野
乾燥水中サイクル環境下での PEEK ラジアル軸受のなじみプロセスの一考察 
（回転速度 600rpm と 1200rpm の場合）

山 川　 里 玖 F.機械設計システム工学分野 移動層を利用した太陽熱による水素製造に関する研究

山﨑　晃士朗 F.機械設計システム工学分野 4D Flow MRI データを用いた物理法則に基づく機械学習による血流場再構成手法の開発 

山下　健士朗 F.機械設計システム工学分野 摩擦振動を抑制するためのディスクグラインダ用防振ハンドルの開発

RADITYA HELMI 
F A K H R U D D I N

F.機械設計システム工学分野 APPLICATION OF THERMAL ENERGY STORAGE INTO FOOD DRYING TECHNOLOGY

天 木　 大 介 G.情報システム工学分野 Emotion-Anchored Contrastive Learning を用いた日本語テキストからの感情抽出

有 留　 直 希 G.情報システム工学分野
Web ページのレイアウト不具合の発見時間削減を目的とした視覚的回帰テストツール
MIXVRT の開発

石 丸　 巧 巳 G.情報システム工学分野 MR 3D ペインティングで創造体験へのアクセス拡大

岡 村 　 篤 G.情報システム工学分野 ペルセウス座銀河団の観測データを用いた XRISM 衛星搭載 Xtend の較正

小 椋　 駿 嵩 G.情報システム工学分野 XRISM 衛星で観測したケンタウルス座銀河団の鉄輝線の解析

押 川 　 優 G.情報システム工学分野
EMG を用いた筋負荷可視化とゲージ表示によるゲーミフィケーション要素を組み合わせた
スクワットトレーニング手法の提案

川 越　 彪 雅 G.情報システム工学分野 自然言語処理モデルを用いたマルウェアログの画像化によるマルウェア分類の研究

木 村　 優 哉 G.情報システム工学分野 電子フォーム作成を目的とした記入欄自動検出およびラベル割付ツール FLAT の開発

木村　怜生菜 G.情報システム工学分野 深層学習モデルを用いた椎茸の自動品質検査手法の提案と評価

斉 藤　 功 樹 G.情報システム工学分野 線幅が広がった鉄 K輝線の構造解析

椎木　皓太郎 G.情報システム工学分野 動的 Token 選択と可変層Vision-Transformerを用いたVision Language Modelの提案と評価

戸 髙　 快 彦 G.情報システム工学分野 深層学習モデルによる医用画像の分類および異常検知の構築と検討

西 　 秀 峻 G.情報システム工学分野 位置情報タグとドローンを活用した阿蘇放牧牛の位置追跡手法に関する研究

根 木 原　 滉 G.情報システム工学分野 テストカバレッジの向上を目的とした Java 自動テストツール JARTGPT の拡張

穂 満　 晃 大 G.情報システム工学分野 軽量接触信頼度フィルタを用いた Speculative CCD のゴースト衝突削減手法の提案と評価

森 茂　 蒼 士 G.情報システム工学分野 耳標と牛顔画像の併用による牛個体識別

山 下　 德 貴 G.情報システム工学分野 単一誘導心電図の Recurrence Plot 画像を用いた異常分類モデルの構築

山 根　 秀 太 G.情報システム工学分野 対話型 AI における Differentiable Neural Computers を用いた根拠文検索器の精度向上

和 田　 晃 典 G.情報システム工学分野 短期記憶を支える速い結合をもつ神経回路の数理モデル

AUNG SI THU MOE 国 際 プ ロ グ ラ ム RGB-Thermal AI: Next-Generation System for Calf Identification and Health Monitoring

PYAE PHYO KYAW 国 際 プ ロ グ ラ ム Dairy Cow Identification and BCS Estimation Based on 3D Point Cloud Using RGB-D Camera

S U  Y I  M O N 国 際 プ ロ グ ラ ム Energy Yield Analysis of Vehicle-Integrated Photovoltaics in Asia
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   ○ 宮崎大学工学教育研究部学術刊行物規程

平成 年４月１日
制 定

改正 平成 年 月 日 令和３年 月 日

（趣旨）
第１条 この規程は、宮崎大学工学教育研究部が学術刊行物として刊行する宮崎大学工学部紀要（以
下「紀要」という。）の投稿及び編集・刊行に関して、必要な事項を定める。

（目的）
第２条 紀要は、工学部における学術研究の成果並びに活動状況を発表し、学内外との学術交流を
果たすことを目的とする。

（投稿資格）
第３条 投稿代表者は、工学教育研究部の教員とする。

（編集）
第４条 紀要の編集は、宮崎大学工学教育研究部広報・地域連携委員会（以下「広報・地域連携委
員会」という。）が行う。

（刊行）
第５条 紀要は、電子媒体で年１回刊行する。
２ 投稿締切日、電子化経費、その他紀要の刊行に関連する必要事項は、広報・地域連携委員会で
決定するものとする。

（書式等）
第６条 紀要の原稿は、広報・地域連携委員会の指定する様式によるものとする。

（掲載の区分等）
第７条 紀要への投稿物の掲載に当たっては、次に掲げる区分を設ける。

紀要論文
資料

２ 前項第１号への投稿は、和文又は英文を原則とし、未発表論文であるものとする。その掲載に
当たっては、関係教員了承済みのものを原則とする。
３ 第１項第２号への投稿は、調査・実験などで得られた有益な資料などを対象とし、その採否は
広報・地域連携委員会が行う。

（著作権の帰属）
第８条 紀要に掲載された投稿物の著作権は、原則として工学教育研究部に帰属し、工学教育研究
部はそれらの投稿物を「宮崎大学学術情報リポジトリ」に登録できるものとする。

（雑則）
第９条 この規程に定めるもののほか、紀要の投稿及び編集・刊行に関する必要事項は別に定める。

附 則
１ この規程は、平成 年４月１日から施行する。
２ 宮崎大学工学部学術刊行物規程は廃止する。

附 則
この規程は、平成 年 月 日から施行し、平成 年４月１日から適用する。

附 則
この規程は、令和４年４月１日から施行する。

宮崎大学工学教育研究部学術刊行物規程
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